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1 

序文

1. 最近とみに休業の経済的分析ないし研究が盛んになってきている かかる傾向はまったく当然なこと

ではあるが林業界のためにはよろこばしい事象である。

2. 林業II~量的!'fIi造の分析はあらゆる林業按術ならびに林業経営の研究.こ支援されながらも，同時にそれら

の研究の方向を規定するものとして存在する 林業経済の研究は技術ならびに経営の研究に方向づけをあ

たえるのみでなく，また林業政策の立案にも経済的な科学1的基礎づけを可能ならしめる。将来，ヨリ健全

なJ休業の発喪を期待するには，林学の健全な形態を確立せねlまならない このためには上述のごとき意味

において林業縫済問造の研究が確立されることが必要である しから l王林業p括的構造の研究とは何か，そ

こにはまたし、かなる研究の態度があるというのかっ

まずこれらの問彊に答えるためには林業単済構造とは何かということより説明することが便利である。

林業経済梢泣とは，林業に関する数多の経済行為，たとえif生産，消費等の経済行為が日的手段のi主演に

よって繋れて，互に切り離しがたきー休をなしている姿をいうのであるコそれゆえ林業経済構造の研究と

は，かかる林業経済の指造の内面的秩序を解明することにほかならない しからばかかる場合いかなる併

究の態度が考えられるであろうかコこの問題iこ対する解答への端緒は「そもそも農業経済学なる題日があ

るのではなしに，ただ農業問題に応用せられた経済学があるのみだ」という K. Boulding*l の農業経済

学に対する問解と同じく「林業経済学とは，林業に応用せられた経済学である」とし、う理解より得られる。

林業l後済学が，林業にr，G，用せられた経済学であるならば，そこには一般秘的学と同様に大別して近代経

済学とマルクス経済学の二つの立場よりの理解の仕方があるコわたくしの能力においては煎論的に両者の

優劣， 是非を判断することはできないっ ただわたくしの現在における価値判断は近代経済学を採択させ

るリ

3. I林産物価絡形成の潔論的研究」はかかる立場に立って，以上のごとき意義をもっ材業経洪構造を斑

解せんとする一つの接近である ←ーこの点における本研究の意義はさらに第 1 編第 1 章で触れる一一本

研究はかかる大きな抱負をもつものではあるが，内容自体には数多の理論的未熟さをもっている しかし

これらの未熟さについては読者のすぐれた御批判をまち，なお将来のわたくしの研究の進展により取り払

ってゆくでありましょう。

4. 最後に本研究成立までわたくしを直接間接指導して下さった林業試験場経営部々長小幡進氏，経営研

究室長大内兎氏，その他経蛍部の先輩同僚諸氏ならびに農業総合研究所馬場啓之助氏，中山;戒記氏，また

わたくしの研究に助力して下さった林試総信部小菅久氏，編集激務上種々御援助御足労をお願いした調査

室の各位にあらためて深甚なる感謝の意を表するつさらに小論の原稿を関読され，幾多の御親切なる示唆

をあたえられた慶応大学経済学部千種義人教授に対しでも，ここで深甚なる感謝をささげなければならな

し、。

(備考) .., 

木レポ{トの第 3 ，第 5 ，第 6 ，第 7 ，第 8 の各調はすでに林業経済研究所発行「林業経済」誌上に掲載

したものであるが，研究を総括するにあたって心よく引用を許された林業経済研究所に感謝をあらわすコ

*1 K. A. Reconstruction of Economics, 1950, preface p. 7 

G. S シェフアード著農業総合研究所訳農産物価格分析論 8頁より再引用
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第 1 編序 論

第 1 章林産物価格研究の意義

1. 自由競争を前提とする資本主義経済機構においては，価格が個々の経済主体の/lßlr，c、しなくてはならな

いマグロ的経済秩序の指標となっている 資本主義経済機Wi~こおける仰Tî絡の機能について若干触れるなら

ば， fI問中各は家計にとっては最大満足達成の指標となり，企業にとっては最高能率発揮の指標となるー別言

すれば「価格はその相対的なる面とその絶対的なる面とを合わせて，今日の経済生活が運行せられている

機構の内面的秩序を形づくっている J*l それゆえ価格の研究の意義は経済機的の内面的秩序を解明せんと

するにあるの同じように林産物価格の研究は第阪的には林業経済の内面的秩序を解明するにあるといえよ

う f

だがここで協定すべきことは林業経済ないしは一般経済の内面的秩序を解明するにあたって，価格の研

究により全面的に問題は解決されるとし、ぅ迦信を示すことには問題があるということであるごこのことを

説明するためには現代の経済混論について若干触れなくてはならない

2. ァ〆ムスミス以来の経済学はL 、わゆる徴祝的経済学: (micro.economics) ないしは微視的分析 (mic

roscopic analysis) といわれる υ これは個々の個人または個々の企業の経済行動を分析するものであると

し内、えよう。そして近代の微視的経済学は，ジエヴオンス (W. S. Jevons)，メンガー (C. Menger) の限

界効用理論からはじまり，個人の物財に対する選択行為の分析を出発点とするワルラス (Léon Walras) , 

パレ{ト (Vilfredo Pareto) , ヒ γ クス(J. R. Hicks) , ランゲ (Oscar Lange) 等の理論的業績をそ

の典型的な例としてあげうる。 微視的分i行ないし微視的経済学の理論存在造の特色は「価絡分析J (price 

analysis) ともいい，それを中心的な分析用共としている点にあるといってよいであろう 徴祝的分析の

長所は，個人の合理的行為を基礎にして，その理論が構成されているので個人の経済行為の分析，理解に

過しており，かつまたその理論構造はアダム・スミス (Adam Smith) (1723~1790) 以来 200 年余の歳

月をついやしているので非常に精密であるということであるが， _.方その短所は，何絡分析を中心にした

理論構造では巨机的な経済防造ないし経済循環を完全に7雌到することはできず，なお蔽いえないものを含

んでいることである[""たとえば租税の大きさを決定するものは交換でもなければ売買でもない 租税を

しいて交換のごとく解する説もないわけではないが，それは正しくは移転 (transfer) と称すべき関係で

ある。また貯蓄ということも利子率を指標として増減する貨幣資本の供給とみる説もあるが，もしこれを

所得中の消費を超える部分と解すれば，それは余剰 (surplus) と秘すべき関係であって， 利子率の関係

からは直接に説きえないっさらに分配において労働所得と財産所得との分割を考える場合にもこれを単に

需要供給の関係からのみ説かるべきかどうかにはし、ろいろの疑問がある」相徴視的分析の欠点は資本主

義経済体制の自己矛盾のあらわれと左もに顕著になってきた。それはとにかく価格機構が{百人に対して経

済社会の秩序を端的に示すものであるとする徴視的返済学は，資本主義経済体制の自己矛盾のあらわれと

ともに，この教説に若干のあるいは大きな亀裂を生じたわけであり，それに理論的欠点の生じたのは当然

*1 G. S. シェフアード著農業総合研究所ず、「農産物価格分析論J 1 頁
ホ2 山田雄三，山田勇，小泉明，高橋長太郎，ノj、島清著現代の経済原論春秋位 35頁



林産物価格形成の理論的研究 (野村〉 3 ー

で、あった。ケインズの理論が，漸次個人主義的資本主義の体制的矛盾拘のあらわれはじめた 20 世紀にい

たって3 その批 I'IJ としてあらわれたのもこの聞の事情をものがたるものであろう。

3. 徴主見的経済学の反省は上述のごとくケインズによりのろしがあげられたわけであるが，かかる経済学

を徴視的経治学に対して巨視的経済学 (macro economicめないしは巨視的分析 (macroscopic analysis) 

としづ 3 巨侃~~I勺分析とは所得，消費，投資，雇用等のいわゆる「総体量J (aggregatives) の相互間に横

たわる総体的な経済関係を分析することにほかならなし、。これは，しばしば所得分析(income approachう

という別名をもってし、L、あらわされるように，そこでの中心問題は「所得概念」であり，これが他方にお

いて今日の国民所得の研究に多大の貢献をもたらしたものと考えられる。巨視的分析を体系的に組織化す

る経済学が「巨視的経済学」であり， ケインズの「l需用， 利子および貨幣の一般fIll論J (The General 

Theory of Employment, Interest and Money, 1936) は巨視的経済学の名に値する τ そしておそらく

近代極済学におし、ては最初の業績であるといってもよいであろう。巨視的経済学の主として日ざすところ

は3 ・山田男氏の引用されたレオンチェフ (Le~mtief) の言を再引用すれば判「個々の事実と数字の錯雑さ

を切り開L、たり，基本的な経済的現実の描写を少数の戦略斐数 (strategic variables) のみを含む少数の

構造関係式に導くようなJ 体系である。巨視的分析の特質はただ単に消費の一局部を取り扱ったり，生産

の一局部を取り絞ったりするのではなし国民溢済ないし社会経済の全体系にわたって経済分析の行われ

ることである c それは経済循環の決定である 巨視的経済学は巨視的には徴視的経済学より，ヨリ明確に

現在の資本主義経治機構を分析し，理解させるであろう。だから主いって価格分析を中心とする徴視的経

済学を否定する見!山は見いだせなし~その理論の精密さと正確さにおいて，また徴視的分f:)f とし、う分析方

法において現住の経済熔造を分析するうえに有効な手段を提供している。前述のごとく巨視的経済学に依

つては特に個々人の経済行為に立脚する需要法則， あるいは個々の企業活動の分析ないし王型解はえられ

ず，徴況的経済学の分析をまたねばならないわ最近lilijW論の綜合に関する論議，いわゆる「並t割・の問題」

くaggregation problem)*3 が経済学界の一大関心をあつめているのはこの聞の川息をものがたるものであ

ろう。如上の論述におし、て，徴況的経済学の中心である価格研究の経済理論における現代的意義を知りえ

たであろう心林産物価格研究の林業経済の機構を分析せん主する林業誕済学における意義も，もとより上

述の一般論的な何十各fiJf究の意義となんの相iをもたし、 c

4. 林産物官!日j知iil'~犯の:意義は林業政策と林業経蛍との関連を考える時，さらに具体的に明白となる。

*3 杉本栄一著，近代経済学の解明 理論位 83 頁に詳述されているので，参考にされたい。

均高橋泰政
塩野谷九円L編著 ケインズ「一般理論」講義(1) 138 頁

ネ5 総計の問題は論理的に考えれば，個々の消費者の経済行為の綜合結果としての，社会全体の消費面
における巨視的運動の態様を導く問題，および個々の企業の経済行為の総合結果としてのは会全体

の生産面における巨視的運動の態様を導く問題ならびにこの両国にわたる徴視的運動の総合として

の社会全体の巨視的運動全体の態様を導く問題一一一この 3 つの問題があるわけである。
第一の問題に関しては，マルシヤクの「個人的家計函数と集合家計函数J (1. Marschak; Personal 

collective Budget functions. The review of economic statistics. 1939) があり，

第二の生産面をとりあつかった研究としては， クラインの「巨視的経済論と合理的行為の斑諭」
(L. R. Klein; Macro巴conomics and the theory of rational behavior. Econometrica 1946) メ

イの「一産業模型についての統計の問題J (K. May; The aggregation problem for a one.indｭ

ustry model. Econometrica 1746) およびプーの「巨視的経済論に関する賞書J (S. S. Pu: A 

Note on macroeconomics. Econometorica 1946) があるけ3 145 頁~146 頁〕。

第三の問題についてはムーアの「総合経済学J (H. L. Moore; Synthetic 巴conomics. 1929) 
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林業政策(林政〉は，従米一般に判経済政策の範時にはし、る部分と，林業の文化的地位を研究の対象と

する部分の 2 つに分けて考えられている だが両者の林政のうちに占める位置はp 主体的には経済政策の

範障に属する部分であるといってよいであろう。というのは後者の部分を軽視するわけではないが，この

面に関する政策は比較的自明のことであるゆえ，この国に対する研究の分野はきわめて少ないと考えられ

るからである。それゆえ狭義に考えれば桃政とは休業に関する続的政策であるとみてよいであろうごここ

でさらに考察をすすめて一般経済政策と経済則論との関連に触れてみよう。*7

経済政策の方針を明にする知識の組織を経済政策学というのであるが，経済政策学は一定の社会経済が

なんであるべきかのヲ町訟であり，したがってその経済のうえに加えられるべき行為の知識である z すべて

の政策は一方において価 1[1'( またはfJ :'i'Jの知識を予想し，他方において事実，すなわち存在の知識を予怨す

るへ現在の事実の特殊性をJ巴握するとし、う HR史的知識を前提とし，そのうえに一定の利UI[むを実現するため

の手段および泊程の知識を経済理論に求めるところに，政策の知識すなわち政策学がある。このように経

済E思議iは一定の何値判断実現のために手段および過程の知識を挺供するものであって，いうなれ(ま訂i主脅詰7完寺E盟盟q早! 

諭は政策の2

が，これによってきクロ的分析を武加として休業極治のメカニズムを解明せんとする林産物価格の研究と

林業政策との関連が理解されるであろう

5. つぎ tこ林業'1活蛍と林産物価格の研究との関連について説明してみよう。この問題についての考察は，

一般論としては経済王附と経'自学との関連の考察によりあたえられるであろうが一一これについては高田

保馬著ïlij1l1J香水712 頁参照一一ここでは説明を共休的におこなうために， D'CちにJ!j本(i句な林産物価絡の府

究と林業径岱との関連について説明しよう

一応資本主義経済に立脚する経営を考えるならば，企業者は一定の技術水準，企業者能力および資本の，

大きさのもとで生産物価絡p 生産要素価格一一動慾経済においては予想価格←ーーが与えられた場合，はじ

めて，ある経世日的のもとに組織的な技術組織休である一定の経蛍が確立されるのである。生産物ならび

に生産要素fl[日絡が妥化した場合には当然経営の淫也，さらには組織形態はきを化しなくてはならない この

ように林産物価絡の研究は，現在ならびに将来に亘る材産物1[1>>絡のうごき，ないしあり方を，ヨリ一般的

に表現するならば，林業経済機構をあきらかにすることにより，個別的な林業経蛍のうける諸制約，諸条

件を明確にするのである。.L~卜.が;1*産物1U>>1名{j;f究の意義である c

第 2章本書の理論武器

6. 林産物価絡研究をするにあたってはp まずーっの経済理論に準拠しなくてはならない。本章では，本

書で準拠する溢治理論を説明する。価格の決定は需要曲線と供給曲線の交点で定まるということは，価格

理論には種々の学派の対立が存在しているにもかかわらず共通的に是認されている c 学派の対立は，価格

*6 島田博士は，林政学の意義を「森林及び林業が国家および国民経済において占むるところの経済的

ならびに文化的地位を併究の対象としp あわせていかにこれを指導し，またはこれに干渉すべきか

の政策原現を考究する学であるJ とのべられているように林政を経済と文化を対象とする 2 つの部

分をあわせ考えておられる。

!林敬学概要」地球全書 1 頁

また，林政学に対する私とほぼ同じような一つの意見として中山哲之助稿「林政学の方法論的考察」
林業経済第 39 号など参考となろう。

*7 高田保馬著全訂経済学原理 日本評論新社版 9-11頁
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が需要と供給との相互fr'用により次定されるといっても，この場合供給側に主体をおくか，あるいはまた

逆に需要側に主体をおくか，あるいは両作用を等作用としてみるか←ーマーシアルの折衷理論(Cambridge

school)一一一，さらに供給側に価格決定の主体があるといっても，供給の主体を貨幣費用 (money cost) 

とみるか一一アグム・スミスの玉県論一一あるいは実物費用，または真実費用 (real cost) とみる力、ーーリ

カル 1: オ・マルクス同理論をあげうるが，王軒命的に完戒しているものとしては現在労イ矧阿倍のマルクス理

論があげられるーーによって学派が分れるヲ

また需要側に11而絡決定の主体を認める理論においても， 限界効用概念に立脚するオーストリア学派

(Austrian school) ーーカール・メンガー (Carl Menger , 1840~1921)一一，あお、は同じ限界効用概念

に立脚しながら般均衡理論 (The g己neral equilibrium theory)ーーこれについては第 2 編で説明する

←ーという一つの別論体系をもっロ{ザンヌ学派 (Lausanne school) ー一一レオン・ワルラス (L駮n 

明Talras ， 1934~1910) 庁イルフレド・バレート (Vilfre::lo Pareto , 1948~1923) 一一等がある c 本書では

限界効用不可制作巨の批判を回避し， しかもローザンヌ理論をさらに深化させたヒツクス(J. R. Hicks ') 

-ーロンドン学ìJfç(London school) ならびに役の動態理論をさらに展開させたランダ(Oscar Lange) 

一一世会主義者であるが，理論武法としてはヒツグス理論の深化とみてよいであろうーーの斑論に主とし

て準拠してゆくであろう

7. さらに小論で使用する経済辺諸iの中字徴を説明するために，静態と動態についての見解に触れておくこ

とが便利であろう

静j酷命t土利充に依存する関係式によって経済委数を同時的 (simultaneaus) および限界n的 (instantan

eous) または!w<時間的 (timele3s) に決定することに関係している、 I罷史的にßtî化する世界でさえも静態

的に取り扱われるのであると「静態」写真家はかカるる世界に関係のあるすべての問題を断面写真にとらえ

ることができ，そしてその体系の前か後の位置がj急速な定化に支記されたか，または無視できる愛化に影

響されたか，そのどちらかの場合であっても，焼き付n-た写真は多分同一であるであろう

異なる時点、における尚済きさ主主が函数的に関連するということ，またはこれと同じことであるが，経済~

数とそれらの定化率，それらの「速度J (velocitie3) , I加速度J (accelerations)，もしくは「微係数の高

次微分」との聞に凶数的関係があるということが動態論の本質である。おのおののかかる動f主体系は.一

組の「初期条件J(initial conditions) に対する主動的反応(autonomous response)，もしくは，あるきを化

する外的条件に対する反応のいずれかとして，それ自身の時間的行動 (behavior over time) を造りだす

ということを記しておくことが重要である二この各時点にわたる自己造出的な発展の様相はあらゆる動態

過程の十字肢というべきである」判平たくいうならば静態論は無時間的刊'界を対象とするものであり，動

態論は時間の要素の介入した世界を対象とする。

キ8 H. S. ノ、リス編都留重人訳監修現代経済学の展望理論編II 155~6頁
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占争態経済の世界はワルラスの法貝Ij (Walras' Law)判の成立する世界であり， m(困の財貨が存在し，こ

のうち 1 個が基準財(ワルラスは Nüméraire と呼ぶ〉であるならば，交換不均衡の経済体系化では m

(m-1) 個，均衡経済体系下では m- 1 個の価絡が確定されれば仰Ii格機杭は成立する c 静態経済におい

ては，基準財は価値交換を目的として存在するものであり，価値貯蔵はもっていない。価値貯蔵機能を所

有すれば，基準財はL、わゆる貨幣であって，ヴイクセルも指摘しているように，すでにこの経済機構は動

態の世界であれ静態の出:界の範時より逸脱する。これに対して動態の世界は時間の要素の介入により，

m個の財貨はそれぞれ期日をもち，また，基準財は価値貯蔵機能を共有したし、わゆる貨幣となる。そして

静態経済においては重要でなかった利子が大きく浮びあがってくる。経桝学の最終日的は，もちろん動態

経済機構の解明にあることはいうまでもないが，従来の経済学には，前十j滋と動態とを方法論的にいかにみ

るかによってつぎの 3 つの立場がある υ

(1) J. A. Clark によって示された動態一元論判。

この考え方は，動態は静態の特殊の場合であって，吉事態経済Jm論に特定の制限を与えることによって，

動態理論を樹立しうると考えるものであり，したがって彼においては適応の現象だけでなく，資本の作用

から生ずる経済発畏の現象をも古事態斑論的に説明しうるものとみなしている。資本の蓄積の影響が比較的

少ないものと考えられていた時代にはかかる方法論も生れたのである。けれども景気愛動現象を静態理論

的に解決しうると考えるのはあまりにも静態経済を万能論的に考えすぎていたきらいもある a 静態w論は

ローザンヌ学派のパレートにより精草野イヒされたけれども，精密化されればされるほどかえってP、体的動態

現象から遠ざかってゆくという全く皮肉な現象が生じたのである。

(2) J. Schum問ter 的静動二元論*11

この考え方は，静態とは動態，換言すれば現実の経済現象の瞬間の描写であり，最初から本質的に経済

発展の現象を対象とする動態主は別個のものであり，したがって静態経済を研究対象主する動態経済理論

とは全く異なるものである。シユムペータ{の表現をかりればr-・・・・一一之れやや狭義においては，歴

史的経過に対する経済社会学者または国民経済学者の特殊課題ともあるいはまた発展理論とも呼ばれうる

水9 いま m援の商品が市場にあり，第m番目の商品をニユメレ{ルとする。したがって市場にはm-1

個のニユメレーノしで表現した仰i絡が存在している。そして m-1 聞の商品に対する総需要を D 総

供給を S とすれば，
m-l m-l 

D三~ Pi Di S 三 ~Pi Si 

と表現しうる。またニユメレ- )~の総ヂー要を Sm，色合4lh給を Dm とすれば，
m-l m-l 

Dm三~ Pi Si三 S Sm三2，; Pi Di三D

とあらわしうる±ところで均衡においては，ニユメレ{ル以外の財の需給は均等するゆえ Dニ S が

えられるが，これは同時に Smニ Dm を意味する。

財の交換が均衡していなくとも D三Sm S三Dm は常に成立しているから，

ロ1 m 
D+Dm三S+Sm もしくは ~Pi Di 三苫 Pi Si 

が常に成立する 3 これは m-l 種の財とニユメレールの需要は， m-1 種の財とニユメレールの供

給につねに等しいことを示す。これをワルラスの法則と L 、う G

佐藤豊三郎監修理論溢済学評論は 49~50頁
ネ10 The philosophy of wealth. 88. The modern distributive process. 1888 etc. 参照

キ11 rl~山伊知郎，東焔精一言p， シユムベータ{経済発展の理論 シユムペーターのí;Y!l長論3 動態論に

対する立場は，本書の解説 (633頁~693頁〉にたくみに詳述されている。
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ものであるが一一，すべてこれらの場合に対しては， iJ.の価値，価格，貨幣ちょう問題系列の経済理論は

なんらの貢献をもなしていないのである」ネ12

それゆえ手ユムベーターによれば，スミス以来の経済学 200 年の成果は静態経済において利用されうる

のみてあって，動1l~的な経済発展現象の理論は新しく開拓されなくてはならないとするものである c

(3) A. Marshall 的的態一元論

マーシアルの静止状態は， ローザンヌ学派流の静態と異なり， その中に動態を内包している均衡であ

り，この場合他の事情が等しいと仮定されて'H 、るが，それらの仮定を漸次解き放ってゆくことによって

一般的動態別論が樹立されるむのと考えられている いわばマーシアルの経済理論は生物学的均衡を日擦

にしているものとし北、えよう。(彼の理論は実際にはニートンの力学的均衡に終っているが)*13 このよう

なマ{シアル (1')静勤一元論の立場に立つ経済理論は，従来つぎの 2 つの理論構造に大別されて発展してき

ている J すなわち i 期間分析法 (period analysis method) ii 比率分析法 (r旦te 呂田lysis) とである。

前者は~動過程を時間の遅れのついた断続的なものとして取り扱い，後者は~動過程を断続的にではなく

連続的に扱うコ数学的には期間分析には定差方程式が，比率分析には微分方程式が使用されているが，そ

のいずれの方法をとるかは便宜的の問題であるコと L 、うわけは，期間を可能なかぎり小さくとれば比率に

近ずくことができ期間のあいだの相互関係を無視できるからである。前者の期間分析法のなかでも，予想

(anticipation) の概念を理論武器としている Hicks*H Lange*15 の玉虫翁， また定差方程式(difference 

equations)*lû を則論武器;としている Samuelson の斑論等がある。

如上のように近代経治I軒命は，その理論構造の中で静態と動態をどうあっかうかによっていくつかに分

けて考えられたr これで知りうるようにノj、論で主として準拠せんとするヒヅグス，ランゲ両県論は，マー

シヤ}L-の静動一元論にたつものであるつ

8. 如上の記述により IJ、論で主として採用せんとする経済理論の概要は知りえたことと思う二本研究にお

いて上述のごとき理論を採用する理由については，さらに経済学的に検討すべきであろうが，これは理論

経済学でとりあっかうべき問題であって，到底ここでとりあげることは困難であれまたその必要もない

であろう υ 要はこの則論を採用した場合，結果的にいかほどまで本研究の企図が達成されたか，どうかに

あるわけである J

第3萱本書の梗概

9. ノj、論において展開せんとする林産物価格の研究の寝概について若干説明しておこうコ

第 2 編においては，第 3 編以後のよし体的な林産物価格に関する研究の一般論的理解をあたえるために静

態経済における価格形成の機構についてのべているつ第 3 編においては価格決定の基本的主因である林産

物の需要構造について説明される。本編l工，第 1 章と第 2 章に分けられている 3 第 1 主主では戦前の主とし

て木炭の需要構造についてのべられているが，附随的に木材の需要構這にも説明が加えられている。第 2

章においては戦前との比較において戦後の林産物需要の構造について検討が加えられている 3 第 4 編にお

*12 前抱書 *8 150~151頁

*13 馬場啓之助著，経済学の哲学的背景 237頁~281頁
ネ14 ]. R. Hicks: Value and Capital , 1946. 
*15 O. Lange: The price Flexibility and Employment. Boo:nington, Indiana, 1944. 
ネ16 P. A. Samuelson: Foundations of Economics analysis. 1947. 
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いては，価格児論の一半である供給理論について考察されている。

第 5 編においては，動態経済における林産物価格のきを動について，理論と実証の両面より検討がおこな

われてし、る。この編における一つの結論として動態経済における林産物古川絡の愛車IJは他物価の愛動に比べ

て異常に大きいということが知られている。そこでかかる激しい!!1:動はし、かなる珂!由によるのかを検討す

るために，第 6 編においては林産物価絡形成の性絡について考察が加えられてし、るその結論を要約する

ならば，自体林産物価格形成には不安定性が存在していること，しかして不安定性の原因としては林産物

需要の非弾力性一一これは第 3 編で、実証的に把握されている←ーならびに供給の不安定性があり，特に後

者の供給の不安定性に主因のあることを指摘している。そこで第 7 編においては木材に例をとって実証的

に供給の性格についてのべられている 一一理論的には第 4編で説明されているーー最後に第 8 編では，

如上のような激しい林産物価絡のきを動，しかも林産物価絡形成自体に伏在する不安定性は将来も林産初);]11価

格の激動を示す危険性ありとし、う反省より，一体かかる林産物価格の愛動は林業経営ならびに国民経済に

とってのぞましいものなのか。もしのぞましいものでないならばL、かなる林産物価格政策の採用が考えら

れるのか，そしてかかる政策が考えられたとして，遂行される可能性があるのか等の問題について触れて

いる

以上が本書の寝概であるが，ここで最後に附言しなければならぬのは，林産物といっても，本研究にお

いては，主として木材と木炭を対象としているということである。それゆえ，厳密には小論は木材ならび

に木炭価格形成の理論的研究というべきであろうがp 将来さらに普遍化する企図と表現を簡が]にすると L 、

う意味で林産物バ而格形成の理論的研究としたものである。
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第 2 編 静態経済にふミける価終形成の機構

第 l'章開 題

1. 本稿においては，槌概においてのべたごとく第 3 編以後の具体的な林産物価絡に関する研究の一般論

的:fI!1解をえさしめるために論述する それゆえごく概略的に触れるであろう

第2章静態経済における価格形成の機構

その 1 静態経済の模型

2. 古事態経済の世界とは，無時間的経済世界である 青Jf態返済の模型は，完全数争をiÌ協定する場合と，不

完全競争を前提する場合の二者Jこ分けられる まず完全競争下静態経済の模型について説明してみようこ

この模型はつぎのような条件をもっているしそれが静態経済であるということよれ①将来に対する予想

の必要のない無時間的な遜済である。②通貨の供給量には菱化がないじまた安全科争であるということよ

れ⑦小規模の需要者のみ多数存在し，需要者 1 人でいかに自己の需要量を矯i成しでも，市場価格を動か

しえぬ。④小規模の供給者のみ多数存在し，供給者 1 人ではL 、かに自己の供給量を増減しでも，市場価格

を動かしえぬ @:供給?者需要者が市場において摩擦なしに自由に取引をなしうる ③需給双方に新しい取

引者の加入は自由であり制限をうけなし円以上が完全新争下説態経済の模型である c

つぎに不完全数争ー卜‘静j滋経済の模型についてであるが，この模型の条件も，静態経済であるということ

より，まず第 1 に，①~Wi時間的t!J_:界である c ①通貨の供給量には3f化がない，の 2 条件は満足されるべき

であるが，①以下の 4 条件は否定される すなわち，独占的 (monopolistic or monopsonistic) ないし

は準独占的 (oligópolistic or oligopsonistic) 企業が存在することにより販売購買のいずれにおいても独

占作用を及ぼし，ために1iIli椅機構がマグロ的経済機構の秩序を完全に遂行することが不可能となるこつぎ

に各々の静態模型における何格機存在について説明する J

その2 完全競争下静態経済における価格形成の機溝

3. 一定の生産規|実，一定の組織ならびに技術水準のもとでは一定の供給曲線があたえられる〔ただ単に

供給ともいう〉 供給rlll線とは，一連の異なる価絡に対厄して生産される一連の数量を意味する 普通価絡

に対して正の傾斜をなしている}他方需要曲線も与えられているけこだ単に需要ともいう〕 需要曲線は，

一連の異なる価絡に対応して消費される一連の数量をあ/らわし， 普通価格に対して負の傾斜をなしてい

Y 

:1 
。

数量

第 1 図

x 

るっ需要および供給の意義を如上のように規定すれば，一定の時一定の市場

においてある商品の売買せられる価絡は，必ずその商品の需要曲線と供給曲

線の交わる点において，別言すればその商品の需要額主供給額とが一致しう

る点で定まる。 図示すれば第 1 図のごとく需要曲線 DD' と供給曲線 SS'

との交点Pが均衡点であるこ如上のように，市場価格は需要と供給との均衡

点に定まるのであるゆえ，その主主動に関しでは次のごとき法則がある z

(1) 供給にはなんら菱化がないにもかかわらず，需要が増涙するならば市場

価格はそれにしたがって騰貴し，または下落するこ(第 2 図参照〉
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(2) 需要にはなんら愛化がないにもかかわら

ず，供給が増減するならば，市場価格はそれ

に伴って下落しあるいは騰貴する(第 3 図参

照〕 υ

4. 均衡側絡の成立を以上のように考えるの

は，いわば直線的である J 笑際には価絡特に

農業ならびに林業生産のごとくその中に本質

的に時間のずれをもっている部門における何

格決定は，不断にき呉りを訂Eしながら，すなわち模

索しながら均衡阿格に到注すると考えられるのであ

るっかかる特質をもった価絡形成のメカニズムを説

明するものとしては蜘妹の巣の理論 (cobweb theo' 

rem) がある。かかる1ìTf!絡決定のメカニズムはその

なかに時間の要素がはし、るので動態経済におけるも

のであるとも考えられるが，小論においては，林業

における価格形成のなかには本質的な院絡としてタ

イム・ラツグをもっているとしづ意味で， -1~1~態模型

Ð, 

D ¥ 

イ田
中香

¥ 

第 72 号

¥ 
¥ 
¥ 

s' 

'--.j'PI 
'1¥¥  

P I 、、，
.L -UI 

,.!_ D 

l 、、 D2

A2 A ﾄl 

第 2 図

のなかで説明するであろう。 。

この玉虫論はたし、がL 、の経済原論の書物に詳述され 第

Y 

。

第 3 図

工2 x. 
主主量

4 図

ているので詳細の説明は省略し，以下概説してみようごまず需供両曲線があたえられたものとしよう τ あ

る価絡 P1 が成立したとする。この価絡は費用よりも大きししたがって趨jtl利潤をのこす。これに刺戟

せられて生産が拡張せられる。 一定時11iJの経過後に， 供給せられる量は P1 に相応する供給曲線上の数

OX1 となる。しかして OX1 に対応、する価絡は当初予想された価格 P1 よりドって P2 に定まる P2 で

は供給f~IJは損失をうける かくて供給側では生産の収縮を計画する 2 この収縮計画はその時の価格 P2 を

基準にしておこなわれるい一定時間後にこの計画が実現して，供給は OX2 に縮減する。しかるに，この

数量においては供給は需要にたらない〕佃絡はかくて P3 になる。かくして矢印をつけた蜘株の巣の糸の

ごとき実線の示すように長時間の経過した後に均衡に収数する。本例の場合においては価格 Po に収数し

てゆくのである τ 蜘!除の巣の理論においては，需要曲線の傾斜が供給曲線の傾斜よりも緩であれば，別

言すれば需要の弾力性が供給の弾力性一一弾力性の概念につし、ては後述ーーより大なる場合，交点に収数

し，逆の場合(別言すれば供給の弾力性が需要の弾力性より大なる場合〕には発散し，また両曲線の傾斜

が等しいならば，同じ道を巡廻し発散も収数もしないじ

5. しからば上述した生産物の供給曲線ならびに需要曲線はし、かにして玖定されるのかについてつぎに若

千触れよう判一詳細については第 3 ， 4 編において説明される一一。

資本主義経済を純粋なる形において考えると，そこには 2 種類の個人←ー私的個人および企業者一ーが

存在している。

*1 佐藤豊三郎著「ヒツグス経済学研究」実業の日本社 252~255頁
安井琢戸訳 J. R. ヒツクス「価値と資本」岩波現代叢書凶~150頁照谷弘jへ
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この 2 種績の個人の区別はその供給する能力の数によって定まる。すなわち，およそ各個人はつぎの 2

種類の能力の 1 つ，または双方を所有しているニ

(1) 市場で売買されうる生産要素，すなわち普通の肉体的精神的労働力c

(2) 市場で単独に売買されないが，他の生産要素と結合して売買しうる生産物を生産するのに用いられる

ところの能力，すなわち企業的才能。要素および生産物に対して 1 紐の市場価格が与えられるならば，企

業者能力を所有するものは誰でも，かかる生産要素を生産に利用することが余剰を生むか否かを決定する

ことができる。もし余剰が生まれるならば，彼は生産を遂行し，したがって企業者となる(しからざる場

合には企業者にならなしう。企業者としての彼は，いかなる組合わせの生産が余剰を般大にするかを決定

しなければならなし、。例絡が所与なるとき，この余剰J極大なる組合わせは，技術の状態と彼の企業者能力

の程度において決定される。したがって彼の生産要素への需要と生産物の供給，ならびに余剰量が決定さ

れる。如上のように企業者により蛍利をめざす経済を営利経済とし、う。つぎに(1)の能力のみを所有すると

ころの私的個人，あるいは企業者能力を所有してはし、るがそれを用いることに価値を見いださぬ人は，つ

ぎの 2 つの決定をしなければならない。すなわち(1) どれだけ生産要素を供給するか，すなわちどれだけ労

働するか， (2)かくして獲得した所得をし、かに各種の財および用役に支出するかである 価格体系と選好尺

度が所与であれば，消費者需要の理論にしたがって彼の生産要素の供給量と彼の財および用役の需要量は

容易に決定される。このように私的個人により消費をめざす経済を消費経済としづ。上述のところで明白

のようにある生産物に対する供給は企業側上り提供されるものであれこれに対して需要は店、的個人(家

計〉側より生ずるのである。ここでは純粋の資本主義経済を考えたのて、あるが，現実の経済にあっては 9

2 つの個別経済のほかに，企業と家計との未分化状態の形態である家業とか公共経済とかがあれ上述の

2 つの個別経済とは若干相異したかたちで生産物の需要供給をおこなっている(これらの問題については

後に触れる〉ご

以上は完全競争下静態経済下における価絡形成の一般的な考察である。つぎに不完全競争の模型にうつ

ろうこ

その3 不完全競争下育事態経済における価格形成の機情

6. これは独占何絡形成の問題にほかならなし、。安全競争市場においては，個々の生産者または消費者は

価格に対して原子的なものとして存在していた。これに対して独占の場合は，大なり小なり生産物の何格

が独占者の君、志によって動かされる。独占の形態は単一でなく，たとえばウィリアム・ニコノL ス (William

第 1 表

Selling Side 
Buying side I 

i Many sellers Few sellers One seller 

Many buyers|1.Pure 12.okopoly|3.Mmopoly 
|competition i (duopoly) I 

I 4. Oligopsonyi 5. Bilateral i6. 乱'Ionopolistic 
Few buyers 17ëd:~戸叩Y〕 1 0li伊poly l ωpsony 

|18.Mqnopson-9.Bilateral 
On巴 buyer I 7. 乱i{onpsony . istic I •. U'V"JNV"J :_~~::-~~~，，， monopoly 

oligopoly 

H. Nicholls)*2 にしたがえば第 1 表

のごとく諸型に分類される=

単一の買手が多数の売手に直面する

とき「需要独占J (monopsony) とし、

い， 数人の買手の場合には 「需要多

占j (01 igopsony or duopsony) と称す

る。供給におけるこれに対際的な言葉

は「供給独占j (monopoly) r供給多

占j(oligopoly or duopolのである。

*2 William H. Nicholls; Imperfect Competition within Agricultural Industries, Ames, 1941. p.14 
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この独占形態が普通一般的な重要なタイプであるが，このほか究手，買手ともに 1 入なる，いわゆる「双

方独占J (bilatelal monopoly) ，数人のう工手， 覧手の対応する双方多占 (bilateral oligopoly) や 1 人の

完手が数人の買手に直面するいわゆる「供給独占的需要多占J (monopolistic oligopsony) また 1 入の買

手が数人の売手に直面する「需要独占的供給多占J (monopsonistic oligopoly) 等がある 3 これらの諸形

態によって独占といっても，その側陥形成の機構は大なり小なり異なる。これらのおのおのについての価

絡形成の機備については専門書に論述されているのでそれにゆずり，ここでは参考のため，もっとも笥単

な模型である完全供給独占における何陥形成の機構についてのべよう。的独占者は利潤阪大化原理にもと

づき，彼の利i闘が協大になるようにその仰1怜，したがってまたその販売量を決定する、〉それは限界収スと

限WJþlHlの等しくなる点に定まる。なぜならば，もし彼がそれよりも 1 単位ヨリ少なく販売すれば後が節

約する費HJ よりもヨリ多くの収入を失うであろうし，またもし彼が 1 単位だけヨリ多く生産すれば彼が能

得する収スよりもョリ多くの費用を負，jrlすることになるからである二第

5 図について説明してみよう。 AR は各販売者にとっての平均収入曲線

(average revenue curve) であって各産出量 (X軸〉に対応する平均

収ス高 (Y軌)を示すc これはまた各産出量に対応、する商品価格をも示

すものであるから各販売者にとっての需要曲線 (demand curve) でも

ある。不完全競争ドにおいては需要の弾力性は無限と零との中間である

Y 

から AR は右下りの線を画く n MR は限界収入曲線て、あって， AR が 口

右下りの時にはMRは必ず AR のドに位位する。 AC は平均費用曲線，

AR 

円

第 5 図

MC は限界費用曲線を示すう MC と MR との交点 Gfこ対応する X軌，すなわち OM は均衡的な産出量

〈販売量〉を示L， Y軸すなわち MP は均衡的な側絡，すなわち独占11町絡を示す。この場合の利潤総額l工

面積 FPHG，または面積 YCLで示される、 (C は PM と MC との交点) ÎJÎJ者は単位当り平均利潤lこ産

出量を乗じたものであり，後者は総収入から総費用を差引いたものであれ数量的iこは等しL 、 c

図によってすでに陪示されているところであるが独占価格は限界費川と需要の弾力性の医数であってそ

の関係式はつぎのごとくあらわされる。

独占州各 MP=MCx三-1

ただし e は需要の弾力性， MC は限界~Iÿ川を示すっこの関係式より知られるように， MC が一定の場

合には需J夏の弾力性が小であるほど MP は高く，また利潤傾はヨリ高くなる J

その4 一般均衡の理論

7. これまでの考察は理解を容易ならしめるために，ー財の価格がL 、かに定まるかについて説明してき

た。いうなれば直接に考察の向けられていない他の経済量，別言すれば他の価格は愛化しなL 、ものと仮定

する。このような検討は部分均衡論 (departmental equilibrium theory) とし、う。 かかる検討は実際の

現象を厳密に観察せんとする場合には不適当である c 実際にはある物財の価格はほかの諸々の物財の価格

と相互に密接な関係をもっている。別言すればある物財の価格は直接にはその需要と供給との関係によっ

て定まるとはいえ，需要供給がほかのすべての経済事象によって定まるがゆえに，その決定の機構を明ら

かにすることはすべての商品価格の決定の機構を明にすることとならざるをえなし、。これを明にするもの

*3 豊崎稔編独占河出書房 165~176頁
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が一般均衡論 (general equilibrium theory) である。

ここでは完全競争下静態経済の一般均衡について説明してみよう。しかもここでは生産をとりいれたー

般均衡 ヒツグスの生産の一般均衡 (The general equilibrium of production) について説明をお

こなう H この悩治|吐界は， lWJ態経済のごとく本来の貨幣は存在しないっ すなわち伺1rBぽ』子政機能をもたな

い，ただ単に仰lî(ü白交換手段としての貨幣であるつそれはワルラスのいうニユメレ{ル(口uméraire) にす

ぎないu ここにおいてはつぎのごとき模型が考えられる二家計と企業が対立する。家計は生産用役を企業

に供給し，その官Iij絡を所得として受取る。所得全部をもって消費財を買う c 企業は生産川役をもって消費

財を生産し，これを供給するコこの際一定の生産方法にしたがし、生産費を最小にしようとする。均衡のた

めの諸条件はつぎのごとくである

(1) 消費財に対する社会的需要函数が与えられているてl

(2) 消費財需要はその供給に等しい(消費財需給均等〉コ

(3) 生産物jllli絡は生産費に等しい二一面よりし、えばÝI'í袈財供給は生産費にしたがって定まる l

(4-) 生産m役(所与の)は筏りなく需要せられる(用役需給均等)。

かかる条件の下においては消費財の需要 n 個，消費財価格 n-l 個，生産用役 r 個，合汁 3n+r-l の

未知数が一義;'1'']に定まる υ 方程式数は(1)(2)において各 n 個， (3)におし、て n 個， (4)において r 個ν 中カ‘ら

1 個だけ独立ならぬものを除けば， 3n+r-l 個となりその数が未知数の数に等しい J この組織はカ γ セ

ル方程式として知られるへ

Dl=Fl(Pl, P~， ・・・・・・ ・・・・・ .... .. .. ........, PJ  

(1) 
D2ニ F2(P1 ， P 2, ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ .. .. ..... ., PJ 

D1=Sl 

D2=S2 
(2) 

anql 十 a12q~+ ..... . .. .. ・・・・・・・・・・・ー・ ....... +alrqr=P1 

aZlq，+日22q2+ ・・・・・・・ー・・・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・・・・ +a2rQ ，.二 P2 (3) 

a111ql + a1l.:::Q2 + .. .. . . .. .. .... .. .. .. .. ...... .. +aurq" = Pn 

anSl 十日21 S2+................. .目・・・・・・・・・・・・ +a叫Sη=Ql

alZS1 +日22S2+ .. .. .. .. .... .... .. .. .. .. .. .. .... +a，，~Sn 二 Q2
(4-) 

al"Sl +aZ"S2+.. .. .. .. .. .... .. .. .. ...... .... +a川・Sη=Q ，

Dl D2 .. は1. 2 財..の需要， Sl S2..はその供給である c 消費財は1. 2 から n まで，生産用役は1. 2

から r まで。 P1 P2 .. と Ql Q2.. とはそれぞれ消費財価絡，生産用役価格である。 Ql Q2 は1. 2.. r の

それぞれの生産用役の所与数量であり，それらは痩りなく利用せられるェ all は第 1番目の消費財(左側

の添字は消費財の番号をさす〉を生産するに要する第 1 番目(右側の添字〕の生産用役の数量。生産係数

をさすっ同様に a12 は 1 つの消費財を生産するに要するこの生産用役の数量。これらの生産係数は管一定

しているものと想定されているこその数において nr 個，これを未知数とみるときには，これらをP1 . .P" 

および ql. .q，の函数とみる nr 個の方程式が必要となる乙生産段階をーまとめにしてみるべきものと

*4 高田保馬著全訂経済学原理 日本評論新社版 168~173頁
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考えるべきである。中間生産物の売買は捨象されており，企業家計間には生産用役と消費財との需供のみ

がおこなわれる。

(1)消費財の需要函数， (2)はその需給均等， (3)は費用法則， (1-)は生産用役の需給均等を示す。方程式数は(1)

(2)(3) においておのおの n 個， (4)に r 個，中から 1 個は消去されうる。未知数は n(国ずつの需要と供給，

n-1 筒の価絡， r 個の生産用役価格，ともに 3n+r-1 個である。
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第 3 編林産物需要の構造

第 1 章鞍前における木茨需要の構造

その 1 木炭需要構造の理論的理解と木炭需要弾力性の経済的意義

1..需要構造の研究は，価格と需要量との関係を示すところのいわゆる需要の法則 (Law of Demand) 

に関する研究にほかならない。

需要の法則は，マーシヤ lL-流に表現するならぽ「売らるべき量が大なれば大なるほどこの量の買手を求

めるために附ける 11町絡はL 、よいよ低落せねばならぬ。あるいはいいかえれば需要量は伺絡の低落に伴って

増加し価格の!除草tに(、ドって減少する 1) J である u この法則はわれわれの常識で観察してもしごくもっとも

であれ批判の余地もないようであるが，学問的には， r幾多の著作家はマーシヤノL のJiJTi必こついて非常

に不満を覚えてきたし， 現に最も疑わしいのは，それに他のすべてがカのみっている第 1 歩なのであるの」

とヒツグスもいうように幾多の異論が存症している c

まずマーシヤルは限界効用lÆ減の法則から雫要法則を導きだすにあたって貨幣の限界全fJHIが一定である

と仮定している点、である〈すなわち，

X~オの限n効JlJX 財の価格=
貨幣の限界効用

なる関係において，貨幣の限深刻j用をヨンスタントすなわち入とするときは，上式はつぎのごとくt2形さ

れる。

X財の限深刻ijlH= 入 xX jl;オの lñli裕

かくて貨幣の限n~1JI+lを一定とすれば財の限界効用とその財の価絡との比率は当然一定である士したが

ってもし何絡がド落すればその財の限県効用も低下するが，限界効用の低下とは，限界効111;匡波の法則の

意味するところによって，需要量の増加にほかならないc しカ通しながら，はたして貨幣の限界効!tIを一定

とみてよいであろうか。 貨幣の限界効ftìl土明らかに， 経済主体の所得の大小により安化するであろうか

ら， 貨幣の限界効IH一定の仮定は所得t211!1Jによる財の需要量を無視することであり， 厳平安には:ì支当でな

L 、水10

2. つ ~nこマ{シヤノL-I!Il論に対しでかかる不満を発し，fî)呼与22イじ価絡J2イヒの理論を樹立し，かつまた効

用不可測性の批判を脱却したヒツクスの選択理論に立脚した需要法則について若干触れてみよう J かかる

ヒヅクスの需波法則に関する理論の疎開草は，木炭の弾力性研究の場合に正しい方途をわれわれに与えるで

あろうし，また需要構造研究のーっとしての弾力性研究の意義を理解させるであろう。

今 X ， y の 2 財が存在してし、る場合 X1 のある量 Xl ， Y のある量れとの組合わせ X.y に比して p

1) マーシヤル経済学原理大塚金之助訳 1 196頁

2) 1. R. ヒツグス 価値と資本 I 安井琢磨・熊谷尚夫共言P、 15頁

ネ1 Hicks: cited p. 38 

マ{シヤノLがー今般に所得の何を無視したのは全く充分な理由があること c 貨幣の限界効用の不斐性

は実際巧妙な単純化であって，マーシヤ凡がみずからそれに与えた適要の大部分に対しては，全く
無害であることが後にわかるであろう.. ..所得の菱化が需要に及ぼす効果について陵駄であるこ

とは，必ずしもつねに良いことではない。需要価格および所得の諸関係がすべて明らかにされるよ

うな価格理論をもつならば，そのことからえられるはずの利益は明白である。
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第 8 図

全く同様の効mをあたえる x' y' , y" x".... などの組合わせがある

とする c いわば x Y , x' y' , x" y"...."主主IJrni'!f.Jに無差別である

この諸f去をむすべば 1 つの曲線となる。

第 6 図のように無差別曲線は原点に対して凸の出線であり，原点よ

り遠ざかるほど効用は大であるコすなわち第 1 凶におL 、て h より 10

曲線の方が効mの大きな無差別曲線を示す。

しかして微分値たる限界効用なる概念を排除したヒツクスによれ

X ば，無差別I曲線の傾斜 (2 財の限界効用の比率j すなわち 2 財の限界

代替率はi延滅するとし、 L 、うる。*2

価格線lVJL はある一定所得において買いうる 2 財の量の組合わせ

を示す点の軌跡で、あって PxX+PyY=M であらわされる。

価格線 ML と無差別 [111線 (indifference curve) との援点 P こそ

一定の所得 M をもった経済主体の X ， Y 財に対する所得配分の結果

うる効用の最大満足点をあらわすものであり，消費者均衡を示す点で

ある。

この点は知、差別曲線と価格線の傾斜の一致している点であり，それ

ﾗ ゆえ次の式が成立する。

あるいは
X財の限界支IJm X 財の例焔
Y財の限界矧'Jfli Y 財の側 11)-

X~寸の限界効JH Y財の限界効m
X 財の価絡 Y 財の価絡

となり，加重されたる限界効用均等の法則を示す。かくて無差別曲

線による消費者均衡の決定は，その rjClに効用理論による加重されたる

限界効用均等の法員1]を包含するものである。

3. ここでもしこの主体の所得の安化した場合を考えてみよう (XY

Y 財の価絡が愛化していないものとする九この場合には第 7 図のように

何lî絡線はエJl-ffl'内に右上に高まってゆく。そしてより効用の高い無差別

曲線と接してゆき，多数の均衡点がえられる。かかる均衡点の軌跡を所得消費山市JR(income consumption 

curve) と名づける。この曲線は必ずしも第 8 図のような Pc の軌跡になるかどうかは疑問であれ時に

は PCl ， PC2 のような曲線となることもある， PCl のように曲線が左上りなることは，所得が増加するに

つれてX財の需要量が減少することを示す。かかる X財は，低い所得水準では主としてそれが消費される

が，所得が増加するにつれて，より高級な財によって置き換えられるため，その消費がi吠少するがごとき

財であってわれわれはこれを劣質財 (inferior goods) と名づける。 PC2 1山線の傾向は逆にY財がX財に

対して劣質材の場合である。

ネ2 佐藤豊三郎著 ヒツタス経済学研究 31頁

ただここにー一言注意すべきは各党の限界効用が測定されたので限界代持率がもた定されるのではな
'-"C) それは逆に 2 財の所有量が与えられると，その点における無差別 1111似の傾斜として，限界代替
率が決定され，それがとりもなおさず 2 財の限界効用の比率に等しいというにすぎない。かくして

限原代替率は計量的概念たる限界効!日とは，独立の概念である。
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4. つぎにX財の{11ft絡iffイヒが需要量に及ぼす影響について考察してみよう

X[オの価格が下落したとするこ しかる時価格線は傾斜を斐えて， 新しい消費者需要の均衡点が決定さ

れ，その均衡点の軌跡をf所持消費曲線(price consumption curve) と名づける。これ(主第 9 図についてい

うならば， X 財の何絡が下落すれば価格線は ML から ML' にき王化する この ML' と無差別曲線との接

点がそれぞれの何格に対官、する均衡点であり，この均衡 y 

点の軌跡が価絡消費由線である c これは MPQ 曲線に

より示される。何格安イヒに応ずる需要のi[化はかかる何

格消費曲線によって示されるが，その内筏はさらに分割

して考察しうる o M 

雲寺 9 図の図ー哀において ML に平行に M'L'を引く，

そして I2 との交点を P' とする二 この図は第 10 図で

ある。 この幾何図形の経済的意味について考えてみよ

う。いま X財が下落すると，消費者の均衡購入点は古田裕

消費曲線に沿って P点から Q点、に移動する。しかしてこ

の移行は，図にみられるように P から P' の移行と p'

から Q の移行という全く性格を異にする 2 つの部分に

分けて考えうる。 P から P' への移行は X 財の価格下落

による経済主体の実質所得 (real income) 増加による

影響であわこれを価格主主化のもたらす所得効果 (inc

ome effect) と名づける。

また p' 点から Q 点への移行は価格炭化独自の効果て、

あり，換言すればX財価格の下落はX ， Y 2 財の相対価

格の菱化であり，実質所得の増加を離れて考えても，そ

こにはX財によってY財を代替せんとする傾向を示すも

のである c これを代替効呆 (substitution effect) と名

づけるーヒヲクスは所得効果と代替効果の 2 概念を武宮it

Y 

M 

ド1

X 

第 9 図

じ X 

第 10 図

として需要構造を巧みに説明しているが，これについてはヒツクスの著書によっていただくことにして，

ただ結論のみを要約すればつぎのとおりである。相

5. 1 商品X のf阿i憾の菱化が消費者の貨幣支出に及ぼす影響の総括的分析こ

他のすべての商品の何格が変化しないで 1 つの商品Xだけの価格が低下する場合それが消費者の支出に

及ぼす影響はつぎのごとく総括することができる c

(l) 所得効果と代替効果とは商品X および他の商品に対する需要を定化させる c

(2) X に対する需要の変化については，

付) 代替効果は需要を増加させる。

(ロ)所得効果はXが「下級財」でない限り需要を増加させる三

(3) X以外の向品全部に対する需要の愛化については，

*3 日下藤苔著近代経済学の学び方 184頁
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(イ)代替効果は需要を減少せしめる。

(ロ)所得効果は需要を増加させる傾向がある c したがって全体としては需要を増加することもあれば，

減少することもありうる「

ゐるいは別の見地からみれば他のすべての商品を一括した合成商品に対する需要は，

付) X の需要の弾力1けが 1 より小であれば増加するに

(ロ)弾力性が 1 より大であれば減少する

付) X以外の特定の商品Yに対する需要の変化については，代替効果はYがXìこ対して補完的でないカ s ぎ

り需要を減少せしめ，所得効果はYがXに対して「下級財J ではないかぎり需要を増加させるご

そこでつぎのいろいろの場合が考えられる

げ) YがXに対して高度に柿完[内である場合 この場合代替効果は所得効果を圧倒しさるくらいに大き

ししたがってYに対する需要は決定的に増加する J

(ロ) Y がXに対して~淫く補完的てある場合 この場合所得効果が重要となる 述泊。の場合所得効果は代

替安;lJぷ:と同 aの方向lこ作用する。だがYがXに対して「下級財」であるならば所得効呆と代替効果と

が，互いに打ち消し合う場合がありうる 傾端な場合ネガチフーの所得効果が圧倒的て、あるためYの需

要がいくらか減少することがありうる

川 YがX に刻して軽く代替的である場合(この場合が一番普通である) この;場合所得効果と代替効

果とは通常反対の方向に作用する したがって互いに相殺し合う傾向がある したがってYに対する

需要は増加することもあれば減少することもあるが，その程度は弱いにただし， Yが「下級財」であ

ると Yに対する需要は軽微ではあるが決定的に減少する

F二1 YがX に対して高度に代替nせである場合一この場合代替効果は決定的に圧倒的であってYに対する

幣要は必然的に減少する

休，) Yが X に対して「完全な代替財J である場合，すなわちXのための代替の結果としてXの限界代替

ギが減少するのと同じ割合だけ貨幣に対する Yの限界代替率が減少する場合 この場合Yの何格はきE

化しないのにXだけの価格が低下するならば， Yに対する需要は零まで{il下せざるをえない己完全代

替悦の関係は可逆1~/jである すなわち， YがX に対して完全代替l'l'jであるならばXはYに対して完全

代替l刊でなければならないに

付 r1耳!日 X の価格の低下がYに対する需要に全くなんらの影響を及ぼさない場合一この場合次の 2 つの

.可能な場合がありうる r

(a) Yに対する需要に及ぼす所得効果も代替効果もともに無視しうる大いさである場合 これはY

がXに対して「独立財」である場合であるじ

(b) 所得効果と代替効果とは個々的には，無視できない大いさであるが，その方向が互いに反対で

あるため，その差が無視しうる大いさである場合c

ある財と価格との聞の関係，すなわち，ある財の需要法則の擾乱要因として，補完財ならびに所得効果

が存在するのである。しかして所得効果の発生は，その財と他財との相対的高低級品度，ならびにその財

に支払われる所得の経済主体の総所得に占める割合により影響され，割合の大なる時は所得効果は大きく

現われる傾向にある 2 逆の場合はノj、である c

6. ここで、木炭の場合について考察してみようて木炭需要を考える場合には，問題にするほど補完関係に
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ある lはは存在しないので，代替関係にある財との関係;こついて考察すればよいで

あろうへ(木炭に対して問題にするほど，補完関係にある財の存在しないことは，

木炭の需要法則はこの商よりの撹乱因のないことを示すJ

木炭の需要Wi造については詳細には厨房用と暖房用の場合とでその性簡を異に

するのであるが，ここではこのような分析は省略し，両者を合わせた木炭の需安

構造について触れてみ上う

木炭と代替~[系にある財としては，わが国 Jこおいては，薪，煉炭，石油，ガス

電気，石炭等であるが，このうち常識的にいうならば薪と煉炭は木炭より下級防

であり(煉炭については問題はあるが， ~rG:こう考えておく)石油，ガス，電気

石炭は!高級財といってよいであろう。

この関係を図解すれば所得増加により i想以:矢印の方向にあがってゆくであろ

う〈第 11 図参照ん

そして木炭価陥変化における所得効果および代替効果はつぎの場合が一般に考えうるコ

。) 木炭の下級財に対するネガテイフゃな所得効果と上級財に対するポジテイフーな所得効果とが相殺する場

合，すなわち木炭の所得効果零の場合d

(2) ポジテイフーの所得効果がネガテイプの所得効果よりも大である場合s すなわち木炭の所得効果は全体

としてポジテイプにあらわれる場合。

(3) 逆の;場合，すなわち木炭の所得効果が全体としてネガテイプにあらわれる場合ザ

如上のような場合に木炭需要の 11IIî路増i践に対する対rG、のしかたはどうであろうか d

(1)の場合には，代替効果に対応、するだけの木炭需要量が増加する乙

(2)の場合;こ;主，同者の差であるポジテイフ守の所得効果uこ応ずる需要量を(1)の場合の需要量より差引L 、た

だけの木炭需斐長が増加する (i)乞差51\，、た場合マイナスになれば従来より木炭需要量は減少する (ii)

(3)の場合i己主ï，l~者の差のネガテイプ所得に対志するだけの需妥量プラス(1)の場合の木炭需要量だけ需要

量は増加する

立如口上上牛力が:ヒツクスの需1要変理論を援l用日した場合の木炭需要構造の坪

j炭F共芝需要の函数f曲出品絞線i泉Aに文対fする質的王理里解であるニこのような質的分析に対して需要曲線の微分的傾斜として把

掻される，いわば量的な分析としての需要の弾力性は，質的にはま口とのような裕治的性格を包含するもの

であれまた逆に質的な性格は量的には弾力性として把握しうる訳である。ある物財の需要の弾力性と所

得効果ならびに代替効果との関係は，その財と連諸財との関係において所得効果が存在しており，いわば

代替効果が不完全である場合，ないしはその財と強度の補完関係にある物財の存在する場合には，その物

財の需要の弾力性は低下するご

7. つぎに需要弾力牲の意味について若干説明してみよう c

石石電ガ

1白炭気ス

オミ

炭

寸先刻円 . '!i貫

炭

第 11 図

用いて数学的に表現すれば，

需要の弾力性一感応性一 (elasticity or responsiveness of demand) の意義は，マーシヤJl-の待号を
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と定義しうる。ここに x は官IIf絡， y はそれに対応、する需要量を表わす。判

弾刀性の役割lは経済学的には，経治体系の動態的考察の用具たることにある。判

さらにまた，現在非難の的となっている 2 つの点，すなわち，その 1 は，いわゆる「理論的」部門が静

態的均衡論において最も明瞭にあらわされているご主く，抽象的理論の世界に逃避していることに対する

非難であり，その 2 は，いわゆる「実証的」部門が景気変動論において最も特徴的に表わされているごと

く， ~主体的個別の世界に初優していることに対する攻撃であるが，これはともに，理論および実証の真意

義を理解せざることに対する批評たるにおいて正当の脱出をもっている。 fH1論的ということと具体的とい

うこととは，ともに両立しうべからざる 2 つの概念ではない。 経済学が動きつつある現実の経済生活ーから

遊離することみししかもこれを，厳絡に理J論的に把握することを日的とする以上，単なる抽象または別

個の世界に堕するがごときは，重大なる部謬を犯すものといわなければならなし、。経済法則を具体的なる

経済事実に則して把握することは最近の翠l論経済学においてようやく箆頭しつつある精神である乙判

需要の弾力性測定はかかる点においても重要な意義をもっているつ最後に弾力性概念のもう 1 つの問題

は，これによって経済の予測を行う点である c すなわち，もしある短い経済期聞をとって，その間弾力性

係数が2老化しないものとすればこれから経済諸量間の予測を行うことができる。このことは計量経済学に

おいてまたきわめて重要な問題である。*7

その2 方法論齢基磁

8. 木炭の需要弾力性のJL体的ìJliJ7さを行う訳であるが，このためには木炭の需要弾力性測定に対する方法

論につき検討しておかねばならない。この場合まずわれわれは好個の手がかりとして杉本栄一教授の劃紀

的な期責である「米穀需要注則の.{~所持」によることが便利であろう。

つぎに杉本教授の斑論的立場を紹介し，ついでこれと対照しながら木炭需要弾力性測定のJ-l体的方法問

論を確立していきたし、と思う。判

杉本教授は，マーシヤノL の弾力性概念に拠り，さらにムーアの理論的発展を取入れつつ独自の理論と統

計方法を展開して米穀の需要法則を降立された。

教授の価格弾力性係数に対するE軒命的所説は「ここに第 12 図の DD および ss によって示されてい

るような，社会的需給条件のドにある 1 商品を想定せよしl

いま市場価絡 P1 が均ぬ何絡 p，.より大であれそれに刈応する現実供給量 ql が均衡量 qu より小て、

あるとする。しからばこの生産部門は当然超賓余剰を挙げ，生産は奨励せられ，供給量は供私曲線 ss

の示すごとき弾力性係数に従い均衡量以上に上り q2 となるであろう。この不均衡的現実供給量 q2 はつ

ぎの生産期間における現実需要量にひとしかるべししたがって，それに対応する市場価格は，需要曲線

DD の示すごとき得力性係数に従L 、 P2 となるであろう。しかし第 2 生産期間における市場価格 P~ は均

衡価格 p，.より小であるから，この規模における生産の継続は不利益となる。

キ4 前掲 1) の 202頁参照

*5 杉本栄・著「理論経済学の基本問題J 1939 年 265頁

*6 杉本栄一著米穀需要法則の研究昭和 10 年 16頁

ネ7 H. L. lVIoore: Forecasting the yield and the price of cottoロ. 1917 pp. 93~ 131 

山81[J}著計量経済学の基本問題 145頁
*8 前J局番怖

*9 杉本教授のよ叩論的立場の詳細はTì月十品書 *6 を参照していただきたし、が，その要約は中山誠主著「戦
ìJíîにおける小麦需要構造の荷「究」農業総合研究臨時増刊号昭和 25 年に要領よく取纏められている
ので，夜、はここで引用させていただいた。
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すなわち各々の経済主休は個別的にこの事態に適

応すべししたがって供給は制限せられ，第 3 生産

期間における市場{fTIi絡はおのずから P3 となるであ

ろう 市場何絡ないし現実需要量が均衡価格ないし

均衡需要量に対してなずこの運動は，同じ理由に基

き不均衡の筏存するかぎり規則的におこなわるべ

く，不均衡解消のこの態様および速度を数字的に表

現せるものが需要(ないし供給)の佃絡弾力性であ

る*lIlJ と考えておられるように，教授によれば現実 (ill) 

の経済は一般均;島県論の主張するごとく同時相関的
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第 12 図

な均衡関係にあるのではなく，常に均衡点を中心と

して一定の運動をなしつつある絶えざる不均衡の状態にあり，そしてこのことが需要曲線を確定しうるこ

との理論的根拠を梢成するものである。なんとなれば経済を構成する諸条件はたえず皮化しており，そし

て，かような愛化に対する経済社会の適応化は，決して単一の意志によって仔われるのではなく，個々の

経済主体の個別的な適応行為の総合によって遂行されるものだからである したがって統計上の価格分量

結合は，それぞれ不均衡点を代表することになり，そしてこれら不均衡的なf耐各分量結合点、の軌跡が需要

山線になるわけで、ある

9. 以上が需要曲線ìl1lJまさの理論的基礎であるが，ここに問題となるのは，現実の経治においては経済条件

の皮切Jによって均衡点がたえず移動しているから，統計上の価格分量結合点の軌跡が真Eの需要曲線と相

具なったものになるという点て、ある。

これを克服するためにまず第 1 段階として，価格として米側率，すなわち米価指数を一般物価指数て伺j

った耐をとることによって物価水準変動の影響を除去し，また需要量として国民 1 人当り消費量をとるこ

とによって人口増加の影響を除く操作を試みる ところがこれによってもいまだ充分な相関度をもっ需要

山線がえられない 経済条{'í 受動の作用がなお筏存しているわけである そこで教授は，経済条件の正常

的交化に位、じておのおの経済主体が行う適吃化の態様がどのようなものであるかを探究することに hって

解決の鍵を求めようとするこすなわち「およそ 1 つの経済主体は，価格の変動に厄じて適応的に，次の瞬

間における自己の行動を決定するが，その際{皮は， H_!tE彼に課せられている諸々の与件が定化しないでゐ

ろうとの仮定の下に，これらの与件を2去礎として泌応、するものではない{彼はまず治去の経験を整理し，

諸々の経治現象没:1lJJJの跡をたずね，その1E常的な~化を推定し，つぎにこの准定せられたる正常の線に沿

うて，自己将来の適応方針を定める判1J のであるつ各簡の経済主体のおこなう適底イヒの返程が以上のよう

なものであることに基いて，教授は経済安動の影響を除去して需要曲線を導出するために次のような方法

を採る c すなわち，米について各経済主体が経済条件に適忘する期間を 3 カ年と仮定し， 3 カ年間の価格

およひ需要量におけるトレンドをもってこの期間の均衡的価格および需要量と想定するコそしてこの可街

値からの現実の統計値の偏差を算出し p これを各年について移動平均的に計算する。このようにしてえら

れた価格および需要歪の結合点を連ねるものが王室論上需要曲線とみなさるべきものであしまた実際上も

*10 前掲書 *6 306~308頁参照

水11 前掲書 *6 320頁参照
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問者の11mこー0.79 に上る強L 、中[[関がみられるところから，これに上って真実の需要1[[1線があらわされる

ものとなすのである。

10. つぎに米以外の商品の liilî絡ilf動による中[[互依存的影併をいカ寸こ処J!J1する/J.という点については，前

述のように狙i立t1!数として米価率をとることがこの困難を克服するに役立つ。すなわち，米については特

に強い代替または補完の関係にたつ[部品が存在しないことを前もi止とすれば米以外のぷ向品のf剛名度訪Jの影

響は，米何卒において互いに相殺されているものと考えることができ，したがってこれらの相互依存関係

を拾象して需要曲線を確定しうるものとなすのである。さらにこのように市場統計を基礎として社会総体

的に測定した弾力性係数は時間のf佳彦とともに，主としてiJ会的所得分布状態のif'動にともなってきさ化せ

ざるをえない。しかし，年々のあるいはきわめて短期間の弾力性係数を測定することは間差を大にする危

険が多いから，いヵ、なる期/)11の平均約弾力性係数を測定すべき泊、が問題となるコ杉本教授は米穀法施行前

後における米殺事情ーの趨勢n勺受化を明らかにするとし、う当面の目的に沿うて，大IE7 年より昭和 7 年に至

る 15 カ年間について 7 カイドずつ移動平均i'i''lに需要曲線を算出している。このように適当の期間を区切っ

て弾力性係数を時期的に算出することは，さきに述べたような経済の正常的炭化の(科目を除くのにも役立

つのである。さて，この際あてはめるべき需攻函数としてはムーアの定式にìjlj拠し ， t) ，つ統計似の実際的

傾向に従って各 7 カ '1ミ問の弾力性係数を

i+6 dD dP 
Cηr' v_ ム三β

D . P 

なる微分方程式であらわし，これを積分してえられる需要函数 D=B.Pβ を)II \，、るのである。

以上のようにして米の需要法貝Ijは，その消費が比較的独立性をもっているとしづ特性に基き，さらに米

側率の概念を援則することによって単一の函数としてあらわしえた。

11. 以上が杉本救1'1の米穀需要弾力'1~i:ì!!1j定において確立した方法であるが， この方法は木炭需J夏弾力性

測定の場合にそのまま妥当しうるであろうかc

以下この問題について検討してみようにまず第 1 に，米殺の場合には，各制f所主体が経済条件に適応す

る期間を 3 カ年と仮定したが，木炭の場合はどうであろうかつ常識的に考えると木炭の場合は米穀の場合

よりJßi~期間は短期のように捲定される}なぜならば木炭の場合の方が，需給共に何j昔受動に適応;する速

度が速いからである。したがって木炭の場合に，杉本教授にならって適厄期間を 3 カ年と考えることは現

実に相反する結果を招くことになるであろう。実際に杉本数疫にならって， lilliÆもならびに需要量を 3 カ年

移動平均した場合，両者の 1111の相調関係は+ 1. 16 といった奇妙な関係になり， 3 カ年移動エjL均した何絡

ならびに需要量は採f[jできな L 、本l!:l o しかるに全然移動平均を行わなL 、で， 1 ，I，j者の相調関数を計算すると

-0.715 となり，両者の聞にかなり高い負の相関関係のあることを示している *13 乙

それゆえ本レポートにおいては直接統計数値の価格分量を結合して需要山線を求めることにした乙

つぎに木炭の場合にも，米穀の場合と同様にそれが消費において比較的独立性をもっているとし寸理由

で，価俗ならびに需要量を単一函数として取り扱い連関財の価格妥動による相互依存関係を需要区委主の中

にもちこむといった困難性を排除してよいであろうか。

この問題については，前述のように，直接木炭の統計数値を使用したとき価格ど需要量の間に，相当高

水12 計算はF付表第 1 表参!照

ネ13 附表第 2 表参照
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い負の机1関係数(-O. 715) が存在することより， 木炭消費，:Ut絞(i勺独立性があり，それゆえ厳密性を期

さない場合には他の連潟財の関係を捨象してもそれほど大過がないものといえよう ワン・ステツ 7・の木

炭弾力性の研究を期している本レポ{トにおいては，かかる意味で価格ならびに需要量を単一回数として

取り扱うことにしたー

如上で木炭需!!k:函数においてとるべき独立変数の問題と，おのおのの経済主体の過で、期間の同窓につい

ては解決された。

そこで次に説明しなくてはならないのは， 木炭についての趨勢的な経済皮切jに対応しての処理である

が，需要量については，需要構造，供給条件ならびに消費人口がおもな要因であろう 需要約造ならびに

イ共給構造の災化は， それ自体の測定がこの作業の一つの目標となるものであるが， 本レポ{トにおいて

は，杉本教授の場合にならって，日本経済の&動を考慮した場合7~S 年の期間において大体相当の安化

のあることより 7 年の一定期間を区切ってこの期間における平均的な需要構造ならびに供給階造を想定

して，この期I!nにおける需要弾力性について測定することにしたっ

人口増加の影刊は，杉本教授の場合と同様に国民 1 人当り消費量を需要量として収用することにより対

虫正しTこ。

価絡については，諸物価のi2到の影響を考慮して，杉本数J受にならって，物価指数で木炭似指数を~'!;'-Ijっ

た木氏自[Î率を採HJ した(前述の相関係数の計算には，このような考慮を払った木炭倒率と国民 1 人当り需

要量を使刑した)。

以上で、木炭需要弾力tl:を測定するための基本方法が旅立された訳である すなわち米穀の場合のごと

く，木炭需要函数としては DニB ・H あるいは log D= logB+ log P xβ を確立しうるわけであるコ

その3 木炭の需要函数ならびに需要弾力性の算出

12. まず木炭需要弾力性を iillJ定せんとした対象時期であるが，かかる研究はできるかぎり古い年代まで

さかのぼって研究することが望ましいが，ここでは資料の関係と，京都大学長学部大学院生岸根氏の木材

需要弾力性係先iの算定*1ι にど伝説を合わせる意味で(とし、うのは木材と木炭の場合を比較するうえに便利

であるので〉昭和 3 年から 12 年までの 10 カ年を対象にした二昭和 12 年までで終ったのは，昭和 14

年以降は日華事生長期化の結果，すて、に返済は統制が開始され，一般物価体系も漸次異常化していったと

考えられたからである J

また移勘平井jj!月間はちょうど景気::1ID功の.i!週間をカバーすると思われる長さの 7 年を採用し，そして 1 年

ずつずらして計算することとした。

使IlJ した木炭何持指数ならびに J般物価指数は日本銀行統計局調，昭和 26 年東京都卸売物何指数より

採用した。

また木炭需要量は昭和 3 年ならびに 4 年については薪炭家必携より利用し，昭和 5 年から 12 年までの

数字は昭和 26 年 5 月 23 日調の林野庁林産課の資料を使用したっまたわが国の年次別総人口については

山田1官三編著「日本国民所得推計資糾」東洋経済新報性(昭26) に教上の数字を使用しだ。

以上のごとくして得られた価格ならびに需要量を表示すれば第 2 表のとおりであるご

また雨数列の対数をとれば務 3 表のとおりである z

ネ14 第 61 回 日本林学会大会講演集 16頁

岸根卓自[í I本邦に於ける具体的木材需要医数導出に演する研究」
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そして両数列の相関係数は既

述のとおり負の相当高L 吋、H関係

のあることを示しており，

今三

(-0.715) この関係を図示すれ

ば， 13 図のとおりで、あって，

前述したようにそれは需要函数

DニBxPß 対数をとって，

log D=log B+β10gP 

に，第 1 次近接的に妥当する。

この数列に基いて如上の上う

な方法によって計算すると，時

期別木炭需要函数は第 4 表の主

であり P ネ15 それゆえ需要弾力性

おりとなる。

し力、して

β ← d log D __ 

d log P 

log P 1 log D 

0.00518 I 0.92634 

0.02036 I O. 93430 

0.02457! 0.93399 

0.00260 I 0.93777 

0.03058 I 0.95066 

第 3 表

年度[ log P 1 log D I 1 年度|

昭和 3年 0.10721 I 0.9∞37 11刊日年 l

4 0.07882 I 0.88694 I 9 

5 0.04766 0.88705 10 

6 0.07335 1 0 目的 11 II 

7 '-0.0254ヲ 0.89845 12 係数は第 5 表のごとくなる七

つぎに参考のため算出

需要量の誤差系列を検討

0.355 震であり，観察需

してみると，第 6 茨のと

σ 

おりである。すなわち，

百日差の標準偏差は

第 4 表

年度 l 需要函数の 7 カ年移動平均 相関係数

1 賞
昭和3~9年 10gD ニ 0.91179-0.1914510gPD= 1.8162XP-0.19145' ー 0.45

4~10 'logD=0.91663-0.3365310gPrD= 1.8253xP ー 0.33653 ー 0.59

い 1 logD=0.92423-0.61同510gP'D= 1.8399xP-0.61叩 -0.60

ト12 ゆ二ω2ω-0 日9哨ID 二 l 山xP-O 問9|C4R 要量の算術平均は Md=

年次 |η

昭和 3~ 吋

Ltこカ:

V ニ σxlüO=4.095%
lVId 

であり， i1UL詮は僅少とまではいえないが，

8.180 貫である

って変異係数は
1

1

 

0
・

p
'
o

n
司
d

《
υ

表第

¥ 
0.19145 

われわれの使用した数字の正確度において。。-O. 33653 4~10 

はこのi'~~度でやむをえないであろうと0.61945 5~11 

かくして測定された木炭需要弾力性の経
0.1 

0.65379 6~12 

済的意義をその 1 で述べた理論的理解の前
1.0 Jo!)-D 

第 13 図

援のもとで考究してみよう。

i=旦空/旦Eニ d旦ー・型空g D / _d_P__ . 9 l 0.(; f 
D / P d 10gD D /正10gP- - P 

=D ・ dーI~g__!)_ / P .旦 lo~!'_ 二型哩空
/ P d log P 

本15
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その4 応用ならびに分析 第 6 表

13. まず実際的応用の問題について簡単に

触れてみよう。今如上のごとくして導出した

需要弾力性係数が疋しいとした場合，昭和 3

~9 年と昭和 4~10 年の期間を例にとれば，

仮に木炭fíllí'挙が 1 割騰資したとすれば，同じ

1 削除貴に対して， Tì↑j者におし、ては需要量が

1. 9% , したがって 1 人当り 0.0345 貫，総

年度量出需皇察需鴻(巴) (巴 J"

l 貨 t1 I 

昭f-tl 6年 7.902 7.768' O. 134 0.018 

7 8.418 7.915 0.503 0.253 

8 8.337 8.440 -0.103 0.011 

9 8.188 8.596 ー 0 仰 0.166

需要量にして 2 ， 251 千食減少し，また後者の場合では 3.4%， したがって 1 人当り 0.0621 貫，総需要

最 4 ， 115 千貨の減少となり，後方の万が一定の価格受動に対して， その需要量が大きく盆勤しているこ

とを示す。以ド 12 f下までの事情については第 7 表参照っ

14. 分析 J 木炭の需要知力性(土概括してみると，木材の需要伴力性とほぼ同w皮の大いさであることが

知られる(第 8 表参照*1G)c そして木炭の需要弾力性を米(第 9 表学17) ならびに小麦(第 10 表*18) の開

力悦と比較した場合，米よりは大きいが小麦よりは全体的に小である宇このことは河を意味するかという

ならば，一般に{開始弾力性の大ノj、は，その肉品のもつ緊急度の大1)サこ逆比例することが認められているの

で，この点より L 、うなら if，木炭および木材の緊急度は米よりは小であるが ， 1)、麦よりは大であるという

ことヵ:て‘きょう。

第 7 表

木炭価率 1

第 8"廷木材の需要弾力性

移動平均 明 割"長貴に伴絵、人口総需要量 移動平均期間 η 

矧 i1lJ " う需要量の (千人) (千貫)
減少 (貫〕

昭和3~9 I -0.19 0.0出 l 仏251 I 2 , 251 

4~10 I -0.34 0.0621 , 66, 2ó9 I 4 , 115 

5~11 -0.62 0.1141 67 , 315 7 , 680 

• 12 1 -0.65 I 0.1199 68，却 8.187

第 9 表米の需要弾力性

子1'. iJ三 η 

大正 7~大豆 13年 0.20 

か 8~ 秒 14 -0.1円9 

か

か lωO~ か 2 一 0.2幻3 

Fか'f 1 日1~ 1，か~ 3 一 0.30

か lロ2~ρ4 一 0.2お3 

か 13~ 1，かI 5 一 0.20

汐 14~ か 6 I 一 0.3幻l 

i 昭和 1~ か 7 一 0.4引

*16 前掲書 *14 参照
ネ17 前抱書 *6 参照

{fて

昭和 2- 8年 0.69 

3~ 9 -0.64 

4~10 -0.69 

5~11 ー 0.57

6~12 ー 0.43

7~13 -0.24 

第 10 表小麦の需~:弾力性

汐く η 

大正 2~大正 8年 1.047 

ff 5~ か 11 1.157 

か 8~ か 14 -1.141 

か 11~昭和 3 0.769 

" 14~ ff 6 一 0.501

昭和 3~ か 9 -0.891 

11 5~" 11 -0.653 

11 7~ か 13 0.816 

ネ18 前掲書 *9 参照 小麦の需要弾力性(土，対米価比率の愛動として，計算したので高めにでている G
それゆえ小麦自体の需要弾力性はこの数字より小さくあらわれるであろう
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第 14 図木炭需要弾力性の時期的変化
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第 15 図木材需要弾力性の時期的安化

とにかく木炭の需要~).jijJ性は比較的低いが，これは木

炭は生活必需ifihで‘あれその緊急、度が比較的大であるか

らであると L、し、うるが，これについてなお詳細に理論づ

けてみよう その 1 で述べたように木炭需要は，補完財

の存在しないことと，かつまた各経済主体の所得中に占

める木炭支出の割合の小であるとし、う点においては，所

得効果の生ずる要因はなしそれゆえこの点におし、ては

木炭の需要法JlIJは捷苦しを受けない。すなわち需要の弾力

性は弾力1'1')にあらわれる傾向を思わせる。しからばなに

ゆえ木炭の需要弾力性は p 小さくあらわれたのであろう

か二これはまさに生活必需品としての木炭の性質に起因

するものといえよう これについて説明してみよう J ま

ず木炭価格の下落した場合，この場合には当然木炭より

下級財を使用していた経済主体の木炭需要増加というポ

ジテフゃな所得効果と，木炭自体に働く代替効果とにより

木炭需要は培力fIの傾向を示すが，しかし一方反対の力が

働いて，木炭需要増加を阻止する。その 1 の約二川はf問機

下落による実問珂得増加に起因する木炭より高級財への

移行，すなわちネガテフeな所得効果の発生であり，第 2

の作用は木炭が生活必需品て、あるとし、う性格に基く作用である すなわち生活必需品に対しては，消費主

体は，その価絡が下落しでも，ある一定量以上そんなに需要は増加しないであろう。すなわち木炭何格が

下落した場合生じた実質所得増加lはての財ならびにその財の悦合材を購入するというよりも，会く別個の

物財購入にあてられることが多くありうる。かかる生活必需117f という性格より生ずる作用であるこれら

の作用の結果木炭価格の下誌により生ずる需要量増加は非弾力(内となるりまた木炭価格騰貴の場合には，

木炭より下級財の木炭に対する所得効来:，ならびに木炭需要の代替効果により需要量は減少の傾向をもつ

が p この場合にも下落の場合と同じく木炭の生活必需品としての性絡が，この傾向に対して反作川として

働き p 木炭需要減少は非坪力的にあらわれる。如上のように木炭何倍増減に対する需要量の;成増は非弾力

的にあらわれる。

15. つぎに木炭の需要弾力性を時系列的に観察してみよう この場合木炭需要の弾力性は直線，:1サ ìこ増加

していっている(第 14 図参照〉。ところで坪根氏の測定による木材の需要弾力性を時期別にあらわしてみ

ると p 第 15 図のようにほぼ直線的に下降していっている。両者のKt動傾向は1山脈な対照をなしているこ

とが看取される

このことは経済的に何を意味しているのか，結論的にいうならば木材は漸次その緊急度は高まってきて

いるのに，木炭は漸次緊急度が減少してきているといえよう 換言すれば木材ならびに木炭は時期別には

対照的な形でその需要構造が愛化してきているとし、し、うるわけであるが，この皮イヒの原因についてはなお

充分研究しなくては明確にしえない。ここでは木炭のかかる時期別委化について若干の推論をこころみて

ユえよう
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木炭の需j攻弾力'[<1 の神vr増は，如上のようにその緊急度の減少

であると考えうるが，この!ti(困については政論的につぎの 2 つ

の場合が考えうる。その 11土他の条件はwイヒしないのに，経済

主休の木炭に対する選IR尺度の::\t化がおこった場合c この場合

には木炭の需要弾力作が時:j1;月i'i'-Jに漸増してきていることに対す

る説明としては，第 16 図に示されるごとし価格線 ML に

接する無差別曲線が，漸次 P 点、から P' 点， P' 点から P" 円、

に異動してきていることを示すものである。

第 11 表実穴賃fl1:指数の推移

年次 賃銀指数生計費実質賃銀
指数指数

昭和元年 310.1 

2 303.9 

303.4 

299.8 

274.6 

246.7 

236.4 

236.7 

237.3 

n
d
A

ム

R
U
/
b

8 

9 

10 ' 240.1 

II 240.1 

12 254.5 

年度 logD 

昭和己年|

4 1-0 ∞451 
5 1 -0.00105 

6 1 -0.00163 

-0.00658 

0.00661 

0.00276! 

-0.001361 

0.003041 

8 

9 

10 

II 

12 

総計|

207.6 

204.4 

199.0 

193.1 

174.5 

155.6 

156.5 

161.1 

166.7 

149.3 

148.7 

148.4 

155.3 

157.3 

158.6 

152.1 

146.9 

142.3 

177.8; 139.2 

177.0 135.8 

184.6 137.8 

第 13 表

log D2 logP 

0.000021 O.OC 己 92

0.ccoooJ0.018951 

0.000001 0.04151 

0.000041 -0.04317 

0.000041 0.00516 

0.0000 I1 0.02004 

0.000001 -0.02403 

O.∞ OOli 0.02012 

0.000121 
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第 16 図

その 2 は，粁桝主体の選訳尺度自体はït化しないのに

かb‘わらず，経済主体の所得2主動あるいは強力な代替財

の出現に影響されて，木炭需要の消費主体の所得:こ占め

る緊急度が減少して木炭の需要弾力性が増加してきた場

合コ 木炭の需要弾力性漸増は， いずれの場合が妥当す

るのか。これについてはさらにつぎの研究をまたね;まな

らぬが，ここでは l つの解答として第 2 の場合について

第 12 表

年 次 実質賃f良指数 弾力性係数

昭和3~ 9年

4-10 

5へ-11

6~12 

log P2 log D x log P 

151.6 

150.2 

147.5 

144.7 

0.19 

-0.34 

0.62 

0.65 

推論をこころみてみよう c す

なわち， 1 つの具体的試みと

して資税関係カ通ら日1;市生活者

の実質所得!.k準の定化と木炭

需要弾力性の動的451イヒとの関

連についてみ上う。実質賃金

指数の算定に対しては，賃鋲

指数とさι計費指数の 2 つの資

籾系列が必要であるが， ~ー

では生計費指数として井口東

輔氏の「我国における生計費

と実質賃銀J*19 を利用し，

賃銀指数は商工省「賃銀統計」

を利用した この数列は第 11 表のとおりであるごそして昭和 3 年から 7 年平均の実質賃銀指数をもとめ

ると第 12 表のごとくなり，これを弾力性係数との相関関係を求めると十0.89 であって，高い正の相~，

*19 I社会政策時報J 184 号(昭和 11 年 1 月号〉句より再引用したっ
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第 14 表
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係数を示している c この意味するところは実質賃銀指数の減少に伴!って，逆に弾力性が増加してきている

ことを意味するとこのことは経済主体の実質所得漸減とともに，主体は別の用途にヨリ所得をまわさなく

てはならず，そのために木炭の緊急度がそれだけ漸減してきたと考えてよいのではなかろうか}

第 2章載後における林産物需要構遁

その l 問題の所在

1. 一般物価に比べての林産物価絡の戦後における暴騰ぶり;工戦前にはみられなかったところであれ か

かる林産物価格の暴騰はインフレ抑制を必要とするわが国経済の現況において相当世人の注目のまとにな

っている〕戦前と戦後の比較においてみられる価格斐動の相違は総務総造のき主化，ヨリ端的にいうならば

需給の斐化に起因するものであろう。

しからば戦後の林産物何持暴騰の起因である林産物需給のil'llil与は戦前のそれに比べていかに災ったとい

うのか c

2. この門題にはいる前に一応需要ならびに供給の概念に触れておくことが必要であろう。需要 (Dema-

nd) とは一連の異なる価格に対尽して消費 (Consumption) さ

れる一連の数量，すなわち総需要[[11線である 需要曲線は普通

第 17 図の DD' であらわされるごとく側絡に対して負の傾斜

をなすこ供給 ':Supply) とは一連の異なる {~IT絡に刈応して生産

(Pro:luction) される一連の数量，すなわち総供給世Ji線を意味

するわけであり，普通 SS' であらわされるように何絡に対し

て正の傾斜をなしているこ価格は両曲線の交点に定まる乙

3. 林産初j側絡の~勘は一般物価~動と同様に需給の愛化によ

って惹起されるわけであるが，需給の変化には 2 つの意味があ

るべ 1 つは需給山線の位置の変化，他の 1 つは需給曲線の傾斜

D2 

詰 I D、\\
、

¥ 
、\

DI " 
"P2 ト ムて一一一品ーー-
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n' 
5' S', 

数量
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ならびに形状の&化である。傾斜のきをイヒは経済学的には需給の弾力性愛化といわれている円需給曲線の位

置の菱化が価絡変動に相違を示すことは申すまでもあるまし、ったとえば今供給曲線は位置定化をせず一定

であり (SS') ，需要rlil線のみ主主化ずる場合を考えてみると，それは第 17 図のようにあらわされる c 需要

曲線が右方に移動した場合 (DD'→D2D2 ') には，価格は移動前より騰貴し (P→P2) ，左方に移動した場

合 (DD'→D，D，')には仰Ii格は下落する (P→P，)コさてこの例を利用して需給曲線の傾斜ならびに形状の笈

化した場合何尚一従化にL 、カミなる相違をもたらすか説明してみよう c いま供給曲線の傾斜が以前の場合より

ヨリ急，別言すれば供給の価格弾力性がヨリノトさくなったとすれば (SS'→ S，S，')同じ需要曲線の位置の

斐化によっても 1i1IT格炭化は前者の場合とは相違するであろう。すなわち，需要曲線が右移行した場合には

前の場合よりも刷各の上昇制度は大きく，逆に左移行した場合には前の場合より下落の程度が大きい。この

例は曲線の傾斜の変化の 111ft椅~化に及ぼす影響につし、てのみのべているが曲線の形状すなわち上方よりみ

ての凹凸の斐化がし、かに価格変化に影響を及ぼすかは同様にして図解的に理解できょう(曲線の形状はた

だ単に価絡愛習IJの如何に影響するのみでなく，価格安定政策が生産者に対して不利益叉l土利益をもたらす

か，叉その程度を判定する上に重要な理論的根拠をあたえるのであるがこの問題については後述する〕っ

4. 戦後における林産物価格急騰の現象についていえることは，戦前;こはみられなかったほど林産物需要

曲線が激しく右万に移行し，逆に供給曲線は左方に移行したということである。需要曲線の右方への移動

は戦後復興による林産物需要の増加より推定され，供給曲線の左方移動は敗戦による幸町二喪失，戦争によ

る林産物資源の荒廃，輸入i威少による林産物供給の掴乾より推定される。だがし、かほど需要曲線は右方に

移動したのか〉また，いかほと。供給曲線は左方に移行したかについては数量的に計測することは困難であ

る。ただ位置をまを化させる要因の検討をすることによりこの問題に間接的にアプロ{チすることはでき

る。もう 1 つの問題すなわち戦後における需給曲線の傾斜ならびに形状はどう定化したか説明せられなく

てはならない。この炭化は当然林産物価格の変化になんらかの影響をあたえているわけである。

5. 以上のように戦後の大巾の林産物価格の高騰を理解するためには需給両国の構造について検討しなけ

ればならないが，小論においては需要構造のみにかぎって考察を加えんとするわけである J 以上のように

需要構造の定化を]足解するためには曲線の位置，傾斜ならびに轡由度の~化について考察すべきである。

ただ位置の斐化は前述したように正確には数量的に計測することは困難である。というのは需要の位置笈

化は人口，所得，技術等の諸要因により影響されるものであり，しかもこれらの諸要因の需要への影響は

厳密には計測国煉だからであるミただ短期的には人口，按1*]等の要因の影響は看j@しうると{反定して，所

得~化の需要への影響はし、わゆる所得弾力性所得の増加比率をもって特定商品の需要増加比率を割った

弾力性係数 の大小によって illiJることができる q 小論においてはかかる理解にたって需要の所得弾力性を

測定することにより需要曲線の位置金化の問題の考察に資せんとするのである c

その2 林産物需要の性質

6. 森林から生産される林産物は生産者財 (producers' goods) と消費者財(∞nsum臼ど goods) の 2

者に大別しうる。マ{シヤノLの定義によればネ1 前者は「型織機，原綿等のごとく間接的に慾望を消す財」

をいい，後者は「食衣その他のごとく直接的に慾望を満す財」をし、う。小論において対象とする木炭は消

費者財であり，木材は消費者財的性絡と生産者財的性格とを共有している。消費者財の需要構造の問解は

その 1 でのべたように人口，技術等の長期的主主化をのぞいて考えると，需要の所得弾力性，価格弾力，~tな

*1 マ{シヤノL著大塚金之助訳経済原理第 1巻 139頁
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らびにその形状の考察によりおこなわれる。しからば生産者財の需要Wi.ü'lの JIJJfJIß f弘、ヵ‘にしておこなわれ

るのであろうか。生産者財需要は一般に派生需要 (derived demand) と呼ばれるように， この財より最

終的に製造される消費者財の需要より派生的に需要されるのである。たとえば家共用木材の需要は家-1 ~の

需要より派生的に生ずるものであり，下駄JlJ木材は下駄の需要より生ずるものである それゆえ生産者財

需要の構造はそれより最終的に製造される消費者財需要との関連において縦断的に斑解されるものであろ

う *2しだが同時に生産者財需要も消費者財需要の場合と同様に桃断的に考察することもできる、本論にお

いては生産者財(JI~性格を共有する木材需要(小論でいう木材の中には特種m材は含まれていなL 、)も木炭

需要の理解と同様に考察をすることにするこ

その3 林産物需要の価格弾力性

7. 需要出総の形状ならひ‘に傾斜(古川各弾力性)を決定する因 Fは競走向品とのあいだの代替関係と消費

者のI脅好とである(量的な需要弾力性の質的理解は前章参照)。需要曲線の傾斜，すなわち需要の価格弾力

性の大小は，何絡の増1)11比率をもって需要量の増加比率を川った弾力性係数によってあらわされる判。

需要の何絡弾力性は一般lド)1'こつぎのごとき特徴をもっている判U

(1) 短期の伴力性は長期の弾力性よりも大きい 1

(2) 生活必需品1'1甘性絡をもっ刊品ほど ~l~力性はIJ、さいっ

ぜいたく品的問品ほど弾力性は大きい。

(3) i巧品群全体の弾力性よりもこのIIE品群を構成する価

々の品目の弾力性の方が大きい

この朗自はある財の需要の価格弾力性はその財が補完
h. 

関係ないしは不完全なる代替関係にある財を多く，ま
-07 

た強くもっていればいるほど価格搾力性は小さくな
-0.6 

り，逆の場合には大きくなるということにより説明さ

れうる c すなわち商品群全体を一括して考察すると，
-05 

商品聞の代替関係はほとんど考えられないが，附品群 -011 

を帝国目別にみてゆくと漸次代替関係の財が多くなって -03 

くるからである -0.2

μ) 小売段階，卸売段階と流通段階をさかのぼるにした -0.1 

第 15 表木炭需要弾力性係数

fド 、iK

昭和 3--- 9年

4~10 

5~11 

6~12 

n 

0.19145 

0.33653 

0.61945 

- 0.65379 

がって需要の価絡3単力性は小さくなる。

(5) 供給量の少ないときと多いときとでは弾力性はこと

なる 3 普通供給量の少ないときの方が弾力性が大き

OBzm3-92干 4イ0"ト 5-11~ 6叶 2 il-

第 18 図 木炭需要弾力性の時期的&イヒ

*2 j民生需要の縦断面的理解は， ì民生需要の弾力性として，ピグー教授の便利な定式化が J • R ・ヒヅ
グス著 内田忠寿訳賃金の理論 287~291 頁に掲載されているので参照のこと。

*3 需要の伽絡弾力性はつぎのごとく数式的に表現される。
dD  

D dD"p  
ηy - ---

dp d p " D  

P 

dD....需要量の度化

D.. 需要量

dp... .1]四絡のきE化

p... .価格

ぺ需要の価格弾力性の一般的性格については G. S. シェフアード著 農業総合研究所訳農産物価
格分析論第 4章ならびに
斎藤一夫著果実価格の斐動と生産者所得 農林省統計調査部編「農林統計調査J VoI. 3 No. W 
を参照。
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く，供*念室の大きいときの方ヵ:小さ L 、。

さて戦後の林産物需要の価防弾力性はどうか，戦前との比較において考察してみよう。

8. まず木炭の需要弾力岐について観察することにする

第 15 表はI!rl'f口 3~12 年までの木炭需要の価裕弾力性である判。

31 

第 1 表を図示すると第 18 図のとおりであるが，この図にみられるように漸次木炭需要の佃!裕弾力性は直

線的に増加してきている。この期間の平均弾力性はー0.45035 である。これい対して戦後の需要の価格弾

力性はいかにきを化したであろうかc

木炭は戦後昭和 25 年まで直接的価恥官制が施行されていたので，資料はここ数年のものし力、利用でき

ないので，その計iHlJは相当摂差を伴うであろうことは当然予期されるが，比較のためこの点を承知しなが

らも一応昭和 25~27 年の 3 カ年間の資籾を利用して計測した勺この期間の平均伴力性は 1.097 の値を

示している(計算過税は附録その 2 を参照)0 この数字にある程度信煩を寄せうるならば，一位戦後の木

炭需要の何絡伴力性は戦前より大きくなっていると推定されよう。この理由としては需要の一般的性格の

ところで触れたことより，つぎのごとく大ざっぱに推論しうる。

(1) 戦前上り戦後の方が実質所得が減少したために家計 tにおける木炭の生活必要度が低下したこと c

(2) 戦後木炭1!TIi絡の高騰に刺戟されて石油ヨンロの急速なる普及にみられるようにその代替tVTが戦前上り

増加してきたことっ 第 16 表

9. つぎに木炭需要の価格弾力性に触れてみよう亡l

I!H辛口 2~13 年までの木材需要の価絡狩力性は第 16 表，第 19 図にみら

れるとおりであり，時期別にみると漸次下降傾向をたどっていることが知

られる L この期間における平均弾力性はー 0.543 である判ご

戦後における木材需要の側絡弾力性は資料の都合上昭和27年 4 月 ~28年

1 月までの期間について計測をしてみたc この期間の平均弾力性はー 0.53

を示している〔計算泊料は附録その 1 を参照) この数字を戦前のそれと

比較するときれ今立しなくてはならないことは戦後の計測 h

:ir:. t欠 n

昭和2~ 8fF 0.69 

3~ 9 0.64 

4~ !O 0.69 

5~11 0.57 

6~12 O. :0 

6~13 0.24 

期間iが 1 年と非常に短期である三とである c それゆえ需 。:

jj「ヘヘ\
要の一般的性絡のところで触れたように戦前の場合と同

じほどの計測矧lliIをとった場合よりヨリ大きくでている

ことであれ戦前のそれと比較する場合にはこの数字よ

り若干低めにみてよいであろう c このことを念頭におき

ながら両者の数字を比較すると問題なく戦前の平均弾力 01 

性より戦後の弾力性の方がヨリ小さくなっていると推定

できるであろうご

。

田!n 2-S"- }-3亙 4-loa 5-11耳 6-12if-下i3ヰ

第 19 図木材需要弾力牲の時期的lE化

この理由としては， 戦後の復興資材として木材の需要が戦前より増加したことがあげられるであろう

が，この他住宅金融公庫，電源開発等にみられる公共的政策も需要弾力性を非弾力的!、二する原因主してあ

*5 第 3 編第 1 章参照、

キ6 岸根卓郎著本邦における具体的木材需要函数導出に関する研究第 61 回 日本杭学会大会講演

集
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げられよう。

林産物需要曲線の形状その4

需要の形状;j，2イヒは，まず第 1 に何絡のK2化に影響をもた10. 

らす。 1 つの例をあげて説明してみよう。

今上方より lηlであった需要1[[1線が凹に形状菱化したとすれば

(第 20 図において Dj→D2) 同じ供給曲線の位置変化の場合に

SI イ自
治

おいても(第 20 図においては Sl->S2，叉は Sj→ S3) 凸形の

すなわち場合と凹形の場合とでは価絡立イヒの様相はことなる
数量

供給曲線が左移行した場合には (Sl→ S2) Dl の場合より Dコの図20 第

方が価格上昇はヨリすくなし、。また右移 í'Tした場合には (Sl→

S3) かえって D2 [111線の方がド落は激しい。如上の場合は形状

02 

[o~P 

0¥ 
が凸状より凹:出こ定化した場合を考えたが，同形状であっても

X 轡由度の程度の必化も 11m格変化に影響を及ぼすが，これについ。。

ては図上より容易にその影響を推定しうるので省略する

曲線の形状必イヒは以上のように価格&イヒに影響するのみ• 1
 

1
 

。|

でなく弾力性の大きさと共に価格安定策の生産者に及ぼす影

響，すなわち政策が生産者にとって有利であるカ、不利である

か，またその411度を判定する基準を提供することは前に一寸触

IO)J.D 

戦前の木炭需要曲線

1.0 日 90日80

第 21 図

これに対する JJH論的説明はシェフア{ドの著書叫にll~れた。

るとして結論のみをのべれば「ある生産物の需要曲線が HJ，外

の平均弾力性をもっj場合，安定によって総収入が増大するか減

少するかは当該需要rll[線が，その曲線と等しい平均弾力J性をも

つ基準曲線〔山村~j~のどこをとっても同じ大きさの詳力性をもっ〕

の響曲よりも大きいかノj、さいbゐによって決まる)さらにいうな

Ed¥¥ 
¥ 
¥ 

¥ 
¥ 
¥ 
、

¥ 
、

、

25 、\
、

、

¥ 
、

1 
27 

1il!i 
ヰ舎

1.000 

900 

らば，もしその需要山線の上方から凹の管曲が基準曲線のそれ

より IJ、さければ(すなわちそれが基準曲緑より直線的であるか

8001-

b日日 700 

戦後の木炭需要曲線 明確に凸であるならば)その生産物の安定化は総収入を増加す

るし，他方もしその需要曲線よりヨリ以上に凹であれば，逆に安定策は総

収入を減ずるであろう。そしてなお一般的にいうならば上方より凸状の方

が凹状である;場合より側格安定策は生産者にとっては有利であると L 内、う

る cJ

さて戦後における林産物需要曲線の形状はどうであろうか二12. 

、

、

¥ 
¥ 
¥ 
¥ 
¥ 
¥ 
¥ 
、

¥ 
、

1 

500 

第22図

木
材
価
家

戦前の比較においてまず木炭よりはじめてみよう)

戦前の木炭需要曲線は第 21 図にみられるごとく直線的ないしはやや上

0.45 方より凹状をなしているつこの曲線の平均リlJi)]性は前述のとがり

である l】かかる形状の需要曲線は価絡安定策を保JTl した;場合生産者側にい

213~221頁

数量
戦後の木材需要曲線

I *4 前掲書

第23図

キ7
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かなる;影粋を/え(まずであろうか 厳密には前述のように向ーの平均弾力性をもっ基準弾力性rlll線を闘いて

それの建rtllllEと比較することにより検討しなくてはならないが，ここでは戦前戦後の形状定化の比較をこ

ころみることが主題であるのでこの検討には深くたちいらないか，ごく大ざっぱにいうならば，この曲線は

目立線的ないしは}怪い [HlJ診をなしているので佃H告安定策はおそらく ~I:産者の収入増加をもたらずであろう

これに対して戦後の需要曲線は第 22 図にみられるようにあきらかに凸状をなしているつすなわち戦後の

需要曲線の形状l主戦前の直線的ないしは軽い凹状より凸状に生ったとみるべきであ;九もしこの計測が正

しいとするならば，戦後においては1!m陥安定策はすくなくとも戦前の計調Ij期nilにおけるより生産者を有利

にならしめる可能性の大きいことを示すものであろう c

つぎに木材についてのべてみよう、木材の戦前の需要曲線の形状については資料の発表がないので省略

し柑，ただ戦後の木材需攻:山線のみに触れるならば，それは第 23 図にみられるように上方より凸状を示

しており，戦後における木炭の場合と同様に価格安定策が生産者に有利であることを示しているこ

その5 林産物需要の所得弾力性

13. 需要の所得:Jlìí力悦とは前述のごとく所得の増加比率をもって特定前jåfrの需要増加比率を割った弾力

性係数としてあらわされる判ニ需要の所得弾力性は一般に生活必需品;こ低く，ぜいたく品に高くあらわれ

る}では木炭，木材の所得知力性はどうであろうかu 林産物の所得弾力性ば従来資料}がなく，その実証f

{研U肝「究はなされていない一また現tEのところ正確な計測は不可能であろうっそれゆえ所得弾力性の比較によ

る戦前戦後の需要問iiSの;検討はできない〕ただ戦後の林産物の所得弾力性について大ざっぱに推定をここ

ろみてみよう 木炭需変ーの所得弾力性は資料の，r，?よりこれだけについて巴計測することはできなし、 c これを

大ざっぱに准定ずる材料として経済安定本部て‘昭和 26 年に実施した光熱費の所得弾力性を利用してみよ

う *10 これによると光熱y~の所得弾力性は +0.43 であり，主食の所得弾力性 +0.33 と大差:土なし、ニこ

れは光熱費は生活向資としては比i絞(I'Jそのウエイトの高いことを示すものであろう。木炭の所得弾力性は

ほぼこの程度の大きさであり， その弾力性は比較的低いとみてよいであろうョ つぎに木材についてみよ

う。木材需要の所得ー弾力性を計測する資料もなく，また従来その実証的研究をみなI. 'c それで一定、所得定

化を示すものとして生産指数を代m して計測をおこなってみた(附録その 1 を参照〕 この計測によると，

木材需要の所得弾力性(厳密に(土生産指数弾力性〕は+1. 523 の値を示している G もしこの計測数が所

得悌力性をあらわしてし、ると仮定するならば，所得における 1%の定化(他の条件はー定として) ;ことも

なって木材'fM''\必が約 1. 5%12化することを示すものである

如上のように木材需要の所得弾力性は木炭のそれよりはるかに大き L 、 z このことは木炭の方が木材より

好況，不況といった一般経済の影響はあまりうけず比較的安定的であることを示すものであるが，それだ

けに経済の好況期における好影響をうける程度l土木材よりすくないことを意味するわけである)

その6 結語

*8 岸根氏はその発表において基礎資料も需要曲線も掲上されていないので知ることができなかったコ

吟需要の所得弾力性はつぎのごとく数式的に表現しうる c
d D  
D dD  lVI 

'Y = d 瓦正一 d M ^ D 

M 

dM......所得の菱化 M......所得

ネ10 経済安定本部民生局家計における光熱量の実態昭和 26 年
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14. 小論の芯、図はあくまで戦後の林産物j需要梢造を数量(I(Jに計ifilj し 111:慨することにあったっ だが結果的

にみると戦後の木材ならびに木炭の需要Wi造の計測lは非誌に大雑把なもので推定の範閉をでず，この点よ

りいって小説1は 1 つの批判をうけるであろう しかしながらかかる批判の原因は計測方法ならびに分析方

法の不完全さにあるというよりも資料の不完全さに主因があるといえるであろう。とも角小論がかかる批

判をうけながらも，なお一方需要構造計測の経済学的立義ならびに需要前造の計測方法を紹介するという

意味において，また，なんらかのかたちで、戦後における林産物需要構造の}Q!解に資するとし寸志味におい

て存在価値を認められるならば著者のよろこびとするところである。私にあたえられた次の課題は資料の

蒐集をまって，ふたたびヨリ精密な需要1%造の計測をすることである。

附録

その 1 戦後における木材需要の価格弾力性ならびに所得弾力性の計漫H

第 17 表 1. 木材需要の11lf1格伴力内ならひ、に所得弾力性を単純

年 1x I 木材僻|生産量|生産指数 な最小自乗法による標準|刊数式解法により計測してみ
xl x2 x3 

目白手口22.4 96.5 101. 7 97.8 た c

5 97.6 102.3 99.4 かかる童相関分肝における最も作ifhな場合の佐立1.2
6 100.0 100.0 100.0 

数としてはp 需要および供給の 2 つをとるのが普通でー
7 102.5 90.4 100.9 

B 105.9 98.8 101.4 ある c そして需要をあらわす指標としては所得を普通

9 110.3 99.5 101. 7 使用するが，所得の資糾は手にはし、らなカミったので所
10 114.0 99.8 102.4 

得の代川として生産指数をJ!J，、7こ c つぎに計測にあた
11 115.4 96.1 101.2 

12 116.4 93.7 100.3 つての資料の調撃についてのべてみよう 木材価格は

28.1 117.8 9404 102.2 日本銀行統計局調べの物価指数を利用し，しかも一般
1076.4 985.7 1007.3 

物価水111，の変動を除去するために一般物価指数でデフ

レ{卜した木材価率を使用した 生産量としては統計調査部調査の数字を使月j し，国民所得の愛イヒを示す

ものとしての生産指数は経済審議斤発表のものを丹ì l.、たご

各資料とも季節止を動を除去するために 5 カ月移動平均し，最後に計算を便利fこするため，いずれも昭和

27 年 6 月を 100.0 にした指数であらわした この結果の一覧表が第 17 表である。

第 17 表より計算してえられた正規方;[!，o式は，

( 1076.4 = 10a + 985. 7b + 1007. 3c 

①正規方程式< 105918.94 ニ 985.7a+97236.53b+99272.44c

l 108503.32 = 1007. 3a+ 99272.44b+ 101482. 99c 

右のとおりであり，回帰方程式は①て、ある z

( Xl = 14.12 -1. 79xz+2.68x3 

この回帰方程式より木材需要の価格弾力性を計算すると，

①式をねで割る。

14.12 , ~~ Xo ー(
1 ニ 1. 79一三三一+2.68一三王一 市

Xl Xl Xl 

③式を微分すると 日ytu 
tu 

nu m
 

l

一
じ

x
一x

d

d

 
しかして木材需要の価格弾力性は次式であらわされる。
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④式にそれぞれの数値を代入して η を計算すると次式のごとくして η= ー 0.61 をうるつ

1076.4 η~-'-::_:_;._x ー 0.559= -0.559x1.09= -0.61 
985.7 

同様の計算方式で木材需要の所得弾力性を次式にあてはめて計算すると+1. 523 をうる。

最後にむに対するお， X3 の重相克係数を計算してみると

/ _ 6.873 
R1.23=./ 1 v ~ 60.042 

=/~.886 ヰ O 但

如上のごとく非常に高い相関のあることを示しており，このことは木材価格に影響する要因がその供給量

と国民所得(生産指数〉の 2 者であるとし、う仮定に正当性をあたえるものであろう。

2. つぎに木材需要曲線の作図について説明してみよう Q

この作図方法としてピーンの図式解法を利用した〔この方法

については G. S. シェフアード著，農業総合研究所訳，農産

物価格分析愉 153~180 頁を参照〕。この方法の利点は，① 数

三℃解法では解けないような種類の曲線型を現実に即して自由に

あてはめることができること ο ① L 、くつかの独立愛数の影響

を分離して純粋の回帰関係を図示しうることコ①数式解法よ

り手数がかカ‘らないこと c ③ 作業の中途において，つねに全

体の見透しをもつことができること，などである。とにかくこ

の方法の理翁1:1サ批判などは上述の著書にゆずり，木材需要曲線

の図式解法にはし、ろう。まず木材価率を生産指数に対してプロ

ットしてみる。つぎにこのプロットのうちでほぼ木材生産の同

じ時期を連ねるとは， 3 , 6 , 7 , 8) (9 , 10) 

n

u

E

J

n

v
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第 24 図

ほとんと、同一方向に傾向線が走っている。これらの結合線が示している方向が生産量の影響のはし、らな

い木材倒率と生産指数との関係を示すものと考えられる。つぎにこれらの結合線の平均的な位置と勾況を

もっ AA を引くとこれが全体の平均約な関係を示すものと考えられる(第24図参照〕こもし木材価率に影

響する要因が生産指数と生産量の 2 者であると仮定すれば AA 直線虫色ら各点への浅差 (residual) は木材

生産量の影響により生じたものであると考えられる J そこで第 24 図の残差を生産量に対してプロットし

たのが第 25 図て、あり， このプロットによりえられた BB 曲線は木材1同率と生産量の関係をあらわして

いる o l 、わゆる木材の需要曲線であると考えられる。

その2 戦後における木炭需要の価格弾力性の計i員1]

3. 戦後における木炭需要の価格弾力性の計測は木材の場合と同様に最小自乗法による数式解法によった

が，この場合には木炭価格にはその性質上生産指数の影響はあまりないと思われたので〔木炭の所得弾力

性の小さいことによっても容易に1守定できょう〉ただ単に木炭価率と消費量の回帰方程式により計算し



第 18 表 dD
E士二二- -千二二二二二L 二一一 この式に回帰方1't'式よりえられた d p 

年 次!木関剛各 I r向者畳 一
• ~ι=1. 573 を代入して{をもとめれば
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昭和25年 1.021 

26 0.908 

27 0.851 
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た3 木炭価絡[土日 m，{i充計局発表の物価水準の影響を除去するた

めに一般物価指数で';I;cJjったし、わゆる木炭価率を使用し，消費量

は総理府統計局で実施した家計調査よりえられた数字を 1 人当

り消費量に直したものをflì \，、た。

両者の数字は第 18 表のとおりである。

この数値にもとづいてえられた正規方程式ならびに回帰方税

式は次のとおりであり，これを図示すれば第 22 図のとおりで

あるこ

( 1. 808 ニ 3a+2.744b

正規方程式(
l 1.639 = 2. 744a+2. 531b 

回帰方程式 D= 1. 2.11-O. 698p 

木炭需要の filli1和平プJ悦は次式であたえられるコ

，"_dD~ p 
叫 d p D 

二一 0.698 ならひ汁こ

(= -0.698 x 1. 573 士一1. 097 をうる G

0.624 
つぎに P と Dの相関係数を計算してみると次式のごとくその他;

は 0.98 と高い相関のあることを示している。
0.664 

/ • 0.14 
�' =.,' 1 _ v....x =μ0.96 士 0.98

Y 3 V 

このことは木炭価格に影響する因子として消費量のみをとったことの正当性を示すものにほかならない。



- 37 ー

第 4 編 林業にj示ける生産ならとA、に供給構造の分析

第 1 章序 論

その l 林業における生産ならびに供給構造の意義

1. I人 I~泊二活を持続するためには生活のための物的資料がffil給しつづけられねばならぬ 生活のための

直接間肢の物n句麗料を作りだすことが生産であるが，一層厳密にいえば，生産はすでに存在するところの

物財を捻叩結合して望ましい状態に仕あげることである。いかに科学的生産が進歩発注しでも無力、ら有を

造りだすことはできぬ 終局において， 自然によって提供せられた物財のうえに人工を加えて， その形

態p 物迎的または化学的性質を，ささえあるいは存在する時と処とを'Jをえることができるだけである 原初

的に存在するものは自然によって提供せられた物財だけであるご しかしながら， われわれの生活の要7!と

は，自然に与えられたままの資糾をもっては十分に満たされないにそこで，自然の与えた資料を種々に十安

四日結合して，生活を維持するために望ましい財を造りだす，これが生産である判」林業における生産 以

下林業生産と市ht，りするーの意味もこの定義より逸脱するものでなく，再言するならば，林業生産とは， r資

本，土地または自然，労働等の諸種の生産要素を按z引結合して，生活を維持するために望ましい林産物を

造りだすことJ をいう これは同時に材:業の定義である τ しかして林業の生産構造とは r労働，土地な

らびに資本等の生産要素が生産日的のためにいかなる割合で結合しているか，別言すれば生産要素結合の

様相」をいう

2. 林業よりの林産物供給一以下林業供給と節約する とは，ある価格にて売渡そうと申しでる林産物の

数量である。それゆえイ共給とは何怖の函数として与えられる三ぞれゆえ供給構造の分j:lr とは林産物供給曲

線の決定に関するメカニス〉の分i'lr ということになる J 以上が林業生産ならびに供給lPi治の官、殺である

が，向者の1刊立は，大ざっぱにいうならば， nÎj一者は市場との関係が薄いのに対して，後者は市鳴との関係

が波ばであるといえようこ

3. ノj、論においては考察の焦点を一方の問題に限定せず，大なり小なり両方の考怒に妙、れるであろう し

かも林業生産のうち考察の対象を林木育成の段階にとどめておこなう

その2 林業生産と林業経蛍の諸形態

4. ~.休業生産の形態は，その追及する経済日標の相違により，営利秘済的形怒，家計充足t括的iYJ形態，協

同組合的形態，共同従仇円形態の 4 形態的に分けて考えられる。営利誕百守的形態は，利潤の阪大を求める

経済形態であれこの形態の代表的なものとして企業があげられる 家計充足経済的形態は，械大利潤を

追求する企業主，最大効用を追求する家計との未分化の経済形態であれ経済主体の生産の目的が林産物

そのものにあるときは，自給生産となり，林産物の生産を手段とする貨幣にある場合には，企業の原始的

形態である家業の一部となるこ 「効用の景大が貨幣所得を通して求めらるるところは，資本主義経済とい

う外四の中に存立することの桔果であれその点において企業と共通なる性質をもつわけであるが，終局

の目標が寅幣量vこ存せず欲望の充足に存する点におL、て，それは家計ーと性質をーにする。要するに企業の

ごとぐ資本計算 p したがって利潤の計算のうえに立つのでなく，所有するところの用役から出発する点に

*1 栗村雄官著経済学原論東洋経済新報社 21頁参照

*2 松島良雄著林業に於ける収穫量の経済的研究京若「大学農学部演習林報告第 22 号
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おいて，効)jJをめざす点において企業と同ーの性質をもっ判」本論において考察せんとする家計充足経済

的形態は，自給生産を目的とするものでたく，家業の性格をもつものをとりあげる。家計充足経済的形態

は，わが国の民有林における一般的な林業生産の形態である。

協同組合的経済形態は，組合員の営利ないし経済の助成を目的とする生産形態である c

共同経済形態は，社会的性質あるいは国家的性質の公経済で，社会的な需要の充足を目標とする 林業

の場合，国家的会経済として国有林経蛍，また公共団体的性質のものとして公有林があげられる。以上が

林業生産の種類と意義の説明である。つぎに林業経蛍の説明にはいろう。

5. 林業経営とは，経蛍組織体を組織して保続的な林業生産を営む生産形態をいうわけである J それゆえ

林業舵自の種頭も，既述の 4 つの生産}f;3íL~に対応して，色手1]経済的林業経常，家計充足経済的林業経蛍，

協同組合i1'Jí休業経笛ならびに共同経済的林業l経自の 4 経営形態が考えられる判い

6. ノj、論においては，如上の 4 林業経蛍のうち，営利経済的林業経営ならびに家計充足経済的林業経営の

2 経営形態のみ考察の対象とするであろう。

第2章考察へのアプローチ

7. f軒命的和「究をおこなう場合には，その王理論模型の設定，平たく表現するならば前提条件を明示してお

くことが必要である。

まずf!j)論模型は静態経済と動態経済の 2 者に大別しうる。前者の模型はÎ!lW判 iJr'I句世界であり，後者は時

間の要素の介入した世界である。それゆえ 8//11，滋経済の模型は現実の経済 JU:bYよりはるかに遊離した1世界で

ある。だがまず静態経済の|止界より考察をはじめるのはそれが斑論的考察に似利であるからであり，それ

が動態経済の世界での玉虫論を理解するに好百1;合であるためて・ある。

第3章静態経済における林業生産ならびに供給の構造

その l 静態経済の模型

8. mfíL";\'毛済とは，前述したごとく無時間的な経済世界であるっ育事態経済のl英明はさらに完全音抗争を前提

とする場合と不完全競争を前艇とする場合の 2 つの模型に分けられる。

つぎにこの 2 つの模型における林業生産ならびに供給の椛造について営利縦約i'1'J林業経沼 k家計充足経

済的林業;\'fÉ'i自の 2 者をとりあげて考察を加えてみよう。

その2 完全競争下静態経済における林業生産ならびに供給の構造

(lJ 営利経済的林業経営の場合

9. この経営形態は，前述のごとく企業として営まれる林業経営であれその経営日的は最大手U湾の追求

にある。かかる経営形態における生産構造の解明は従来多くの経済学書に説明されているので，小論にお

いてはその概要を説明するにとどめるであろう。

まずかかる林業経営における均衡条件について説明してみようし考察を容易にするために技術条件は一

定とする。この問題に対する数学的分析は，ヒツクス著「価値と資本J (1. R. Hicks, Value and Capital: 

*3 高阿保篤著企訂経済学問CHI[ 日本評論新社版 20頁

*4 松島氏は前掲書ネ2 において家計充足経済内形態の生産形態を経自の概念にし、れておられないが，

ここでは経営の概念を広く限解して家計充足経済的生産形態も経自の範曜に入れて考える。
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ここでは理_An lnquiry_ into Some Fundamental Principles of Economics Theory, 1939) に諮り，

解を容易ならしめるために幾何学的図形を使用して説明してみよう。図形的説明は条件を単純にしなけれ

ば説明できなし、。実際には収穫量の大きさは数多の生産要素の使用により生産されるわけであり，それゆ

え実際の生産函数は， x = f(al, a2, a3.... J a7l.)ただし x ー収穫量， al, a2, a3J.... auー各種の生産要素

量として理解されるが，ここでは単一の生産要素Aのみの使用で生産物を生産していると仮定して考察を

すすめてみよう。(し、くつかの生産要素を使用する場合については数学的展開により説明されている。〕

X 

M
m
ν
n
 

林
木
伐
期
収
穫
量

第 26 図において横軸に生産要素Aの大きさ，縦軸に林木生

産量Xの量をとると，生産要素量Aの大きさにより生産される

生産物Xの収穫量の増加する度合は生産要素Aの増加につれて

収穫逓j演の法則が働くとすれば生産物Xの極大量を示す曲線を

この曲線は生産曲線 (production curve) 画くことができる。

といわれ，前述のごとく Xニ f(A) として表現される。
A 

生産事素N それによってえられる林いま生産要素量を ON とすれば，

図26 第OM は PN にひとしく，かっ MK木収穫量は PN である。

と市場価値をひとしくする生産物の量をあら'v土生産要素 ON
V
A什

牧
穫
量

しかる時 OK は企業の手にはし、る余剰生産わすものとする。

OK の価値は生産費を超物 (surplus product) の量を示し，

過する余剰収入であるの均衡の条件は OK が極大であって，

M かっ正値なることであるつ

第 27 図はこの条件を満足させていなしら生産曲線にそうで

P点が右に移動すれば PK 直線は上方に移動する。この直線の

A 
傾斜 MKjPM は，市場の状態によって与えられる生産要素と

図27 第生産物の価格比率にひとしいから，この傾斜は変化することな

ししたがって PK 直線は上に平行移動する。この移動に伴って余剰生産物 OK はしだいに増加するが，

やがて第 26 図にみるごとく PK 直線は生産曲線の切線となる。これ以上右移動すれば逆に OK は減少

する乙すなわち最大利潤を追求する林業経蛍の均衡条件は PK 直線と生産曲線の切点，すなわち PK 直

線の傾会、}と生産 rlll線の傾斜の一致することであるコこのことは経済学的になにを意味するか，つぎに説明

PK T直線の傾斜はつぎのごとき意味をもっている。Lてみよう

PK 直線の傾斜 (A軸に対して〕二 MK_=三重E畳豆生産担竺量ー
PM  等価値の主主E主要素の量

生産要素の市場側絡 =tan乙MPK
生産物の市場価格

Lたがって生産要素と生産物の市場価格に菱化なきかぎり，この直線の傾斜は一定である。

つぎに生産曲線の傾斜は，

dX  
生産曲線 (X=f(A)) の切線の傾斜= f (A) =一証 A--限界生産物

ゆえに均衡点では次式が成立する。

dX PA 
dA PX 
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dX 
一一 PX=PA............... .(1) 
dA 

dA PA=PX.............. ..(2) 
dX 

かくて均衡条件は次のごとく表現することができる乙

(1) 生産要素阿絡が限界生産物の価値にひとしし、。

(2)ι:産物の価格が限界生産費にひとしい J

上の 2条件が均衡条件であるが， さらに均衡が安定するためには， つぎの 2 つの安定条件が必要であ

る}

(1) 余剰些産物 OK が極小でなく， 偲大であるためには生産曲線が切点において上に凸でなければなら

d (dX ¥ d2X _ ~ d (dA ~ • ¥ 
ない。これを数学的に表現すれば _ __1u.̂_ ( ト く o or o~ ( ~Z P A ) > 0 である 前者は均衡dA ¥ dA ) dA" .. _O dX ¥ dX _ 0.; 

点においては限界生産物が逓滅的であり，後者は限界生産提出盛増的でなければならぬことを意味する。

(2) 余剰J生産物 OK は正でなければならない

余剰l生産物 OK が正でありうるのは OP II白4線の傾斜が PK 直線の傾斜より大なるときのみである

このことは Pが右方に移動するにつれて， OP の勾到が逓泊先しなければならないことを意味している OP

の勾叩は生産物の数量と要素の数量との比を測る 換言すれば，それは平均生産物である。それゆえ安定

条件は平均生産物が遮i夜[ドj，あるいは平均費用が遁増的でなければならない。以上が最大利潤の達成を目

的とする林業縫蛍の均衡ならびに安定条件であるー以上のr~l諭は生産要素佃q名ならびに林木価格が一定不

安であるという前提に立脚しているが，つぎにこれらの何怖が度化した場合，生産要素量ならびに収穫量

のうえにいかなる影響を及ぼすであろうか検討してみよう r

10. いま生産~素の1r町絡が下落したと仮定しよう仁その直接の効果 (immediate effect) として，その林

業経営が生産量をi2更する以前に，余剰J生産物は第 28 図にみられるように OK から OKl に増大する

しかし PK1 直線はさL産曲線に切しない虫、ら ， OKl は新しし、条件のもとにおいて獲得しうる最大の余剰生

産物ではない}したがって新しい何絡比率を示す直線が生産rl11線に切する点まで，均衡点が移動するであ

ろう すなわち PK1 は平行移動して P'K" となり P' が {)Î均衡点である

つぎに生産物の何格IR~貴も PK 一直線の傾斜をノj、ならしめるから， 生産主要素のf州各下落と同様の効果を

もつわけである。すなわち生産要素の価格下落ならびに生1I~物の価格騰貴は生産量を増大させ，生産要素

量を増大させる効果をもっている またこれとは逆に生産嬰奈の価絡騰貴ならびに生産物の何倍 f~存は生

産量をi戒少させ，生産要素量を減少させるであろう 以上が1rIai各斐イヒの生産要素ならびに収陸量に及ぼす

影響である。ここで注意すべき一つの事がらがあるこそれは「消費理論においては，財の価格がÉ'イヒする

と新しい価格稼は新しい無差別曲線に切し，したがってここに代替効果出のほかに所得効果習が発生し

注 1 代替効果 (substitution effect) ー-X財の価格が下落し他財の価格が不斐であれば，相対価絡

の妥化により Xをもって他の財に代替しよう主する傾向が生ずる二これは消費財の場合でも，生

産財ないし生産要素の場合でも同擦である c これを代替効果という r

注 2 所得効果 (income effect)--X の価格が下落したとき，他財の全価格が不安であるとすれば，

従来Xを購入していた人に主って下落分だけその実質所得が増大したことになるご後はその増加

所得をXないし他財の購入にむけるであろうっこれが所得効果である

所得効果は価格下落の左きは劣質財に対してはマイナスに，

優賞財にはプラスにはたらく。
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第 28 図 第 29 図

たο し方包るに生産理論すなわち企業の理論においては，価格が斐化すると企業の均衡は新しい切線 P'fむの

切点 P' に移るが，その新しい切線は旧い切線 PK と同じ生産曲線に切することに注目すべきである。し

たがって笠二産則論iにおいては需要理論において事態を複雑ならしめたっかの所得効果に類するものが存在

しないわけてある。唯一の生産効果 (production effect) とも称すべきものは，かの代替効果と性格を同

じくするものである。それは同一曲線上の移動であれその曲線の性検についてはすでに安定条件の分析

によって明らかである。かくて価格安化の企業の均衡に及ぼす効果を分析することは，所得効果を考慮す

る必要がないため，消費者需要の分析よりも単純である *5J ということである。そしてこのことはまた価

祐菱化の収穫量ならひ、に生産要素量に及ぼす影響が如上のような基本的結果を必ず招来するということの

理由でもある。

C2J 家計充足経済的林業経営の場合

1 1.わが国の民有林における林業経営はこの形態に属するものが大部分である。この経営形態の特徴は，

前述のごとく何大効用の追求を目的とする家計消費経済と，極大利潤の獲得を目的とする全く異質的な経

済形態が一つの経蛍主体に統合されているということであるつ L、うなれば家計と企業とが未分化の経包形

態なのである。 かかる性質をもっ家計充足経済的林業経営における均衡条件と安定条件とを求めてみよ

う *6ニ理解を容易にするために図形を使用して説明してみよう J 一一一数学的分析については参考文問、のと

ころで若干説明するであろうーー

ここでの模型j と前者の蛍利経済的林業経自のそれと異なるところは，家計充足経済的林菜経営の一半の

特徴である制大効用追求と L、ぅ性格が導入することであり，この条件は第 26 図の中に無差別曲線を導入

することによってあらわされる。そしてこの関係は第四図のごとくあらわされる。この図形によってか

かる林業経営の均衡条件ならびに安定条件を考察してみよう。この縦自体がただ最大利潤を追求するとす

れば，この経営における均衡点は当然収穫量 OM，生産要素量 ON に定まるのであるつこれは第 1 の摸

*5 佐藤豊三郎著 ヒツクス経済学研究実業之日本社 226頁
*6 家計充足経済的縫営形態における均衡，安定条件ならびに与件反動の効果に対する精微な，ヒ Y グ

ス理論に立iJ却する数学的分析は，

田中修:稿「農家経済活動の分析」農業経済研究第 22 巻，第 4 号に発表されている u 参考のため
均衡条件安定条件のみの数学的理解をかかげてみよう。農家の生産函数および収支均等方程式がつ
ぎの式で示されることは容易に知りうるであろう。(次頁につづく〉
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f (x'lt X'2，...回目.， Xf 'II)= !l 目・・ー・・・・・・・・・・ ・・・ ・ ・ ・・・・ ・ ・ ・ ・ー ・・・・・・・ (1)

2; pかよ +X'i -Xr) =0.................................................. ..(2) 

ここにむくO ならば，提供量を意味し X'i>O なら \1，産出量を意味するつまよは一定の与えられ

た数量を示す2 また価格 P i は標準財 X1 であらわされた第 i 財価絡とする。したがって Pl三I

である G つぎにこの農家の獲得する効用は各財の消費量(効用の喪失はその提供量)に依存するで

あろう。よって彼の効用函数は次の形で与えることができる。

U三日(Xl ， X2, •••• X71 ; 日1 ， tX 2 , •••. ，町，，) .............目................... .(3) 

出 i は第 i 財の1啓好を示すパラメーターである c したがって Q と同様，これらは一定と仮定する。

かくのごとく問題の与件が設定せられた以上，当面の農家が行う活動は，上の(1) ， (2)の制限の下に

(3)の最大満足を求めるととである このような場合彼のJ!iヰス量および販売量〔換言すれば需要量お
よび供給量〕ないし投入量産出量;はし、かなる値において決定せられるであろうかυ
均衡条件
われわれの問題は明らかに(1) ， (2)のドに(3)の最大を求めるという 1 つの数学的問題と等位て、あるっ

これは周知の条件附\恨値の問題にほカ、ならなし、。 今 μ および y をラグランヂェの未定乗数とすれ

ば，それはつぎの補助函数Gの無条件最大を求める 1"]題となる。

G=uμ峰山i+X'.，:-5(.，J 土(f 川 (4) 
l r:-l p )  

ゆえに必要条件 dG=O は
n n 

dG= 之; (u;μPi) dXr-2; (μP.i -__fJ._-f.i) dx'戸 0.... ..目.................. .(5) 
i~l j~l V 

となるつ (5)がし、かなる dXr ， dX':i に対しても成立するためには，括州内がすべて零にひとしくな

らなければならないυ すなわち

r ur= μPr(xr(i=l ， 2,.... , n) に対して J .. ・・・・・ ・・・・田・・・・・・目.. • • •• •. •• (6.1) 
l fj 士 VP.i (x'j(j=l ， 2,...., n) に対してJ............................... .(6.2) 

とし、う条件が満足される必要ーがある〈、この 2n 個の方程式と (1) ， (2)を合した (2 n+ 2) 個の方程

式は (2n+2) 飼の未知数 (Xl ， x::: , • . •• , Xn: x 't, x' 2, ・・・， X'川 X'l ， X'2 , ••.. , X' ，， ;μ ， V) 

を決定するに充分である。したがってそれらの値はこの条件を満足するごときところに決定せられ

なければならないーこれが流通経済下における農家経済の均衡条件である。つぎにこの条件の経済

学的意味を考察しよう。 (6) より

Ui 二μpr= 竺 f r (i=l , 2, .... , n).................................. ..(6.3) 

なることを知る まず第 1 に U; 二 μ c については前章自足自給経済下の経蛍について述べた
ν 

ことがそのまま妥当する。

第 2 に llI=μpr は周知のごとくそれより

t;-Pf(i ニ 2 ， 3, •..• , n) ............................................ (6.4) 

が成立するから，各財の標準財に対する限界代替率(効用函数における)がその価格にひとしいこ

とを示す第 3 にし =VPi はつぎのごとく理解される〕すなわちこの式より

fi _ P" .. (6.5) 
fj Pj 

をうる。この左辺は生産函数における限界代替率または限界斐形率を示しているごしたがってその

意味することは，限界食形率(叉は限界代替率〕が価格比にひとしいというヒツグス以来周知の命
題にほかならないニ

安定条件
つぎに安定条件の考察に進まう。 (1) ， (2)の下に(3)が最大なるためには(6)が成立するのみならず，

n 

S fjd}内 =0............................................................. .(7) 

n n 

S P"dXi + S pJdx' 

のもとで
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型となんら異ならないυ
)( 

だがこの経営においては最大の効用を追求しなくては

ならず，この聞の要求からいうならば均衡点は KP 直線

と無差別曲線 11 との切点 P' に定まれそれゆえ，この

M:f.-一 一一一一 一一一一一 _y

場合収穫量 OM'，生産要素量 ON' のところに定まる c 問

それゆえ，かかる林業経営の均衡点は実際には経営主体 作l'

の性格により異なるが，収穫量は家計側面より要求され

るOM' 量L 企業的側面より要求される OM 量との

中間生産要素畳は ON' と ON との中間において定ま

るェそして実際には主体の異質的経営目的に対する要求

-ｭ, 
ι , 

の強さならびに彼の立志せんとする経営目的の遂行を可 。

能ならしめる資本の大きさ等により左右される
NI N' 

つぎにかかる経伝の安定条件についてであるが，これ

は最大効用をiliオえする消費者側におけるそれと，最大利潤を追求する企業

における安定条{fj を術見させればよ L 、。それゆえ，

安定条件 I ーがJ用関数に関し限界代替率逓減の法則 (The principle of 

diminishing marginal rate of substitutio口〉が満される c

安定条件11一生産函数に関し限界ZE形率ないし限界代替率逓減の法則が満

される，の 2 つの条件が必要である。

第 30 図

P.I 

イ西

格

12. つぎに何絡22化が生じた場合，伐期収穫量と生産要素量tこし、かなる愛 I s 

N NI 

b 

A 

イヒが生ずる由、考察してみようっ

いま林木1il1i格が下落したとしよう(これは林木価格が一定であった場合

に， 生産要素何絡が!協賛したときと同じであるL これはとりもなおさ

。 X 
供給量

第 31 図

n n n 

d2G二~ ~ Uikdx;dxk+μ~ ~ f.ildX'.idx'z ..........................(ω 
i ← lk~l l' r;;;-ll~-l 

が負定形でなければならぬ。 (6)を考慮すれば(7)， (8)は(7)および

お pιdXr=O ・ ・ ・・ ー・ーーー ・・ ・ (1ゆ
j~l 

と等@[である J それゆえ問題は(7) ， (1ゅのもとで(9)が負定形であるための条件L、かんということにな

るが， (7) , (1ゅのもとでゆが負定形であることは(10)のもとで

~~U山 dx; dXk ・凶
i k 

が負定形なると主，および(7)のもとで

ず2] ~ f;l dX'j dX'1 ・ ・ ・・・ ..........•.. .. 仰

が負定形なることに等値であるつ 今， 効用函数に関し限界代替率が逓滅的であるならば(10)のもと
で凶は負定形であり，生産函童文に関して限界代替率が逓滅的であれば (7) のもとで(聞は負定形であ

る。

かくてつぎの安定条件をうる。

〔安定条件1) 効用函数に関し限界代替率逓波の法則が満されるし

〔安定条件IIJ 生産函数に関し限界菱形率ないし限界代替率逓i波の法則が満される二
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ず， 第 30 図に示されるように PK 直線の傾斜がヨリ急になったことを芯味し P1K1 直線により示さ

れる二もしこの経営が最大利潤追求の見地のみからおこなわれているとすれば当然伐期収穫4量ならびに生

産要素量は P1Ml ， P1N1 と何倍斐化以前の収穫量 (PM)，生産要素量 (PN) よりそれぞれ減少しなくて

はならない。だが家計的要求の見地よりみると，収穫量(P'lM'l) ，生産要素量(P'lN'l) ともに価格~1t前

の収穫量 (P'M') ，生産嬰紫長: CP'Nつより増大する，しかもそれのみでなく何格変化前の企業的見地よ

り要求される収穫量 (PM)，生産要素量 (PN) よりも大きい数値を示している。 ともかくこの場合にお

ける均衡点は，収穫量は家汁的側面より要求される OM:'l 量と， 企業的側面より要求される OM1 量の

中間，生産要素量は ON'r量と ON1 量の中間において定まる そしてわが国における林業経営において

;土一般に家計fl0要求が支刊行'jであるのが普通であるから，往々にして林木古Ili絡の下落，あるいは生産要素

価格の 1)普賢は，前者の経自体の場合とは逆に，かえって官!日格止を化百íjの収穫量，生産要素量が増大する現象

がみられる。このような場合における供給曲線は，ヒツグスも指摘しているように第 31 図のように反転

上昇の曲線を示すコかかる現象はヒツクスの表現をかりれば所得効果の現象にほかならないコかかる性格

が林産物価筒形成に不安定性を提供する有力な要因を形成するのである。

[ 3 J 林業の社会的供給山線

13. 個別的な林業経蛍の供給曲線の位会的総子「が位会的供給曲線にほかならなL、。林業の社会的供給虚様

について考察する意図は，如上のような異質的な林業経蛍を統一的に理解するためである。ここではさら

に従来までしばしば異質的な生産形態として分けて考えられてきた育成的林業生産(人工林)と非育成的

林業生産〈天然林)の問題についても若干考察する。

まず従来までしばしばこの 2 つの概念に分けて供給なり生産構造なりの問題が議論されてきたが，これ

は林業における供給構造の統 a的立場から L 、かなる意味をもつものであろうか， について説明してみよ

育成的休業生産と非育成(1/j林業生産の差異は，投下生産貨の有無ならびに大小のうちにみられる。前者

の林業生産においては造林nJ諸資本財泊百二産設として重安一部分を占めるのに対して，後者の林業生産にお

いてはかかる生産費は存在しないご必要な生産費としては管理費程度であれしかもこの費用も前者と比

べではるかにすくない わが国における薪炭林造成はクヌギ林造成をのぞいて主として非育成的生産形態

をとって L 、る。針葉樹林の治改はマヅ林の育成あるいは秋FL1のスギ，ヒノキ林等の4暢kのものを除いて主

として育成的生産形態をとっている。この事情から窺知しうるようにわが国においては育成的林業主非育

一成的林業の存在の場は平面的ないしは同質的なものでなく，相当立体的なし、しは異質的であるようである c

おそらく現況は両生産形態が同ーの場のものとして競争的関係rあるものが存在すると同時に，他方異質

)+1 
世

m.C 
1mι 

見

c 什 一~
//il心

戸卜/

.0 
工'O .x l 工2 o X, X2 1 

A B C 
第 32 図
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的なものとして組1立関係にあるものが存在する，いうなれば両者の関係が混合的な状態にあるとしても，

将来は両生産形態の競合の場，別言すれば市場は直接的には異質的なものになるであろう。もしわが国にお

いては両生産形態が異質的な関係に強く支配されているとするならば，わが国における林業生産の椛i与を，

かかる 2 つの生産形態に分けて統一的に理解する王里論的意味は薄くなるであろう乙ともかくわが国におけ

る以上のごとき現況は，比較的に両生産形態が同ーの場にあるアメリカ林業の生産構造の理解の仕方と，

わが国における林業の生産構造の理解の仕方の聞に相異をもたらすであろうっ

14. もし両生産形態が同ーの場にあると仮定した場合，両者は統一的にいかに理解できるのか，つぎに参

考のために検討してみよれ

このように仮定すれば問題は簡単であるご非育成的林業生産の平均費用は一般に育成林業生産における

それよりもノトて‘ある。今この関係を図示すると第 32 図のとおりである *70

Aは非育成自分林業， Bは育成的林業の費用関係を示す。低価格 Po にては，その最小平均費用がこの側

絡にひとしいところの非育成的林業Aだけが OXo だけを供給する。育成的林業Bでは供給できない。 P1

に1M絡騰貴すれば， Aは高い価格 P1 が限界費用にひとしくなるまで供給する。すなわち Xoむだけ余分

に供給する そしてまた B は P1 に価格上昇するに至つてはじめて OXl 量だけ供給する c ここでは AB

両部門のみを考えたが両部門においても競争力の区々なる経営体が存在するつかくて社会的供給は価絡が

高くなるにしたがって増加し， c 図のごとき SSl 曲線を形成する。このように社会的林木供給曲線の基幹

部を構成するものは生産費のかからない非育成的林業生産よりの供給であれ未梢;郊を構成するのは育成

的林業生産よりの供給であると考えられるこ

以上は育成I 'i'J林業生産と非育成的林業生産の統一的理解であるが，これは前述のごとく生産形態が同ー

の場にあると仮定した場合のみ考えられるものである 3

つぎに営利経済的林業生産と家計充足経済的林業生産の統一的理解について考察をすすめてみよう。か

かる生産形態は常に同ーの場において理解しうる二この生産形態の統一的理解は実質的には上述の理解と

向ーであるっすなわち，一般に家計充足経蛍的林業生産においては費用算定の中に自家労働力をおもに使

用しているので，この費用を低く評価したれまたは全く費用の中にいれて考えないので，費用は蛍利経

済的林業生産よりも低L、。それゆえ家計充足経済的林業生産よりの供給は，前者の非育成的林業生産のそ

れに対応するものとして社会的林木供給曲線の基幹部を構成し，営利経済的林業生産よりの供給は未梢部

を梢成するといえるであろう。

その3 不完全競争下育事態経済における林業生産ならびに供給の構造

15. 不完全競争下静態経済

の模型は既述のごとく完全 D 

競争の条件の否定され，ま

た撹乱される模型であり F

価格の自動調節過程は擾乱 E 

されて，もはや価格がマク ; 

ロ的経済の指標としての役

目をはたさなし、。これは模

C A 
加工企業

本7 栗村雄吉著前掲書 *1 120~123頁参照

x 

第 33 図
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型の中に独占ないし準独占の存在するためである。わが国における林木住産においては独占的ないし準独

占的企業は現実には存在しない。それゆえ不完全競争下1'111態経済における林業生産ならびに供給の構造を

理解する場合の模型としては，他の部門，たとえば林産物加工部門に独占形態の経営体が存在し，林業生

産部門はこれに従属的に存在するという模型が現実的である柑c

模型の条件としてはつぎのものが考えられる乙第 1 に，独占的林産物j加工企業は販売p 購買の両国にわ

たって完全独占で、ある。第 2 に，独占的加工企業は林業生産により供給する林木の加工を行い，かつ林業

生産はこの加工原料品のみの生産をおとなっているものとする。かかる加工企業は利潤極大化原理にもと

づき価格ならびに販売量を決定する。この点は限界収入と限界費用の交点、である。加工企業が独占的企業

でない場合には価絡は第 33 図に示されるように平均収入曲線 AR と平均費用曲線 AC との交点で定ま

るが，独占的なので前述のごとく限界収ス曲線 MR と限界費用曲線 MC 主の交点 M をとおる垂線 MC

が平均収入曲線をきる点 PS が販売価格を，また平均費用線をきる点 P，l が購売価格をそれぞれ決定するこ

とになる。この際の販売，購買費は OC であり自由競争下の OA より少ない かくて企業ば版元独占によ

り利潤 MEFPs を3 また購買独占より MEDPd を獲得するリ独占利潤の形成カは，原斜の供給弾力性と

製品に対する需要弾力性の大きさによって決定されるこすなわち腕貝独占の'flj潤形成力は供給弾力性係数

いとすれば， ι了で示され，また販売独占の利潤形成プJは需要弾力性係数れとすれば:によって
-

示される叫乙この数式をみても直ちに理解しうるように需給し、ずれも非弾力的であればあるほど，独占利

潤は増大する c

1 B. 原桝供給者である林業主[:jÆにおいては，この独占企業より提供される原料購買価格は所与のものであ

る。その限界費用曲線 mc が佃絡線 Pd をきる点まで生産を行うよりすべはないc この点 Pd は平均費

用曲線 ac より下にあるかもしれない Pd は僅かに限界費用を償うのみで平均費用を償いえないかもし

れないο このように独占体に林業生産が従属的に存在する場合には不当に低く価格を設定される場合があ

る。

第4奪動態経済における林業生産ならびに供給の構造

その 1 動態経済の模型と考察への布石
デ4 予"グ

17. 静態経済とは，経裕Iq\論のうち，日附に煩わされなくてすむような部分をしづ。これに対して動態;活

済とは各数量が日附をもたねばならぬ部分である。静態経済においては貨幣はただ単に交換手段たるにす

ぎないのに動態経済においてはじめて貯蔵機能をもつようになる。ここにはじめて利子率が登場する ま

た静態経済における価格比率はあくまで同時点、内の代替 (intratemporal substitution) 関係に立って均

衡していたのであるが，動態経済にあっては異時点聞の代替 (intertemporal substitution) という別の関

係がはし、ってくる ここに予想としづ問題がはいってくる。ヒヅグスは予想としづ問題を模型の中に導入

するにあたって予想の弾力性 (elasticity of expectation) の概念を利用する。 1i問中各予想の弾力性とは

この伽械の中には利子予想をいれて考える一現在まで割引せられた予想f削各の相対的増分と現行価格の相

対的増加1分との比率をしづっすなわち現行価格を Po で示し t 時においてえられると予想せられる価格

*8 馬場啓之助 「農産物価格政策の椛図」 農業総合研究第 6 巻第 1 号 66~70頁

*9 William H. Nicholls: Imperfect Competition within Agricultural Industries , Ames, 1941 , 
pp. 61~63. 
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dP, Po 
を P，で示せIf ， t 時点における価格弾力性 P，.は ， Pe= ・ となるさそれゆえ，動態縦桝の模型

dPo P, 
としては，予怨の弾力性が 1 である場合， 1 より小さくて零より大きい場合，および弾力性が 1 よりも大

きい場合と負の弾力性の場合との 2 つの傾端の場合を区別できるつすべてこれらの可能性を念頭におくこ

とは望ましいことであろうが，ノj、論においては最も中執的な弾力性の 1 の場合のみについて考察を加える

であろう。ヵ、つまた考祭を容劫にするために安全競争を前提とする c この前に考察のずfî石として予想が厳

格に非弾力的(弾力性零)である場合， l.HJ言すれば予想、が与えられたものである場合，さらに再言ずれ{王

動態模型の rl~のもっとも静態的な模型について若干検討しておくであろうと

18. 検討の」日本的目的は，価絡，利子ならびに価格予想「利子予想、を含む〉および技術的条併がすべてあ

たえられているとき， 1采釈される生産計向の性質を決定する"者!京却を見いださんとするのであるつまず告:

利経済内林業悩'~sの場合よりはじめよう。

19. 任吉、の期 H に，ある営利活済(j'']材、業;陸自主体の直面する決定は，生産計悶の確立である♂この生産;計

闘はつぎのごとく示される。

A t), Al , A~ ， A 3,............................ , A" 

Bu, Bl , B2' B3，・・ ・ ・・・・ ・ ・ •. • • • • • . .• , 1古川

Xo. X l, X 2 , X3，.............・.........， XN

Yt), Y1 , Y2 , Y3，・ ・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・ •.• 'YII 

Al ， Bl ・・・・はさまざまな種類の投入量， X1 ， Y1 .... はさまざまな種類の産品量でゐって，企業者は将来の

11)凶からなる期間に対して計四をたてるものと想定されている c そしてここでの問題は，とりうべき交替

的;m副企画のなかカ通らある 1 ツ (n生産計四を選出することであるごしから jf栓営主体IH 、かたる基+;，こ立脚

して選訳するのであろうか，静学では，その収入の超費余剰jを阪大にするものと考えることで満足した

しかるに勤学の問題としては，単一の余剰lではないc 時間的に連続してゆく余剰の流列の比較の問題とな
ターム

る。それゆえllifRの 1山wは，余剰jの流列の資本化11町{I立の称呼におし、ておこなうことになるに?N沢される生

産計問は，現在の資本イヒ価値が最大であるような計画でなければならないc とも力包く余剰流子Ijの資本価値

の阪大を基準にした場合，一定の生産計画は樹立され，したがって一定の投入生産要素量ならびに林木の

産出量が決定されるつこのことは技術条件を一定と仮定すれば，一定の(:1(;期令 (H3.ubarkeitsalter) が決

定されることを意味する。なぜならば伐期令 HA は各種生産要素量 a1 ， a~.... .a ll ないしは収穫量 X と

回数関係にあると考えられるからである。 (HA=f(al ， a2.... .a,,) or g (X)) 生産計画の現在価値を阪大

にする問題は， WE述の静態経済における営利経済的林業経営での最大利程決定の問題と形式的には全く同

ーであるコかくてこの模型における均衡条件は静学の場合の 3 つの[基本的」受化形主に応じて， (l)l 、か

なる 2 つの期日の産出量聞の限界代替率もそれらの割引された価格の比にひとしくなければならない。

(2)\，、かなる 2 つの期日の投入量聞の限界代替率もそれらの割引された価格の比にひとしくなければならな

い。 (3)いかなる投入量のし、かなる産出量への限界愛形率もそれらの割引された価格の比にひとしくなけれ

ばならなし、。また安定条件はつぎのとおりであるコ

(1)産出量間のjl1!I増限界代替率， (2;投入量聞の逓減的限界代替率， (3)投入量の産出量への逓減的限界主形

率が存しなくてはならない z さらに余剰が正て、なければならないと Lづ静学的条何に対吃して，余剰のiた
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列の現在価値がEでなければならないとしづ動学的条件があるのつぎに家計充足経済的林業経蛍における

均衡3 安定条{1二をもとめてみよう。

20. 家計充足経済的林業経iきにおける生産計画の樹立は，首利経済的林業経世のそれとは異なる選択基準

にのっとっておこなわれる。すなわち余乗c流列の現在価値の最大ではなくて，被の攻訂とする効IH (このh~

は家計側面からの要求と企業側面よりの 1要求との間のどこかにある〉を満足させる所得流列の現在資本化

何伐の最大である。かかる基準に準拠して，伎の生産官十回は樹立され，一定の産出量，生産要素授下量が

定まり，したがってー定の伐期令がV6i:ぶされる J かかる経伝における均衡条{午は i有者の^~訂正副廷における

3 条件のほかに， (1)与えられた将来期日に貰おうと計附される 2 商品目ilの限界代替率は，それら 2 商品の

'ð~ ê:l II~fi格の比にひとしくしなければならない，の 1 条f!二が|刊加される また安定条件としては，前者の経

散形態におけ‘る 3 つの安定条件のほかに， (1)与えられた将来期日に買おうと計画される 2 商州問の限界代

答率は遮i演が」で、なければならぬ，の 1 条件が附加されるつ以上の検討はflni絡，手Ij 子ならびに官!lî j各予想(利

子子想、を含む〕が与えられている場合に，採JR さィ1る生産計闘の性質を決定する消防[J型を見いださんとし

たのであるが， この玉県論的考察は， iまぼ第 3 主主の j'jj'，学的;1Il論に平行的であったザだがカ‘かる慎型におけ

る考察は，後述するヨリ現実的な動!lk!英!J'!iにおける生産汁両の遂行に刻する-::;~祭の布石を秘供するのであ

る。

その2 動態経済における林業生産ならびに供給の構造

21.こミでとりあげんとする1Ii店主経済の模型は，動態模引の rl-1 1伝的な場合である。ーj;怨の弾力性が 1 であ

る場合ーである。まず営利純治的林業経営の生産計画より触れようコこの問題はヒツクスが第 16 ， 17 ]主に

おいて詳細にァ命j!t:しているのでここではなるべく簡約してHJWJ しよう、

て1] 法判経済的林業経蛍の場合

22. まずfrTlít各とg:)lÌi~cl'íilli との問題，別言すればlliij絡の1土山jが生産計同ほし、かに!:.t化させるのかとしづ問題

について考察をすすめてみよう J そのために利子ギは一定であると[反4疋する。経治主体l土:f])在価格と予想

Imîf名休7Rに従って，第 34 図 AA' のごとき林木の生虚子hìlitをもっているとしよう。

いま林木の現在価格が上昇するとしよう J 予想の弾力性が 1 であるかぎり林木の予想IllIî格は同一比率で、

上昇する。それゆえ必ず将来時点の刻、木の生産;計画は増加せしめられるであろう しかしこの増加は決し

てすべての将来時点に均等に分布するものではない心その分布状態をしらべるために将来の各時点におけ、

る予想何絡の)J添資が，その時点の予:111産品物jに対する影響を，個々別々にE今月末してみよう}まず第 34 図

M時点の予想lillî絡のみが)J.I~}'そして，はヵ、の時丘、の jilf!絡は不ftであるとする この影紳はつぎの 2 つのうち

どちらかのかたちをとるであろうご

。 M 

第 34 図

(1) M時点の林木生産物は， lVIl時点、以前または以後，もしくはこ

B の両方の林木収穫量を減少することによって増大せしめられる c

このようにM時点前後の産出物を，l\Ii時点の産出物で代替してし

D K まうことは時間的代替 (substitution over time) もしくは異時
的代替(intertemporal substitution) というっ異時的代替が作用

すれば林木の生産計画は ACA' 曲線のようになる。 異時的代替

のおこなわれる程度は当面の林木生産物の按術的性質および期首

の装備の按術的性質一当面の生産物の耐久性，この生産に与える
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未完成財の耐久性， J切首の装備の rドに含まれたかかる未完成財の数量等 に依存している、林業生涯にお

いては15<;期に十f1当融通性をもちうるという点において呉時的代答の可能性が多い v

(2) 英時的代替が作!日しえぬ場合，すなわち各時点の産品物が異時的補完(interteコporal complementｭ

arity) であるときはMr得点の産出物を増加するため， M玲，r;\のまえから生産要素が授 Fされ生産I没備が増

強せしめられるであろう。したがって林木の生産計四j量も徐々に増加し， Mli寺点で最高に注する AD 曲

線がこれを示すコつぎに現在価格のみが上昇したとする。補完的関係が強い場合一短端な~VÜとして現在

所有林分が幼令である場合なとが考えられるーには産品物は t"，んら増加しえないc 異時的代替関係が支記

しているとするならば近い将来の産出物の犠牲において 0 時点の産出物が増加される。すなわちこの場合

の林木の生産出向f~l紋は EA'であるー予怨の3半フJ悦が 11こして，かっ現住1:lrrj各の上昇せる場合に，補完

関係が強い幼合にはJ)~{Eの影響は零で， 将来何十各の生産三f'iffiîへの影響は AD fUl~fiのようであったから，

これを合計して BB 曲線のように計・問が斐更されるであろう乞代替契係が百回目している場合でも，ある時

点、のl差出物を増加する要因と減少する要因とがあるから，これらを合引ーして大休 BB 曲線の形状をとるで

あろう u それl政 Irjij陥11港資の場合はいずれにしても BB 曲線で示されるごとき林木の生産計四を示すであろ

う。かかる場合林業F1・産におL 、てはし、泊 3なる対位、の仕方を示すであろうかじそれは按11J条件を一定とすれ

ば， (1)土地面債の拡大， (2)労使投下支の増大， (3)伐期令の延長のいずれかかっまたそのいづれかの組合わ
カ〉ター，ミー 1 

せによって対fとするであろう士如上のような休木価格の11品質ーより招来される現象は，またその対応:物とし

ての生産:');t素の何十各ド落の場合にも生ずるであろう。

23. つぎに利子生化の生産計悶に及ぼす影響について触れてみよう】このために材、木佃lí格は一定のものと

仮定する まず利子ギの下落，別言すれば割引率の上昇の場合を仮定して林木の生産計闘についての影響

を考察してみよう。 生産林木Xの割引された価iちは， 将来になるほと‘上昇率は大であるから将来産品物

をもって現在もしくは近い将来の産出物に代替しようとする傾向が生ずる。 将来産出物の計問量は増大

し，現官産出物のそれは減少する。他方投入計両の傾向は逆である。この関係は第 35 図の?と印によって

(A) X", Xl, X~，........ , X" (産出計画)
• 

(B) Ao , A J, A2,........ , A" (投入計画〕
• 

第 35 図

示される。この 2 つの相反する傾向により生産計悶はど

のように定更せられるであろうか。営阿佐治的林業経蛍

にとっては械大利潤が問題である そこで利子主主ド落前

の生産千十肉が，日)， 51 , S2,.. • • J Su と L 、う手Uì間流列をもっ

ていたとする 一方利子半下落により，あらたに採HJ された生産計闘は s'!)，〆 1 :1 s'~ ，.. •. J s'}/ なる'flj)間流

列をもたらすとしよう J すると限界利清流列 s'o 一向， S'1-51 , s':::-S~J"" 〆‘， -S'I がえられる c 新しい利

潤流列は，古い流列と限F昨日;間流列の和であるつ古い利潤流列の平均慰問 (averag� pεrioヨ oﾍ the 

stream)*lO と資本価値を， それぞれP と C で示し， 限界利潤流列のそれらを p と c とする c すると新し

い利潤流列の平均期間は， P'士主聖子 cp としめしうる υC は利子率の下落によってあらたに獲得された利
C+c 

潤の資本価値であるから利子率の下落を充分小とすることによれ無限に零;こ近づけることカてできるとし

*10 ある価値の時間的ながれ:t XO , Xl , X:h.... , Xll があるとき，その現在時点に還元された資本価値

は Xo+βXl+β2X2十 ....+β"Xれで示される。この場合平均期間は

βXl +2β2XZ 十3β3X3+ .... +nβ"X 
であらわされる二

Xo+βXl+.... +β別Xu

詳細はヒヅクス著 「価値と資本」 第 14 章補論Bを参照
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かし cp は無視しえないo そこで新しい平均期間は EFfq=

守+P となり *11，必ず P よりは大である。 かくして利子物

ポエ{ム・ノごのやエルクのし、う平均期間概念でなくヒツクス流の平

均期間の延長を意味するのである。ヒツクス流1こし、う平均期間の

延長は， ヨリ将来の利潤がヨリ近い将来のそれに上として増大す

る。別言すれば，手IJ潤の流列が利子率の下落によってクレシエン

第 36 図 ドすることを示すにほかならなし、*12 たとえば第 36 図において

AA 線が古い手日間流列をしめすとすればp 利子率の下落は新しい利潤沈列 BB 線を生ずる，そして両直線

の差が限界手t~源流列である。

ともかく如上のように利子率の下落は利ìllEi流列にクレシエンドを与える。これに対して経営主体l主L 、か

に具体的に対応するであろうかつこの場合も価格変化の時と同様に技術条件を一定とするならば， (1 土地

図伎の拡大，位、労傍投下量の増大， (3)fjと期令の延長のいずれかか，またそのいずれかの組合せによって対

応されるであろう。かかる経常は，前述の1ñft各3Eイヒの場合における結諸i と同様に従来の林業におけるf定期

思議に一つの修正を与えることになる。すなわち従来の林学における伐拡理論は利子下落，林木側符上昇

(逆に生産要素価格の下落〉は必然的に伐期を延長させる(逆の場合は伐期を低下させる〉というように

考えてきたのであるが，すくなくともこれは動態経済における理論としては，ヒヅ グスのバヴエ l~ ，7 に文す

する批判と同様の理由により，そこに必然的因果債係をみとめることは飢りなのである。

以上の考察は子想の詳力作 1 の耐強経済の中枢自七模型化にがける 1詰利払治的林業経営の生産計[函が，産

出物ならびに生産要素1[m;陥および利子率の変イtによりし、かに影響されるのかについて検討してきたc

つぎに同じ考察を家計充足経済的林莱経営の場合についておこなってみよう。

C 2 J 家1汁充足経済的林業経告の場合

24. 家計充足経済的林業私飴の生産計画に及ぼす予想rön格ならびに利子ペギの主主化の影響の考察は，利j間流

列を所得流列にあらためるだけで，前述の考察はそのまま係用できるわけである。ただこの場合つぎの点

には留意しなくてはならないコ

(ωiυj 家計計-充足f溢遥詩済寺』♂均4句J林業j怪2誕出t';討I~也J

(伶削2劉) 1価而耐4格各2斐E引イ牝ヒならびに利ご了子「子'3皮i足:イ化ヒの'!" j1産産~計計.画両[への影響は前者の場合tほまど I!川!り川!リ川j乃J確に2影t与;墾醤響!Fi しない) この王珂屯由として

は，所得効果の存在すること，資本は主として自己資本であることならびに労働も主として自家労働であ

るということなどがあ:ずられよう。

第5章結 語

25. 小論においては以上のごとく模型を周波宮に設定して，営利経済的林業経営と家l計充足経済的林業経営

の生産構造ならびに供給構造について考祭を加えてきた。考察の理論武掛としてはヒ γ クス理論に準拠し

ておこなったわけであるが，結呆白井Jには小論の分桁はいくたの不完全さとものたりなさをもっている c わ

たくしはノj、論が不完全さをもちながらも将来における林業におけ~る生産ならびに供経iWi造の分析になんら

かの示唆をあたえうるならば望外のよろこびとしなくてはならない。

ネ11 数学的1:[11解はヒツクス著前掲書数~附録参照

*12 ヒツグス著前掲書第 14 章，第 17 茸参照
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第 5 編 動態経済にふ、ける林産物価格変動の態様

第 1:牽動態経済の模型と林産物価格変動。態様

その 1 動態経済の慎型

1. ll!f述のように，動態経済は時間の要素の導入によって，各財貨はおのおの日附(ヂーテイングj をも

っ，すなわち前十態経済における m個の財貨(土，それぞれヂーテイングされるから，今説的計画における経

済的ホライズン (economic horizoめが n期聞を含むとすれば，全体として財貨は mn 個となるコ動態

においては，このように財貨が増加するだけではなくて，価値交換手段としてのみ存在した基準財は，価

値貯械手段の機能をもった貨幣となり，貨幣:工動態経済において現在と将来との連鎖たる役目をになうよ

うになるコこれはまさに貨幣経済の世界であり，この世界においては予想、の要因が大きな役割jを演ずるこ

とは否定できない すなわち動態のf止県で1工「商 l店の何裕の上昇は，即玲には，その向!日の供給にただ儲

かな影響をZえf'"すにすぎないコが，これによって，企業者たちは，このョリ高い111ij絡が継続するかどうか

を挫測するようになる c もしこのヨリ高い価惰が多分継続するであろうと断定するならば，かれらは将来

の期日に供給量を著しく増加させるための生産に着手するかもしれない J この決意は要素に対するかれら

の現在の需要に影脅するであろう c 要素市場の現在の形勢は，かくして企業者たちが生産物の価惜の上昇

をいかに解釈するかによって交記されるであろう Q 同様にして，商品の現在の供給は，現在のf耐各がどう

であるかに依存するよりも，むしろ企業者たちが泊去においてそれを，どう予想したかに依存するのであ

る。現在の産 1\量を主として交却するものは，正しかろうと間違っていようと，それら過去の予想であろ

うコ実際の現tE価陥は比佼的小さな影響をもつにすぎないのである *1 といった事象を示するこれは静態

悩前にはなカ‘ったJJU{~である G

'2. 如上のように動J]{í:益的別言すれば貨幣経済におし、ては，予想の要因が重要な役割をもつのである c 動

態経済の模型を作る前に，1Îl1i拍子想について触れておくことが便利であろう。この研究の出発点となる概

念は，ヒツクスが「倒的と資本」のなカ‘において導入した「予想の弾力性J (e12sticity of exp'ectation) 

の概念*2 であるじ

ここに予想の弾力性とは，既述のごとく現在まで割引せられた予想1M賂 この中には利子予想もいれて

考えるーの相対的増分と現行f!lfrt各の相村的増分との比率をし、ぅ勺すなわち現行価絡を Po で示し， t 時に

*1 安井琢札熊谷弘i犬訳 J ・ R ・ヒツグス 価値と資本] pp. 171~172 

*2 予想の要因を最初]に体系的に用論ずけたのはストックホルム学派であったっ最近特に予想の問題が

各方面において府んに論ぜられるようになったのは，一方ではストックホルム学派の影響とみられ

また他方で‘は均衡概念の再吟味が必要となったためて、ある主患われる c 今日において貨幣理論と均

衡理論との関係は，この角度から最もよく検討されている主いうことができょう。たとえばヒツク

スはケインズの貨幣的動態分析を特質づける予想、の要因を一般均衡理論に導入して，稽激な理論を
展開した J ランゲは価格予想に関してヒツグスの理論を継承する しかしてランゲはヒツクスの理

論をさらに発展せしめ，予想、弾力性が L 1 より小， 1 より大の 3 つの場合まで論じ，さらに不確
性の導入，また貨幣効果 (monetary effect) の間程にまで考察をすすめている。〔ヒツグスの動態

理論は， 11四倍予想の弾力性が 1 でg 貨幣効果正の世界のみの分析である〕

本レポートの予想の論述は，主として i 小原敬土編近代雇傭理論の展望東洋経済新報社昭和
24 年 pp. 178~188 ii 塩野谷九十九著 ランゲ価絡の伸縮性と雇傭東洋経済新報社プFヅ

ク・レヴユウ・クラフーならびに iii 安井琢磨・福岡E夫訳 0 ・ランゲ 価格伸縮性と雇傭東洋

経済新報社を参照したc



52 ー 林業試験場研究報行筋 72 号

おし、て得られると二予想せられる何絡をわで示せば t n:!恥iれJ

EPt d Pt p" 
eニニ・

E Po d Pu Pt 

となる仁そして子想の弾力'I~t:は，その数値の大きさによってつぎの 3 つの場合に分けられる J

① e = 1 価格予想が静態的な場合

① e く 1 価格予il1!が非弾力 (11]な場合

③ e> 1 1，面始予想が弾プ'JIYJな場合

如上の 3 つの場合における経済機構について説明しよう制

各企業者および消費者は玉県在から将来への一定期間にわたって生産計画や支出計画を樹立する この1諮

問内の売買の分布/こ関する計iilfr(土完全競争下においては， rJ!1刊耐各と現在まで、割引せられた予想古川告の大

きさに依存する c すなわち，割引予想イilIi格が現行価格に比絞して相，<;~.的に騰貴すれば計画購入量(或いは投

入量〕は将来から現在へ移行し， '，;"1 匹t~反亮量(或いは産出長〕は現在から将来へ移行するであろう割引

予想、価格が下落すればその反対である p かかる移行は同[r;j'l下J代替 (intratemporal substitutio叫すなわち

同一時点における諸財の代詩に対して，ランゲは異時的代替 (intertemporal substitutioロ〉と名づけてし、

る この異時的代替はまた異種の財の聞にもおこることはL、うまでもない。ー財の割引子想側絡が他財の

現行・価格に比較して相勾WJにßt動する場合がこれである 1 か力、る異時的代替の方向は割引1M怖の予想、の弾

力性に依存する。予想の弾力性が間態的 (e = 1) の場合は，現行旬Iij各は割引予想加絡と同一比例で主主化

するから異時的代替は生じないコ予想の弾力性が非弾力的な場合 (e くりには，現行価格の下落ば計四

購入量を将来から現在へ移行せしめp 言i'画販売量をその反対に移斤せしめる J それゆえ価格機j:tl;は安定性

を思わせる 弾力吉j(e>l) なる;場合には逆に，現行lll1î絡のド落は，計画購入量を，現在から将来へ移

行せしめ，計画販売量を，将来から現在に移行せしめる〉それゆえ1nlil洛機構は，不安定性を恩わせる。

3. 動態経済の模型を考える;場合には，如上のような予想の弾力性の械念だけでは不充分である c すなわ

ち動態経済においては貨幣Jこ対する考察をネグレク卜することはできない たとえば同じく予想の弾力性

が静態的であっても p その経済機jII;，換言すれば価格機hいま，貨幣泊予JJ:W:のいかんによっては「中立的均

衡」としイ奇妙な状態にも日郎、るであろうし，また安定的にも不安定的にもなるからである

つぎに貨幣的効果 (mcnetary effect) について記述しよう判へいま全価格が同一比率で下落したとす

る 貨幣需要が問中告の一次同次医委主なら， Dm (貨幣の需要量)は同一比率で減少するから，その実質需

要量は不変であろう z このとき貨幣制度 (the monetary system)村が感底的て、あれば，貨幣の実貿数量

は大となるごしかるに

X Dm M 
入 入 入

*3 以下の論述は前掲書 *2 の i p. 180 を参照した c

吋佐藤豊三郎院修理論経済学 I 評論性 p. H6 
キ5 X 

入・・・・貨幣の実質超返需要 入・ 貨l惨の実質数量

で11 併の実質需要 入 会側絡と同比率で航する聞の数
ムM.. 貨幣の実質数量の増分 ムD 目.. .貨幣の実質需要の増分

この場合25ミ 1 に従って，貨幣制度比ヨlê感応的(凹T叩的吋であり 中立的(何n叫…凶l
であり，感底的 (responsive) であるという。
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であるカもら，貨FH!?の実質超過需要量は減少するはずである この減少は貨幣数量の相対的増}JI1によっても

たらされたものであるが， M(貨幣の放量)は，ワルラスの法則によって，貨幣以外の財の需要量とその

何絡の慣に常に等しいカ、ら，なんらかの財の需要量は増加していなくてはならない d ヒ';! !T ス1"1 1に表現す

れば財をもって貨幣に代替されていなくてはならない二仰木仕下落のとき財をもって貨幣に代替する傾向が

生ずれば，貨幣泊

はLE (Positive) であ

り，貨幣をもって財に

代替すれば，貨幣i'ドJガ]

果は負 (negative) で

あり，どちらでもなけ

れば零 (absenのであ

る。それゆえ貨幣的効

果はTlíl:ì迭の貨幣制度

の感広性に依存してい

予〉慢の
弾力性 e 静態的 弾力的

e> 1 

非弾力的

貨幣的効果
巴= 1 e く 1

A B C A B C A B C 
零 000  00  00+  

〔中立的) (不安定的) (安定f川
A B C A B C A B C 

E ++0  ++  ++十
(安定的) (安定的，不安泊'1'-)) (安定的)
A B C A B C A B C 

負 O 一一一 一一+
(不安定的) (不安定的) (不安定的，安定l'ドù

A.. 同時的代替効果 B.. 同時的拡張効果 C. .ijf{~時，'1'-)代替効果柑

括弧内は一般均衡の安定性を示すν(木表は前:t&lJ書 *2 i p. 186 より再j;%)

るわけて、ある ランゲは*G ， 如上の予想、の弾力性の 3 つの場合と，貨幣拍効果の 3 つの場合を組合わせて

動態[挙済の模型を作って，その経済機構の安定性幻の問題を考えているが， この結よいを表示すれば，第

19 表のとおりである

4. さて，つぎに如上の動態経済の模型のもとに，林産物価絡変動の態様を検討することにするが，まず

林産物価絡の予想について，その性質を考察しておこう(林産物価格の予怨弾力性の考察i土，一般論とし

て概括的に考察をするわけであるτ!震史的な，いわば具体的なわが国における林産物価格の予想の弾力性

を長期河にわたって考察するときは，当然林産物の需要，供~~j構造の皮化を考慮しなくてはならず，一般

論的な考察~ì，そのときどきにおいて相当の修正をうけるであろう〕

林産?均価怖の予想の弾力性を考察する準備として，これと相当の類似点をもっていると思われる農産物

価格予想に対する所見判をふりカ、えっておくことが便利であろう

句 ランゲは，代替の弾力性が 1 であると仮定しているが，日本の場合のごとく資本設備がおそろしく
jI品小であり.労働が過大になっている国では，この仮定は，だし、ぶ問題があり， ~.~体的に白木の実
状をランゲの珂!諭で理解する場合には，この点につき充分留意しなくてはなるまい ランゲの理論
的仮定の若干の批判については，経済同友会編近代溢済学系諸 日本紙lfr新聞ト I~ p. 187 前掲
書ネ17 pp. 148~ 149 参照

*7 経済機{:7:'/が安定的というのは，マラーマによれ[ま完全雇傭均衡が回復せられることを示し (V.
Marrama: Some Observations on Profeョsor Lang駸 Analysis (Economica, New Serieぉ VoL
X10. No. 54, May. 1947, pp 121~122) ， ヒツクス的には一般均衡が安定であると L 、う場合であ
る。(1. R. Hicè<:s, Value and Capital , Oxfard 旦t the Clarendon Press, 1939) 

持 8 ある物財の価格が下落した場合，一般にその物財に対する需要は増加する。しかして p この場合需
要増加の通路は次の 2 つである ζ

第 1. 他の物財の価格が不主主であるから，他の物財の需要が波少し，価格の下落した物財に対する
需要が増加する これを代替効果 (substitution effect) と呼ぶっ動態経済においては，異時的代
替効果 (i口tertemporal sコbstitution effect) が発生するニ これに対して静態経済の代替効果を同
時的代替効果 (i口tratenporal substitutio口 effect) と L 、う。

第 2. ある拘財(生産要因)の価格下落は，限原生産費曲線を引き下げる。生産物の価格は不Jfでー
あるから，そのこ主は生産数量の増加を導しこれを「拡張効果J (expansion effect) とし、ぅ
「拡張効果」はすべて同時的にあらわれるこ

*9 馬場啓之助著農産物価格政策の構図 「農業総合研究」 第 6 巻第 1 号 農林省農業総合研究所発
行 pp. 79~81 参照 τ
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『農産物f州各予想は静j主的であるという』そして， IF供給聞においては伺裕子想の弾力性はほとんど l で

あり，需要国においては，畏時点聞の代替性がはたらくことは少ない これはけっして農産物何絡が妥動

が少ないとし寸想定が心即的におこなわれていることを怠味してはいない たとえ心別的には価格安動に

ついて漢とした推測がおこなわれでも，その推測は異時点UiJの代替行動をおこさせるほどの有効なもので

はない，Jj農産物価怖の予想がコンペンシヨナ凡な現由は， IF農家がその~J;産・投資・ 1計闘を合別的にたて

るとすれば，将来にわたって長期的な何始予想、をおこなわなくてはならない。1'1ニ付計画でも 1 年程度，土

地投資?十両なら 15 年程度が必要な視界であろう J しかしかかる長期な何十各予想l工事実上困難であるコそ

れは農産物何陥が11;‘勤しやすし、からである 2ff勤しやすいがゆえにコンペンシヨナルな何伶予想をおこな

うとは 4見逆説でーあるじしかしまた百定しがたし、事実でもある l それは:12膨Jの要因が農家の制御しがたい

ものであるからである 後述するごとく農産物価絡は他部門flfli絡の~ミ動によって受動的なZU動をとげる

農家はf川名の指導者 (price leader) ではなくて何絡の追随者 (price follower) である二 さらに自然笠

動に基く皆l式[の設は他部P;jf'::_おいては存しない不安定要因である D これに農家の呼吸する知的雰問気が

地方的な小佐会のそれであることが加わる かくて農家がたてうる予想の「有効な視界J (effective 

horizon) は著しく限局されるニ 農家の「必要な視界」と「有効な視界J 主のあいだには絡別な対照があ

る、この対立は農家をして合玉里山JなIi川?を予J限を断念せしめコンペンシヨナノL な 11m絡を受入れせしめる 伺

絡予想の砕性{U;くが 1 だというのは，こう L 、う事がらをさしている c 需要函におし、ても例絡受動の予想は心

開的にはなりたっ しカ冶しそれは経首相I~Jに有効な予想とはならない場合が多い。農産物の思惑を業とする

ものを|活仏、ては，そうである 農産物が貯磁性に乏しい皮質しやすいなどの事情，さらに持ち越し費用の

嵩むことなどの条件は，古川各予想がおこなわれでも，それが県時点聞の代替の有効な動隊となることをさ

またげるであろう」ヵ、らであるつ

如上の農産物イrlfr絡の予想坪刀性に対する考察は，林産物1111il各の予想洋力'1"1:と農産物11日川卜各の予想、弾力性と

の聞に相当の矧似の、のあることを思わせる

5. つぎに林産物1rlfr絡の予想弾力性について考察してみよう 林産物の需要弾力性係数は生糸，鉄等の他

の生産財ならびに消費財に比較して小である(木材の需要弾力性係数本1けは，昭和 2~13 年までは 0.24 

~ー 0.69 の偵を示している c 木炭*11 は昭和 3 ~12 年までの矧間心 0.19~-0.65 の値を示してい

る。これに対して， 昭和 2~11 年までの期1mに鉄鉱 -24.71~+35.48，銑鉄 1. 00~+159.33，鋼材

5.23~+5.70相公糸*1:~ は大正 13 年~昭和 8 年まで+ 1. 1697 の似を示している九需要弾力性係

数 η は次式であらわされる

ド- ~;-/~- x 何絡， y 需要量

それゆえ価格の仲縮性は，需要弾力性の逆数として把握できる τ それゆえ i不産物価絡の伸縮性は，比較

的大であるといえようコこのことは経済的には何を意味するのであろうか。ランゲによれば，生産要因と

生産物との価格が伸縮的な経済においてはp ヨリ一層価格が硬直的な経済よりも，価格予想の不確実由工，

勺0 岸根卓郎「本邦に於ける具体的木材需要函数導出に関する研究」第 61 回日本林学金大会講演集
p. 16 

*11 第 3 編第 1 章を参照こ

*12 山田勇著計量経済学の基本問題一経済構造の統計的分析一 中文館書店 p. 196 

*13 前掲書本12 p. 161 
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ヨリ大となりがちであると考えられる。この点よりいって，林産物価絡の予想、は，不確実性が比較的大で

あることを思わせる。 不確実性がヨリ大である場合には，ヨリ小である場合よりも，予想の経済的視野

(economic horizon)キH は，短く対~するのが経済的に合理的であり，常態であるつこのような経済的行

動は，異時的代替がJ栄:を減ずる傾向をもつものであり，それゆえ林産物価1各の {rll縮性の比較的大きいこと

は，林産物flTIi絡予想、の弾力性をヨリ静態的な方向にもってゆくであろう さらに持ち越し費用の嵩むこと

の条件は，農産物の場合の比でなく，当然これは異i守的代替効果を減ずるであろうっ供給面においては，

その生盛期間の長大性ならびに林業悩営主体の保守的性格によって，一般的には何絡予想の態;僚はコンペ

ンシヨナルて、あるとし、し、うる。このように林産物価格形成の内部経済的条件は，農産物の場合と同様に静

態的であるといえよう。なお同じ林産物といっても，木材と木炭との価格形成の内部経済条例は相当異な

る。すなわち木炭の方が，木材より， frITí格予想はヨリ弾力的であるコ換言すれば，木炭の方が，ヨリ他の

生産財ならびに消費財の価格変動に近い態様をとるであろうことを思わせる。

かくて動態悦治における林産物価絡変動の態擦に対する考察はF 既述の各種の動n.q経済の模型!におい

て，本来静態I 'i'Jて、ある林産物価格形成機備がし、かに疫拶Jをうけ，し、かなる何十各~動の態様を示すかを考察

することになる。

如上の 6 つの動態経済の模型も，完全競争を前提とする場合と，不安全競争をjÌíJ提とする 2 つの場合に

分けられる。しかしてなおさらに模型は封鎖経済体制を想定する場合と，開放経済体制を想定する 2 つの

場合に大別しうるつ

その2 林産物価格変動の態綴

(lJ 封鎖経済ít>:制完全競争下動態経済における林産物価格栓・動の態様

A 価格予想の静態的な場合 (e = 1) 

B.. 今後のJ41Pi1 を使利にするために，貨幣的効果が正である場合について，まず若干詳細に考察してみよ

う(このような動態のty;界は， ヒツクスが「価値と資本J の中で取り扱った世界であるから， なおヨリ詳

細は同書を参照)コこの経済世界においては，ある財の需要量ならびに供給量は全何絡と「零次の向次」

の関係にあるし，また貨幣の供給ならびに需要は1~ij俗と「一次の同次」の関係にある *15 0

また「仰降 j':留は静態ÉifJである」の仮定に:基いて呉時的代替作用ははたらかなL 、。このような世界にお

いて， いまある財の!同絡がなんらかの作用で下落したとしよう。 この場合均衡が成立するためには，他

lの財の何十各も同様に下落しなくてはならない( i 財の需給と全価格とは零次の同次函数の関係にあるとい

う仮定により)。しかして貨幣の需給量は価絡と「一次の同次」の函数関係にあるので，この経済世界に

おける貨幣需要最は減少する c しかも貨幣的効果は正であるので，貨幣供給は過剰となり，それが利子ギ

を低下せしめ，利子率の低下は予想、明裕を増加せしめ，かくて需要増加ならびに供給増加現象を生じ，こ

の経済世界における価格体系は元の均衡に回復し， 下落した財の価格はふたたび元の水準まで上昇してゆ

*14 企業者，消費者の購入，販売の計画期間を誕済的視野 (economic horizon) としづ]. Timberｭ

gen により最初j使用されたっ Lange も彼の理論の中で使用している。

ヰ15 i 財の需要函数を ， D i =f i(Pl , P 2, P3... .P，，)とすれば，いま i 財の需要量と全!珂絡が[零次の

同次」の関係にあるならば，次の関係が成立しており ， Di=[i(入p，入P3，入P3... .入p，，)全価格l工

3'動しても i 財の需要量;工不変であるしまた貨幣供給 M は，財の需要量と価格の積につねに等し
いから， M::=P1D1 十日D2+P3D3... .P"D，，，しかして貨幣の供給 M と倒絡とが["-;;>:.の同次」の

関係にあれば32;;式が成立し，入M::= 入P1D1 +入P2D2 +.... +入P"D川 M と P とは同比で妥化す

ることを示している。(i=1， 2 ， 3 ， 4 ， 5 ，... .n) 



- 56 ー 林業試験場研究報告第 72 号

く。この場合のf経済模型は安定的である〉しかるに貨i;IW川刻j米が負の場合はどうであろうか。この場合に

は，価格定化は現行需給量をさらに111化せしめ，さきのある財の価格下落は，さらにそのまま恋化し，下

落の路をたどる。かくて経済体系は不安定的である。また貨幣的効果が零の場合には，あたかも「平板の

上を械にころがってゆく卵のごとき」ホlõ 奇妙な中立的均衡の|止界におちいる I しかしながら市識約にいっ

て貨幣的効果は正の場合が普通であり，如上のような奇妙な世界におちいることは普通考えられないζ

7. さて次にこのような動態1返済の世界における林産物価格決動の態様について考察しよう。この世界に

おける 1iHî絡安動は，在勤しやすい工業部門における消費財より始まるものとするつまずある消費財の側格

が iご落した場合より始めよう c かかる場合には「価格予想の弾力性は静態的である」の仮定にもとづい

て，将来伺絡は同ド落率で下落してゆく。この場合には同消費財製造部門においては，同時的代替効果な

らびに負の拡民効果により，供給は減少し，また需要の増加をみる。そしてこの影響は上述の仮定にもと

づいて，他の側絡の相対的下落をみる c 林産物需要弾力性は， [先述のごとく小さいので，それほど大きな

何絡ド落を思わせないが，実際には林産物価格においては，その供給者側は，後i主の企業部門の雇{riliì成よ

りくる家計所得の減少も加わって，所得効果(income effect)*17 が作用し， 何格の下落は F想より大き

くあらわれる。企業部門では，消費財例絡の下落により消費財部門の企業は生産縮少を計画する そして

側絡下落傾向が長びくにつれて，消費財部門の生産縮少の波動は，加速度効果 (acceleration effect)*18 

をもって(この純度は激しくはないが〕生産財産業部門をおそい消費財産業部門よりは，ヨリひどい不況

をうける。かくてこの経済|吐界においては，貨幣的効果のEなる場合は，貨幣需要量は減少し，そのため

に利子率は下旋する、利子ネの下落は，予想!冊絡を大ならしめ，その結果ヒツタスの表現をかりれば，貨

幣から財への代替が作用して，ふたたび消費財の需要は増加し，沌Ii次もとの縦桝水準に回復してゆく。林

産物価格は，価格変動の追随者として，若干のタイム・ラツグをもってもとの均衡に戻ってゆくが，林産

物価格の下落の和度は， f也生産物価絡のド落程度より，ヨリ激しく，また均衡|凶作1の速度も返し若干の

タイム・ラツグをもっている 2 この場合，同じ林産物といっても，木炭の方が，木村より予想の弾力性の

大であるために，下落の松度も小さしまた回復の速度はヨリ速いと恩われる。

8. 何絡止弁の場合は，立11上の現象の逆であるが，ただこの場合林産ー物価絡の11.港資は，その需要弾力性の

小であるために，他財の 11遊資率に比べて，ヨリノj、て、あることは留意しなくてはならない。貨幣的効果の零

ネ16 pigou: Employment and Equilibrium p. 74 前同書*0 p. 76 より再引用

*17 X の 111日絡がド落したとき，他財の全価格が不安であるとすれば，従来 X を11154入していた人にとっ

て，下落だけその実質所得が増大したことになるり彼はその増加所得を X ないし他財の1\位入に向

けるであろう これが所得効果で、ある c 所得効果は価格下落のときは，劣質財に対してはマイナ

スに，催質財にはプラスにはたらく。 このような所得効果は需要因のみでなく，供給聞において

も生ずる。所得効果;は， 価格形成において，不安定要因としてはたらし別言すれば， 代替効果

に対して，需要法則ならびに供給法則の撹乱因として作用するのである。 これらについての詳細

は前陽書判 pp. 37~1l4 

*18 あらゆる生産は消費を最終目的とする以上， 生産財生産は消費財生産と何等かの関係で結び付け

られている。加速度原理 (Acceleration principle) はこの関係を説明するものである c ある消費

財の年生産額が 100 であり，これを生産する固定資本が 500 であるとするう すなわち資本係数

は 5 であるニ固定資本が年々その 10 パーセントを消耗するとすれば，年 50 の新資本設備が生

産されて日設備の消耗部分を更新する。いまこの消費財の年需要が 10 だけ増加したとすれば，固

定資本設備の年生産は 10 とならねばならない。消費財需要増加 10% は，資本財需一要 100% を

もたらした。すなわち資本財需要は消費財需要の増加率に依存する c これが加速度原理である。
佐藤豊三郎監修経済用語辞典 p.41
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の場合には， .11，\rI寺 1'1'')代替も存在せず，かつまた現行需給量もなんら受イヒせず，前述のように，奇妙な中立

均衡の世界におちいる。し力通しながら感底的な貨幣制度の存在している現実のl経済世界においては考えら

れない状態である。また負の場合には同時的代替ならびに同時的拡張作用のマイナスの効果により，消費

財の価格空化は，現行需給量をさらに思化してゆく J 換言すれば，価格機構は不安定であり，価格の追随

者である林産物価絡は，不安定性がさらに強くあらわれるであろう。

B 価格予想のゴ|二弾力的な場合 (e く1)

9. 価格予想、の非弾力的な場合には，貨幣的効果が正であるならば，企業部門において，何絡上昇期には

将来弱気， 1illi1制段落矧には将来強気の気配がおこるミすなわちかかる場合には，同時的代替効果と拡張効

果の士号衡回復作mに， さらに異時的代替効果の均衡回復作用が加わり， 価格機構は早i白回復するであろ

う。この場合， Aの;場合と同様にまず消費財価絡がド落したとしよう。家計も非弾力的な予想をもつわけ

であるから，先高の見込みをもち，今までÍ!lIï絡は下落してきたが，現在を転機として，逆に騰貴の過程に

すすむと予想するの家計部門ではp すでに貨幣の財に対する代替がゆきつくしていると思われるのにp さ

らにこの代替作用は進行され，消費財の需要量は増加してゆく。そしてこの需要量増加は企業の一時的活

況により若干もたらされるであろうと思われる家計所得の増加により， さらに刺戟をうける。 企業部門

は，先高の見込があるので，生産減少は行わず，時には若干の生産の増加を行うこともある しかしなが

らこの場合には，消費財部門の需要増加は一時的であり，偲少であると思われるので，加速度効果を生ず

るほど，生産部門の活況を束IJ戟しない。 ただ全体的に縫済は， 消費財価格が下落しでも，その下落をし

て，価格機10mの安定をj究舌Lさせることのない程度に，消費財の需要培加ならびに企業部門の生産が行われ

るといったぐあいである η 林産物価格も若干引下げられる税度で，全体の価格機併の均衡化とともに早晩

回復するであろう。同じ林産物でも木材は何格受動に遅鈍であるので，木炭よりも， 11耐各予怨の非弾力的

な場合には敏感に反応を示さない。

10. 消費財何絡のと昇の場合には，家計も企業も非弾力的な子想、を行っているので，先安の想定が成りi立

ち，家計の消費財需要量は削減される二そのために名目的な通貨需要も大なる笠イヒはないc 消費財産業の

企業も，先安の見込みのために生産増加は生じないこかくして価絡機構はもとの価格水準に回復してゆく

であろう ζ このような場合林産物は，消費財価格に若干のタイム・ラツグをもち，多少微騰するが早晩回

復してゆく。如上は貨幣的効果の正の場合であるが，このとき貨幣的効果が零であるならばどうであろう

かっ貨幣的効県の欠乏は同時的代替と同時的拡張を抑制する。なぜならば経済における財のすべての (IE

および負の)超地供給の総実質値は一定であり，したがって若干の財の現行需給量の度化は，それぞれあ

る他財の現行需給量を反対の方向に斐化せしめるからで， そのために現行需給量の愛イヒは互に相殺し合

う。しかしながらこの場合子想、の弾力性が非弾力的であれば，異i待的代替効果が作用して， 1，四絡機構は早

晩回復の方向を辿るわけで，それゆえ経済は安定的である。貨幣的効果が負である場合には，具時的代替

がJ呆の均衡回復作m と，同時的代替，拡張効果の不均衡化作用といずれが大きいかによって， 1耐各機構は

安定的でもあるし不安定的にもなる c

1 1.如上のように， 1illi格予想、の弾力性が的態的ならびに非弾力的である場合には，貨幣的効果がJFーである

ならば，また負のガJ来があっても，均衡回復作用をもっ異時的代替が強く，負の貨幣的効果を打ち消すな

らば，経演は安定的である。それゆえ何格予想の弾力性が静態的ないし非蝉力的な場合には，負の貨幣的
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効果が異状に大であって，明n寺的代符作JIJを完全に打ちけす場合のみ，その縫桝体系は不安定的であり，

絞括的tこいつて，予想の開力性が静態的ないし非弾力的な世界は，比較的安定的て、あるとし、し、えよう。し

たがって本来静態的で，安定的であると思われる林産物価絡のZ21fílJの態様も，他財の価格安動により擾乱

をうけることは少なし比 i安的安定ドJである。しかしながら次の予怨の伴力的な場合には，その様相を異

にする。すなわち株産物価格安動の態橡は全く不安定であり，またその特徴を端的にあらわす。

C {I部絡子怨の弾力的な場合 (e > 1 )*19 

12. この模型においては，二r.業部門には弾力的なf耐各予想，林業部門においては，今までと同様静態的な

間格予想、がおこなわれているものとする。このような模型において，貨幣的効果が正であっても，同時的

代替効果と拡張効果との何持機初安定化(1Ft月とが，不安定要因としての異時的代替効果をうちかj さない以

上，経済機構は不安定化する。すなわち企業部門においては官ílli1各上昇矧には，将来の強気の予想、に動かさ

れて大幅な生産増加がおこれ雇傭量増大が生ずる。またf耐各低落期には，将来の弱気な予想に動かされ

て，財から貨幣の代替が生じ，生産は縮少され，雇傭量は仏備する。このようなl極済機構の不安定化は同

時的代替効果と鉱張効果と，異時的代替効果の作用の差の大なるほど大であることは申すまでもない。貨

幣的効果が零か，負の場合には如上の場合の受動より，さらに大であることは明白であるョ如上のように

予想が弾力的であって，制治が不安定的で、ある場合には，林業部門には農業部門と同様に，経済ZUI拐の影

響は若干のタイム・ラツグをもって波及してくる。価格上昇の場合には，ヱ産物価格の上昇より相当のタ

イム・ラツグをもって上昇ーする。しかもこの上昇は，林産物需要弾力性の小さいために，よほど予想、が先

高であり，しかも連続的でないかぎり工産物価格の上昇ピ{クより低くあらわれる。また価絡下落~Jlの場

合には林系部門における生産側の対忠の不活渡性ならびに需要側の対応が比較的敏捷である結果p 林産物

側絡の下落は，工産物に比較してヨリ激しくあらわれる。つぎに如上のように不安定的な経済における林

建物価格愛動の態様について，さらに詳細に考察してみよう

13. まず価格下落期から考察するハ経済愛動すなわち価格ド落は，家汁部門よりはじまるものとする

( i ) 家計部門

消費財個絡のド落にもかかわらず，先安見込みのために，I[の同時I'!'J代替は，負の異時的代替対'j*にう

ちまかされて，家計部門の消費財に文jーする需要は増大せず，かえって減少する。そのために名目的貨幣量

は，ダブつくので一時的には家計部門に貯蓄が生ずるが，そのうちに企業部門の不振からくる雇佑減少と

労賃低下とにより家計部門の所得は減少し，そのために一時は若干たまった貯蓄も漸次くいつぶされてゆ

く。この結果家計主体は消費を節約せざるをえなくなる。この場合家計主体の節約は，その家計主体の所

得程度ならびに各自の趣向によりその方向を異にするが，大体の傾向としては生活緊急度の低いものより

節約を始めるであろう合あるいはまずこ家計・主体の所得減のために，ヨリ生活緊急度が高いものでも，その

価格の高いためにやむをえずその消費を節約せざるをえなくなるであろう。家間百1\門よりくる需要減少の

態様は同じ林産物といっても，木材と木J災とはその'I~t絡を具にする。すなわち木伏ーより木材に対する需要

減少の方がヨリ強く大きくあらわれる。この原因は両者に対する生活緊急度の相違というよりも，その用

途の相速にもとづくものである。家計主体の木材に対する用途としては，主として建築が考えられる)建

*19 この模型における農産物価格安動の態様については，前掲書本2? p. 85~90 において，馬場啓之助

氏が巧みに論じておられる c 本記述においては，それを参考にさせていただし、たョ
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築をする場合には，相当の経費を:必要とするであろうニこれに対して木炭の用途は厨房用，ならびに暖房

用に使用されるもので、あり，その経費は家計主休にとってはそれほど大ではなし、。かかる問者の用途の相

違から木炭より木材の需要減少が強く大きくあらわれるのである。両者の家計主体よりくる需要減少の態

様の相違は，後述するがごとき雨林産物価格の愛動の態燥を規定する一因となる

(ii) 企業部門

消費財産業部門においては，消糞財の需要減少は直ちに，生産減少としてあらわれる がj安産業部F引土

まず生産繍少，経蛍の合坪イヒで対尽してゆくが，これでも対応できなくなると，倒産するものもあらわれ

てくる。生産財産業部門におし、ても，消費財産楽部3門の不振の影響をうけて，当初jは，消費財産業部門と

同様に生産縮少，縦一位の合理化で対~、するが，ついにこれでも対応不可能となると，倒産するものが族出

してくる J 生産財産業部門の倒産の状態は，加速度効果の作用により，消費財産業部門より激しくあらわ

れるであろう このような企業部門の不況は，前述のごとく所得減として家計部門にあらわれ，さらに企

業の不振を増大させる かくて経済はイタチプツゴ的に不安定化してゆく 企業不振は，当然生産財に対

する需一変減となってあらわれるが，この影響は木炭の場合には，直接需要減としてはあらわれないであろ

うが，木材の場合にはその影響は木炭上りは直接的にあらわれる一これは木材が企業においてその原料材

(パルプ用材， l.1i 1礎材，!dr喋用材，坑木，枕木，造船用材〉として使用されているがためである

(iii) 工産物伯尚

消費財11而絡は， lì'H-~財産業部門の生産締少にもかかわらず，弱気な先見込みのために，価格は累積的に

下落してゆく 消費財何絡の下落は生産財価格にも影響を及ぼし，生産財価絡も下落してゆく 消費財f問

機と ~U室財iJlIî怖の低落の様相は，需要構造の相違から後者の万が，ヨリ低落の速度も早しその低落も激

しい しカ&しながら工産初日TI格，特に消費財価格は，林産物jならびに農産物価怖に比べると概括i}'Jに L 、っ

て，その低落は激しくないようである。この辺白は企業部門の生産制限が比較的敏抗に行われるためでら

る J 検言すれば，供給がヨリ弾力的であるカ‘らである(特に消費財とことわったのは次の (iv) の場合と

同様の意味ヵ、らである)一

(iv) 農産物何十ザ2リ

農産会物価格は工産物における弱気の予想によって直接影響をうけないが，企業の不振から家計所得が減

少してくれば，農産物需要が減少するから，低落をはじめる 不沢がつづくカ a ぎり農産物仰格の低落は|民

俗な形をとってくる しかも農家の価格予想はコンベンシヨナノL であり，価格{段落にたIして供給説釘jは敏

感にはおこなわれない泊、ら， f耐各f段落は工産物，なかんずく消費財に比べて激しくなる ここで特に消費

財とことわったのは，わが国のように，経済構造の弱体なところでは，永続的不況期には，同じ工産物で

も生産財価格は，一般財の価格下落より激しくあらわれる可能性をもっているからでみる。

(v) 林産向価格

同じ林産物でも木材と木炭とでは，その価格安動の態様を異にする c すなわち木材価俸の方が木炭より

下落が，ヨリ深刻であり急速である c この理由の一半は両者の需要構造の相違にあったことは前述のとお

りであるが，さらに他の一半の原因として供材側の条件もあげうる c それは木材供給ll!ljの価格妥動に対す

る適応度の不活溌であることであるこすなわち木材価格が下落してきた場合，一度市場に供給したり p ま

*20 前掲書匂 p. 90 参照
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たすでに伐採した木材は， plび[可III\<: したり，あるいは再び何絡の11准貸するまでまつということはなかなか

不可能であり， J: iまど供給側の資本が大でないかぎり，何絡ド落を甘受しなければならない。このことは

木材の特殊性すなわち，木材はかさばり，重量が大きく，何絡が陀少だという矛盾した性格に起因すると

ころが大であろう。 つぎに林産物価絡と工産物価絡主の低落の態様について， その相違を考察してみよ

うっ工産物価椅といっても，出資財と生産財においては，そのfi川各1í2励の態橡は異なることは既述のとお

りである。まず消費財何絡と林産物似IÎ，各について考えてみよう。消費財官IIT格は木炭価格の会到の態様と同

様な傾向をもつが，その供給側の刻・官、が，ヨリ敏感であるために木炭よりも下落は急速でなく，下落軍主度

も激しくない。しかるに生産財仰1絡は，その需要の'11:格からいって木材よりその価絡は下落速度も，大き

さも激しくあらわれる 伏荷台条件が木炭より文j慣に敏感であるといったことも，急速な需要ド溶のまえに

Jまあまり効果をあらわさなし、。木材が生産財佃l格の F落より， 急激でなく叉激しくないのは， そのJlJj会

が，生産財と消費財としての両面をもっているためである

14. つぎに農産物価格と林産物fi!日格との斐動の態様を比較するために，代表的な農産物である米と木震と

の伺格変動の態様についてのべよう J 工産物の伺椅下落に影響されて， i，l;j者がうける価格下落の態様は，

l有者の需要と供給との両国から，それぞれ考察しなくてはなるまい。{jl'i*合側は両者とも，何俗:金動に対し

て硬直的であると考えられる叫んそれゆえ問題は需要側の条件のH闘にもとめられよう。そして総論する

ならぽ，両者の家計における生活緊急度いかんに関係するであろう。このように考えれば明らかに，家計

にとっては米の方が木炭より生;告緊急度は大であろう。かくて何絡下落矧における両価格ド落の態様は，

木炭の万がより波しくあらわれるであろう。木材と米とでは，木材のプjが価格下落がヨリ激しいことはし、

うまでもあるま L 、コ以上の考察は，林産物，ならびに農産物が同程度の{J51告の硬直性をもっているものと

して，いなむしろ林産物の方が，ヨリ大であるとしてすすめてきた。しかし豊凶といった自然的条件は農

産物に独特な性格でありこの条件が強〈作用して，もし農産物供給の磁i在性が林産物より，ヨリ大である

ならば，逆に農産物価簡の方が林産物価格より下落は激しいであろう。だがわが国のように，供給の絶対

量が需要量に対してすくない国ではもし農産物供荷台の硬直'I{卜が林産物より大であるとしても，農産物価格

の[、濯が林産拘!酒格より激しし、ことはないであろう(アメリカなどではありうる〕。

知とのような価格下落期においては，貨幣的効果が零または負の場合には当然その経済は不安定である

が，貨幣拍効果:がたとえ正であっても，経済機Wiは不安定的傾向が強い。この事情をさらに明白にするた

めに，この I止界における貨幣聞の状別について観察してみよう ο

15. 何J路ド落の結果名目的必貨量は，経済の不安定化とともに減少をつづけてゆくコいま中立;杓貨幣政策

がとられるならば，通貨は漸次過剰となってゆき，利子率l土低落をつづける。 *u子率の低率は貨幣から財

への代替が生ずるが，経済が不安定的であれば，将来の弱気は救いがたく，利子率のf段落にもかかわらず

貨幣から財への代替も生ぜずp かえって財から貨幣への代替は進行をつづけ，企業川l門においては，かか

る事情ではす「投資を行っても損失をうけるであろうと考えられるので，新技資は行われなし、。この場合貨

幣的対j呆が零か，また逆に負であるならば，経済の不安定化は，正の場合よりなお激しい。このような経

済の不安込=化に対処して貨幣機構が弾力的であって，積極的な貨幣政策を深川した場合には，利子半低下

*21 ,) 1二上む犬「農業生産に於ける価絡の機能」農業経済学会編緯農業経済M:究第 23 巻第 3 号 pp.

603~615，本レポ{トは価絡形成における農業生産構造の硬直性についてのべているコ

同じような観点から林業生産構造の硬直性をす命じたレポートは，桟念ながら私はまだ見ていない。
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政策等がとられるが，これは景気回復にはあまり役にたたない 2~ このような場合にはケインズ則論叩

で強制されているごとく政府の公共投資を期待する以外には手はないc

16. つぎに仰絡上昇1切について考察しようコ価格下落期においては上述のように貨幣的効果が正であって

も，また積慨ドJ貨幣政策をとっても経済は回復されず，いわばその経済機椛l土全く不安定的で、あったc こ

れに対してjlllH令 k究J切の経済は，ヨリ安定的で‘あると L 、 L 、えよう まず貨幣的効果の正の場合より考察を

始めよう〉

( i )家計í'~\r;j

消費財伺怖の上昇は，維持ヰ痩舌L因としての異時的代替作用が圧倒的dこ強烈でない場合には，安定要因と

しての同時的代替ならびに拡張効果によれその需要を減少させ，経済を安定化の方向に向わせるが，予

想の弾力的な場合には，将来なお先高を思わせ，そのために不安定要因としての異時的代替効果が強く倒

き，需要減少はおこらず，かえって需要は増加し，価絡はなお騰貴するかもしれない、カるかる場合家計部

門より生ずる需要増加iは林産物価憾にいカ hなる&動をあたえるであろうかつ

家計部門よりうける何倍変動の態様は，木材と木炭とでは異なるー両者の何筒1f動の態様のHI迭は，上

述せるごとく主として両者の用途拘な相違に起因するものであろう

消費財価怖の先高は需要量を増加させ，価格を騰貸させるが，この場合物財iこ対する需要増加は，家計

所得の大小により限定されるこ先高の見込みが強くそれが企業部門に波及し，企業部門の振興，それにと

もなう震傭量増加， 換言すれば家計所得の増大を積械的に生じてゆくならば， 家計部門は相当貯蓄も生

じ，したがって相当多摘の支出も可能となろう J 木材需要が積鼠拍に生ずるのは，家計部門がかヵ、る段階

に返してからであろう J しカ a らざる場合には，とうてい家汁部門からは積枇'1甘な木材需要は生じないであ

ろう 3 これに対して木炭の場合には，これと形を異にするヶすなわち先高の見込みは，木材よりし、ち早く

需要増加を生じ， jlili絡は騰貴してゆくっしかしながら他の消費財と比べた場合，当初]における価附l落貴は

なおテンポは注れるであろう。これはつぎの理由にもとづく。当初]名目的通貨需要の増1JnI土比枕円安い木

炭への需要量の増加を抑制するからであるご

*22 ケインズ即論にオヲL 、ては 1 = F(i , Y) [1....投資， F....資本効率函数 1 i.. 利子， Y....所得〕

とし、う彼の想論併成からいっても，利子の投資における重要性を認めているが，その後のE望論貯発

展はこの点について強い批判を力nえ，現在ではこの点は否定されているごつぎに現在一般に認めら

れているこの点に関する考え方を紹介してみよう〔

「利子は，事業家が投資するときに支払わなければならぬ費用である力、ら，投資に対する阻因であ

る J 利率が高ければ，阻因はそれだけはげしい。しかし利率が零にまで下落するとしても投資は必
ずしも増加しない たとえ利率が零であったとしても，事業家が伎に許されている最善の機会にお
いて，なお 20 パーセントの損失が出るものと予想するならば，伎は投資しないであろうっ利子は

それゆえ一方的な効果をもっているっすなわち利率が極度に高く一 年に 10 あるいは 30 パーセ

ントに一一上昇するなら (.f ，投資は確実に抑止せられるであろう二しカみし利率を零にまで下げるこ

とは必ずしも投資を刺戟しないであろうっ ..J] 

『資本の限界効率，あるいは事業家の粗利潤予想は，単に資本の生産力における緩慢な受化のみを

反映するのではない三それはわれわれの主憶するごとく，とりわけで予想であって，客観的状況の

事実とともに愛化するだけではなしなおまた事業fを自者の信念とともに変化する。不況が襲来し

でも投資支畠の流れが突然萎縮するとき，をの理由は，利率の菱化ではなく，資本の限界効率の一

般的崩落であるように思われる。.・ーセオドール・モルガン著熊谷f~J夫・渡辺太郎訳 国民所得
と雇用 東洋溢済新報社 pp. 162~165 

更に同じような見解を示すものとして安井琢磨・熊谷倫夫訳 ヒツクス著前搭書*1 196~418頁

を参照
*23 Keynes, J. M: The General Theory of Employment, Interest and Money. 1936. 
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( ii) 企業部門

圧倒的な先高見込み，ならびに消費財の需要増加は，まず消費財生産台ß門の生産増加と，設備拡充をう

ながす，この影響は加速度効果をもって生産財部門の拡張を京Ij戦し，かくて漠大な雇僻増大をもたらす。

換言すれli家汁部門に所得増大をもたらす。家計部門の所得は，一定の消費性向をもってふたたび消費財

の需要増をうながすJ 泊、くて経済は一路上昇の傾向をたどる o {È業設備の拡援は，基礎財政いは生産財と

しての木材の需要をもたらし，官lIî絡を協賛させる。

(iii) 工産物佃i格

消費財の需要増加にた1rとして，企業部門は，最初ストック品の供給，ついで消費財生産部門の生産増加

(設備の拡充を汗わずに)さらに需要増加がつづけば設備の拡充により生産増加を行う。需要に対する企

業部門のかかる慎重な対応は，当初]における工産物価格を急激に上昇させるであろう c，そのうちに如上の

ような#1，*合者側の対応が消費財部門ならびに生産財部門にまで及べば，抑[;1く供給不足は~Iや ì~ してゆく。し

かしながら供給側の対応の仲縮性の大なることは，この当初]上男ーしたイ!町絡を引き下げるほど供給を増大さ

せることはなし、。それゆえ何絡は高い水準で保ち合ってゆくぐ、価格上昇J切には同じ工産物でも，生産財の

方が消費財よりも，ヨリ需要が大きいので，その価格上昇のテンポも，また上昇のピ{グも大きくあらわ

れる この現象は上述のごとく価格下落期に生産財の方が，消費財より， ド落のテンポも，下溶科度も大

であることと対脈伯である それゆえ景気&1fi1Jにおける側絡:徒動の愛動率は当'産財の方が，消費財よりは

るかに大である。

(iv) 農産物価格削

農産物価絡は消費財価格の上昇をみても，その先高予想に制約されて，直ちに上昇の影響をうけないコ

むしろ生産財価格の上昇のため生産費が治大し農家所得は低一fする しかも低落した所得のもつ購買力は

消費財佃i絡の上昇のためにーそう低下する。 事情の好転は， 消費者家計所得の増大を通じてもたらされ

る。その所得増は農産物需要を増加させ，その家計所得の精力Hには時のおくれを伴う。したがって了ー業部

門の好'ìJU);かなり安定した形で持続しなくては，家i計所得の増大，したがってまた農産物の何桁 k昇はお

こらなL 、。しかし一旦伺絡上昇の傾向があらわれれば，その上昇率は他部門に比べて大きL 、 c 需要増に対

して供給増は比絞刊少なし、からである。それは第一に，農産物の供給弾力併が小さいためであり，第二に

コンペンシヨナ凡なliÏli格予想のため先高見越のさド産拡充が行われないためである υ 価格上昇の指導力をに

ぎっている工産物価格なかんずく消費財何絡よりも，好i児期が持続すれば，受動的な農産物価格の方が上

昇率が大きし、。し泊 s しもとより好況期が永続すると L、う保証はないじ生産財価格の上昇率と比べると，そ

の供給精進のいかんによっては，生産財価格の上昇率の方が大であることがある。たとえばわが国のよう

に生産財資源の少ない国では一般に生産財団格の上昇率の方が大である「

(v) 林産物価格

木炭何格は，農産物に類似した価格変動を行うであろう c ただ木炭の家庭生活上における重要度は，米

よりも低いので，好況期が永続する場合における価格上昇率は米よりは低くあらわれる(もし米の供給が

ヨリ硬直的であれば，両者の差はなお大きくあらわれる〕 ι しかしながら，このことは景気安動における

木炭の価絡交動率が米より小さいことを意味しないc むしろ下落期における下落率の茂投しさは，木j炭の価

格~動率をして米より大きくあらわしめるであろう c だが他の消費財よりは，米と同榛の理由により大き

*24 前掲書*9 pp. 78~88. これに若干修正を加えた。
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くあらわれるて-あろう。

木材に対する家正1・';'~i;門からの需要は，木炭の需要増加に対して相当時間の遅れをもっ。この:FlTIrÍlは前述

のごとく，家叶'ì'~i}門に相当所得が増大してこなければ，木材需要増加は生じないためである。しかし一旦

永続的好況がつづくと，家計百i!\門虫、らも，企業部門からも急激な需要増加が発生し，その需要増加は，木

材供給の回国;性ならびじコンベンシヨナ凡な価格予想に拍車をかけられて，木材の価格を上昇せしめる。

そして木材価格の上昇率は他の一般消費財よりも大となるであろう。しかしわが国においては生産財価格

よりは小さいであろう。この潔白は，生産財需要増加は，加速度効果により，ヨリ大であることと，わが

閣においては虫産財資源が問少であるからである(生産財の供給が豊富である場合には，供給の硬直(jf-Jで

ある木材のガが，印Iï格と昇率は大であることが一般的で‘あろう)。

17. つぎに如上のような経済機構における貨幣面の状況について観察してみよう 3

貨幣需要は当然， 11m絡の連続的上昇，家計部門の需要増大，投資活動の活溌ítにより増加する。貨幣政

策として中立 i句通貨政策が依然としてとられるならば，利子率は高騰に高騰をつづけてゆき，強力な投資

阻因となる そして好況期の沈l絡が比較拘早くおとずれてくるであろう c 価格機構の安定化のみを期待す

る場合には，かかる中立約通貨政策も必要であろうし，またlé勤前の従済が，オーバー・エンプロイメン

トの状態にあった場合には，さらに積憧的に通貨収縮を行うのがヨリ賢明であろう 逆に受動のおこる以

前の経済状態が，広範なアンダー・エンプロイメントの状態にあるならば，通貨政策として信Jjj膨脹をは

かるー換言すれば，ある紅度の負の貨幣効果を生ぜしめ，好況をある程度維持してゆくことが賢明であろ

う)貨幣的効果の正の場合には，この経治機梢は， 1，而格下落の場合よりも安定的てあるが，それ以上のこ

とはし、いえない、 F予言すれば貨幣的効果が正であるから，この経済機構は必らず安定的であるとはL 、L 、え

ないというわけである それはーに，均衡化作用としての同時的f~効果と拡張効果との日;jJ'j:m と経済捜

古L因としての異時的代替効果との関係により定まる二異時的代替効果が前者の均衡作用より大なるにした

がって不安定性は増加してゆき j主の場合l土ヨリ安定的である c 貨幣的効果が零の場合は，経済機構の安

定性はどうであろうか。全く不安定的であるコ負の場合は如何，ある程度貨幣的効果を負にすることは，

好況維持上好ましいことでもあり，特に既述のようにその国の経済がアンダー・エンプロイメントにある

場合には好ましいことであるが，しからざる場合には，限度以上貨幣効果を負にすることは，将来この経

済機構をいたずらに不安定化する危険をもっ二

18. 如上の考察は， 1!lTI絡予想の弾力的な場合における，古川各上昇~!切ならびにドrf}f坊の経済機椛の態様なら

びに林産1矧l町中各~到の態様である。上jーとの各予想の弾力性における何十各上昇期，下降期のr，古合として向か

れる波動こそ景気皮切jの波動である。

19. つぎに以上の考察の総括として，林産物，農産物，工産物価格の景気斐動における態禄について触れ

てみよう 3 いま景気受動における各種物財の価格斐動の態様を示すものとして，各種物財の価格変一動の軌

跡としてえがかれる波動の振隔の大きさ，すなわち価格~動率は，如上までの理論的考察より知りうるよ

うに，もし，この対象とする国が資本蓄積も健全であり，生産資源もある程度めぐまれているならば，消

費財の価格変動率がもっともノトさく，ついで生産財，農産物，林産物の)1僚に大となるであろう「農産物と

林産物との価格愛動率は前述のように供給の硬直性のいかんによっては，すなわち価格上昇期ならびに下

落期における需要増加に対して，農産物供給の硬直性が，林産物に比絞して，ヨリはるかに大である場合

には， )1慎序が逆になることもあろう〕。しかしながらわが国の経済のごとし 資本蓄積は弱体であり，か
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つまた生ltHを淑もめぐまれていない国においては， Ll!G遣のごとく，生産財‘の1!llil各;(t![r}Jó与が，異状に大き〈

あらわれる可能性が存在している。

最後に1!m格上昇ならびι ド降期の結合としてえがかれる景気安動について若二r-IIH論的に説明して， (1 J 

の考察を終ろう (1，耐各交動率は，平均11m陥をもって偏差を割った災化係数をもってあらわすっ それゆえ波

動の最頂点と最底点の巾を意味しなし、〕。

従来まで景気Kt動の理論については数多の論文があらわれているつ

開論的考察については，これらの消論文叩にゆずつ， ここでは如上の間別的考祭を結合する意味で，

ごく 1G';i-f私的に景気:n:勤のJlli橡を同し、てみよう、経済は先高の強気の予想がi並行しているものとする

消費財の需要増加は消費財部門を京1j!&Iìし，さらに加速度効来をもって生l注目才市円に波及し，急激な疋[i\告

増を生ぜしめる J 急激な照的増は， 家計部門に所得増をもたらす。 ある一定の所得増はy表彰{タJ呆凶

(multiplier effect) をもって， さらに所得増をもたらす3 すなわちある一定の佼資 1 カ':1子われた場合，

その投資は 1ーー倍だけ所得を増大させるいは消費性向〉。 家計所得の増大は，さらに消費を増加l さ
l-C  

せ，ふたたび加速度効果をもって生産財部門を刑j設するコ経済はかくて，ひたむきに上昇し，天井もなき

がごとき{訟を呈する旬70

しかし生産および雇傭の増加にしたがって，一方では均衡化作JH として貨幣的対!J::Jともはたらき，また他

方では人々の問には貯今誌も増大し，生産部門では漸次生産の諸陸路もあらわれ，好景気の継続に対する疑

念は，少しずつ"5Fばえてくるコこのような事情があらわれはじめると，以前日は突然開始される J 弱気な予

想の;:.1-:ばえは資木の限界効率 (marginal efficency of capital) の iJJJ溶を招き，収納は進行する勺この収

縮の開始は外国の主計判二， 国内の事件，宇品の失敗等がきっかけとなったかもしれなし、。ともかく一度収

納がI隼汗すると，今度は経済はド落の道をたどるコこのような収縮の深刻化する可能性は多い 理由はこ

うであるつ『主主資の減退とともに，消費もまた減退する〕 そして波返する消費は，なお一層の投資の減退

をE当ならしめる。需要が減少するにつれて，物価は漸落し，損失が品検され，購入は延期される。資本

財および耐久財の産出量は，消費財および消将財の寸れよりも多く低落する。型店狽したIR~者は債務者iこ

支払いをせきたて， 債務者は債務を弁済するために無J1liな売却を行い， 泊、くて物1111iをなお一層押し下げ

る o iJ=U子は [[~I \，、貸付が弁済されれば二度と貸w さないことに決め，個人は現金を保有しようと欲する J だ

からJ!I'!}'i{ Jjはなお一層住E ドずる この陰簡なiliHμ工，人々が充分に窮乏して，彼等の貯誌を，なお進行し

ている微々たる投資水準にまで減ずるときにはじめて停止するにいたる c dl*~3 しカ、もこの崩壊の深刻さは，

通貨政策として好況期い貨幣量を乱発した場合には一府激しくあらわれることは前述のとおりである J

C 2 J 封鎖経済体制j不完全税争下における林産物価格a:動の態様

20. (1 Jの考察においては，安全競争が行われるものと仮定した。しかし主れは完全な意味では，全機構

ネ25 景気B'動の諸理論を概観する意味ではG ・ハーバラー編後藤営之助言円 景気変動の理論上，下

などが参考になるであろう。

*26 i表数理論については，最初 R. F. Kah口: The Relation of Home Investment to Unemployment. 

Economica, June 1931 , pp 173~198 におし、て明確にされたっその後ケインズ3 ヒツクスにより発

展されてし、る。

*27 景気安動理論における，乗数理論と加速度理論の綜合はサムエルゾンめ「乗数分析と加速度原理の
相互l作用J (小泉訳 金融i返済制究所 4 収〕に先頭されて以来，種々論文があるが， 最近』にこおいて

は，古谷弘訳 ヒツグス著景気循環論岩波書店 1ω95日1 のすぐれた著「

*勺28 熊谷f向有夫.渡辺太郎言言訳F' 七オド一 Jル~ .モ JルL ガガ‘ン著 国民所得と雇}用司 束洋経済新報位 p. 1呂悶3 
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v土，完全税争ではなカ、った。すなわちその模型は，企業部門，ならびに家計部門においては，完全抗争が

おこなわれるものと想定したが，農業ならびに林業阿部門においては，完全の君、味では完全競争の肝界で

はなく，何陥没[i}jの1L~様は従属1'1')であり，何十各予想は，コンベンシヨナルなものであると想定されたので

あった ここでは， さらに企業部門(生産財生産部門ならびに消費財ー生産部門)，家計部門においても不

完全航争がおこなわれているものとする c すなわちここでの模型は全体的に不完全競争を前JrE とする c 独

占市場においてはflllí格はもはや完全なマクロ的経済秩序の指標とはなりえないにすなわち完全競争のもと

においては，企業者は， fl而格をマグロ的指標として自己の行動をとる 2 これに対して供給独占および需要

独占のもとにおいては， 前者ーならば需要表，後者の場合ならば供給表に対して反応;するニ了したがって価

格が上昇(または低落〉しでも，それが企業の販売量が過大(または過少〉であったためか，あるいは市

場にあらわれる需要1111線の右(または左〕移動によるかによって企業経告の判断のしかたは異なってい

る ο 前の場合には何絡斐動の要因は企業の適正ならざる販売，購買量にあったが，後の場合には市場の需

要求ーにあったc 前者ならば企業の生産設備そのものをかえる必要はないが，後者ならば設備の拡充あるい

ぽ縮少が要求されてくる かくて独占的企業の伽絡に対する適忠の態様は競争的企業とはダ去る c それ

ぽ両者がflm拘変動の判断の仕方を異にし 佃十各予想の態様を別にすることがありうることを意味してい

る。 しかしたんに独占的企業の行動が価格安動をもたらす過程だけをみれば競争市場の場合とかわらな

1 、"d]ホ29

まず供給独占および需要独占を含む経済を考えてみようじかかる独占市場における均衡または不均衡は

完全市場の場合とは異なってくる〕すなわち供給独占は常に需要に等しし需~:独占はつねに供給に等し

い。独占市場の均衡は売買数量が独占者の利潤を阪大にする点において成立する一

需要独占者が均衡数量より多く買った場合!こは需要を節減してfillí絡を引下げるつ少なく買った均合には

需要を増加して価格を引上げる。これを需要独占的減少続出~ (monopsonistic under-restriction) および

増加統制 (monopsonistic over-restriction) としづ。 また供給独占者が， 均衡数量よりも多く売ったと

きにはp 供給を制限して価格を引上げるコ少なく売った場合には，逆のことがおこる c これをそれぞれ供

*合独占的減少統制Kmonopo! istic under-re，;triction) および増加統制Ij (monopo!istic over-restriction) と

1いう J 供給制! r1j的i減少統制j と需要独占的士告か統iIiIJ とは完全競争下の超過需要の機能を呆し，供給独占。円増

加統制と需要独凸川減少統制j とは超過供給の機能を果すコそれゆえ，同時的代替効果および拡張効果:の貨

幣的効果への依存，ならびに異時的代替効果の予惣の弾力性への依存は安全競争の場合と同じように妥当

寸る J したがって fllli惜の受動j倍程についていうならば，完全競争下でも不完全百抗争下でもあまり大差はな

いとし、し、えようり

C 3 J 開放経済体制下における林産物価格受動の態様

引.いままでの理論模型は，封鎖体制下における考察で、あった二つぎに封鎖誕百号体制という想定を放棄し

て，外国貿易を考意の中にし、れてみよう。これはまさに開放経済体制の模型である c

最初， (i) 国際市場はすべて諸々の国に関して原子的であるということ，すなわち国際市場価格は，

国際的マクロ的経済秩序の指標となっているものと仮定する o (ii) 問題となる国の経済;こがいては完全

競争が普遍的に支配しているものとする。

A 価格予想の静態的な場合

ヰ29 馬場啓之助著前掲書*9 p_ 92 
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まず貨幣的効果;は零であるとしよう f また問題にする国においては，林産4捌iTIí1各子想はコンペンシヨナ

ノL であり，ヨリ正確な予想力をもっている企業部門(生産財，消費財両生産部門)，家計部門の仰絡変動

に対して従属的であるとするうまず何絡下落矧についてみよう c この場合における林産物仰格'tf動の態様

は，前述の模型!ClJ Aにおける態様と同型!であろう c すなわち佃格下落期における林産物価絡下~の態

様は一般的に，コ土産物に比較してヨリ深刻て、あったc この国においては，ある林産物Jを輸出し，ある物財

A Cなんでもよい〉を総スしていると仮定するつ輸出財および粉入財の11町格は，国内における価格下落と

は別な問題であれこれを一定なものであるとすれば，当然その材、産向の生産拡張を7足進し，一方輸ス財

は，もしこれと代替関係にある物財Bがあるならば，車合ス財Aから Bへの代替が発生する(かかる経済現

象は，この国にいかなる経済斐宣言jを生ぜしめるであろうか。

その 1 は， 非輸出財のff而格は輸出財に対して安くなる、 そして輸出財の 1 部が国内で買われるとする

と，輸出財から非輸出財への需要の移行がみられる c このことは，ある種の非輸出財の価格下落を，ある

ヰ!己度阻止する役目をもつであろう c その 2 は， 当然輸ス財と代替関係にある物財Bの価絡下落を阻止す

る。かくてこの模型においては同時的純代替効果ならびに拡張効果は正で‘あり，経済は圭j鎖経済の場合よ

りは安定的であるつ如上の仮定は貨幣[!勺効果:零の場合であったが，正の場合には，さらに経済は安定的で

ある/そしてこの場合には，同時的代替効果と拡張効果とは，一般に外国貿易のない場合よりは強い こ

の疎由は，国際市場で決定される価格が菱化しないという事実は，貨幣から財への代替のほかに，国際価

格と国内1míÆ各とのEさからくる同時的代替効果と拡張効果とを導くことになるからである ただし，負の場

合には，その強度によっては，同時的純代替効果と純拡張効果とはEでない場合を生じ，経済は不安定化

することもある J

B ~河j各予想、のヨ 1:0呼力的な場合

かかる場合には，当然経済機構は， Aの場合より全体的に安定的であることは申すまでもない

C 価格予想の弾力的である場合

この場合には，卵、時的代替は，そのある林産物の需要を弘元じ，あるいはその供給を増加させ，経済機存在

は， A, B の場合より，ョリ不安定である しかし同時的拡張効果および代替効果は外国貿易のない場合

よりも，大きく存在することが考えられるので，封鎖経済における場合よりは，ヨリ安定的であると L 、 L 、

えよう〈佃1絡上昇の場合にも，上の考察と逆ではあるが，その結論は同一である

すなわち国際市場はすべての諸々の国に関して原子的である場合には，開放経済休制は，その国の価格

予想の開力性があまり弾力的でなく，力、っ負の貨幣的効果があまり強くないかぎり，安定的な要因として

作用することになる υ

22. 如上の考察は，前提したごとく，完全競争の世界であったこつぎに国内市場が不完全競争の状態にあ

る場合について考えてみよう c

この場合における，同時的代替効果，拡張効果ならびに異時的代替効果のうどきはp その 2 ， C 2 Jでの

べたと同じ理由で，完全競争を前提とした上例の考察があてはま{，であろう 2

如上を結論すれば，外国貿易の存在は，完全競争下においても，不完全競争下においても，全体的に安

定化的な作用をもつものと考えうるが，如上の理論は各国における貨幣的効果が完全に独立でゐることを

意味するコそこで貨幣的効果の相互関係が問題となる。

つぎに，ヨリ理論を具体化するために， I貨幣的効果が安全に独立であるj とし寸前援をとりはずして
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みよう υ 「ある物財 X の阿倍下落にf半う輸出の増加または輸入の減少は，貨幣のその国への流入増(また

は流出減〕をひきおこす。他の事情にして受化なきかぎり，このことは他の国における貨幣の実質数量の

減少を意味する 一般にこのことは，他の国において，輸出品に対する需要表の引ドげと輸入品の供給表

の引下げをもたらす。均衡は各国聞における貨幣の純移動がとどまるところに成立するご Xの価絡が下浴

した国における輸出財の産出高は，輸出財;こ対する需要表の均衡のもとにおいて，もとの産出高に対して

需要価格または限界収入がXの価格下落による限界生産費よりも，ヨリ少なく下ったかまたは，ヨリ多く

ドったかにしたがって，ヨリ大となるかまたは，ヨリ小となる。同様にX の輸入は， Ij四倍下落がそれと代

替関係、にある国内生産物の価絡下;客に対して，ヨリ小であるかあるいは，ヨリ大であるかに従って，ヨリ

小となるカ}あるいは，ヨリ大となるコかくのごとくして，新しい均衡下においてXの佃絡ド落前に比して

輸出が大となり輸入が小であるとすると，その国の実質的貨幣数量は大となる。このことは7討にEの貨幣

的がJ*を強化することになる。

かくして外国貿易は国の経済に対して安定的な作用をもつこととなる。しかし，それが不安定化的な作

用をもっ場合がある。それは新しい均衡のもとにおいて輸出が小となり，輸入が大となる場合である 0 .1: *30

これは一国が自主的な貨幣政策を採用した場合生じうる c かくの如く，外国貿易の効果は各国の貨幣政策

の如何によっては安定的にもなるし不安定的にもなるー

その3 上述の理論における若干の修正ならびに長期的観察の場合に留意すべき事柄

[1] 上述η民!論における若干の修正

23. 動態経済の各種の模型を{ノ|ミるのに， I1同楕の予想弾力性と，貨幣的効果とし、う概念を利用したが，この

場合の予想の弾力性のJll't念;土，企業者ならびに消費者により確定的に一義的に決定された伯であると想定

してきた J このことは実際的でないd 実際には，企業者や消費者iこより，将来の価格は，確率を異にする

1 組の可能ないくつかの値の確率分布として想定されるわけである。そして最も確率の高いものは，企菜

者あるいは消費者によって最も確からしいものとして彼等の予想の基礎として役だっ合これを最も確から

しい価格(The most probable price) と L 、う そしてこの最も確からしい価格が実現すると予想される

確度は確率分布の範間に依存するわけである このようにランゲは不確実性の要因を考慮することによ

り，理論をJl休化したが，同様に，このレポートで使用した予想の弾力性も，この概念の導入により，ヲ

リ具体化しうるわけであるが，しかしながら，そうしても即論構造自体には何等妥化はないこ

[2J 長期ilJ制察の場合に部立すべき事柄

24. ~.水産物 fi1 IT絡を短期的に考察する場合には，ある一定の条件の仮定のもとでおこなってもよいが，長期

的な考察を íi'う場合には，その条件の実質的安化をネグレクトすることは不可能である c

理論模型においては，林産物価格&動は従属的な型をとるものとして論ぜられたが，その程度は長期的

には一様でなししたがって長期的な林産物価格の愛動はこの模型のように単純でなく，林産物をめぐる

産業構造の斐化林産物自体の構造斐化といった構造的な愛化を考慮しなくてはならないc

結諾するならば，動態経済における林産物価格の長期的観察;土，以上のような構造斐イヒを考慮せねばな

らないということであるコ

キ30 塩野谷九十九著前掲書*2 ii pp. 63-65 並びに iii pp. 68-77 
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第2章 わが国における林産物価格変動の態様と分析

その 1 理論的考察のための準備

( 1 J 25. 第 1 章においては， 辺論的に動態経済における林産物価絡zr:励の態様について考察した「 こ

のための手段としては動態凶怖の各医償却を ('1'って，林産物価f各ftllリjのj虫燥を考究したのであった J いわ

ば，抽象的な動態模型!における論究て‘あった本章におし、てはわが国におけーる」 と L 、う具体的な動態

経済におけーる林産物価格受動の態様についての考察である一前述の抽象的な理論は，かかるJL体的分析の

ための武器となるわけであるが(また具体的分析を通じて，最後にふたたび抽象理論を修正し，わが国に

おける林産物flmj特定割の則論を樹立することとなる)， この場合 T在ちに抽象Jm論をもって， Jlごイヰ.~l~~現象

を説明することはできない〉このためには，まずそのための準備をする必要がある そしてこの準備とし

ては，複利なわが国経済の模型l化を図ることが必要であろう この準備ができれば， Tìlj述の理論を援用し

て，わが国における林産物価陥ZE勤の態様を分析することができょう。

26. つぎにわが国経済の模$!化を行うが，本レポートで研究の対象とする期間は，第 1 次世界大戦の勃発

による好況期が開始した大TE3 年から，日茶事J1!の利発による昨I~戦H寺態勢に突入したnR辛口 12 年までの 23

年間としたυ この矧間を対象としたのは，これ以上期間を長期にすれば，わが国経済j{lii白の妥イヒがあまり

にも大であり，それでなくても，短期的辺論であるといわれるヒヅクス，ランゲの理論*:n にとっては長

期的考察は困難性をもっているので，なお考察を粗幸jí にし，悶難を倍加させると考えたことと， 昭和 12

年以降は，わが闘は準戦時態勢というアプノーマノL な経済に入ったので，期/，' :1をここでうちきったことに

よるのである Q

( 2 J 27. わが国経済の模型を作るためには，わが国経済の歴史的展開の考察よりはじめなくてはならな

し、 *32 0

日本資本主義は，明治維新 (1868年)を境として生成発展したものであるが，それは封建的態勢を崩壊

せしむべき内川ドJ勢力が充分成熟しないうちに，外部的圧迫が加わって遂行されたものであった J その結

果，日本経済が~.~資本主妥態勢をととのえた後も，計図的筏浮は随所に，多分にのこされていた また

日本資本主義の生成は，イギリスに産業革命のおこった 1760 年からすれば，まさに約 100 年を遜治して

いる このnu他の資本主義z治国は，平くも独占段階lこまて、移行しつつあったL カの Bるいちじるしい後進性

と，如上のような生成j位1与をもった日本資本主義は，その後原始的諮偵マニユフアクチヤ{の形成たど一

連のj凶主をなしとげて，日清戦争後の産業資本確立期にはいるのであるヵ、ら，この間大体 30 年間でイギ

リスにおける 300~400 年間の行税をきわめて圧縮して経泊したのであったらそしてこの圧縮された発展

のなかに，前述の生成の状必，ならびに後進性と関連した，日本資本主義への特徴づけが見いだされる。

それはp 資本主義の発展を促進させる原動力である資本の蓄積がきわめて不充分であったのにかかわら

*31 ヒツクス，ランゲの理論構造は，それ自体短期理論的であるといわれているが，これについてのレ
ポ{トは数多いが，その 1 っとして，鈴木譲ー著資本理論と生産計画東洋経済新報社 pp. 1~ 
142 の著作がある。

ネ32 歴史的展開の考察においては主として

1. 美濃部亮吉編 日本の経済毎日新聞社

2. 1井目光速，大島清3 加藤俊彦，大内力共著 日本における資本主義の発達(上) (下) 東京大
学出版部

3. 沖中恒幸著 日本銀行春秋社を参考にした。
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ず，一方資本主義の急速な育成と L 、う」妥 í'l'j要望に答えるためにp 政府は農民の搾Jliにもとづく地nl.とイ

ンフレーシヨンを本{牲とし，その政治:1']権力を濫用して，資本主義の発展を准しすすめなくてはならなか

ったこと，各産業i\iì F'Jの発注にきわめていちじるしい政行段がみとめられること，中小企業が多数に筏存

していること，さらにまた，産業資本の確立と同時にし、ち早く松山資本の形成にすすみ，情国主義の段階

に突スすることなど，である。

28. 如上のようにやや奇形に生み落されF その宿命的性格をせおいこんだ日本資本主義:;L 第 1 期(明治

元年~14年 ー地方分権i)fj封建制度の上に近代国家を造りだすこと，近代的国防力ならびに軍需産業の建

設，資本制生産技術，経営方法，金融制度の導入一一日本資本主義の準備段;皆)，第 2j却l(明治 15;f.~21

年一一資本主義形成の初期段階)を縦て，第 1 回の飛躍期をもたらした日 i苦戦争に逢着する l 日消戦争カ a

ら臼木資本主授の最初]のヲIHiH期 (1円治 27 年 ~32 年)を含む日露戦争lÌりまでには，明治 30 '"Fの第 1 ;1~ 

ついで明治 33 年の第 2 次反動恐慌があるが，日木資本主義は着々発畏の地{立を獲得し，活動領域は1日lfl鮮

から支那大陸まで拡大されたコ明治 37 年 2 月には日露戦争が勃発したが，この戦争は，明確に満州市場

の支記権に関する武力的解決であり，日本資本主義にとっては，まさ:こ運命がかけられたものであったc

戦争は翠年 9 月日本の勝利に終ったこ日本資本主義はこの戦争ならびに勝利により，日露戦後 38~40 年

の第 2 四日の飛躍期を招ゴえする c その後反動恐慌(明治 40-41 年)を経て第 1 ;1:大戦までの約 11 カ年

間，日本資本主義は一つの断判的発展を'1遥て成熟してきている。

29. 日露戦争後の 1-，木資本主義経済の矛盾一一生産力と市場との問の は日露戦争によって一時間?決さ

れたかにみえたが，制;1:保亘i しはじめ，日寺を経るにしたがってかえって戦前より拡大された泊}のようであ

ったJ 明治 45 イド~大正 3 年の第 1 ;1:ill 県大戦の開始までの不{氾矧の現出がこれである c 不況!坊の襲来

は，政府ならびに日本政行によるやっきのインフレーシヨン政策も，しょせん焼石に水であり，物価は{氏

落の 途を辿った。企業の新設鉱張も停滞したτ 貿易も大豆 2 午ー以来輸ス超過に転じス超穎は~r ととも

に増大するのみで‘あった。入超領の決済と外債に対する利子支払L 、とのために正貨は，国外に流出した

政府および日銀所有のE貨は明治 43 年の 4億 7 千 2 百万円から大正 3 年の 3 j怠 4 千百万円に減送した J

政府およひ、日銀のインフレーシヨン政策も，力、くのごとき不振の情勢には全くさじを投げたかたちであっ

7こり

かかる不況の日本資本主義を一挙に繁栄の頂点に引きあげたのは大正 3 年 7 月の第 1 Pjll:界大戦の利発

であった 第1;1ょ Illj';!.大戦カら日華事交勃発までの約 23 守'-IH1'土，大戦中および大戦直後の!析門的手ìHN ，

その後の反動~è.H;:J~ ， 大震災恐慌，大金融恐慌から金解禁準備と解禁後の大不況といったー述の不況期，昭

和 7 年以後の軍備払充と日本経済のi折悦ぬ飛躍と，まさに日本資本主義にとっては全く波乱にとんだ期llil

であった。この期間は日本資本主義溢済が帝国主義段階;こ達したという点では，構造的に共遥の特徴をも

っている二本レポートの研究は， この期簡を対象とするわけであり，このために， 以下さらに詳述しょ

(1) 好泥期(大正 3 年の大戦勃発より大正 9 年まで)

30. 日本経済はすでにゆきずまったかに見えた。このよう ι絶望のドンゾコに時吟していた日本資本主義

経済を繁栄に導いたのは，東欧の一小国セノL ピヤのサラエヴにおいて兇漢のピストルより発射された 1 発

の弾丸が導火線となった第 1 次世県大戦の穀発であったG i止県大戦勃発当時は，貿易金調!の中心地であっ

たロンドンの金融市場は取引を停止し， i船離に対する危険増大が懸念され，またヨーロツパ諸国は一時そ
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の輸入を制限したために日本の貿易はtJ'えって縮少し，大正 3 年の日本経済は一時混乱さえみたが，大正

4 年にいたっては台、激に活況を呈してきた。好況はまず貿易にはじまった。大正 4 年よりはじめて出超に

ι伝じている。

大正 7 年 11 月ドイツの屈服をもって大戦は終ったが，これとともに輸出増加は停頓し，輸入は逆に増

加して入超に逆もどりしたが，貿易外の受超が続いたから差引国際収支では 8 年， 9 年はまだ黒字をつづ

けた。

さらに愉出仕向地は支那J 香港，関東州の重要性が高くなるとともに，英領I=[J度，関領印度，フイリヅ

ピン p オ{ストラリア，アフリカ等全アジア地域に向ってJ広大したコこれら未工場地域への完成繊維品，

重I..業fiIL，陶磁器，ガラス玩具，ブラシ等の日川品の輸出が急増したのて‘あり，日本は名実ともにアジ‘ア

の工場としてのj支部lを果したわけである

輸入もこれに忠じて笈化した。綿花，苧日未，羊毛の急増は当然であり，重化学工業の拡大に応じて生プ

ム，苛Ift1llíよ~および習遠!火，石油，石炭，欽・および鉄類，鉛，機械等も急増した。これら重化学工業原料

完成品の輸入相手国は，従来の英独等ヨーロツパから主としてアメリカに移った。つぎに各方面への貿易

額の総額に対する割合をみてみよう。

第 21 表をみても明白なるごとく， 戦場と化したヨーロツパの占める地位は輸出入ともに激減してお

り，一方北アメリカとの貿易のt樹曽しているのが目につく J かかる貿易急増と府成安化，国内購買力の増

大に応じて大正 4 ~9 fj三は未曾有の企業勃興1拐を出現した J 大正 2 年L 、らい大正 7 irまでに会社の新設拡

援に投ぜられた資本は，第 22 表のように 541立 4 千万円とし、ぅ巨額にj主する}このように活溌となった

授資活動の結果， 会社の払込み資本金沿いし出資金は大1E 2 年の 19 偲 8 千 3 T'j)j円から， 大1E 8 年の

59 店、 7 千 5 r:与万円と一躍 3(古に激増した。すなわち，明治維新以来 45 iド問かかってようやく到達した経

洪水準をわずか 6 カ年間で 3(百方突破したことになるコこの期間の企業計四の特徴は，製造工業が圧倒的

に高いことで年々総、計画額のずJ 1t却を占め，これに鉱業を合わせると約 4 割 5 分以u-_を占めたJ 紡織，染

色教斑，金属，および機械器具が特に激増し，繊維工業の発展についで重化学工業がめざましく窪頭して

きている。

以上のような企業利輿は，いうまでもなく資金の増加により支援され，かつまた束Ij戟をうける つぎに

このJi;)J問における貨幣面のうごきについてのべよう。

膨大な通貨需要に対処して，日銀は.ììlí貨膨張，別言すればインフレ{シヨン政策をとったー日本銀行の

一般貸出しの増加は，大正 3 年末に対して 8 年末には約 8 伯，このうち保証準備発行が， 4位 3 千 5 百万

円とし、う激増を示した J

銀行資力も急速に充実し3 普通銀行預金は 3 年末から 9 年末にかけて 4 倍に，特に大1E 6 ， 7 , 8 年は

年々 10 億円の激増ぶりを示した。貸出しもそれとともに増加して 3 倍半になっているが，依然としてオ

ーバー・ロ{ンをつづけて日銀の資金供給に依拠せざるをえなかったことは申すまでもないc

この期間における臼本銀行の貨幣政策は，全体的にみれば，豊富な資金供給であった。すなわち前章の

理論模型においては，1貨幣的効果の負」の場合であるコそれゆえ貨幣的効果の見地よりし、うならば，経済

は不安定的であったといえよう 3

(2) 恐慌期〔大正 9 年 3 月~大1E 12 年)

31.大1E 7 年 11 月第 1 次世界大戦が終り， 8 年から 9 年の春にかけて戦後の大発展をなしたが，大正 9
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(1， 000円〉
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年次

1913 (大正2年〉

1914 (か 3年〉

1915 ( " 4年〉

1916 (か 5年)

1917 (か 6年)

1918 (か 7年)

1919 (か B年〉

年 3 月の株式大暴落を4長期として一挙恐

慌に伝落してしまった。生糸，棉糸を中

4 月には増田ピルプロ心に物価は暴落，

{カ -~IUTが1波紋し，増CL!商店，茂木商

店等大貿易会社の倒産から，栃木の伊藤

銀行，福島のHI馬銀行，太宰銀行，徳島

の関西貯蓄良行， jfl~浜の 74 銀行が破綻

し，支払を停止したもの10数銀行，取付

表21 第
けは全国無数の銀行に及ん

でし、る j 恐怖の LI'i接原因の

51.1% 

7.5 

:J5.7 

0.8 

2.5 

48.7?/r.,! 

14.3 

27.1 

0.7 

1.1 

17.79�' 

22.4 

17.4 

0.2 

1. 。

45.8% 

7.1 

41.0 

1.0 

1.8 

44.7% 

19.1 

31.2 

0.6 

0.9 

43.5% 

23.2 

30.0 

0.5 

0.3 

ア

1 つは貿易の逆調て、ある。

かかる情勢に対処して政府

とし通貨増発によるイン

と日銀では大凱|美な救怖に

のりだした。それは例のご

プレーシヨン政策にほかな

(1 ， 000円〕

新設拡張合計

183 , 390 196 , 983 i 280 , 373 

114, 535 136 , 262 I 250 , 790 

95 , 753 1礼的 i 292 , 584 

272 , 665 386 , 032: 658 , 697 

866 , 680 ! 695 , 850 i 1, 562 , 530 

1, 655 , 240 i 1, 021 , 661 I 2 , 676 , 901 

L∞4 ， 373! 2 , 436 , 236 I 5 , 440 , 609 

表22 第

年度

大正 2 年

か 3 年

4 年

5 年

6 年

7 年

計

らない。まず日本銀行は 2 億 4 千万円に

IlJJ もなく鎮路し，大正 10 年は中間景気

こうして恐慌は2えぶ特別融資を{子った

を出現している)資金需要が少なくなっ

たこと，さきに日本が投資した英国公使 " 
" が現金で償還されたこと等による金融緩

" 
h
q
A
口

1受から株価と物fillî とが反騰したからであ

る J 大正 11 :fl三の第 2 次:恐慌は，大阪の

第 23 表

業 種 l 大正4~7年!大TE8~9{f I 合計

百万円 百JJjサ| 百万円
1, 979 3, 331 I 5 , 300 

365 658: 1, 301 

565 542 I 1, 107 

636 947 1, 583 

500 1 , 300 1 , 800 

1, 051 2 , 189 3 , 230 

投機師石井定七の破綻から銀行内容の放

慢が明るみに出され，銀行の信用が極度

製造工業

電気

鉱業

運輸

銀行

商業その他

に動揺したことに発する。 同年 11 月に

はついに京都の日本商工銀行に取付けが

あり，これが直ちに全国に波及して有力

銀行にもその余波が及び，結局取付け28

行，休業 12 行Iこ達した。この場合にも

経済政策としての問題は，事態を推移す

るままに放置すべきかどうかであった。

なりゆきのままに放置すれば，日本経済の矛盾の大きいだけにパニックはきわめて極端なものになるであ

ろう。しかしこのようにするならば，パニックを通じて過剰な生産設備は整理され，市場の大きさに相:z:

戦争中に拡大された矛盾は縮小されるにちがL 、なかつ

アニコそして貨幣的効果も正の方向に働き，経済は安定化してゆくであろう c しかしながら基礎の脆弱な日

第 20 '表

輸出輸入入出超

632 , 400 , 792 , 432 j - 96 , 971 

591 , 101 I 595 , 736! - 4 , 634 

708 , 307 I 532 , 450 I + 175 , 857 

1, 127 , 468 I 756 , 428 I + 371 , 040 

1, 603 , 005 i 1, 035 , 10'11' + 567 , 194 

1, 962 , 101 i 1, 668 , 144 + 293 , 957 

2 , 095 , 873 I 山， 460 I 叩87

輸出入
輸出納入

年 V
地域別-了、大IE2年大正3年大IE4年大正2年大正3年大正4年

ジア列f

ヨーロツパチ1'1

北アメリカ州

南アメリカ州

アフリカ州 l

充分な競争力をもった企業のみがのこわした，
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第 24 表"ï\ 25 ポ

年 次!主害者 l 正貨準備保証準備民間貸出 年 次預 金 i 貸 出
百万円 百万円 古万円| 百万円 | 百万円 百万円

大正 3年末 386 I 218 168 I 87 大lE 3iド末 1, 520 1, 726 

" 4 か 430 I 248 182 58 " 1"  1, 700 , 1, 722 
か 5 か 601 411 190 189 

か 6 か 83 I 650 i 18 I 272 11 5 か 2 ， 257 2, 233 

" 7 か 1 ， 14" I 713 I 432 577 " 6"  3, 23 -1 I 2 , 979 

か B か 1 ， 555: 952 I 603 716 " 7 " 4, 639 I 4, 117 
か 9 か 1 ， 439 1, 247 192 235 

か 8 " 5, 744 5, 666 
〔注〕正貨準備のなかには，交戦国の金l愉出禁止のために，

交I反趨j泊分を支払国に預金したし、わゆる在外lF貨が1'11 "9 か 5, 827 i 5 ， 90己
当含まれている d

木資木主主主はそれだけの荒療治に耐えられるかは，はなはだ疑問であったの泊、くて政府，ならびに日本銀

行は前者の路を選ばず，ふたたび安易なインプレーシヨン政策を採IlJ したのであった

大正 10， 11 年の恐慌が，このような一時的な手当をう lナて快復したやさき翌 12 'f 9 月 1 日関東大震

災に見舞われたり東京，神奈川 1，千奨，埼玉，静岡等躍災人口 340 万人，財貨の実損害だけで 48 位、，IJ , 

Efの損害総:rhf'j 100 億円を超えると般討され，この震災が日本にあたえた付会I'i']，治経的打撃は甚大であ

り， とくに国際経済土一命地位にあたえた影響は深刻て‘あったl

すなわちこれヵ、ら以後国際収支の逆調はますますひどくなり，為替相場の低落動指は激しし国内経済

をたえず不安定動指せしめることとなり，金本位制復帰は事実上不可能となった 大lE 8 年以降は国際収

支は年々支払趨泊となり，特に大震災の大正 12 年には， 612 ， 300 万円， 13 f引こは 730 ， 076 万円の大入

超を示している ο かかる不況において，日本銀行は，積極的にインフレ{シヨン政策を准行し，景気同復

を;企図した。

(3) 泊、判刈期(大正 13年~15 年〉

32. 恐慌矧は，政府ならびに日本$IH子のインフレーシヨン攻策と保護政策とによりー尽くいとめられた。

かかる経済情勢において， I'wf次企業家のInnこ，このようなインフレ{シヨン政策に対する批判|の声がおき

てきた。それはこの際デフレーシヨン政策を採用することにより産業合羽化を徹底化し，その競争能力を

高めて販路を向外にもとめることが，ますます大恐怖をうける可能性のあらわれてきている日本経済の苦

問を解決する!1ftーの道ではないかと考えるようになってきたコこう L 、う考え方は，金輸出向f~実の問題に集

約せられざるをえない。なんとなれば，金輸出を解禁すれば国際拍に物何高の日本にむかつて商品が流入

し，それにともなって金は流出し，それが返貨収縮を生み，したがってまた必然f内に物11町の低落を招来せ

ざるをえないからである亡

金輸出解禁の問題は，大正 13 年ごろから論議されるようになったc 金解禁を要望する声は，まず大綿

業資本家からおこってきた。かれらは綿糸，綿布の輸出に関心をもっていたことはL 、うまでもないが，大

量の綿花を輸スする関係から金輸出禁止下において為替相場の激落することに不利益を感じたのである。

しかし大正 12 年の恐慌はわが国の為替相場を低落させたので，かかる状態において金の輸出禁止(金輸

出禁止は大正 6 年から行われてきた)を解くならば為替相場は急騰し，物価は向急に低落し，日本経済に

あたえる打撃はすこぶる大きいと考えたので，まず金輸出解禁への準備として，政府は，財政を緊縮し，

公債の公募をll:め，積極的保護政策にブレーキをかけはじめた。かくて為替相場は急激に上昇し，物価l工
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第 26 炎輸出入額 (1， 000円〉 低落し不況は深刻化し，撃J'1l)iI!抑止は進捗して

年 次 I _11\市 ;'1¥ 輸 入|出ス超 いった。この期間は貨幣的効果の !Êt.l点よりい、

大正 5 1ド I 1, 199, 614 808 , 642 . (+ )391 , 052 うなら I f. IEであれ縦約機構は安定化的で

6

7

8

9

0

1

2

3

 

1

1

1

1

 

15 

昭和 2 年

3 

1, 701 , 158 1, 106, 017 i (+)595 , 141 

2 , 074 , 031 1, 778 , 091 (+)295 , 940 

2 , 238 , 168 I 2 , 387 , 757 (-)149 , 589 

2 , 102, 972 , 2 , 545 , 530 I (一 )442 ， 558

1, 353 , 023 1, 793 , 539 (ー )440 ， 516

1, 736 , 040 2 ,066 , 145 (ー )330 ， 104

1, 542 , 106 2 , 154, 997 (-)612 , 891 

1, 923 , 103 2 , 653 , 179 (-)730 , 076 

2 , 305 , 590 2 , 572 , 658 (-)267 , 068 

2 , 044 , 726 2 , 377 , 484 (-)332 ,756 

1, 992 , 317 2 , 179 , 154 (ー )186 ， 836

1, 971 , 955 2 , 196 , 315 (ー )224 ， 360

14 

(日本経済統計総覧より〕

第 27 表 日本物価および為替相場

(大正 3 年二 100)

大正 7年

年 次 I i陶 利Ii 為替相場

104.3 

B

9

0

1

2

3

4

 

1

1

1

1

1

 

15 

昭和 2年

3 

201. 7 

247.0 

271.5 

210.0 I 

205.1 

208.6 

216.3 

211.3 

187.3 

177 .9 

179.0 

174.0 

102.8 

100.8 

97.5 

97.2 

99.2 

85.3 

82.7 

95.2 

96.2 

94.4 

93.7 

10つ .35 143.0 

(日本経済統叶松、白より)

4 

あったとみてよいであろう。

(4) 恐慌期(昭和 2 :'r~) 

33. 大正 12 年の震災恐慌Jゴ、後から大正 15.

年までの 3 カ年聞はv:C寸七の積倣的保護政策の

停止，いわば政府のデフレーシ空ン政策の結

采として，経洛l土木況をつづけてきたが，昭

和 2 年になって大金融恐慌が勃発し，デフレ

{シヨン政策の遂行によるわが国経済の強化

企図も無残に崩壊してしまった。この大金融

恐慌は，戦中戦後の放漫貸出しの然付きの未

整理に加うるに昭和12 年までの財界不況によ

る金利の低下の結果として銀行の業績は漸次不振をきわめB

てきたo IJ の通る情勢下において，東京渡辺銀行とかあかぢ

貯蓄銀行の休業が導火線となり開始されたのであった3 恐

慌開始当初]は，日銀が徹底的に銀行救済にのりだすという

総裁声明でーな人心が落付いた。

ところが神戸の鈴木商店の破綻にはじまった大金融乏暁

l土ー挙に燃え拡がり， 4 月 21 日までに 29 行の銀行が休

業するにし、たったc かかる大金融翌日;110も，結局政府・日本

銀行の積猷的財政処置により鎮静することができたc この

期間の貨幣政策は，ふたたび積値的財政政策の採用であり

貨幣的効果の観点からみるならば，正であり，経済機構の

安定化という点よりみるならば~~妥当であろうが，常に

かかる政策の採用は，わが国のごとく秘的構造の弱体な国

においては，将来に，今よりヨリ大なる不安定要因を筏存

させてゆくのである(この点については C 3 J に後述するL

(5) 梢好況期 L昭和 3 ， 4ff) 

34. 昭和 2 年の大恐慌も，日銀ならび心政府の積債的活動，損失補償等の非常拾一置により鎮静し，昭和吉

4 年にはやや好況期を出現したー

(6) 恐慌期(昭和 5 ， 6 竿)

35. やや景気を回復したかLみえた日本経済も p 昭和 5 年 1 月 iこ行った金解禁を契機左して，その目的に

反して 1愉出貿易は，その後累年低落し，かえって恐慌が襲来するにいたった。輸出貿易はp 昭和 4 年には

22 億 l 千 7 百万i弓， 5 年には 15億 1 千 8 百万円， 6 年には 111窓 7 千 9 百万円と 3 年間に 47%の低落を• 
示している。輸出がこのように減返する以上入超はとまろうはずがなし、。ス超額は昭和 4 年， H(IT: 7 千 2
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百万円， 5 年には 1 位、 6 千 2 百万円， 6 年には 1 倍、 4 千万|可とわずかに減少しただけであったっ

金解禁攻策の予期せぬ問主jCは， 1 は，世界恐慌が昭和 4 年の秋にアメリカの金融恐慌を契機として発生

したこと， 2 に，わが国の経済の矛后，別言すればその弱体性が期待以上に大であったことに起因するも

のであろう。そして昭和 6 'l"には金輸出を再禁止し，日銀ならびに攻府はふたたびインプレーシヨン政策

を採用して，やっきになって景気回復を図ったご

(7) 好況期(昭和 7 年より 12 年)

36. わが国経済は， tIl:界の景気快復に先だって昭和 7 年すでに景気の快復がはじまり， 日華事~勃発の

12 年に至る約 5 カ年間は・途に飛躍の路を辿った。 この期の発展は円為替の低落による貿易の急増，国

防力拡充のための軍需産業の拡大，満州国の建設ならびに開発という 3 つの要因によるものであったと

この出発J土昭和 6 年の i品川l事1主であった。満州事，&の勃発は全くゆきづまったかにみえた日本資本主義

の運命を好主えさせた J 事.~の勃発とともに物価は騰貴し，企業の利潤は増大し，株価は上昇したこ この傾

向はさらに金輸出の再禁止により助長せしめられ，景気は上昇の一路を辿ったのであったc すなわち金の

輸出禁止は，日本の為替相場の下落をもたらすc そして為替相場の下落はし、うまでもなし輸出貿易を刺

f設する。なんとなれば園内物価の上昇は， このように急激な為替の低落においっかないから外国市場にお

ける日本商品の価格は当然低落するからである。日本の輸出貿易は，昭和 6 守aの 11 倍、 4 千 7 百万円から，

昭和 11 年の 31 億 7 千 5 百万円の 3 倍に増加している。輸入も同様に，昭和 6 年の 12 倍、 3 千 6 百万円

から，昭和 12 年の 37 低 8 千 3 百万円と 3 倍に増加している。貿易景が 3 倍に増加しただけでなく，そ

の構造にも大きい変化があらわれている。輸出では原料，半製品の割合の低下と全製品の向上，特に重工

業品の向上が顕著にあらわれp 輸入では原料，半製品の向上が著しし貿易構成は高度化しているご如上

のごとき好閃の畏調は，当然貨幣商の需要増加を招来するが，これに対しては日銀のインプレーシヨン政

策により支媛されたわけであれこの様相は，第 29 表の日銀発行高により窺知できょう。如上が，第 1

次世界大戦以降より昭和 12 竿まて、のわが国資本主義経済の展開の概ÎIMて、あったO この期間の景気愛動は

以上のごとし 7 期に区別して考えうるが，さらに大別して考えれば，大正 9 年の恐慌開始から昭和 6 年

までの期間は長期的不児期として一括して考えうるので， 3 期に分けることができょう。

(3 ) 37. わが国における休産物何格5e1lDJの態様について， 第 1 主主の理論をあてはめるためには，すで

にのべたように，わが国経治の歴史的展開を模型化しなくてはならないの

動態経済における予想、の弾力性の概念は，事前 (ex引lte) の概念であり，将来における経済の進行のイ

第 28 表 内地貿易金額

三不 _I__!&i_~ 1 W(!lj三 l リ苧
昭和 Mjô

7 

8 

9 

10 

11 

12 

| 百万円| 百万円l 百万円
1, 147 I 1, 236 I ど~ 81 

1, 410 I 1, 431 I ム 21

1, 861 I 1,917 I ム 51

2 , 172 I 2 ,283 I /'::, 111 

2.499 I 2.472 I 27 

1M3lm3i ム 71
3 , 175 I 日3 I /'::, 6叩

〔注〕樺太を含み，朝鮮，台湾，南洋諸島を含まず。
(ì中中恒幸著 日本銀行， p. 84 より〕

第 29 表

日本銀行
年 次 l 発行高|増加高

| 百万円 百万円

昭和明| 1m  l 
96 1, 426 7 

日 1, 544 118 

9 1, 627 83 

10 1, 766 139 

11 1, 865 9ヲ

12 2 , 305 440 
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ニシアテイプをもつものである(しかしながら逝去のわが国の経済を考察する場合，事後 (expost) の概

念としてみるならば，わが国の経済は，予想、の弾力性としづ観点、において模型化しうるであろう だとえ

ば恐慌!切においても，ある経済主体は将来に対して静態的な予想、をもったものもあるであろうし，またあ

る経済主体は非弾力的な予想をもったものもあろうが，事後的にいうならば，負の弾力的な予想をもった

縫済主体のみが，泊中したことになるわけであるニそれゆえこの期間の予想の弾力性は「負に弾力的」で

あったとみてよいであろう また好況期においては，事前的には，経済主体のあるものは，静態的なまた

あるものは非弾力的な予想をもったであろうが，事後的には，正の弾力的な予想をもったものが;Øi中した

わけであり，この期間は事後的には，予想は「正に弾力的」であったとみてよいであろう かかる見方に

立脚して，わが国の経済を分類するならば，第 30 表のように分けうるであろう

38. つぎに各期間における貨幣的効采について考察してみよう 貨幣的効果はいうまでもなく貨幣制度の

感応性に支呪される わが国においては主として日銀の通貨政策によるわけであるが，わが国の資本主義

第 30 表

年 経済状況 予想の弾力性次
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昭和 7 午・より 12 年 l 好 i兄 期正に弾力的

経済は，既述したとおり生成

の当初]カ、ら幾多の μ ンデイキ

ヤヅプをせおってきているわ

けで，そのな泊、でも資本事積

の不足は，好況の場合でも恐

慌の場合にも，日銀ならびに

政府の積値的大規模な財政，

換言すればインフレ{シヨン

政策に依存するより万策はな

かった。もちろん日 4艮ならび

に政府のインフレ{シヨン政策の遂行は，これが良策としてとられてきたわけでなしたとえば大豆 13

年から大正 15 年までのデフレーシヨン政策への転換の意図または昭和 5 年の金所療にあらわれたデプレ

ーシヨン政策ぽ用の立図にみられるごとく 3 なんとカ・して放縦なインフレ{シヨン政策から脱却せんとし

ていたのであるがわが国経済の弱体性{;;_，常にこの企図を断念せざるを得ず，放縦なインプレ{シヨン政

策に終始せざるをえなかったのて、ある c

すなわち好況期におL 、ては，この好況が国民所得O) lllfrt7・的増加カ 3 ら貯蓄が増加し，それが近代産業に授

資されて資本が蓄積されると L、う自然発展的な経路，いわば経済の自己発展の泊料として促進されてきた

わけでないので，産業託金の急激な惇要増加に広ずるには結局日本銀行の交換券培発に依存するより方策

はなかったコかかる通貨政策は，貨幣的効果の負をもたらすので p 経済機構の安定性という観点よりみる

ならば，まさに不安定的である±また恐慌期ならびに不況惑には，日本経済が弱体て、あったために，まと

もにこの経済不況をうけて，産業合理化を徹底イヒして，また新たに進展する主いった方策はとりえず，こ

の場合にも，遅かれ早かれ日銀ならびに政府のインフレーシヨン政策によらざるをえなかった乙かかる遠

貨政策は，貨幣的効果の点よりは，正の結果をもたらし，経済援構の安定化作用として有効である主考えら

れるが，常にかかる通貨政策がとられるならば(特にわが国のごとく資本蓄積の賓弱な冨において)一時

的には経済機構の安定という点よりのぞましいが，長期的には，その後のヨリ大規模で，深刻な恐慌を招

来する蔚芽を温存し，逆に日本世済の矛盾を再生産することにほかならず，決して経済機構の安定という
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見地よりみて安定的であるとはL 北、えないであろう。

如上のように，わが国の通貨政策は， ~p寺([句には経済安定的に作m したとし、 L 、うるところもあろうが，

少なくとも長期的にみるならば一貫して，日本経済の安定という点においては，不安定的な貨幣的効果を

もたらしてきたとし刈、えよう。

'( 4 J 39. わが国の経済は， 少なくとも本レポートの考察の対象期I 1\ Jにおいては，開放経済体制であっ

た 第 1 章[l J の珂論的考察におし、ては，他の条件のひとしいかぎり各国が独自の通貨政策をとらぬb 、

ぎり，その国の経済は，閉鎖経済体制 Iずにおける場合よれ開放経抗体制下における場合の方が，ヨリ安

定[初であった。それゆえ経済体系の安定という点よりし、う、ならば，各国が自主的な通貨政策をとらない方

が， A休l刊にいうならば，各国がひとしく金本位制度iこ立脚することがのぞましいわけである わが国

はJ いうまでもなく，金本位制度に立脚してはL 、たが，前述のように， Il'fに金輸出禁止政策を採用し，あ

るいは積rnj~([/]な保護関税政策をとることにより，全く独自な通貨政策をしばしばとってきた J わが国はみ

ずから自国の経済不安定化をはかったのであろうか。答は，否である これにはこれだけの現白があるの

である すなわち金本位制度は，わが国の場合には，経済の安定化をもたらすものでなく，かえって逆に

日本齢的に激:{2をもたらし，深刻な恐慌を繰返す要因になったカ、らである(であるからといって，わが国

資本主義経済は世界の金本位制度からひとり脱却して進展することは，それこそ論盟的に不可能なことで

あった〉 すなわち，好刈期にはいり，物何IJ港資と国内需要の急増により l愉入が増加l し，愉出が減退しはじ

めると，形勢(t一挙に逆転する。金の流出力、ら通貨の縮少がはじまり金利が引き上げられる。輸Jil産業の

操業の短縮，企業計聞の rlゴ止，ストヅグの増加から企業の困難が緩出する {8~全通貨を維持しようとする

かぎり，正貨の流11:1が巨額であればあるほど日銀券は激しく収縮することになしそれにより不況はー屑

深刻とならざるをえない 金の流出による免換券の収縮と物価低落，不況の進展は\1'工ちに銀行fこ強い打撃

を加えざるをえなかった。 そして， それは迭には基礎の羽L 、民('fを破壊し，金制!:&b'，Bを招来するにいた

る、如上のごとき一連の過程は，わが国経済1'111造の脆羽目;に基因することは既述した もし経済内部に蓄

積された資本が企業J広大に投資されるといった輩出な経済であるならば， :iE貨流出による免換券の収縮は

たとえ伝的安定をもたらさないとしても不況をもたらす程度であったろう

わが国の政府ならびに日銀がしばしば金解禁を行い，インプレーシヨン政策をとったのは，むしろわが

国の縫併にとっては，開放経済休;[;Uが不安定的に影響したがために，そのg!J'経策として独自の通貨政策，

別言すればインフレ{シヨン政策を採m してきたともし、 L 、えよう c

40. 以上でわが国経済における林産1相川各皮動の態様を考察するための準備は終った すなわちわが国に

おける林産物1ífJi格安動の態様の考察はp 以上のように模型['['')には貨幣的効果も，開放経済体制下という条

件も，すべて不安定的に作用している経済における，各種の予想の弾力性をもった期間の，林産物価格K2

勤の態様を考察するわけであるこつぎに具体的考察にはし、ろう c

その2 林産物価格変動の態様と分析

[1] 各期における林産物価格妥勤の態様と分析

A 41.大正 3 年の第 1 次世界大戦の勃発より大正 9 年までは，前述のごとく好況期で，価絡予想の弾力

性は正に弾力的であれ貨幣的効果は負の時期であるニしたがって経済機構は不安定であるここの期間に

おける林産物価格受動の態榛について考察してみようこ

第 32 表， 33 表ならびに第 37 図よれ林産物価絡夜勤についてつぎのことを知りうる。
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(1) 林産物価絡(木材，木炭〉は，米よりは景気の影併を早くうけて，早いテンポの価格ユ弄を開始す

るが，総平均物何ならびに鉄， 生糸等よりははるかに上昇のテンポは返し、ご また木材と木炭とを比べる

と，木炭の方が，木材より，ヨリ早いテンポの価絡上昇を開始しているつ具体的に説明してみよう z 大正

4 (1三を 100 として各財貨阿倍の上昇率をみると，鉄;工大正ち年すて、に 51. 2%の価絡上昇率を示し，生糸

:i 39.6% の上昇率を示しており，総平均物価の上昇率 20.9% に比へて大であるつこれ1こ対して木炭(土

周年 20.6% ， 木材は 10.8% の上昇率を示している。同林産物とも総平均物官liの上昇率より低いが，た

プだ米の 4.59.6よりは犬である t 主た欽筒絡の上昇のピーケは， 他財貨よりいち早く大lE 2 年にあらわれ

500 

判。

300 

200 

100 

3 4-
大正

7 ﾔ 9 10 11 12 13 14- Jt耳 2 3 4- 5 
昭和

第 37 図
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ている二この現象は，鉄のごとき生産財は，他財より景気上昇の影響を敏感にうけることを桁示するもの

であろう 3

(2) 林産物価格の上昇率のテンポは，上昇当初Qi土鉄，生糸，石炭等よりもノj、さいが，強気の予想がある
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第 32 表

種類 松指平数均 米 金三 ヅ平と 木材 鉄 1 石炭 りく年度

大豆 4 iド
0.0 0.0 0.0 0.0 I 0.0 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

大正 5 {[� 
+ 20.9 + 4.5 + 39.6 + 10.8 + 51.2 十 10.6 + 20.6 

120.9 104.5 139.6 110.8 151.2 110.6 120.6 

大正 6 /'f'-
+ 52.1 I + 50.4 + 55.8 + 46. 5 1 + 1 48. 1 + 116.0 十 8 1. 5

152.1 150.4 155.8 146.5 248.1 216.0 181.5 

+2∞.6 I + 195.1 
大正 7 "[� 

+ 99.3 i + 148.6 + 73.8 + 95.0 + 153.2 
199.3 248.6 173.8 195.0 253.2 

大正 8 "f� 
+ 144.2 +251.3 + 146.8 + 154.4 + 79.2 I +221.υ +202.1 
244.2 I 351.3 246.8 254.4 179.2 321.3 302.1 

十 68.1 1 +219.8 
大正 9 :if + ~ 68. 4 1 + 238 . 7 + 150.4 +284.1 +317.3 

268.4 i 338.7 250.4 384.1 168.1 i 319.8 417.3 
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程度以上継続すると，和fi絡上昇ギは，かえって逆に鉄，生糸，石炭等より大きくなってゆく。木材と木炭

についてみると木炭1mi怖の万が，上昇ギのテンポもヨリ早くあらわれまたその上昇率のピークも木材より

高いo J-kf:柄拘に数字をもって説明するならば，まず各財1Zの最高側陥上昇{iúの佃jj各上昇期にはし、った昭和

4 "rミによJする上昇率をみると木炭 317 .3~'~ ， 木材 284.19'; ， 米 251. 3%，石炭 22 1. 3%，鉄 200.6% で

あれいずれも総平均物iIlIiの上昇ギ 168.4% よりは大であるに

如上のような林産物価裕史動の態;授は，まさに第 1 主主Cl J の C の価絡上昇期においてのベた模型的態様

に吻合する J それゆえにこの期間における林産物価絡生動についての到1):制句場察は，ここでは省略する。

ただ一言ここで樹立しなくてはならないことは，景気が転換をはじめた当初における各物財側絡の反応、の

速度については第 l 章においては別論的考察を加えておし、たが，このような年を単位にした考察において

は把握できない。この点についての_jj，体的考察については，さらに月別ιて、もして，考察することが必要

であろう J

B 42. (a)大正 9 年の恐慌開始より，昭和 6 年までは，大正 13 年-1113和口元年のやや不況期，昭和 3 年

---4 iドのやや好況期([，叫坊とも予想の弾力性は瀞j底的ないし非弾力的)が含まれているが，総括的iこは連

続1'1り刊児期(l'lに蝉力的)であるといえよう。この期1111における林産!jf~J自1i絡生動の態様について考察して

みよう。この期間における林産物価路変動の態様についての考察に必要な県議i模引は， 第一 p者， その 2

[ 1 J A , B ならびにC の価絡ド落矧の模型!である J

景気の下!酌こ転じた場合，鉄，4'糸は景気の転換をいち早く，かつ強くうけて急速に下落するが，林産

物価絡ド落のテンポは，当初jにおいては緩慢である。ムH~ドi'内に考察してみよう。各財貨の佃i陥の最上昇点

は，昭和 7 ， S , 9 年にあらわれているが，そのピークの何絡を基準にして，その後の毎年の下落率を示

したのが第 31 '*"である これによって各財貨の当初Jにおけるド落率をみると， 松平均物11mは昭和 10，

11 , 13 年に(- )25% , (-)25% , (ー )29%の下落を示し(昭和 9 年基準)，鉄!士 8 ， 9 , 10, 11 年に

(ー )40% ， (ー )44% ， (ー )66% ， (ー )69% ， (昭和 7 年芯 ì1里)，生糸は 10， 11 年に(ー )27%. (ー) 9 %' 

(9 年五ÇìW)，木材は 10. 11. 12 年に(- )14% , (ー )22% ， (-)23%. (9 óf基準)， 木炭は 10， 11 , 12 

年に(-)14%. (ー )15%. (ー )15% ， (9 年某準)， 米l土 9 ， 10, 11 {I'に(ーバ9'Ó， (ー )33%. (ー )24%

のード溶~6を苛そしている Q 林産物価絡の当初]における下落率の大きさは欽，生糸， m士、平均牧価下落の率より

緩慢である，この辺由は林産物の消費財としての-~F.の性絡に起因するものであろう(この同じ性格が何

絡上昇期の当初に，鉄などの生産財より，その価格上昇率のテンポを迩らせる原因となっている〕。景気

のド降期の当初jにおし、ては，上昇期の当初]におけるよりも，生産財はrì'l費財より，景気の影響をヨリ強く

うける u 消費財1ilfi格は前の好i5~j切に増加した家計主体の所得増により，その需要減は阻止され，またiì'l費

財としての性格は，生産財より急激な需要減をまぬかれず，したがって生産財価格の下落率より激しくな

いυ この現象は，また木材と木炭との価格下落の態擦にあらわれているJ すなわち前者の価格下落率は後

者の木炭より大である。

(b)大正 13年-14 年は，既述のとおりやや景気は快復し，やや不況期時代を:m出しているが，この期

聞は，予想の弾力性が静態的ないし非弾力的であると考えられるが，この拐間における林産物価格愛動の

態様について触れてみよう。この期間においては，絵、平均物価は，大正 13 ， 14 年に若干上昇しており，

また米もやや大正 14 年に上昇を示しているが，鉄，木材，木炭，生糸は前期より連続的に下落を示して

いる。
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木材と木炭についてみよう。木材は大正 9 年をお準とした場合，大lE 13 年~昭和元年まで， (ー )30% ，

{-)41% , (ー )48% と ì!TI涜(1甘に逐年下落している 木炭も大iE 9 年を基準にとると，大正 13 年~昭和15己

午・まで(ー )22% ， (ー )29% ， (-)33% , (-)30% と，これまた遼涜:tlな下落傾向を示している。昭和12

年には大恐慌におそわれたが，爾来H昭B和 4 年までやや好i況妃矧(価格予想は7静浄態的ないし手非!ド:)弾}半F力3約守ω) を現J

しているが，この期間における林産物価俗3f動もまた大古 10 年以来の何十各下lf，=の傾向を示している。こ

のように価格予想が非弾力n句ないし静想的であると考えられる期間における林産物価格の3fi[i)Jは，それに

よって微妙な影響をうけないち同じ林産物でも木材の方が，木炭ーより景気!f動に対して苅号きである G

(c)昭和 5~6 年は恐慌期であり，大IF. 9 年の恐l夜開始より大IF. 12 年までの期間と同徐に，伺格予想

の弾力性が負iこ弾力(I!~なH寺期であるが，この期間は大iE 9 年の恐慌開始より昭和 6 年までの長矧(1')不況の

最終不況期とし、う点で特徴がある。この期間における林産物価格安動の態擦の考察~土，この期間にヵ、ぎっ

て考察するよりも，大lE 9 年よりの連続的不況均の最終期として，すなわち長期にわたって弱気の予想が

おこなわれた場合として考察することが妥当であろうこ

林産物価格の下落率I;L 景気下降期の当初J;二おいては，鉄，生糸ならびに総平均物価の何絡下落率より

大きくないが，長期にわたって弱気の予想の安安する場合i'-:'(ì，総平均物価に比べて激しい低落を示すっ

JH本的に説明しよう。

各財貨のイ問中許上昇・ピークを基準にすると，林産物の下落率は，最低年において，木材，木炭ともに(-)

'65%の低下率を示している。このド落率は欽の(ー )86%，生糸の(ー )73%，に比べてはまだ小さいが，米

の(ー )60%，総平均:['lJJ1，冊の(ー )55%よりは大きいコ木材と木炭との下落の態、僚を比べると，木材の方がォ

り王手しまた大きなド落率をいち早く示しはじめる すなわち大正 9 年のピークを基準にした場合，木材

は昭和 2 年に(- )50%の下落率を示しているのに対して，木炭は昭和 2 年には(- )30%のド落率を示し，

昭和 5 年に至って(- )55%の下落半を示しているのである乙かかる現象を示すことの理由は，第 1 章にお

いて既述したように，両者の用途的な性情に起因するものである。

43. 如上の考察を結論づけるならば，

(1) 予想が負に弾力的な~!町陥ド落期においては，当初]の林建物価格のド落率は，鉄，生糸等よりノj、さい J

木材と木炭とを比べると，木炭の方が小さいc

(2) 弱気の予想が長期IliJにわたると，林産物価絡は，米ならびi総平均物何より，はなはだしい低落を示

す。木材と木j;;'i; とを比べると，木材の万がし、ち早く大きな{段落を示す。

(3) 静態的，ないし非弾力的な予想の場合には，林産物阿倍の受動は，紙、平均物価のうごきより鈍感であ

れ 木材と木炭とをくらべると木材の方が， ヨリ鈍感である(この木材と木炭との間の!k動の性格の差

が，後述のごとく，木炭の価格受動率をして木材のせれより大ならしめている〕 如上の各財貨の価格安

動の態様についての理論的理解については，第 1章においておこなった考察をそのまま吻合して理解でき

ょうが，この場合，鉄，生糸のf面持下落が林産物より激しいとし、ぅ」主体的考察の結果は，第 1章の理論的

考察の結果を全くうらぎるものである(わが国のような経済にあってはかかる現象が生ずるであろうこと

は指摘してはおいたが)。 理論的考察においては，生産財生産部門は，林業部門よれ供治がヨリ弾力的

であるがために，価格下落矧において，その価格下落率は小さいであろうと考えられたのであったコしか

らばなにゆえ具体的考察において逆の結果がでたのであろうかc この理由は，再三再四既述してきたよう

に，わが国経済の弱体で、あることによるのである=この具体的証明は，アメリカにおける諸財貨の価格3f
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第 34 表

~ 種類
年度~~

昭和 6 ij三

総平均
指数 米

昭和 7 年
+ 5.3: + 14.7 

105.3 , 114.7 

昭和 B 年
+ 17.3 i 十 16.6

117.3 1 116.6 

昭和 9 年
+ 16.1 1 +引 .6

116.1 141.6 
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11日未口 10 !,F 

昭和 11 年

動の態様を観察することにより知りうるが，これについては後述するコ

C 44. 昭和 7 今てから昭和 11 年までは好況期であり， 予想の弾力性は1Eに弾力的であると考えうる

この期間は昭和 6 年 9 月の満洲事~勃発を契機としてのインフレーシヨン政策にょっ開始されたものであ

ったη この期間のインフレ{シヨンは，物~mij'llH号を招来するという点カ ι らみればl七 ilt史的緩慢であった そ

れは生産資本3 間品資本のJ叫剰といった当U!j-の経済的条件に帰国すると思われる つぎにこの期間におけ

る林産物価絡受動の態燥について考察してみよう。第 37 図，ならびに第 34 炎を・見して，この期間jに

おける林産物価権益動の態主主は同じく予想の正に弾力的であった前]Ëーの大IE3 年~大正 9 年の期間のそれ

と相当様相を異にしていることに気がつくであろう 考察するとつぎのことを知りうる c

(1) 木材価絡は，景気の上昇に際して官lij絡上昇を開始するが，その当初における上昇のテンポの大いさ

は大IE3~9 年の期間の場合と同様に鉄ならびに生糸より小さいが，総平均物知Hならびに木炭よりは大でー

ある。これは前期と異なる現象である。

(2) 木村側憾の r.昇傾向は，給手均物価，米，木炭，鉄等が若干の安田jをもっているのに対して，一途

に k昇傾向を示している。

(3) 昭和 6 年を 100 として，昭和 11{ドにおける各財貨の I1町絡上昇ギをみると， 木材(+ )70.89合，米

(+ )66.6%，鉄(+ )58.4%，総平均

物何(+ )29.1%，生糸(+ )22.3% , 

石炭(+ )21. 9%，木炭(+)16.9%の

上昇率を示しており，木材価格の上

昇率が最大を示し，木炭価格の上昇

率が最小を示している。

(4) このように木炭の価格上昇率

の上昇テンポ，ならび之その大いさ

も木材より小さし大正3~9 年の

場合と，全く相異した価格安動の態

{f・ 'j:

1931 

1932 

1933 

1934 

1935 

1936 

1937 

1938 

第 35 表生産量指数の年次的推移

経、平均 1同対前年生産財!同対前年消費財間対前年
指数増減率平均指数l増減率平均指数増減率

% %' % 
91.2 I 87.2 I 一一 1

96.9 I 6. 3 I 96. 2 i 1 1. 1 97. 6 I 2. 6 

1 1 1. 9 15.5 1 16.6 1 21 .2 107.3! 9.9 

126.21 12.8 136.41 17.0 116.1! 8.2 

139.3 I 10.4 i 153 ・ 1 I 12.2 i 125.0 7 ・ 7
148.81 6.8 I 171.5 1 12.0 I 125.3 I 0.2 

1167311241 19791154!1365:89 

173.0 I 2.9 220.0 I 11.4: 125.0 -9.5 
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第 36 表 部門別工業発展の推移

工場数 l[ì~工数|生産柄、

1931 1 9 3 8 1931 1 9 3 8 1931 1 9 3 8 

(,% 入 人 ~b! 千円l 千円 % 
20 , 965 28 , C92 ( 33.9) 898 , ï92 976 , 953 ( 7.6): 1, 926 , 807 3 , 984 , 830 (106.8) 

4 , 133 11 , 135 (169.4) 仇 2691 377 , 328 (347 ・d 431 , 438' 4 , 687 , 167 (987 ・ 2)
5 , 850 17 , 570 (200.3) 1丸 351 860, 431 (443.3)1 例， 0151 3 , 821 , 881 (667.4) 

3 , 167 4 , 810 (51.8) 56 , 731 , 105 , 344 (85.6)1 141 , 713: 403 , 646 (178.6) 

3 , 389 6 , 146 ( 81.3) 1 プ2 ， 461 ， 322 , 205 (163.1) , 816 , 559 , 3, 460 , 582 (323.6) 

5 ， 2∞ 10 ， 629 (104 ・ 4) 比例 113 ， 823 (1∞ .8)1 1札 907[ 机3凶 (2瓜 8)

2 , 948 3 , 932 (33.3) 51 , 3671 63 , 568 (23.7)1 176 , 713 , 281 , 170 ( 58.7) 

12 , 567 16, 944 (34.9) 133 , 5161 190 , 697 (42.8)1 837 ， 77~ll 1, 786 , 275 (113.2) 

493 , 669 (35.7) 8 , 2481 10, 517 ( 27.5)1 14 , 7581 47 , 191 (213.3) 

5 , 719! 12 , 399 (111.5)' 89 , 9391 194 , 484 (116.2)1 184 , 4531 737 , 175 (3∞ .5) 

紛融工業

金属工業|
機械部共工業

窯業

化学工業|

製材及木製I日工業

印刷及製木

食料品工業

瓦斯及 F電気楽

その他の工業

様を示しているっ如上のようにこの期間における林産物価筒受動の態様が，同じく予想の正に弾力的であ

った大正 3 ~9{rまでの期間における態設と，相当相異した型を示しているが，この理由は，日本経済構

造の主主化による林建物jの需要ならびに供給構造の生化のうちにもとめることができる

45. まずわが国経済村lijぬの~動による林産物J需要構造の受動について考察してみようっこの期間における

発展は円為答の低落による貿易の急増〔この原因はfll3'f日 6 年の金輸出禁止による)， 国防力拡充のための

第 37 表 林業ならびにその競合関係産業

材; I産業 繊維工業 化学工業

木材|ぺ長ヤ l 生糸綿糸羊毛示組織物綿織物毛織物 1 会詩人絹 紙 パル

占百和 4

5 70.0 

67.2 1 28.1 

71.1 i 13.2 

83.2 62.6 

106.2 92.4 

117.1 122.1 

122.4 179.7 

123.8 229.5 

99.1 

101.9 

96.7 
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105.2 

101. 7 

98.4 

ヲ7.4
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165.1 182.9 124.0 114.6 
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25.6 171.2 282.3 152.4 132.6 
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15.3 40.8 96.8 96.0 1 164.4 
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154. 。

〔森林資源総合対策協議会木材価格論より)

• 



- 84- 林業試験場研究報告第 72 号

第 38 表木材需要の佐移
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軍需産菜の拡大，満洲国の建設ならびに開発という 3 つのJ必凶によったことは既述のとおりであるコこの

期間における経済発畏のJ陶1止は s その 1 は国内産業の構;ui2イヒ，すなわち消費財生産部門がその発述をい

ちじるしく鈍化しているのに対して，生産財部門がきわめて発展していることである(第35表参照〉。その

2 は輸出産業の振興であるのこの 2 つの点において林産物Jの需要構造がし、かに菱化をうけたか考察してみ

よう 1品川事斐の勃発ならびにぎÍZ輸出再禁止を契機としてとられたインフレ{シヨン政策は工業生産を刺

戟し，昭和 6 年以来いちじるしくこれを上昇せしめたc 第 36 表のように昭和 11 年においてはヱ銃数に

おいて1.4j苦，生産額において 2.4倍の増加を示している L つぎに各部門の発展の様相をみると，工場

数におし、て最もいちじるしい増加率を示したものは機械治共工業，金属了英，製材および木製品工業等で

ある τ 生産額においては金属工業を最高として，機械器JL工業が次位，ついで化学工業，ガスおよび震気

製材および木製品工菜倒的序になっている O これにたいして増加率の最低は工場数，生産額におL 、ては印

刷製本業p それから紡織工業， J阪工数においては紡織工業，つづいて印刷製本業となって 3 この両工業の

相対的な衰微がうかがわれる 1 すなわち全体としてはp 日J(;述のように消費財生産部門の発展の鈍化に刻し

て，生産部門のいちじるしい発展を示している二製材および木製品工業は，生産額の点からは 5 位である

が，これは木材製品価絡が相対的に低版であるという点よりみて，その発展の指標とはならず，むしろ工

場数，ならびに職工数の増加の方が，その発展のテンポを推察するのにヨリ妥当であろうこ

かかる点よりみるならば，この期間における製材および木製品工業の飛躍は日本経洛のなかにおいて相

対的に大であったということができょう。かかる産業構造度化にともなう木材需要拡造の菱化をさらに考

察するために，この産業附造If2化のー践を占めている木材産業，ならびに木材を原料とする人綿製紙，ま

たはパノ~7・産業，それとともに人組と競争関係にある織紘産業(綿，毛，イヒ級〉とを統一的にみれば，第

37 表にみられるように， 林産業は昭和 5 年以降逐年生産増加され，また化学工業の人絹，メルプ，紙も

飛濯がJに増加してきている二 このようにパノL プを原料とする産業がし、ちじるしく発j主してきている理由

はD'"それはわが国の産業構造が， 世界経治との問に国際分業を強くおしつけられていることとかんれん

している日本は資源のすくない後進国として，とくに加工総出貿易体制に強く規制されていたc ところ

が戦争経済はそれを脱会[Jしなければならなかったいここに国内原料で間に合う人相，スフが異状に発達し

たわけであるeJ柑3 さらに貿易の活況は，この傾向を因となり呆となり推進させたものと考えられると如

上のようなわが国経済構造の斐イヒは当然木材の需要増加をうながした〔第 38 表参照〕。しかも大正 10 年

*33 森林資源総合対策協議会木材f!ilí{各論 p. 178 

• 
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第 39 茨 木材の輸出と輸入

(t可) 車市I
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(円〉年 'ß~ 車前 出 (1弓)輸

17 , 979 , 621 

15 , 899 , 289 

17 , 964 , 244 

21 , 138 , 299 

14, 622 , 190 

9 , 953 , 786 

11 , 328 , 614 

18 , 637 , 797 

20 , 915 , 054 

23 , 737 , 935 

24 , 703 , 7-1 2 
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7¥ (1 弓〉

昭和元年
つ

3 

4 

5 

6 

8 

9 

10 

11 

12 

36 , 786 I 1 ， 2~9 

30. 48 1 19. 1 58 

188 , 758 67 , 330 

880 , 265 i 516 ,082 

1, 334 , 811 2 , 297 , 398 

7, 527 , 075 2 , 120, 470 

14 , 784 , 769 4 , 945 , 434 

17 , 804 , 925 I 12 , 271 , 606 

23 , 996 , 215 I 23 , 450 , 941 

29 , 129 , 578! 23 , 459 , 994 

15 , 326 , 716 I 43 , 476 , 259 

14 , 161 , 736 i 84 , 820 , 960 

12 , 258 , 365 I 86 , 645 , 679 

13 , 676 , 015 I 129 , 072 , 967 

19 , 767 , 420 I 76 , 781 , 157 

*劇部一日1\若林業政策(上巻) pp. 443~444 より与 1m

以来の米材輸入による内地材1r町格暴落を阻止ぜんとした昭和4， 6 ， 7 ， 8 年の木材関税改正による輸入

103 , 412 , 532 

10υ ， 804 ， 251 

111 ,008 , 179 

88 , 837 , 872 

53 ， 02 ヲ， 551

43 , 379 , 734 

35 , 029 , 070 

40 , 584 , 007 

40 , 183 , 059 

49 , 775 , 176 

.55 , 547 , 989 

64, 834 , 694 

阻止は内地材の需要増加をうながし，かつまた内地材の供給不足を相対的に増加せしめる作fIlをもって，

何絡を騰貴させる阪悶となったっ木材何絡の上昇にとって木材関税改正の意義は大きいと忠われるので以

ド少しく説明してみよう c

46. わが国は大正 9"ドまでは木材料出国であったが，同 10 年からは木材輸入国の列にはし、った すなわ

ち，大正 9 年には11m拐において 567 h丹の輸出超過であったが，翌日年には， 2 , 815 hlサの輸入超過

になった その主たる原因は，大正 9 年に針葉間材輸入関悦のほとんど全部を廃止したことにある特4 そ

してただ輸入景の 59'óを占めるにすぎないところの厚さ 2 寸以下の板類に従前のぬギを存置したにすぎな

い、大正 12 {f'の関東大震災には緊急刺j令を以て，同年 9 月から翌日午: 3 月まで製材IZにも主要建築材

桝の愉入税免税をおこない，復興建築の材料総資の抑制に資したコそのために 13 年には針葉樹材の輸入

何額が:í!] 1 低 2 千万円となり，木村をして，綿花および鉄についで第 3 位の輸入品たらしめ，昭和 3 年に

は/1 1:界第 3 位の木材愉入国となったっ如上のように木材関税の軽減政策による輸入増加は，昭和 7 午以降

の木材需要矯}Jn傾向に比較して，ヨリ緩慢であった木材需要に対して，大正 9 年~昭和 5 ， 6'Wに至る木

材何格下落の傾向をさらに助長させた主原因の 1 っと考えてもよいであろう c カ tかる状勢は民間林業保護

の見地から関税引上げの要請が発生する結果となった そして昭和元年ーからの関税の1)口重政策への転向と

なり，昭和元年，4， 5 ， 6 ， 7 ， 8 年に関税の改正木35 をおこない， 関税を漸次加重していったのであ

った J

47. 如上のごとくわが国経済構造の妥動による木材価格への影響は，林産菜の振興による木村需要増，な

らびに関税政策改正による内地木材需要増，需要に対する木材供給の相対的不足の増加により，影響をあ

たえたc これに対して木炭'H、かなる影響をうけたであろうかご木炭の場合には木材のごとくわが国経済

構造の愛動による価格騰貴劫長は，~著にうけていない かえって木炭に対する家計主休の生活緊急度

*34 薗部一郎著林業政策上巻 p.442
*35 木材関税政策の詳細については，島田錦藤著林業政策朝倉書店 pp. 102~104 を参照
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第 40 表 伐採面積ならびに造林面積対照、表

伐採

|用材々積|薪炭材々積合計材積!
|石石|石

大正 11 年 I 40 , 489 , 409 154, 914 , 711! 195 , 404 , 120 

14 I 42 , 869 , 269 I 134 , 286 , 348 177 , 155 , 167 

昭和 3 年 I 49 , 593 , 320 125 , 264 , 643 I 174, 857 , 963 

6 I 48 , 861 , 826 , 126 , 077 , 546 I 174, 939 , 372 

9 I 64 , 172 , 163 i 139 , 502 , 300 I 203 , 674, 463 

12 I 79 , 393 , 969 I 138 , 402 , 671 1217 , 796 , 640 

15 109, 544 , 967 I 206 , 066 , 252 I 315 , 611 , 219 

18 I 146, 531 , 111 241 , 059 , 306 I 387 , 590, 417 
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346 , 055 , 181 

造林面積|地伐面積

面積|
町|町 町

277 , 965.4 375 , 075.4 I - 97 , 110.0 

294 ， 612 ・ 6l 341 , 656.8 47 , 044.2 

335 , 927.1 357 , 719.9 - 17 , 772.8 

370, 07 1. 4 342 , 319.0 27 , 752.4 

444 , 429.5 386 , 454.2 I 57 , 975.3 

462 , 886.9 371 , 424.8 91 , 462.1 

580 , 052.7 421 , 360.9 158 , 69 1. 8 

758 , 223.0 245 , 687.0 

729 , 426.0 417 , 173.0 312 , 253.0 

184, 141 , 031 I 695 , 553.0 i 473 , 62 1. 1 221 , 931.9 

216 , 029 , 267 I 761 , 225.0 I 397 , 296.2 363 , 928.8 

f嶺一三著 「日本の森林資源」 より引fIj)

は，需要弾力性の&化にみられるごとく *36 木材とは，逆に昭和 2 年以降漸次軽減していっており，この

面より木炭需要は減少してゆくように思われる c すなわち木炭価格上昇の傾向を促進させる要因は木材ほ

ど顕著でないニ最後に林産物9 (木材と木炭〉価格に影響する林建物の供給構造について考察してみよう

48. まず結論よりのべるならば，この期間の林産物価格機i'l'1;の当主化に対しては，林産物供給構造は影響を

もっているほどのZE化を示してはいないということである J 林産物f州各機構の変化に対して，供給構造が

大きな影響をもつようになったのは第 2 次世界大戦中あるいはその後て、あった このことを窺知させるも

のとしてp わが国における楠伐の准移をみてみよう。第 40 表のように，昭和 3 年までは造林面積の方が

伐床面積より多かったが，それ以降は逆に伐採面積の方が多くなっているが，供給不足を明確に意識しは

じめたのは，昭和 15 年以降からであった。以上のようにこの期間におけるわが国経済構造の定化は，こ

の期間の林産物価格Æ.'動の態様をして，同じく予想の正に941力的であった大正 3~9 年の期間における林

産物価格の斐動態様と相当異なった型をとらしめているのである。

その 2 のCl J を総括するならば，赤井英夫氏判7 は，第 1 次W<:洲大戦以降の材価!2動は，以前と兵質

的なものであること，大戦以降は同ーの質的展開をとげているということを指摘しておられるが，さらに

林産物価格斐勤の態様をみると，第 1 次大戦勃発~大正 9 午と，昭和 4~11年の両期とは，異質の林産物

価格縫構をもっているように恩われるつ

[ 2 J 49. 最後の具体的考察として， 如上の各

期における林産物fl日 1i格安勤について，イ也財貨の比

較において考察してみよう。このために何治安動

率を利川する f州各i{é動率は，大正 2 年(1913年〉

~昭和 11 年(1936年)間における平均叩Ií絡をも

って侃差を割った，きさイt係数(!2具係数 coeffi-

第 41 表 アメリカにおける諸財貨の価絡Jn:動率

諸財貨 l 平均値{吊 差何格Jl1í効率

総平均物価 94

m 造鋼 103

煉瓦及タイル 83

総建築材糾 i 90 

木材 86

農産物 j 98 

22.9 I 24.4 

28.9 I 28.1 

23.3 I 28.1 

20.7 I 23.0 

26.5 I 30.8 

34.4 35.2 

cient of variation) をもってあらわした まず (注本表は第 42 .::};ぐより計算した)

*36 第 3 n~~ 第 n主参照

*37 赤井英)(著東京深川市場の材官lli~動の統計的考察林業経済第 53， 54 号
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第 42 表

日11
brick all farm Structural 

Y.ear buildinπlumber ι;~''':. and tile I products 'UUW~， steel 
marena,s 

19 13 56. 7 38.9 i 7 1 . 5 54. 0 77 . 1 
1914 52.7 i 38.8 i 71.2 49.9 60.0 
1915 53.5 I 39. 1 7 1 .5 48.7 65.3 
1916 67.6 42.1 84.4 55.1 128.9 
1917 88.2' 50.2 129.0 72.2 190.8 

1918 98.6 66.7 i 148.0 83.5 153.2 
1919 I 115.6 91.9 157.6 113.0 128.7 
1920 150.1 118.4 150.7 165.2 144.4 
1921 97.4 105.4 I 88.4 88.9 104.4 
1922 I 97.3 99.4 I 93.8 99. 1 88.5 

1923 I 108.7 1凶 .6 98.6 I 1 1 1. 8 123.7 
1924 102.3 I 103.4 I 100.0 1 99.3! 114.2 
:925 101.7 100.1 189.8 100.6 I 102.2 
1926! 100.0: 100.0 I 100.0 100.0 I 100.0 
1927 I 94.7 95.7! 99.4 93.1 94.7 

1928 I 94.1 95.6 I 105.9 90.5 95.2 
1929 i 95.4 I 94.3 1 104.9 93.8! 98.1 
1930 I 89.9! 89.8 I 88.3 85.8! 87.3 
1931 79.2 83.9 64.8 69.5! 83.1 
1932 I 71 ・ 4 77. る 48.2 58.5 I 80.9 

1933 I 77.0 I 79.2 I 51.4 I 70.7 83.1 
1934 I 86.2 90.2 65.3 84.5 90.8 
1935 I 85.3 89.4: 78.8 81. 1 92.0 
1936 I 86.7 88.7 80.9 I 84.5 I 95.0 

*1 Whalesale p1 ice U. S. Dept Lab Bur. Lab. Statis. , 

Bull. 464 (1929); 572 (1932); serial R 700 (1938) 
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わが国の価格斐動の特徴を，ヨリ

よく理解するために，アメリカの

1illî陥~WJの態様を考察してみよ

うーアメリカにおける初日寸貨の何

格~ll)J率は，第 41 表にみられる

ように，農産物が 35.2 で最大，

ついで林産物 30.8 ， j~~泣鋼，煉

瓦およびタイルともに 28.1 ， つ

ぎに総平均物価の 24.4 の阪であ

る。このようにアメリカにおいて

l主農産物，林産物の11m絡~効率は

工業品あるいは一般物価の~動率

より大である c この理由は農産物

ならびに材、産物の需要の22動の大

きいことに起因するのでなく，第

lJ'者において指11持したようにDl~*合

の硬直性によるものである これ

については， G. S. シェフア{ド

が統計的に分析されている *:J3 また農産物の何椅

if:動'fSが，林産物のそれより大であるのは，アメ

リカにおいては，需要に ~C\ずる供給の硬庇性が農

産物の方がヨリ大きいことによるのであろう。如

上のようにアメリカにおける』渚財貨の何格安窃jの

態;僚は，第 1 章でのベた理論的領事~によく吻合し

ている。

っき‘にわが国における消財貨の価格変動率をみ

ようコ第 43 ~炎にみられるごとし欽 62.4 でー

毒大きしついで生糸 41. 4 ， 木炭 38.1 ， 木材

36.2，米 31. 7，石炭 28. 1，石油 27.2，述平均拘何 26.9 の11前序である 材、産物，ならびに農産物は，

石炭，石油，総平均物価よりはるかに大であるが，鉄，生糸よりは/J、さい J 林産物ならびに農産物が石炭

石泊，総平均物価より大きいことは，申すまでもなしその供給の硬直性の大であることによるのである

が，鉄，生糸がアメリカにおける場合と異なり，非常に大きいのはなにゆえであろうカ t このことはすで

に再三独れてきたように日本経済の弱体性によるのである。

如上の観察から，わが国における林産'均価格の景気的受動について結論するならば，その価格変動は，

*38 G. S. シェフア{ド著農業総合研究所訳農産初価格分析常東京大学出版会 pp. 27~39 

本書においては，農産物と工場生産物とについて統計的分析をおこなっているが，林産物の場合も

農産物と同様であるので，分析は省略した3
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その供給条件の硬直性に加うるに，全く不安定的であったわが国経済変動に影響され，鉄，生フれはどでは

ないが，相当大きな斐動をしてきたといえよう。

第3章結 語

50. 林産ー物価格に関する研究は，林業政策の面においても 3 また林業税営の面にとっても必要な併究て‘あ

ることは申すまでもあるまい。 本レポ{トは， カφ、る要請にこたえるためにとりあげられたものである

が，この研究の喝つの結果として，私の得たことは林産物価絡の変I功が全く激しいということであった。

このように林産物'fí!ij絡が激しい斐動をとるかぎり，林業経自は必然的に投機(iI，Jにおちいらざるをえないc

いくら政府当局が，経営の有利性から，または国土保安上から生産保読経営の合理性を強調しでも，現在

のわが国の経済が，大なり小なり何格をマグロ的経済機構の指標とする資本主義経済機構であるかぎり，

かかる林産掬価絡の激しい受動は，経蛍主体をして一定の経首形態の採用を拒絶させ，投機的経営に導く

であろう。わが国の林業政策の中心が，森林資源の保続ならびに生産力の増大にあるかぎり，林産物価格

安定政策の必要は大なるものがあるであろう。私はかかる認殺を，この研究を通じてさらに強めたことを

指fI首し7こ L 、。

つぎに本研究について反省してみるならば，理論Wi造自体短期理論的であるヒツグス，ランゲ理論一一

ランゲは理論の長期化を企図しているが，かれの則論構造自休の性格より短期的理論の範鴎より脱してい

ないーーを主として援用して， 長期的なわが国のlfilJ態経済における林産物価絡&動の態様を分析したこ

と，ならびに私の考察自体の拙劣であること(前者よりこの原因の方がヨリ決定的なものであろうが)等

の理由で，本レポ{トには幾多の欠点およびものたりなさを感ずるであろう しかしながら林産物価格研

究の一里塚にならんとした私の企図は認められるであろう 3
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第 6 編林産物価格形成の性格

第 1 章開 題

1. ヒツクスならびにランゲの斑論模型において，動態経済の模型を構成する要因である，別言すれば動

態経済としての'1;[:簡を附与する予想の弾力性 (elasticity of expectation) は，林産物何倍の場合におい

ては滋j主的であり，したがって動態経済における林産物価格形成の態様は価格の追随者 (price follower) 

として，他の何裕子想のヨリ弾力約な物財価格の受動の影響をうけ受動的に変動したのであったこそれゆ

えírllî格予想、の弾力仰といった観点よりみるならば窃~Jl?;給済における林産物価絡の愛玄bの態様は比較的安定

松平均物情

鉄

石 炭

石 1由

g二 糸

米

木 材

木 炭

第 44 表

平均似 偏差 価斐動格率
89 I 23.9 26.9 

147 : 91.8 I 62.4 

96 27.0 I 28.1 

94 25.6 27.2 

80 33.1 41.4 

77 24.4 31.7 

101 36.6 36.2 

83 31.6 38.1 

性を示すであろうことを思わせるが，実際には前稿でのべた

ようにへ各種予想の弾力性の結合としての長期間における

林産物価絡笈動の態様は激しいものがあったうこれについて

再説してみよう c 各種物財の価格受動の態様を量的にJ巴援す

るために，平均価格をもって偏差を割った受異係数 (coeff

cient of variation) をもってあらわした価絡受動ギを，大

正 2 年(l913)~昭和 11 年(1937) を対象として計算してみ

ると第 44 表に示されるように林産物価格安動率は欽，生糸

よりは小であるが，総平均物価5r動よりはるかに大きな受動

をしている

2. この理由は松市命するならば林産物価怜形成が本質的に不安定的であるがためにはかならなし、。本質的

に不安定的であるがために何絡予想は本質的に静態的であるにもかカわらず他のヨリ弾力的である物財の

浸動が林産物価怖に波及してくるとき他のヨリ予想の弾力的である物財側絡の斐動よりかえってヨリ大き

な価格安動を示すのであるコ林産物価絡形成が本質的に不安定的であることの主要因として前稿において

は，林m~初需要のヨ1;弾力性ならびに供給の硬直性とをサヂエストしたが，本レポートにおいてはこの問題

について理論的に統一的に考察することにする。しかしてこの課題に答えるためには，すなわち本質的な

林産向価格形成の性格の解明の企図は静態経済における林産物価櫓形成の不安定性の問題を検討すること

にほかならない。静態経済の f吐県とは無時間的な経済iLl:界であり，そこには予想概念は存在しない。ラン

ゲの模型をかりれば異時的代替効呆 (intertemporal subsitution effect) の存在しない i仕界である。真正時

間的な静態経済においてはいわゆる貨幣は存在せずただ単に交換手段としての貨幣であり，ワルラスのい

うニユメレールが価値交換手段として存在している。すなわち静態経済機構はニユメレ{ルを基準とした

価格機構である。

3. 林産物価絡形成の性裕一←安定性または不安定性一-1こついて考察する前に，まず価格機構の安伝性

ならひ、に不安定性について若干説明してみよう。本レポートの考察する世界は使主1:的に安全動争を前秘と

する場合のみについて行うが，本質的な林産物価格形成の性格の解明そ企図する本レポートにおいてはこ

れでその目的'1r-]主しうるであろう。

ネ1 第 5 編参照
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第2章静態経済における価格機構の安定性

4. 1'1か態経済における何倍機構(厳密には価値機WD の安定性に関する問題は， 1交換の安定」の門題に

ほ力、ならない。それでは交換の安定また不安定とは何か。まず 2 ï'Jî，市の交換の場合について説明してみよ

う。 XY2 財が交換されるとき，均衡条件付quilibrium condition) とは， X財の需要と供給とが等し

いことであり，安定条件 (stability condition) とはY財によって iil日られたX財の 11m絡が下訴すると， X

財に対する需要がXR寸の供給よりも大となることであるごすなわちX財がY財に対しては相対的に安1il1î~こ

P 

主D

。

第 38 図

且

なったときX財に対する需要がY財の供給よりも大となれば， X財の

何絡を相対的に高める傾向を生じ，それはX財の需要を減少せしめる

とともにX財の供給を増加せしめ，究{伝的にはX&オの需給の均等を復

元する。よってかかるときは安定的である)し泊、らざる場合は不安定

5 である J なお，如上の安定条件と均衡条件の説明はX財の状態にょっ
て表現されているが， X財と Y財との関係はシンメトリカノL であるの

で， Y財の状態によって説明しても全く同様である。いま任立の何格

における需要と供給の差額を超過需要 (excess demand) と名づけ

る。これを図示すると第 38 図のごとく ED rUI線となる J すると如上

の定義はつぎのように表現することができる J すなわち均衡条件は，

超過需要が零なることであり， 安定条fl二とは ED f出来が右ドりであ

ることである。超泊需要は縦軸方通らその左右双方に測られる J すなわち超jß~-r;~要の負債なるときは軸の左

側に，正ii立なるときは縦軸の右1W1に ;1\11 られる J したがって超過需要曲線は均衡点ìこおし、て縦車Ih と交わるコ

如上の交換の均衡ならびに安定に関する説明ば 2 財の均合についてであったがー方をニユメレーんにと

ることにより多数財の場合に一般化しうるコ (この場合には実際には問題は非常に複雑化するが，本レポ

{トにおいては考察を簡単にするために省111存する。〕

第3章静態経済における林産物価格形成の安定性

5. 第 2 5:空においては超過需要の概念によって均衡条fj:と安定条件とを規定したが，木煮におL 、てはさら

に考察をすすめて本題にはし、ろう。本1[(1 の考察においては，問題を一般化するために林産物とニユメレ{

J~ との関係において論究をすすめる

林産物古川:各形成の安定性に関する考察は，林産物価陥没i化の超過需要に及ぼすがJ来をヒヅグスのE理論武

器である所得効果 (incom巴 effect) と代替効果 (Sl日bstitution effect) とに分けて考察することによりお

こなわれる。

6. まず林産物価格の下落の場合より考察をするコかかる場合代替効果は次のように作用する G 林産物の

完手はp 林産物jの相対価格が下落したのでなるべく自分の所有している林産物の使用増加をはかつてニユ

メレ{ルの使用を節減するごすなわち，ヒツクスの表現をかりれば，売手は「林産物によってニユメレー

ノしを代替する J それゆえ代替効果は材産物の留保需要相を増加させ，したがって売手側よりの林産物供

給を減少させるであろう。一方買手は当然林産物によってニユメレ{んを代替する傾向を生じ，その結果

*2 留保需要というのは売子が自己所有の物財を留保しておこうとする量である。
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買手jHlJ よりの林産物j需要は増加するであろうっこのように代替効果によっては林産物需要は増加し，逆に

供給は減少し，したがって林産物の超過需要は増加し，林産物価格機構は安定を思わせる。しかしながら

所得効果を考えるとき林産物価待機iJ与は不安定的なt'.H各を旦示する。まず買手1fliJにおける所得効果，すな

わち林産物需要における所得効果を検討してみよう c 林産物の価絡下落は買手を有利にする勺すなわち林

産物の佃絡下訴は買手1!1IJの実質所得増加を発生するらそして普通の場合林産物需要の増加を生ずるのであ

るが，林産物の場合にはこの所得効果による需要増加はそんなに大きくはないと思われる)なぜなら(王林

産物jは生活必需品であるので(この斑由だけで林産物の需要の弾力性が小さいと断定することには問題が

あり，なお今後の{iJf究にまたなくてはならないが.林産物価格の不安定性を論ずる本レポ{トにおいては，

要は林産物需要の弾力性が小さいとしづ事実だ:ナでよいわけである)消費者の実質所得増加はそのまま林

産物の需要増加としてはあらわれないからである。かかる林産物需要の特質は林産物J需要弾力性係数と L

て量的に把握できる柏 木村の需要弾力悦係数料以昭和 2 ~12 牛ーまで約 O. 7~-0.3 の大きさ， 木

炭的は，昭和 3 ~13 :;1ーまでだJ -0.7~-0.2 の大きさを示している)木材ならびに木炭ともに需要の弾

力性は小であり，それゆえ林産物価絡下落はそれほど大きな需要増加を主じないわけである つぎに林産

物価俗ド落は所得効果・を通じて供給側にL 、かなる影響をもたらすか考察してみよう。 供給側iこえげる所得

効果とは林産物何絡がド落すれば販完収入が減少して完手の経済状態が忠化するので，イM('~1l!1jは供給を減

少させるどころか逆に供私を増加して自己の家計収入を維持せんとすることである c かかる所得効果の発

生は当然佃絡機栴を不安定化する判。

7. 林産物供給にはかかる不安定要因としての所得効果が発生するであろうか。結論よりいうならば林産

物供給には所得効朱・が安定要因としての代替効果を完全に圧倒しさるほど強くあらわれるとは断定できな

いが(実際にはカの a る現象は生じないであろう)， 少なくとも林産物価格下落による供給減少の安定的傾

向を非常に脱出していることは否定できないところであろう(このことは木材より木炭生産の%ー合にヨリ

明白であろう〕 つぎにこの間由をあげてみよう。

ヒツクスが彼のJ!ITf市iにおいて指摘しているように，供給せんとする物財の販売収入が林産物供給主体の

家計中に占める割令が大である場合には，不安定要因としての所得効果が供給側に生ずる可能性が大であ

る c さらにカ寸L等が一般に経済的に弱体である場合にはこの可能性をつよめるのである r 林産物価絡下落

における供従drilJの不安定要因の 1 つはこのうちに見いだしうる たとえば木炭の場合について福良県町村

都祁路村ド道内部訴におけるー調査例を示すと第 45 表にみられるごとし家計所得中に占める裂け:収入

は各山林所有規模を通じて概略して平均 38% くらいの割合を示しているが，この部落の総製炭量の少な

くとも大半は山林所有規模5 町歩以下の階!??より製炭されているので，したがってこの部溶における製炭

者の所得中に占める製炭収スの割合は少なくとも 40% 余であるといってもよいであろう。

また木材の場合について東京都西多摩郡小宮村の調査例をあげると，第 46 表のように当村木材生産量

の 80% 以上を占めている第し第 2 成層においては，各家計収入の約 50% を占めている二以上の具(本

例は特殊的な例ではなしわが国の林産物供給における一般的特徴を示すものというてよいであろう τ

以上のように林産物の需要の性格ならびに供給における所得効来の発生は林産物価格の下落の場合hこ P

*3 第 3編第 1 章

河岸線卓郎著 「本邦に於ける木材需要函数導出に演する研究」 第 61 回日本林学会大会講演集
*5 第 3編第 1章

ネ6 井上竜夫著 「農業生産に於ける価格の様能」 農業経済WI究第 23 巻第 3 号
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需要増加をそれほど大きくは発生せしめず，また供給i成もあまり大であるとは思われないのでーーかえっ

て供給が増加すると L 、った現象は生じないとしても一一結果的;こは超過需要をそれほどには増加させず林

産物価絡機梢は不安定的である ーーもし結呆約に超過需要が減少してゆく場合には完全に不安定であ

る。(次にのベる (d) の場合〉ー-

1ì11i絡下落の場合における林産物価格形成の事情を簡単に表現すればつぎのとおりであるヘ

i 買 手 需要増加(1)
代替が正一1 ー超過需要増加l

一売 手一供給減少(2)ー

貸手有利一一需要増加1(3)ーl ー(3)>(4;超過需要増加
所得効果ー

先手不利一一供給増加川一 一(3)く (4)超泊需要波少

交換が完全に安定である場合には，

( a) (3)=(-1) ま 7こは

(b) (3)>(4) 

の 2 者であり，交換が不安定的傾向をもっている場合には，

(c) (3)く (4) なるも (4)-(3) く(1)+(2)

これに対して完全に不安定である場合は，

(d) (3) く (-1) にして，しかも (-1)-(3)>( 1) +(2) であるコ

林産物価絡下落の場合は， (c) または (d) であるが，普通 (c) の場合が多いであろう

8. つぎに林産物価憾の1滋貴の場合についてのべようここの場合は価格下落の場合と同じような考察を行

いうるわけであるから簡単に触れようこまず林建物需要にいかなる影響をあたえるであろうかミこの場合

も前述のように林産物jの需要弾力性の小さいことより窺知しうるように， 1.而格IJ.遊資による需要i減少は極端

に大きくはあらわれそうに思えない，また供給はし、かなる影響をうけるで、あろうか。代替効裂は当然供給

増加を生ずるであろうが，この効呆による供給増にも限度がある。これは林産物供給にはその技術的生産

過程の点よりみて供給の制約があるからである)この制約は所得効果を考えるとき一層強調されるこ詳述

しよう υ 供給のかカ、る制約は，究倒的には原木供給の制約である。原木供市fi者である山林所有者は資本主

義経済においては当然利潤の追求を最終目的としていようが，かれらは山林経'冶の特徴よりし、って，かれ

らの山林の保続を大なり小なり考慮していることは諜りないところであるじかカ a るかれらの欲求は林産物

価絡!騰貴における林産物供給増を制約する。しかも所得効呆の発生は究械的には山林所有者の所得を有利

にし，かかる傾向を増強するのである}かくて供給は硬直的にあらわれる】如上のように価絡Il~貨の場合

にも需要，供給の阿作用は超過需要を逆に増加させるといった現象は生じないとしても，少なくとも超過

需要の円滑な減少を阻害し，したがって何絡機構は不安定的な傾向をもっている。林産物価格1I長貴の場合

について要約すれば，

買 手一一需要減F少(1)一
代替効果 一超過需要減少

一売 手一一供給増加(2ト

買手不利一一需要波少(3) 寸3)>(4) 超過需要減少
所得効果ー

l 売子有利一一供給減似4;-1 →3)く(4) 超過需要増加

そして交換の安定である場合は，

(a) (3)=~-1) 

*7 佐藤豊三郎著 「ヒツクス経済学研究J 137~156頁
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(b) (3)> 仏)

交換が不安定的傾向をもっ場合一一結末千|甘には安定であるが一一

(c) (3) く (4) なるも (4)-(3) く(1) +(2)

これに対して交換が安全に不安定なる場合は，

(d) (3)く(-4)にして，しカ、も (1) ー (3)>( 1) +(2) である。

林産物の場合は， (c) 又は (d) が考えられるが普通(土 (c) であろう。如け本産物の需要ならびに

供給の質的性絡の点より，材、産物何除機HlIの不安定性を説明した

9. i木産物flm絡形成の不安定性は以上のような需要ならびに供給構造のけ怖のほかにつぎのような本質的

な特質により，ヨリ強化される c これについて説明しよう 3 これは林産物;{JJ;給にタイム・ラツグの存在す

るということであるつこの特質は林産物fùlii'各形成の性絡を畑、時間的な静態経済の模型!のうちで考察する場

合においても，その木質的な特散を:HIT解するためにはネグレグトできないものである♂このような特買を

もった物財の側椅形成のメカニズムを説明するものとして，第 3 編でのベたごとく蜘蜂の巣の理論 (Co

bweb theorem) がある η

i本産物倒n惰形成における供給のタイム・ラ γ グはつぎの 2 つの存在形式がある J その 1 つは林産物の原

木育成に長期間を必要とすること乙 原木育成に要する期lffは農産物の比ではなく全く長年月を必要とす

る。その 2 は林産物の生産から市場まで長期間を必要とすることである 木材の場合は原木購入より市場

まで供給するに半カ年~l カ年を必要とし，木炭の場合には原木伐J采から市場まで 2 週Im~3 j)，\j聞の長期

間を.Jl、要とするのカか、カか、る j林本産物側格7形f診~Jl成Eの特質はつぎの点て

付川) 供給における夕イム.ラ γ 宇グ.の存在lは土如上のように峡的蜘[日l殊の巣E斑坦論形式のf何而格形式をとるが， カか、ゆカか、る

7形診式で、示される 11何11川川11可Ij絡形成lは土自 f体本不安定的要因をもつている なぜなら lぱf蜘膨矧蚊tの巣珂到!論の逮f行子は市場参力加H者

の試f行T~烈l時12差主の方法によつて遂行される。しかして試検煎差の方法は陥 rl~模索にもとづいておこなわれるも

ので本質的に不安定な性降をもっているのである。

(ロ) 前述の蜘rJtI，の巣盟!?命においては時間の経過するにもかかわらず，生産と需要との条{牛が不安である

ことが前秘せられていたが，林産物jのごとく供給に非常に長期間を必要とするものにおL 、ては需要ならび

に供給ともに不動ではありえず両曲線が~化し，ために林産物価絡形成は比較的に供給のタイム・ラヅグ

のヨリ短い物財の蜘!除の巣理論的価絡形成より不安定的悦絡は濃厚である。

10. しかも林産物沙ぷ通機1'1'11に存在するイ中良人の投機的活lIWt土，林産物価格形成の不安定性をさらに激化す

る cそしてこの結果は，供<<~~側の試行l誤差の意欲を萎縮せしめ，したがって供給の硬直性を増強させている。

以上の現由のほかに林産物供給主体の呼l没する('呆守的雰問気!:L さらに供給の硬直性を強化し，林産物

価格形成をヨリ不安定化している

第4章結 言吾

1 1.以上林産物価格形成の本質的な性絡について静態経済の慎型のうちで考察してきたが，かかる林産物

価格形成の本質的な不安定的性格は，その価格予想、の弾力性がコンベンシヨナルであるにもかかわらず動

態経済において激しい斐動の態様を示す原因となっているのである。本レポートの考察は相当抽象的であ

り，具体的論証の不足の非難をうける恐れも多分に存在しているであろうし，また林産物といっても木材

と木炭の場合では相当相違はあろうが，本レポートはつぎのヨリ具体的，ヨリ論理的研究のためのヒボテ

ーセ、になることを企図しているわけであり，この点において如上の非難は回避できょう。
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第 7 編木材供給の不安定性

第 1 章開 題

1. 本調査の立図は経営主体の調査を通じて，林産物価格形成における不安定性の要因としての供給の不

安定性について， J-L休!切に明白にせんとすることであるつ

2. 本調査対象として東京IH~西多摩郡櫓原村を選んだことは，本村が調査地として非常に地l.'Ql約に使利で

あること，本村は私有林業地として寸ぐれた青梅林業の一環にあることの理由による《

つぎに表式&，'，J査の結栄と，その分析にはL 、る前に，調査地である檎情{村の概況に触れておくことが便利

であろうー

第2章構原村の概況

3. 都心から電車で約 1 時間，中央線立川駅で青梅線にのりかえ， 30 分ほど乗車すると武蔵野の両辺拝

島駅に到着するが，これよりふたたび五日市線にのり約 30 分ほどで終点、武蔵五日市に着く，拝!:;;より五

日市町まで電車は起伏している畑中を進むが，遠くには，嘆しい奥多摩の山々を望見することができる。

拝島南万でも多摩川は秋)11 と奥多摩川iこ分岐するが，この両川|に沿うて，す守れた林業地として有名な青梅

林業が成立しているのである。

檎「可(1'、「はtß\川に ì{) うて fl'Z立している青梅林業の最西部地借に位置している。すなわち，武蔵五日市町よ

り，奥多摩の美しい主党流秋川に沿うて走っている街道をパスで登ってゆくと， 1漸次みごとな山林が日近に

たちあらわれてくるのそして約 3 里ほどのぼってゆくとパスは終点櫓原村本宿部落に到着する。本宿百ßf震

は情原村の最東部に位置しており，ここに村役場，郵便局，農業協同組合，森林組合，西多摩地万事務所

W ーーヰーーーーーーー ーーーーーーーーー一一一ー 一一ーーー -E
林務部1曾原分室... .とし、った各種機関

団体が存在している。1fH家もあちこち

に華子を立主べており， この部落が当村の

中心地であることが窺知できる。

主 ; 興予摩山系〆\
AK Z 耕旭段階=:t__

1000 ヤ_/I~ ~l.o00 

。 1000

第 39 図

1.000 

5000 15，000 判

500 
秋川流域青有J}林業地における当村の

地環的環境を明らかにするために秋川

流域標高図をみると第 39 図のとおり
太[lJ {~r太郎著引用文献判より号 l用

三トウ山

5000 

'1 
であるつ

すなわち，青梅林業地としては，秋川流域の最上流

材?ケ止 地帯に位置し，その耕地分布は，海岸地帯から 600米

100CO M 

の所に存在している c 地勢は西に三頭山(南秋川の水

源地)，月夜見山(北秋)11の水源地)，御前山を経て本

君i川、河内村および山梨県北都留郡西原村に，南は熊倉

山，三国山等を経て山梨県北都留君iふ西原村，神奈川県

第 40 図 太田研太郎著引用文献料より 51用 津久井君ß佐野川村，東は臼杵山，馬刈山等を経て南多
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第 47 表

種 it'i I 木材木 炭 寸~_;

;m 陸稲大麦ノj、変甘藷馬鈴薯苑蕩
白
懐依東

6 , 250 118 , 500 200 ， OC コ

万
∞

万
ω

〆
12 , 000 

円
300 

万
360 

石
数 昌平 30, 000 

円 l

単位イillî絡 2 , 500 

万
7 ， 5C コ

円
320 

守
印丹

、υ

石|石|石|
17 499.4 177.6 

円 1'11 円円
40 10, 000' 5, 500 6 , 000 

万万万
17 2 ， 746 ・ 7 ， 1 ， 0仏 6 1

〆〆
90 , 000 50 , 000 

円円!
40 40 

万万
2∞ 4， 147 ・ 51

万
∞

摩郡恩方村，本郡下ゴ倉村， ノト宮村にそれぞれ接続し， 二Iじは大岳山内山脈を経て本君ß氷川村に隣接してい

る。国債はがJ8 千 4 百町J歩であるコ

当村内の地勢は，ノ第 40 図のように中央を東西に山嶺が縦断し，村を南北に分けているつそして北部と

南部には上元郷市;落より分岐した[印，) 11 と南秋) 11 とが，それぞれ東西にわたって決めてしる。

当村の地目別面積は宅地 9 万坪，畑 217 町，山林会の他 8 ， 153 町歩である υ

当村の生産物をみると第 47 表にみられるごとし林産物生産が，当i'、j の経済において中心をなしてい

ることを矢口りうる。

当付の人口を昭和 28 作度にみると，総人口 6 ， 160人である。村役場の}I[当者の話によると，最近の人

口増加[率(移転ならびに自然増加を含む〉は(苧滞的だとの話であるが，この現象は戦時中の政開者の引上

げと当村の経済構造の停日!?に起因していると思われる。

以とが当村の概況であるが，つぎにわれわれの行った淵査の方法について説明しよう二

4. 当付は非常に大きな面積をもっているので，特定の部落を選定して，その部落の山林所有者に対して

調査をおこなうことにしたノ調査部落としては当村でも大きなJlì材林主産者のすんで、いるとし、う本宿，上

元郷，笹野の 3 部落と， 1M炎林生産者の多くすんでいると L 、う上数罵， ド主主馬の 2 部落を選んだ 地理的

にみると市 3 者は当村の東部に位置し，後 2 者は当村南部の西端に位置している。調査のとりまとめは部

落別におこなわず，山林所有規模別におこなったごそれは山林所有規模別の立木所有者の行為{業式を誠査

せんとしたからである J 山林所有規模は別にこれといった別 r:!:lはないが，大まかに大，中，小経営に分け

ることを目的として， 51吋歩以下， 5 町皆、から 20 町歩まで， 20 町歩_L)トーの 3 つに区分して考察したコ

第3章調査の結果について

5. ~rJ述の者\í合上 20 町歩以上を第 1 階府， 20 町歩ー 5 mr)かを第 2 階Ir"I ， 5 mT歩J;)、下を第 3 階層と呼称

する。訓査戸数は，第 1 階!日 11 戸，第 2 階肘 10 戸，第 3 階同 16 戸合計 37 戸であるコ

つぎ;-各階層の溢済的特徴についてふれてみよう。

まず各階!留別の土地所有状況につし・てみれば，第 1 階層では平均山林所有面積 61. 65 町歩， 畑 6 反 3

畝，第 2 階層は山林 8.47 町歩， :J:m 4 反 5 畝，第 3 階闘は山林1. 33 I可歩，畑 4 反 9~r、を所有しているコ

家計費をみると，月平均第 1 階!刊では 28 ， 910 円，第 2 階層 15 ， 350 円，第 3 階川 13 ， 310 円を必要とし

ている。

かれらの家計費中に占める林業の位置を観察するためにつぎのよー式訪j査をおこなってみた。

(1) あなたの家では最近 1 :年聞に林業関係で現金牧入をあげていますか。

イ，いる ロ，いない}
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イ2) 林業関係で枚入をあげているとすればそれはいかなる種類のものですか。

イ，立木の~JL却dこよる収入 ロ， f党出事妻美dこよる収入 ノV 製炭iこよる収入 ニ，他人の山vこ[動き;こで

てえた収入じ

(3) 家計費のうち林業関係からの枚入でまかなっているのはどのくらいて.すか l

イ，全部ロ，大部分ノV 半分くらいニ，一部分ホ，なしコ

(4) 林業関係からの収入はおもに何に使っていますか， 2つの時は順位をつけて下さい。

イ，家計費 ロ，林業総連費ノ、，農業経営費 ニ，その他の事業費 ホ，冠婚葬祭litz へ，建築資

ト，ぞの他。

その結果はつぎのとおりて‘あった。

第 1 問については，第 1 階層では，いる 73~占(したがって，いない 27%) 第 2 陪何では，いる 70%

第 3 階層では 50% である。

第 2 問については，全体の 82% が，イ，立木の売却;ょよる収入であり筏り 18% は解答なし 第 2 階

層では，イ， 70%，ハ，製炭による収入，ならびに，ニ，他人の凶に働きにでてえた収入，のおのおのが

10%である c 第 3 階層 Cは，ノ" 50%，ニ， 10%，回答なし 309ó である〈

以上の粘J誌を 1契約すると，経営規模の大となるにしたがって， iヰ;莱収入の家ず1.費rl~ι占める割合の大き

くなっていることが知られるつしかも同じ林業収入と L 、っても山林所有規模の大きい陪!起では，土木正却

による収スであるのに，小経蛍規模潜!丙では立木先却による収入は全く減少し，これに代って，裂すさ収入

ならびに，他人の山に働きにでてえた収入になっている。このことは上述の十点k所有状刈からも推定しう

るところであろう

第 3 間では，第 1 階層においては，ロ，大部分が 55%，ハ，半分くらいが 18%，イ，全部i，ニ，一部

分，ホ，なし，がそれぞれ 9% である〉 第 2 階!村では，ロ，ならびにニ，が各々 30% ， .，ホ，がそ

れぞれ 20%であった。第 3 階層でほ，イ，ハ，ニ，がおのおの 25~{)，ロ，ホ，がそれぞれ 12.5% であ

ったけすなわち上階層では，大部分林業収入に依存しゃ口、るの;こ， T階層で;土林業収入に依存し(\.、るも

のはすくない しかし第 1 階層では全部休業収入に依存しているものがすくないのに，第 3 階層に至って

土じ較的多くあらわれているのは，第 3 階層では， 1ll~1実，他人の山への出践によって収入をえているものが

多いということと軌十ーにしてし、るものといえようっというのは，かれらのうちには土地とかの生活の場

をもっていないものがあって，ために生活の全部を山仕事に依存しなくてはならないのであろうー

第 4 問に移ろう J

第 1 階何では，イ，家n.費 45%，ロ，林業i淫常設(再造林資を含む) 45%，ハ，農業J尚'ì~t主 l09'b，第

2 階層では，イ， 47%，ロ， 40%，ホ，冠婚葬祭費ならびにへ，建築費がそれぞれ 6.5%であるニ第 3 階

層においては，イ， 63%，ニ，その他の事菜費 25%，回答なし 12.5%であるコこのように第し第 2 階

層では家計費と林業経営費とがほぼ同割合を占め，しかも，両者で支品の大半を占めている。これに対し

て第 3 階層では，イ，家汁費が過半を占め，ロ，林業経営費の支JjをしてL 、るものは 1 人もいないっこの

ことは上述の階層別土地所有状況ならびに階層別収入の内訳の調査より明らかであろう c つぎに第 5 聞に

よって所有山林の形態についてみよう c

(,5) あなたの所有している山はどんな山ですかご両方をもっている方は両者の割合を記入して下さい。

イ，造林主~I P ，薪炭林
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各階層ともすべての山林所有者は，その所有割合は相違しイいるが，同形態の山林を所有している 両

者の所有割合は，第 1 階層では，イ，造林地 37% (したがって薪炭林 63%)，第 2 階層では造林地 35%

薪炭林 65%，第 3 階層では治林地 50%，薪炭林 50% である。

このように階層の小さくなるにしたがって造林地の割合が大きくなっているのは，小規模所有者はJ七校

的部落周辺に所有しているのに，大規慎所有者は比較的奥地にまで所有していることによるの

6. 以上で各階層別経蛍主体の'i"t械を窺知しえたで、あろう，つぎに主題の調査についてのべよう

(1) あなたはいかなる目的をもって山林を所有しておりますか。 2つ以上の目的をもっている場合は順位

をつけて下さい。

イ，貯蓄の一種として ロ，農業経営の材料供給源として ハ，山林を経営することにより利益をあげ

るため ニ，別にこれといった門的はない ホ，わからないノ

第 1 問についての結果は，第 1 階何では，イ P 貯蓄の 1 種としてを

日的とするもの 4ι1% ，ノv 山林を縦飴することにより利益をあげるためを一義的目的とするもの 41% ，

二義的目的とするもの 9%であるの筑 2 階層では，イ，を一義的目的とするもの 48% ， 円，を二義的目

的とするもの 24%，三義的目的とするもの 9 90 , P.. を二義的目的とするもの 19%である r 第 3 階層で

は，イ，を一義的目的とするもの 58%，二義的目的とするもの 11%，三義的目的とするもの 11% であ

る。この調査結果をみて明らかなように，第 1 階層にのみハの目的を一義的目的としているものが，それ

もがJ半数もあらわれてL 、るのに，第 2 ，第 3 階層では 1 人もいない。二，三義的目的としているものはL 、

るが，その数は，第 2 階層においては 33%，第 3 階層に歪つては 22% とすくなくなるここの現象と対眠

~I勺こ，イ，を目的とするもの，しかも 義的目的とするものが， 2 階層 3 階層と下るにしたがって多く

なっていることは注目すべき現象であろう ιl またロ，をr=rn力とするものは第 1 階層にはないのに， 2 , 3 

階層にはあらわれてくるのしかも第 3 階層にはロ p を一義的目的とするものが， 5%ではあるが，あらわ

れているごこの現象は，山林所有階層のドるにしたがって，縦営における農業経蛍の比重が大きくなって

くることをものがたるのであろう 逆に表現すれば山林所有規模の小さくなるにしたがって，従蛍におけ

る山林の比重が小となり，農業縦営の附T誕|勺な位置に下降することを示すものであろう。次にうつろう♂

(2) もし山林を貯蓄の一種と考えている場合には，その内容はつぎのなにを目的としていますか

イ，貴方が何か事業を行うときの資金源として ロ，貴方の一生における不時の金の必要時に備えて

/'子孫の幸福のために ニ，子孫のためというより自分の家計を維持する備えとして ホ，その他

第 1 階層では，イ，事業を行う I寺の資金源を二義的目的とするもの 790，ロ，一生における不時に備え

てを一義的とするもの 14%，二義的目 Iヲとするもの 36% ， ニ，家計の維持を一義的目的とするもの 36

%，三義的目的とするもの 7% であるここのように第 1 階層では，ニ，家計の維持を一義的目的とし，

ロ，不事の備えを二義的目的としているものが大多数である

第 2 階層では，イ，を一義的目的とするもの 3%，二義的目的主するもの 3%，引な一義的目的とす

るもの 28弘二詩的目的とするもの 9%，三義的問的とするもの 9%， ノ"を一義í~I/J I司的とするもの 9

%，二義的目的とするもの 9%，三義的問的とするもの 9%，引を一義的目的とするもの 3%，二義的

目的とするもの 18% である c このように第 2 階層では，第 1 階層におけるより目的とするところがまち

まちであるが，概括すると第 1 階層とは異なり，ロの不[時の金の必要時に侃jえてを一義的目的とし，ニの

家計の維持を二義的日的にしているものが多い。



林産物価格形成の玉虫論的研究 (野村〉 - 99 ー

第 3 階)凶においては，ロ，を一義的目的とするもの 58%，ハ，を三義的日|切とするもの 11%，ニ，を

二義的目的とするもの 32% である。概括すると，ロ，を一義的目的とし，んを二義的目的とするもの

が多い二このことは，第 2 階層の傾向と同じようであるが，内容的には相当相違している。すなわち，第

3 階層では第 2 階同におけるよりロ，を目的とするものの数が 2 倍余もあることである。いわば傾向が第

2 より第 3 陥肘の方が明確になってきているといえよう。

ここで第 2 聞の結巣を通観するとつぎのことがし、いうる。まず第 1 に，山林所有規慢の大となるにした

がって，貯訴の目的が漸次長期化することである。第 2 に，山林所有境漢の大きくなるにしたがって事菜

を行うときの資金源として考えるものが多くなってくるの 2 者である。この結果はなにをものがたるもの

であろうか。これについて私見を述べよう。

前者l土山林所有規慢の小さい階層では，所有資本の小なるために，長期Il勺日?郭に J;\J;える能力がなく，そ

の結呆としてより短期的なものとなるのであろう c また後者;:t..小山林所有規模のものは，その所有資本

の小なるために，シュンペーターのし、う単なる業主に堕しているのであろう。逆にいうならば大山林所有

規模のものは，所有資本の大なるゆえに，企業者として活動する余地があることを示すものであろうコ

つぎに山林縦自に刈する関心の度合をみる

(3) 山林経営によリ利益をあげることを目的としている場合， 山林経蛍に積極的な関心をもっています

古、こ

イ，いる ロ，いないc

この調査の縦i*は，第 1 階層では 86%，第 2 階!門では 67%がし、ると答えている。以下何絡に対するか

れらの態、橡を調べてみる τ

(4) 最近付価が高くなっていますが，こういう高い材価が今後長〈続〈と思いますかc

イ，思います ロ，思わない ハ，わからない。

この質問に対して，第 1 階層では，イ，思います 73%，ロ，思わない 189ó，ハ，わからない 9%，第

2 階層では，イ， 27%，ロ， 18%，ハ， 55%，第 3 階!首では，イ， 33%，ロ， 11% ，ハ.. 569iである。こ

のように第 l 階凶では 73% が強気の予想をもっているのに対して，第 2 ，第 3 階陰?ではそれよりずっと

少なし約 30% 税度であるつこれは第 1 階層に属する山林所有者が，立木供粍:のリーグーであることに

思いを合わせて，現在供給の硬直性を高め，木材価絡や薪炭材価格をさらに高める重大な一因となってい

る。また小規!英階Jç~iになるにしたがって，わからないというものが多くなっているのは，ノj、規模階層にな

るにつれて立木111IT絡に対する関心がなくなってくることを示すものであろう c

(5) あなたは立木価格のうごきについて伐採をいかにしていますか3

イ，立木価格の高い時にはより多く伐採し，安いときにはより少なく伐採している c

h 立木価格の高い時にはより少なく伐採し，安いときには多く伐採している。

~'，価格の高低には関係なく深林の保続に主体をおいて一定量しか伐採していないc

ニ，立木の伐採は Uこかく立木価絡の高低には関心をもっていないc

ホ，わからない。

これについては，第 1 階層では，イ，のようにしているもの 8296，ノ、，のように考えているもの 18%

第 2 階層では，イ， 60%，ニ， 20%，ホ20%，第 3 階層では，イ， 55%，ニ， 36%，ハ.. 9~ó である p こ

れは第 1 階層が一番価格のうごきに対して合理的に対厄せんとしているものが多く，階層の下るにしたが
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ってイ，の数は少なくなる。この現象と刻的引1，]なものとして，第 2 ， 3 階府にはニ，の立木何格の高低に

は関心をもっていないものがあらわれ，しカ、も，第 2 階!押より第 3 陪J留のフjがそのパーセントが多くなっ.

ている

これを概ねすると，所有山林規模の大きい彪世主体は小規模のものより経済合JQ!性が強いとし、 L 、えよ

う。ま fこロ，のように考えているものが 1 人もいないことはしごく常識的で‘あるとはし、し、ながらもいカイ￡

る山林所有階層でも:昔、識'[サiは経済的に非合河川jな行動をとるものはないということを示すものであろ

(6) 立木価格のうごきに対して，伐採をイのように実行しようと考えてきた場合，従来まで実際にあなた

の思うように実行しえましたか

イ，できなかった ロ，できたっ

この質li:j:土，均等の意識ぷJ-~体(['1;こ達成されたかどうかをただすことを 11 nサとしているが，この質門に

おいて問浬になるのは何怖の高低ということであるご立木の場合には生産費を基準とするミとが実際には

国現官、であるので，物11I1Î;Jd1hと木材恒TI絡の比率という観点より 111]j絡の高低を考えて，この質問に答えてもら

ったい

第 1 階隔では，イ，できなヵ、った 559"Ó， ロ，できた 9% ， lí1(答なし 36%，第 2 階廊では，イ， 100% , 

第 3 階l凶ではイ， 100% である 全f:-l;/[~jにできなかったというものが圧倒的である かかる行動志議と実

際の給米とのギャップの向山はなんであろう泊 t

(7) できなかったとすればその理由は，

イ，原木がなかった ロ，入手がなヵ、った ハ，予想、がはずれた ニ，安いと思ったが生活上やむをえ

なかった。

第 1 階桝では， n , 62%，ニ " 239i.. イ， 8%，回答なし 79'Ó， 第 2 階!同ではニ， 50%，ノ" 40% ，イ，

10% j第 3 階層では 3 ニ ， 57~ó ， パ， 43% である J 各陥j??を通じてハ，ならびに，ニ，の理由が大半を

占めているが，面白いのはれ;者の制合である 第 1 階層では，ノv がニより多いのに，第 2 ，第 3 階層で

は逆にニの方がハより多い この研象は第 1 階!凶むは遜色規模が，第 2 ，第 3 階!凶より大きいので生活上

の圧迫がよけ也、ためであろう とも)] .く，ニ，の生活上のJÆ出の多いことは供給の硬l匡性を高める原因

として充分注目してよいであろう。

(品)立木価格が激しく上下することは山林を経営するうえで好ましいと思いますか。

イ，思う ロ，忠、オつない ノV わからないc

第 l 陪凶では，イ， 9% , P , 91% 

第 2 階層では3 イ， 10%，ロ， 70% , ", 20% ニ

第 3 階層ではp イ， 6 %，ロ， 56% ，ノ、， 38%0 

全体的にみて，ロが圧倒的に多く，しかも所有規畏の大きくなるにしたがって多くなるョ

また，ハp わからないが，第 2 ，第 3 階層にあらわれ，しかも第 3 階層にはより多くなっているのはか

かる問題についての関心の低さを示すものであろう。

以上がわれわれのおこなった調査の結果である c この謂査結果を参考にして，まえがきで述べたわれわ

れの主題について筆宣すすめてみようっ
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第4章木材供給の不安定性

7. 動@縦約における林産物価絡の主動;主ー般物価に刈比してはる力、に激しいということは前編で論じ

た判。そしてこのrmrlJとして林産拘価格形成が本質的に不安定的拘であること，そしてその結よ共生産iT，j\門

における経済主体のf阿倍予想l土木質的に静態的であるにもかかわらず，他のヨリ弾力的である物財のJ'2動

が林産物何十各に波及してくるとき，他のヨリ予想の弾力的をある物財価格の!félíl1Jよりかえってヨリ大きな

側椅皮切jを示すのであることを指附したらそして林産向価格形成の不安定性について， #jげ色紙済の模型の

もとで到i論ìI刊に論述した しかして不安定性の原因として林産物需要の非弾力性ならびに供給の不安定性

があり，特に後者の供私の不安定性に主因のあることを示したc

供給の不安定性のJL休的諮因として， (1;供給主体における所得効果 (income effect)の発生の可能性，

(2)林産4榊ミ給には本町内にタイム・ラ γ グの存在していること， (3)供給主体の呼切えする保守川雰l羽気の 3

者をあげた 如上の考察ι主あくまで:tm論的考察4こ終始した ここでとりあげるのは別論的ヒポテーゼに対

して，具体的な訳査を通じてより理解をJヲ〈体化せんとするのである そして焦点を供給主点の行為様式に

あわせて考察をすること Iーする

8. 到解を便利にするために，価格形成の不安定と供給の不安定性との関連について若干のべておこうね

多数交険における安定というのは標11印有品て‘表わしたX の価絡の下落がX に対する需変ーを供給よりも大

ならしめることである 逆に価格騰貴の場合には需要より供給の方が大となることである。それゆえ価格

安化に対する需要の度化率，すなわち需要の弾力性を一定とすれば，価格!2化に対して供給の反古;が不安

定であるときには，しからざる場合よりも当然価格のうごきはヨリ不安J走的であろう c 林産物価賂形成に

おける供給の不安定要因としては飢述の 3 者のある 4 とが考えられたのである c 以 í;供給の不安定性につ

いて p 前述したごとき観点より考察する

供給1Rljの1括的主体としては，立木生産者，製材業者，木材業者等が考えられるが，このうち供給の不安

定性の問翠については立木生産者が一番重要であると思われるので，ここでは立木生産者だけをとりあげ

て考察をする

立木生産者の属する il淫笛体についてい幾多の論議のあるところであるが料大ざっぱに」般化して考える

とつぎのようにし火、えよう

その経自体(以後林業íÎ話営体という)は，一言にして表現すれば，ヤヌス的 o可Iín的)であるとし火、う

る(かカ‘る!lti蛍休は第 4 縞で述べた家計充足経済的林業経常にあたる〕 詳述しよう

林業生産桁 tこ含まれる個人は，よ欠の 2 種毛頭の資源，すなわち， (1)市場で売買て、きる生産要素(factors of 

producton) (2)そのように売買はできないが， しかし他種の要素と結合して究賞可能な生産物を生産する

ために使用することのできる企業者資源(企業者的能力) (entrepreneurial resousces, entrepren告urial

ability) の 1 つあるいは双方の資源を併有しているつ そして一般的口土(2)の企業者的能力を有する人々

*1 第 5 編参照

*2 第 6 編参照

*3 正確には，ヒヅクスの理論的考察一価値と資本(第 5章一般均衡体系の運行〕に従うべきであろう

が，ここではその必要もないので常識的表現にとどめた二

*4 経営体の 1 つの見方の具体例として，太田研太郎「わが国経済的林業の犯し、子」 多摩上流地域の
考察を中心にして 『農業総合研究」第 7 巻， 1 , 2 号を参照三

*5 安井琢磨，熊谷信夫訳 ヒツクス価値主資本 1 147~150 頁を参考にしたc
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は，多くの場合(1)の生産要素としての能力を{)f:有している。

それゆえ所有資源の国より個人を分ければつぎのごとく図示しうる。

iーイ1)生産要素としての能力一

Ai斗2) 企業者的能力一|
個人

Bー (1)生産要素としての能力

そしてし、ま生産要素と生産物の市場価格があたえられると， Aのごとき個人は，これらの生産要素を利

用して，ある生産物を生産する場合利益があるかどうかを決定することができ，もし利益のあがることが

予想されるならば， Aは生産を遂行し，したがって企業者となる。企業者としてのAは，彼の企業者的能

力の程度と技術の状態により， 一定の生産函数曲線を決定する， 別言すれば生産物の供給数量を決定す

る。 企業者にならなかったAならびにBは私的問人として，側絡体系と選好尺度が所与であれば，消費者

需要の玉虫論にしたがって，かれの生産要素の供給量とかれの財ならびに用役じ対する需要量を容易に決定

する。

企業者能力をもっている個人も，所有していない個人も，前者の能力が顕在化しない場合には，経済主

体という聞では同一私的個人であるつ

しかし顕在化して企業者となった場合に(主全く私的個人とは異質的な経治主体となる。如上のように所

有能力の観点、よりし、うなら個人も企業者も明確には分離することができないが，顕在化された場合には，

経済主体は私的個人か，企業者のし、ずれかの範鳴に属しなくてはならない。だが林業生産に関係する個人

は，同一経営体のうちに到!論的には全く異質的である経済主体力l同日寺に併存して L 、るのである。まさに林

業経営休がヤヌス的といわれるのはこのことである。しかも林業経蛍体の特徴は，全体としては企業的性

棒よりも後者の私的個人としての性格が強ししたがって，主なる配慮は家計である。かかる全体的な特

色は，供給の不安定性を生ずる一因となっている。

林業縦営において，ヤヌスの一万の頭である企業者としての性格は当然1リj確に価格の変動に対して合玉虫

的な供給行動をとるつこれに対して他方の開である純然たる私的個人としての性絡 ((1)だけの能力をもっ

た前述Bのごとき場合〕は，家計面よりの要求によっては不安定的な供給ll'[YJをとる。もし私的個人が企

業者的能力をもっている場合には蓋然的には安定的な供給行動をとるがp その方向は家計国よりの強制の

程度によっては必ずしも安定的な行動に向うとはL、えない。それゆえいま供給が安定的方向の強い}I聞に林

業怪営体をあげればつぎのごとくであろう(家計よりの要請の制度を一定とするL

(1) 企業者と A型私的個人のヤヌス的経包

(2) A型私的個人の経f主体

(3) B型私的個人の経営体

如上のように供給の不安定的肝絡は，経営体の性絡〔安定作用としての企業者能力，不安定作用主して

の私的鱈人的性格の強度，有無あるいは両者が併存する主きにはその割合)と家計国よりの緊縛程度によ

り規定される。

9. つぎに既述の調査結果を参照して階層別の供給の不安定性について考察をする。この考察は階層別に

かれらの経蛍体の性絡ならびに家計国よりの緊縛程度を検討することにほ泊、ならないけまず階層別の経営

休の性格をみよう。これについては前J色調査結果 ((1) ， (2), (3), (4), (5), (7) , (8)等参照)より窺知できる

ように，小規模階層のものより大規模階層の経蛍体の方がヨリ経済合理性が貫徹され，したがって企業者
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能力をヨリ多く所有しているとみてよいであろうコまた(1)の調査，すなわちいかなる目的をもって山林を

所有しているカ、の質問において，ハ，山林経営により利益をあげることを一義的目的とすると答えたもの

を一応企業者としての性絡を共有しているとみるなるば，第 2 ，第 3 階層には 1 人も存在せず，第 1 階層

にのみ全体の 49% があらわれてし、る。このように大規模階層になるにしたがって企業者約能力が強くな

り，檎原村においては 20 町歩以上の山林所有者lこ L 、たって企業者としての性絡を所有しているものがあ

らわれるニしかしながら，かれらとてヤヌス的経営の範鴎より脱却していないことは，ハ，の目的と同時

に，イ，の貯干存の 1 種として山林を所有するを第二義的目的としていることによって窺知て‘きるであろ

う u

つぎに家計面よりの緊wの程度をみよう。この目的に対しては， (7)の調査結果が参考にされる 3

実際に価格の浸，1E1Jに対して合理的に対応、できなかったおもなる理由として第 1 階層では，ノ、予想がは

ずれたが 62%，ニ，安いと思ったが生活上やむを得なかったが 23%，第 2 階層でほ，ニ，の理出が 50%

ノ"の政由が 40%，第 3 階)留では，ニ，の理由が 57%，ハ，の理由が 43% であった ハ，のE里由は経

蛍主体が企業者の立場で価格の変動に対[G;したことを示すのに対して，ニ，の理由は家計面の緊縛が，自

由なる企業者行動を阻碍した結果であるとし、L、えよう。ニ，の理由が山林規漢の小となるにしたがって多

くなることは家計図よりの緊縛程度の強いことをものがたるとみてよいであろう。この調査においても，

第 1 階層にニ，の理rJ:Jが 23% もあげられとし、ることは林菜佐官の特色の一端を示すものとして注目され

よう。如上のように舵泣体の性陥ならびに家計図よりの緊縛税度より山林所有規模別の供私の不安定性の

傾向をみたが， j'[tÎ方の点よりしーって，規模の大きい方が供給の不安定性の傾向がヨリ少ないということを

知りえた し泊、しごと般的には家計的配慮を中心とする林業経営のヤヌス的性絡は，供給の合f!H的行動を提

舌L しているコ

このような林業J経世の性俗に加え -c ，林業生産構造の特異性一林木生長の長期性，伐採から市場搬品ま

で長期間を必要とするーは，経営主体の企業立欲を大なり小なりそぎ，また経営主体の呼吸する保守拘雰

囲気は，企業者的諮力の培養のチャンスをすくなからしめて，さらに供給の不安定化を強化している c

10. 本レポ{トは，実態調査の結果を利用し，観点を経営主体の行為様式にあわせて，供給の不安定性の

問題を考察した、本レポートを通じて供給の不安定性は山林所有規模階層により非常に相呉すること，ま

た全体的にいって立木供給には不安定性の傾向のあることを若干なりとも具体的に明示しえたと思 L
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第! :章開 題

林産拘価格政策というと p 直ちに戦時中の公定価格政策を思L 、だし，それから直ちにさまざまのにがき

生活環境を連想し，理論的検討もなしにはじめから関心のない態度をとる人がかなり多L 、 c なかには債依

的に否定的な態度を示す人もある。このことはし、かに戦時中の精神的，肉体的苦労が多かったかというこ

とを示すものとして情状酌量されるところであろうが，しかしそれは物側統制に罪があるわ付ではないけ

しカ、も戦時中における刊Ii桁統制はある種の何絡政策であり，それはfll川各政策の特定形態に属するにすぜな

いー如上のご左き態度はあたかもお経のサイレンは空裂を想起させるものとして嫌うがごとしである。今

は海rr次お昼のサイレンをきいてもぜツクりする気持も簿らいできている。これは海rr次経済・社会ともに安

定状態に復帰してきたことを示すものである。

そこで私達は林業泌i済政策の主要な政策の 1 つであると考えられる林産物価格政策についても，林業問

題の急迫しているといわれている今日，あらためて基礎的に検討してみる必要があろう。これこそあらぬ

濡衣をきせた価格政策への臆罪の途であろう。

第2章本論への布石

どんな賢rUJなことでもすでに考えられている。

それをもう一度考えてみる必要があるだけだ。

一ーゲーテ「格言と反省」第 2 部 6809 行一一

その 1 計画経済の意義とその必然性

1. 資本主義経済機構の動向については， 悲観論と楽観論の 2 者に大別しうる。 まず前者の所説をきこ

う。「近代を通じて絶えざる斐化が経済生活の法則となっている。各時期がなんらかの意味で転換期であ

る v しかしながら，過去 4 ，'1'刊紀の事件の急流は，西方世界の経済的秩序がこのt~:代において，われわれ

が漠然と産業革命という l沼句で呼びなれているあの経済生活ならびに制度上のi\2革に比べて，その特性の

根本的かつ深刻な点においてl勝るとも劣らない構造的愛化をうけつつあるとし、う命題を支持するうえに圧

到f内な証左を提供している一われわれは，いわば， 19世紀の成長と拡張の偉大な時期と，単なる臆測に乗

出したがらぬためになにひ‘ともまだlりj際かつ正確に特性づけることができないでいる 1 つの時期とを分け

る分水嶺ケ越えんとしている。われわれは，われわれ世代の人々が育った秩序から;t)_J主に離れて，未知の

秩序lこはL 、りつつある判。しからば，このような(普通成熟国といわれる)四方iU:界の未知の秩序に内在

する構造的安化とはなにか。アメリカのニュー・ヂイール後期における「経済後退J(economic recξssion) 

と呼ばれる事態は，まさにこのような椛造的受イヒを表現する歴史的事実を提供している。このような事態

は 30 年代のアメリカ経済社会がし、わゆる「経済成熟」のj段陪に達し，これは噌なる景気循環的不況現象

とは区別される「長期停滞」であるとし、う t~i殺に立脚したものである』柏 カの}る f9í説にたつ経済学者と

*1 Alvin H. Hansen: Economic Progr巴ss and declining population Growth, Amεrican Econo 
mic Review , March, 1939. 

ネ2 中山伊知郎編資本 175~176頁河出書房 1952 年
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しては， ケインス、二円ンモン，クライン等*3 があげられるが， 最近の所説ではマン千エスタ{・ガ{ヂ

イアン紙に迂ごろ促載された英国著明の経済学者コーリン・クラ{ク教授の米国景気動向に関する論文が

多大の関心を呼んでいるという判〕

2. 如上の悲観論iに対して， モールトン，プアイン，ターボア，サイモンズ等桁の反対論がある。 たと

えl王ターボアは「経済老熟の怪物J George Terborgh: the Bogey of Economic Maturity, Chicago, 

1945. pp. 6~8 の中でp ニュー・デイ -l~ によって惹起された強烈な政治的，惑情を反吹きせて「貯蓄と

投資に関する臨時全国経済委員会主聴会;主，その命題に支持をあたえるように p また公衆を歎摘してそれ

を信じこませるように手加減された」とまで似言している。

3. 以上のごとくアメリカによって代表される資本主義経済機桝の動向に対する見解は，それが初治的安

化であるか否力、については，相当議論のあるところであろうが，とにかく 1929 年以降の資本主義経済機

構は，個人が私的利益をjÙ求して自由奔放な行動をとっても，結局価格のパラメーター均作用により経済

機構は調和され，私的利益の速成は社会全体の手IJ益を促進させる，いわばアダム・スミスの「見えざる手_1

(an invisible hand)判のf!、活!を篠信しえていた往時の経済機構とは受イヒしてきているとしづ所信はし、か

なる経済学者も否定しないことであろう。別言すれば資本主義経済の発展とともに低人の利益と目会全体

の利益との間にギャップが生じてきたということである。

4. 資本主義ikÞ併の生長とともに生じた種々の摩擦ならびに矛「吉が漸次明確になり，個人の利益と共同の

利益の問のギャップの拡大化とともに政府の何らかの干渉による調整，いわゆる計四注済の必要性が生ず

る。実際従来各国ともなんらかのタイプの計間経済を採用してきてし‘ることは歴史の示すところである。

しからば計画経済とはいかなるものであろうか

計画経済とは一般に「各人の判断と責任に:;Ij!;1.、て自由に経済活動を22むような資本主義経済の欠陥を克

服するために， 1 つの中央機関の計画にしたがって経済活動を日ーむような経済体制IJJ*7 をいうのである

が，従来それの立味する具体的内容は明白ではなく，人によって種々の意味に使)f]されているこ「ある人

はこの言葉をマルクス主義的イヂオロギ{に基く社会主義計厨誕済，たとえばソげエートの社会主義国家

に限ろうとしある人はイヂオロギーのいかんにかかわらず，全体主義的あるいは国家主義的計同住i出，

たとえばナチスや戦時中のわが国の統制経済をもこの名称、のもとに包括しようとし，ある人(土アメリカの，

ニュー・デイ{ルやイギリスの霊ー要産業統制等をも計画経済主 l乎び，さらにある人はこの概念を国内的の

みならず，国際的にも拡充させようとしている cJ*自ここでは千種義人数疫にならって， これらの特定の

J主体的内容を芯味するものと狭義に解釈せず，前記の一般的表現に含まれるものは，すべて計画経治とし、

う範障にあるものと!ム義に迎解するーそれゆえ苦i企画極務はつぎのごとき糸型に分類されうる二

ネ3 J. M. Keynes: the General Theory of Employment, Interest and Money, London , 1936. 

勺パウル・アインチツヒ 米景気大勢は楽観論 日本経済新聞，昭和 28 年 12 月 3 日

ホ5 Harold G. Maulton and Others: Capital Expanslon, Employment and Economic Stability. 

1940. pp. 161~194. 

H. C. Simo口s: Economic Policy for a Free society, 1948. 

*6 Sróth, A: Wealth of Nations, Cannans ed. Vol. 1 p. 421. 

*7 cf種義人著引|百'Ît訴済概論春秋社 4~5 頁

t.8 前十局書*7 19~25頁
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第 48 表

自由的資本主義計画経済 民有民営経済
(民主主義的j

資本主義計画経済
民有民営経済・・

l 強制的資本主義計阿経済・・ l
計ifl~経桝 (全f休本主義的)民有国?也主経青済寺 広義の計計. 
(最広義の)
l 計四紙済 ;F[ 会主義利判悶可叩叩ÎI雌i

/最狭義の\ ..国有国白能払ヒ詰桝寺 l

\計四経済/ 強制的社会主義司 i団経済 I

すなわちここで採用する計同経済の意味は，第 48 表にてあらわされる最広義の計同経済を示すのであ

る。それはまず資本主義計画佐治と社会主義計同経済の 2 者に大別され，さらにそれぞれ目白的なものと

強制的なものに分けて考えられる。

本稿ではわが国の現状を前提すると L、う意味で資本主義計画桜前に問題を限定して考察をすすめる c

まず資本主義計画経済の内容について説明を加えよう判。

資本主設計画経済とは，資本主義経済機材1;のもとにおこなわれる計四経済である 資本主義経済とは，

「それの生産資材の主要部分が資本主義的産業に使川せられている経済である、資本主義的産業とし、うの

は，生産の物的用具が，T:l、人によって所有ないし賃借りされており， それらが， その私人の指図のもと

に，その協力によって生産された財ないし別役を，利潤をえて販先せんとする意図をもって，運用せられ

ている産業をいうのである，J*lUかかる経済組織のもとでは，分業と交換が必然的に発注し，市場には何

絡が成立し，人々は1M絡を芯準にして，生産または消費すべき財貨の種以と量を決定する。かくて資本主

義括的の本質は，第 1 に，私有財産制度に基いていること，第 2 ìこは， 11m絡を中心とする交換溢済である

こと，第 3 には，蛍利目的で生産がおこなわれることである。資本主義計間話済は，これらの資本主義経

済の特質を維持しながら遂行される計限1怪桝である。したがって，もしこれらの特質が 1 つでも否定され

る場合には，もはや資本主義す|画[治的の鈍時より jffiIJ>~ して，社会主義計阿溢治の;JjWf!!に移行するわけであ

る J

その2 資本主義計画経演と価格政策につレて

:5. つぎに自由的資本主義計画経済と強制的資本主義計画溢済について触れよう「現実の資本主義計図経

済は向Jf:;慾の混合の場合が多いわけであるが，王早想型としては 2 者に分けられよう、

自由的資本主義計四悩併とは，汁雨 H的を「共同の利益」の増進におき，この目的を間接続前jによって

達成しようとする資本主義計画経済である。強制的資本主義計閥単併と異なるところは，計画目的を国家

利益の増大におかず，かつまた直接続制をおこなわないという点である。かかる計両経済における統計j方

式は，間接続制であるが，間接続制とは，個々人の経済行為の自由を制約することなしに，個々人がその

もとで!経済行為を営む諸条件に干渉することである c 具体的な統制方式主しては貨幣政策と価格政策とが

考えられる。前者には財政的操作一一課税政策・公債政策ーーと金融的操作一一貨幣利子率および為替相

場の操作一ーの 2 つがある。後者の価格政策については，本題に関係があるので若干詳述してみよう c

資本主義経済は前述のごとく価格を中心とする交換経済であるがゆえに，価格の運行になんらかの干渉

を加えんとする価格政策は主要な統制j方式であるとし、し、えよう。

ネ9 前渇書*7

*10 北野熊喜男訳 A. C. ヒ・グウ 社会主義対資本主義 1~2頁 東洋返済 1952 年
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6. 自由的資本主義計同経済における価格政策と IH、かなるものであろうか それは一言にして表現する

ならば， 間接的何絡統制である。 それは需給数量の調整をおこなうことによって間接的に伺格の不花実

性を縮減して安定をばかり，あるいはある政策目的をもってある価格水準に価格を支持せんとするのであ

る。それゆえ間接的価格統制をその目的より類型すれば

そのし価格支持政策

その 2 ，価格安定政策

上の 2 者に分けられよう。前者の価格支持政策はp ある水準に価格を支持せんとするものである c この政

策は，さらに政策目的により，最低価絡 (Minimum Price, Mindestpreis) 支持政策と，最高価格 (Ma

ximllm Price, H5chstpreis) 支持政策ならびに順位価格支持政策等がある c 説明しようて「最低価格の設

定，すなわち何絡を高位に支持することは，生産者または供給者の利益を保護するためにおこなわれる c

たとえば中世のギルドが最低価格を規定したのは，覧手に十分な販売価絡を保証する目的にし、ずるもので

あって，同様の必要は現代でもしばしばあらわれている cJ

最高価絡の設定すなわち価格を低位に維持することは，消費者または需要者の利益となるものであるか

ら，経済的困窮および価格暴騰の傾向が存在する時期に際して，買手を保護し救済する日 IlJから実施され

る *11

なお売手と買手とを同時に{呆設する日的で，最高最低日li格を同時に説'定して，その間に一定の間隔をも

たしめる政策を順位flllq各支村政策とし、う c 如上のように価格支持政策は，ある水準に~:ìTI絡を支持せんとす

るものである その 2 の仰If絡安定政策というのは，ある価格水i告の維持と L 、う問題は考えずに，すなわち

価格の金動はあくまで白山市場の経済的運行にま力 2せるが，この場合価格の不舷実性より生ずる fillî絡の不

安定性を縮減せんとするものである c 如上のように間接的価格統制は，目的よりみて 2 つに 2 大別されう

るが，実際にはどちらに政策目的の重点があるかとし寸程度問題で， EFz論;í~(こ考察する場合のごとく裁然

たるものでない。従来あらわれてきている間接的価絡統制jをアメリカとわが国における農産物価格統制の

事例についてみると，共体的iこ I;l:，価格安定を目的としておこなった農業観測業務，価格支持の目的をも

った価格支持政策ならびに価格安定を一義的目的とし，価1名水準維持を二義的目的とした見越価格制度等

があるコ見越価格制度IL パリテイ価格支持を政策武訴とする従来の価格支持政策の批判として最近アメ

リカにおいて担唱されてきている、これは農業観測業主主に立脚するものである。これらの価格政策の意義

ならびに関連については後ほどアメリカならびにわが国における農産物価格政策のJ L休的考察のところで

{独れるであろう

7. つぎに強制的資本主義計画経済の説明にうつろう τ 強制j的資本主義計雨経済とは，言十回目的を国家利

益の増大におき，その計画目的を主として直接続制によって遂行しようとする資本主義計画経済である c

かかる計画経済の特徴は，その計画目的が国家の利益，あるいはー支翠陪級の利益の増進にあることと，

統制方式としては間接続制よりはむしろ直接続制が組織泊に遂行されるという点にある c 直接続市!の万策

としては企業組織それ自体に対する統制と，経済の運営に対する統制の 2 者に大別しうる c 前者はさらに

企業組織に対する統制と企業聞の組織に対する統制とがある。後者は価格統制，数量統制，資金統制，為

替統制，貿易統制等がある C これらの諸統制の内容はその時々の事情によって異なる》

つぎに強制的資本主義計画誕済における価格政策について若干触れよう c

*11 有井治著 自由価格と統制j価格有斐閣 148~196頁
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強制的資本主義計 iifú~括的における何持政策は直接的何絡統制である。これは直接ある特定の価絡を指定

し，それによって需給の統制をおこなわんとするものであり，さらに別言すれば一定価焔への釘づけ，最

高あるいは最低価格の決定，業者間の協定価格の設定等のいわゆる公定価{各政策である。公定価絡政策は

úlIT格そのものに直接的に干渉するという点で白白的資本主義計両1従済における価絡政策とは本質的に性陥

を異にする。公定価絡政策の内容は，その国の経済民部事情によって異るが，例を第 2次大戦中のわが国に

ついてみるならば， r戦時においては物価騰貴の傾向は避けーがたし、事情におかれているので，国家はなに

よりもまず諸価格を公定して，価絡の)]港貴を抑制しようとした。公定価格は従来の自由1tui格を継承して決

められるのが普通であるが，一般にそれは原価に企業者の正常利潤を加えたものに等しし、。しかし戦時下

における個持政策の13、殺からいって公定価格はその時に成立するであろう自由価格よりも概して低く定め

られるのであるから， I甘]価絡が成立して，経済の計画j宝悩が妨げられる。そこで政府は，一方におし、て閣

取引を取締るとともに，他方におし、て財貨の需要数量および供託「数量に直接続制を加える。かかる統制を

数量涜制ともいう。」氷山このように公定価格政策の遂行じは必ず他の政府の干渉政策が必要とされる 1 如

上のような強制的資本主義計画経済は戦争中，あるいは戦後というように誕済の異状の時期に，自由的資

本主義計画経済によっては所期の目的が達成されない場合に採用されるものである二かかる計画経済はど

うしても全体主義的となるので，民主主義の理想とは矛J百する可能性が多しそれは資本主義計四経済の

本来の姿ではないこ

その3 アメリカならびにわが国における農産物価格政策

8. 以上が自由的ならびに強制的資本主義計画経済における 1f11i持政策の意義と内容についてのあらましで

あるが，つぎに考察をさらに具体的にすすめるために，アメリカとわが国における農産物価格政策を事例

として検討をしてみよう。，n体的事例についてみるとき，その国のj罷史的経済情勢の変化につれて，計画

経済もその形態，強度等が)依史的に移行してきているコアメリカもわが国もともに資本主義治済的i与をも

っ国で、あるが，両者のllilには計画経済の形態も異なり，また各国とも l悟史的にみるときそのときどきの髄

f斉情勢が反映して計間経済の形態も前記の同形態の計画尚鳴が種々の組合わせをもってあらわれてきてい

、ヲ

Q 。

9. まず農産物何格政策に長年の伝統をもっているアメリカの事例について瞥見してみよう *13 (ここでは

努 1 次大戦以後のアメリカの農産物価格政策を観察するふ アメリカにおける初期の農産物価絡政策は農

産刷物格予想業務 (Agricultur旦1 Outlook Servic色)であるつ歴史的考察にはし、る前に何倍予想業務の意

義と限界について観察しておくことが便利であろう。まず予想業務の意義について触れようこ

返済社会には大別して 2 種磁の個人すなわち企業者と示的個人との 2 者が存在しているつ各個人とも動

態経済においては現在時点のみでなく将来時点にまでわたって予想をたて経済活動をおこなっている。将

来iこ対するf耐各予想が確実である場合には，企業者は生産計画ならびにj出入計画になんら組蟹を生ぜず，

したがって将来にわたってかれの企業はつつがなく運行しうる。また私的個人はm"fス生産物ならびに提供

せんとする生産川役の量を計画どおり実行しえて，したがってかれは最大の洲足を位得しうるであろう。

だが一度かれらの予想価絡と実現価格とに~lî:離を生じたならば如何。企業者は間違った投資主それによる

浪費を生じ，また私的個人はもし確実に予見されていたなら泊されたはずの欲望も満足されず，あるいは

*12 前掲書*7 28~29頁

*13 馬場啓之助著農産物価格の予想と安定農業総合研究第 6 巻第 3 号
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木充分にしか満足されないであろう、如上のように動態経済における経済機傍の安定，別言すれば!i!lij各機

材~tの安定にとっては，経済主 i本の価格予怨が合課的であ 3 ことが 1 つの主要な条件て‘ある 現在数多の産

業が存在しているが p このうち農業とか林業等の土地産業は，工業ならびに商業等の産業に比較して，そ
づシペンシ 十凡

れに成する経自主体の何|各予想、は情性的である それゆえ力、れらの生産子十函， J(ilj:入手l 両は合理j宅を欠き

やすししたがって仙の1，日1裕予想の伸縮的な産業!こ比較して，景気~動の影響をうけやすしその生産物

価絡の災動は激しく，経営l土不安定的であるつ泊、力通る 1~ITt告の不確実性を縮減するための一方策として，価

格予想の惰性的である縦岱主体に，政府が代って合理!拘な価格予想をおこない，これをかかる経常主体に

ながすことが古川各予想業務で、ある 以上が価格予想、業務の意義であるが，これにはつぎのごとき限界があ

る J

その 1 は p 予想業務でとりあげる予想の概念に根ざすものである r 予想業主主でとりあげる予想f:1lij告は最

も確からしい 11町絡をとりあげでもあまり意味がなし~実際に企業計画にあたってとりあげられる予想価格

は，最も確からしい何絡プラスあるいはマイナス予想の不確実性への酌量であるために，かかる不確実性

を充分酌量した予想(!llj簡をとりあげなくてはならないごここに問題が生ずる それはかカ、る不確実性の酌

量は危険をおカ}す主体の意志により左右されることである しかも主体の意志は主観的なものであるので

本質的に不安定的な性陥をもっている Q ヒヅクスは彼の名著「価値と資本J (Value and Capital , An 

Inquiry into Some Fundamental Principles of Economic Theory. 1939) において動態滋論をHli成す

る際この問題に1I王国したが，彼は巧みに回避している だが自体具体的で客鋭的な予想、業主主においては回

避は詐されない J すなわち予想業務においては自体主観的で不安定な性絡をもっ主体の危険をお泊、す意志

まで酌量し， J.~休，'1''1な何十告を予想し，経営主体;こながさなくてはならない)かくてあくまで合理的客観的

であるべき予想業務は，とりあげる価裕そのもののなカJこ主観的な不安定泊な要因をもちこまなくてはな

らない。ここに予想業務の 1 つの限界があるふ

その 2 は，経済主体の行動にかかわる主体的要因にもとづくものであるコ経済主体が政府の予報に基L 、

て合程的な生産，購入計闘をおこなう意志があるかどうかの問題であるコすなわち価格低落の予想に対し

て，経営主体がこれを信頼して，彼の生産，販売量を調節するならば価絡の低落は阻止されるであろう。

しかし，かれらが必ずカ主力、る傾向をとるという必然性はない さらにここにはヨリ大きな問題がのこる

すなわち，もし価格低落の予報iこ接して企業主体がこれを信じ，彼の生産，販売量を調節した結梨llfii 1'告は

低落せず純白Jされた場合にはp この際多くの利潤を盤得するのは政府の予想を信じた多数のものでなく，

テ怨を信じなかった少数のものである かかる矛膚は何陥高騰の予報の場合にも生ずる ここに大きな限

界がある

その 3 は3 経営主体の意志の遂行を阻止する諸条件であるつこれには自然泊，経済的条件等が考えられ

る，前者はたとえば経営主体が市場より遠隔の土地に住んでいる場合など，情報の遅滞性，生産拘の運搬

の繁雑さなどあらゆる面でかれの意志の遂行が阻害をうけるであろう。後者は経伝主体の経済的規模の大

小，別言すれば資本の大小の問還である たとえば経済規模が弱少であり，しかもかれの生産物の販売収

入がかれの所得中に占める割合の大なる場合には，いわゆるヒツクスのし、う所得効呆が発生しp 価格下落

の場合でも生産量を収縮させるどころか逆に増加させるといった現象もあらわれる可能性もある z かかる

阻止要因の存在は価絡予想業務の限探を画するー要因である c

その 4 は， 11耐各予報笑施上の困難性である 3 価格予想にあたっては，その意義のうえからあまりに短期
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問であっては意味がなく，ある程度の長期間にわたっておこなわれなくてはならないじかかる場合には価

格のうごきに影響する諸要因が激しく動く可能性があり，統計分析を困難にさせる。この他統計資料の不

完全さなども 1 つの阻困として考えられる+如上のように価格予想業務は側絡の不安定性を除去するうえ

に有力な可能性を示すが，だが半面それには幾多の限界が存在しているしすなわち，経済社会に不安全競

争の性絡が強かったれあるいは陥造的安イヒや主体的慣乱要因の多く存在する場合，いわぽ経済がある干I占

度異状のl時期には価格予怨業務のみで、は所期の目的を遂仔することは困難となる η かかる場合には政府の

干渉のヨリ積係的な価格政策の採用が問題となる。

以上が観測業務の意義と限界であるこここで本題にもどろう。

10. アメリカ農務省の価桁予想業務創始の契機となったのは，第 1 t'l~il卜界大戦後， 1921 年の恐慌である ι

こ.のノ〈ニツクは，農家が経済安部Jに対して適応力を欠いていることを如実に示したっ農産物価格は一般物

価に比べて烈しい下落をとげた(第 41 図参照)。
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第 41 図 1900 年乃至 1940 年の
合象国における農産物以外の全rn.j
品の卸売物倒指数の差
(1910-14=100) 
G. S. シェフア{ド箸

農業総合研究所訳
農産物価格分析論から c

かかる現象はアメりカの農業政策に新しい目標と課題をあたえたτ

パリテイ価格の達成と維持がこれである l これまでとられた農業政策

は，農家に刈する技術指導を主たる n標としていたのに対して，爾来

パリテイ価格を主たる目標とする経済指導が重要視されるに至った 4

そしてこの中心となったのが， 11m絡予想、業務であったc 政府の目標と

するパリテイ価格は，政府が合J!!l!'If-Jな 1111í絡予想を農家に流せば，かれ

らの自主的な判断と合到泊サな行動とによって部!q与されるものと考えた

のて、あった。価絡予想業務が正式に開始されたのは 1923 年 4 月であ

る この月に第 1 回の予測会議 (Outlook Conference) が開始され

た 24 年ーにもおい、て会議は開催された 差是務省は農業経済局をして

予想、業務をおこなわしめると t もに，これを初足するために泌外農業

部 (Office of Foreign Agricultural Relations) をして農産物の泌

外需要を研究させ， また州立農科大学の農業試談所 (Agricultural

Experiment Station) をして地方の何格動向の分析にあたらしめた、

予想業務は爾来今日まで継続している

しカ‘しその業務はアメリカの農産物1ilnt各政策に同じ意義をもちつづ

けてきているわけではなし、。アメリカの農産物価格政策はその性絡か

らいって次の 2 期に分けて考えられる。

第 l 期 創始以来 1932 年の農業調整法制定にいたる時期まで 第 1 期は価格予想薬務が価格安定

政策の中心的位置を占めていた。

第 2 期一一一それ以降現在にし、たるまで一一価格支持策が価格安定政策の中心的位置を占め予想業務が補

助的部門となった。

さらに第 2 期は経済理論的反省より 2 つの時期に区分できる。

前期一一 1932 年より太平洋戦争終結まで一一価絡支持策の目標をパリテイ価格の達成においたc

後期一一戦後現在まで一一

パリテイ価格支持策の欠陥に対する反省がおこなわれてきている。



林産物価格形成の理論的研究 (野村〉

つぎに説明しよう〕

第 1MI土何!令子想業務の遂行により，パリテイ何絡の維持が可能であると考えられていた時期である

が，第 2 期に l士官IIT絡予想業務によってのみでは，所期の目的の遂行は不可能であるとし寸反省より価格支

持策が中心的政策として拾頭し，価格予想業務が二義的意味をもっ政策にあっかわれたのであるが，かか

るさ主化をもたらしたのは 1929 年にはじまったパニックである c このパニックを境としてアメリカ経済ば

安定期から不安定期にはいったのである c かカる環境のzfイヒが価格予想業務の政策効果に対する考え方を

安転せしめたので、ある 1929 年のパニックはアメリカ経済にかつて見られなかったほどの深刻!な打撃を

あたえた v ジヤン・カニユのアメリカ史*14 はつぎのごとくその脅威を伝えている

1.. ....事業は幾千となく倒産していったυ それでももちこたえたものは，事業を納少すると同時に人

員を整理していったけだれ 1 人として明日を保証された入はなかった。夜ごと家庭の主婦たちは夫の顔色

をうかがったのふさぎ;ムんで不機嫌な夫。さでは! 犬は家族を養う職を失ってしまったのだ! イ、都会

からも大都会方、らも，町からも村からも失業者の群が集室って:;b大なものになった クーリ γ ジの繁栄時

代の最中，すでに失業者は，全人口 1 億 1 千 5 百万に対して 2 百万で、あったコそれが 1930 年 4 月には 3

百万，同年 10 月には 4 百万， 31 年 10 月には 7 百万， 32 年 10 月には 1 千百万となり， 1933 年のは

じめにはp 失業者は婦女子を含めた総人口の 10 分の 1 以上にあたる 1 千 2 百万から 3 百 Fjに達したみ農

村におし、ては ç~ リツジ時代にp すでにきわめて不足していた農民の収入は， 1929 {I'から 32 年の聞

に，さらに平均 3 分の 1 に低下した〕国外不動産卒業ーーたとえばドイツの， はいうに及lまず p 国内不

動産投資事業，大電力事業，鉄道会社， 銀行等のキ[1つぐ倒産は， 中産階級の収スをいちじるしく削減し

た〉いたるところ生活は不如意で，多くの場合窮乏をきわめたこ市役所，地方当局，民間[!jf本は，いずれ

も緊急を要する救済に忙殺された 場末にある市民食堂の入口の長い行列ζ 理性と感情の混乱 ...J ブ

ウ庁ア{の景気克服策も失敗したc 政府の何格予報と政策に対する不信が国民の!日]に[愉浸していったc 農

産物価絡の安定をは治、るために聯邦農薬局 (Federal Farm Board) が需給調整にのりだしたが，無効で

あったコ

1933 年から，ノ!--.ーズγエルト政権のもとに，農業調整局は農産物金融公社(Commodity Credit Corpｭ

oratioロ)をして需給調整をおこなわしめパリテイ価格支持策にのりだした。かくして農産物価格政策の中

心は，価裕子組業務から価格支持策に移行したのであるししかしながら予想業務は全然廃止されたわけで

はなかった パリテイ伽絡支持策のかげにかくれながらも，価格予想菜務は依然としてつづけられてきた

のである しかも太平洋戦争後価格支持策の目標とするパリテイ価格そのものに理論的反省を加えるよう

になって， ふたたびf同if各予想業務に対する再評tlIiがおこなわれるにL 、たった二 このことについて触れよ

う。

アメリカにおける農産物価格政策の目標は当初カミらパリテイ価絡の支持実現であった。このバリテイ f[lIT

絡は第 1 次世界大戦以来 1909~1914 iドの 5 カ守における農家脳ス品何絡と農産物価格とのあいだに成立

していた関係を再現しうるような価格である この 5 カ年を2志準に選んだ理由としては，つぎの 2 つがあ

げられる *15 0

(イ ) 1914 年の大戦勃発に先だっ基準時が望主しいと考えられたこと なぜならば，大戦前のli寺;切には，

ホ14 中屋健一訳 ジヤン・カニユ アメリカ史白水位 120~121頁

ホ15 農業総合研究所訳 G. S. シェフアード著農産物価箱分析議 東京大学出版会 296頁
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各種の間!川lIIÎi'各の!百1ならびに各部門の生産者の収入の問に，かなり正治な関係が存在したと信ぜられてい

たからである。

(ロ)主要農産物の何絡は，南北戦争以来 12 月 1 日付で収集されていたが月次の11m絡の収集は， 1909 

年に着手されたばかりで‘あったため，農家受取価格の月次の推計は， 1909 年以前にさかのぼりえなかっ

7ここと

1909 年 ~14 年の 5 カ年を基準[1寺に選んだパリテイ何絡は， 1933 年の農業制整法により法f内根拠をあ

たえられp 爾来数度の修正は力11えられたが，本質的に改正されず踏襲されてきたが，戦後その矛盾の顕在

化とともに， 1909 年~14 年の 5 カ伎を基準にしたパリテイ方式は改正せざるをえなくなったf 法的には

1948 年の農業浅の制定である J ここに規定された方式によってノミリテイ価格計算に使用されている基準

時は一関現在に接近せしめられた すなわち，既往 10 カ年を移動平均した新しい基準時が個別農産物の

パリテイ fi!fî 1'ÍVI現:に用いられることになった J

だが新ノ〈リテイイl耐各方式の j采mによって問題はすべて磁散してしまったのではない その問題は従来探

mされきたったパリテイ方式そのものカ}ら生ずるものである二

パリテイ f耐性はL 、わばHF史的な官~Ii格関係の回復維持をはカ ι る「回目前刊m絡J (Backward Price) であ

る}ところでかかる照史的な佃陥関係は，際史的なマクロ的経済諸関係を111)犯として成立しているわけで

あり，もし，マグ口的経済;il'í関係たとえば技術，人口，資本等が生化した場合には燃史的なfm!各関係、はそ

の正当収2を主張するわけにはゆかない カ、くて正当なノミリテイ 1i!fî絡を樹立するためには，現在のマクロ的

措関係を充分酌量したものでなくてはならなし、c かかる立見の代表的なものとしてはシユルツ (Schultz)

やジョンソシ (G. D. Johnson) などの主張する「見.J剖而絡論J (Forward Price) である l この主張は

佃路支持の1:1擦を， 歴史的なパリテイ 11可絡より経済動向の分何に基いた妥当な古川絡にせよというのであ

る J 如上のようにパリテイ価格に対する反省の動向は第 2 期の当初において軽視されがちであった価陥予

想業務の重要性合再認識させるにし、たっている 価格予想業務の再認織の傾向は3 パリテイ例絡の欠陥の

顕在化とし、う傾向のほかに，価格分1'fTの科学的方法の長足の発展が強く ('J二JIlしていることを附記しなくて

はならない 1-:]，上がアメリカにおける第 1 次世界大戦以降の農産物価絡政策のあらまじであるが，ここで

最近アメリカの農産物11日I陥政策の折動向を示している見~立fIlJi格論lこ若ニff~虫れておくことは，価絡政策を~.~

f本的ι把握するうえで必要なことであろう

1 1.見越何陥政策はp 最高あるいは最fj.]::1J IIT絡水準を維持せんとする従来のf州各支持政策とは異なり，どち

らかとし、うなら農業協nWJ業務に立脚した安定何裕一一般密には資源の望ましい配分をもたらすような正鴻

何絡であり，単なる安定ffI日始ではないーーの述成を第一義とし価格支持を第二義とした政策であることは

既述したが，ここではさらに詳述してみよい16 0

『見越価格論を創称したのはT ・シユルツであり，これを体系的に論明したのはその弟子の G ・ジョン

ソン *17 である。 かれの所設をきこう。

正常な経済のもとにおいては価格機構が資源の配分を適正ならしめてゆくべきものが価格に不確実性が

つきまとうためにその機構が充分に機能を発揮しえなL 片したがって価格政策の任務は価格の不確実性を

取り除くことにあって，けっして価格機構に代るもの，あるいは架空の価格をもってくるべきものではな

ネ16 統計研究会長楽観測の理論と適用(1) 93~103頁

*17 G. Gale Johnson: Forward Prices For Agricutlure 1947. 
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い 価格は需給の均衡を通じて資淑の適正な配分をもたらす手段である したがって需給の基本的条件が

t2化する l たとえば消費慣習がかわるとか生産捜術が進歩したとかした場合lこは，価格体系も当然主主化し

てゆくべきであって，ある理想的な価絡体系を固定しておいてこれを達成することを価格政策の目標とし

てはならない J 仰lÎ絡機併は経済の基本泊条件を前提し，この前提のもとで資~}J~のi血圧な配分をはかるべき

であり，伺絡政策はこの1ilIT格の機能を充分に発揮させるようにすることをその任務とすべきであるザジョ

ンソンは価格政策の一般原則]について規定しているが，これらの原則を約言すれば， 1，問符の安定性を保ち

つつ，資滋!の効率高き配分をもたらすようにすることにあるコただたんに価格の安定をもたらすというの

で、あれば， 11m絡を公定するとかパリテイ価格を支持するとかすればよいわけであるが，それでは資源況分

とし、ぅ 11町絡本来の機能を発揮しえないおてれがある。したがって価格の不確実性を取り除イといっても，

経治の実状に迎合した「正常価格」を見いだし，現実の価絡が「正常価格」よりはなれんとする偏差を抑

制することが何絡政策の課題となるこ如上のような価格政策の原WJ よりみて，ジョンソンは明 tl'のf問中各政

策Jこ対して批判をこころみている まず価格支持策は，パリテイ価格すなわち il旦l際的価絡」を目標祝し

て経済の実状に即して資源の効率高き配分をおこなうとしづ価格の機能を忘れている 11刑者は日擦ではな

〈て手段である 佃I裕芝持策が回顧泊価格の維:j，)を目標としては，戦後の農業副長整を促進することはでき

ない。ジョンソンはこの「回顧拍nllî格J :こかえる:こ「見越価格」をもってすべきであると説く とこで見

越価格というのは，経済の基本的動向 lこ即した正常側絡というほどの意味である 見娃何絡を実際に抱握

する場合に農業組iillJが必要になるわけで、あり，ここに両者の関連が見いだされる しかしジョンゾンは従

来の農業観測j業務につい℃はつぎのごとく批判している v

農業協調ljは農産物M耐各の予報を農家 iこ流し，農家みずからをして資源の適正な配分をおこなわせようと

する υ それが佃i格機構の本来の機能を充分tこし、かそうとする点においては，何十各政策の原則の一半はみた

しているが，他の半面.である価格の不確実性の縮減という点については，論議が分かれてくるおそれがあ

る ジョンゾンは 3 つの理由をあげてこの点については否定的な判断を下している *180 かくて1附各支持

策と農業観測はし、ずれも側絡政策として雑煮をもっているとすれば，かかる難点を是正したものとしてもむ

l唱される「見越(f!IT俗」制度はし、かなるものか。それはつぎのように定義される

第 1 に，側絡は充分Tìljに公表して農家をしてかれらの生産販売計画をこの価格をもととして説整しうる

ような時日の余給をあたえなくてはならない 第 2 に， 公表される価格は相当の期間いわたって保証さ

れ，農家がその生産ナ「画をかなりの確実性をもって完了しうるようにしなくてはならぬー第 3 に，価格の

公表は充分にrtfl自治、っ正路であり，農家をしてその価格の影響を容易に理解しうるようにしなくてはなら

ないc 第 4 に，価格は農家をして望ましい生産水準を維持せしめるにたるものでなくてはならない d これ

らの定義は価格政策としての見越価格制度を説明するために下されたものであれいわ::f r見越価格」が

決定されたならば，それを政策用具としてし、かに利用すべきかを規定したものである 2 そこでつぎに見越

価格~;):_\，、力冶にして決定されるかを問わねばならない。ジョンゾンはつぎのごとく説明している 2

見越価格は需給状態からもたらされるであろう価格についての最善の推計を示す)し六、かえると， 1 団

の専門家たちによってなされた価格予測にほかならないこ

見越価格は農業観測における予想価格と本質的には異ならないようであるが，ただ 2 つの点で相異して

いる。第 1 に，見越価格は単なる予想価格て!はなく望ましい資源翌分をもたらすような正常価格でなくて

求18 前掲書 *16 100頁
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11ならすの、り

第 2 に，見越価格の実現をただ農家の自主的経営に委ねるのではなく政府がこれを政策的;こ支持する。

もとよりこの 2 つの点、(t7(に依存しあってし、る、見越何絡は経済のなりゆきにゆだねて実現するであろう

と予想される仰絡ではなく資源配分についての政策的立図を織込んだものであるとすれば，これはただ公

表しただけでは，その実現を期待することはできない 政府がこれが鮒持について政策的に介スせねばな

らないc 一一ここに見起 ir可絡制度と単にも1U絡安定の実現を期待する何格安定政策との相異がみられる。

では予想1rrrr怖をいかに修lEーするのか〕

ジョンゾンは不確実性に対する農家の対策のうちから，かえって資源配分のi注目Eさを阻害する条件が生

れとくるとみた。 j@度のやIh荷主牧町:維ιfから fl'産の不安定，収益性は少ないが収量と側絡の安定性が高L 、た

めに不利な作物を選択すること， iif[lJV;陛Ji!!好にもとづく資本前日止の低さ，粍営規模の抑制等の阻害条何は

多かれ少かれ不確実情・より生れてくるものであるコかかる阻害条件を克服するためには，見越価格は短期

の予想価格ではなく長mJT日告知Ii絡の予測でなくてはならなL 、 c ただ長夫)lIU片側絡は農産物J需給の都きさが充

分におこなわれたさいに実現するであろう何格であるが，それを具体i'lド')に捉えるためには需給読整の指針

について多カか、れφ少、なカか、 jれ1政策的;芯色む一図が lは士いつてくるであろう 見越f価田絡の利í:幻:司J

の買スれ，貯蔵，売渡しをおこなってその需給の訴整をおこなうとか，農家が見越価格を前提として生産

計阿をたてたのに収路期に市場1rrrr絡が見越11m絡を下廻iわれば農家に補償交払をするとかしなくてはならな

L 、。何絡政策の按fi!;Îからいえば価格支持集とあまり~らないc 見越f而絡制度は「見越価格」を支持する制

度であると考えられるつ li1líj各支持策が :!I'!lù'jr'1句阿絡」ともいうべきパリテイ 111日絡を支持せんとするに対し

て，農業観測によってえられる予測11ITi格を修正しつつこれを支持せんとするものであるそそれは価格支持

策と農業払JiilUの長をとり短をすてんとするものである，がそこにはまたこの制度の間難がひそんでいる

見越何格が-fiJllJ1i11i絡にある政策'J'-j意図をもった修正を加えるとなれば，その修正の仕方について明躍な方

式をもたなし、かぎり，見越悩絡が政策約に歪められるおそれが生れる。それは!;Rr合によって、土，パリテイ

佃l格以上に政策fド」な側絡となるおそれがある。その反田，予測何絡をそのまま見地何絡として支持せんと

すれば，政府のf田!絡交Nはただその予測の鉛梨があったさいにのみ必要となるわけであり，かかる予測何

絡が縦十)されたとしても，農産物需給にjK本的ながJ整を必要:とする不均衡の存在する際に1土，農業読号室に

ほとんど役だたないこ主になるおそれがある。 過剰なるがゆえに低い佃íf'i\-を， また不見なるがゆえに高

い側格を見越和IÎ1'各としてたて，これを支Hするだけであっては何十告と所得の不均衡を是lEーする効果に乏し

いじ見越佃1絡制度は伯!格交持策と農業組il!Uの中間をゆかんとする政策であるだけに，その政策運用の国に

微妙な困難さがある，が農業観測を何十行政策に払取し，これを活用してゆく方法を抗唱したWi恕のうちに

は学ぶべきもの少なしとしないJ

以上が見越仰I格制度のあらましである ここでふたたび本題のアメリカにおける農産物価格政策の性格

について検討してみよう。

12. 第 1 次世界大戦後のアメリカ農産物価絡政策は，前述したような性格の移行を示してきているが，長

用された具体(!七政策の形態としては，価格支持策であったといってよいであろう。しかも第 2 次世界大戦

中においては，間接的{間給統制とともにある農産物には直接的価格統制すなわち公定価格政策も採用され

た*19~しかもこれらの側絡政策の方式としては一貫してパリテイ価格が使用されてきたわけである G そこ

ネ19 伊主主俊夫著農政学概論養賢堂 282頁
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で参考のためにシェフアードの著書棚によれ 最近 20 年間の価格支持策の内容と著者の見解を回顧し

てみよう。

農産物金融~n: (Commodity Credit Corporation) のとったJ主体均な価格幻与策としては，供袷面よ

りの調節をはかるためには貯蔵，作付制限ならびに阪自制限等のぷ方策，需要の受動による 11日i怖の不安定

を除くためには削給制度，余剰物資除会計画，学校治食等ー速の補給金支三日による需要喚包策等を採用し

たっ しかしながらカ IかるJL体的諮切格支持策は，効果的に所期の目的を達成したとはし、えなかった。 な

かんずく農家r~í仰にあたえた効果は決して明確ではなく， 8摘の補給金の支出も 11iましい'!U:t:に所得を増

加させなかった。太平f{'.戦争終了後の半年間の1nfr剛志員ーは有史以来のもので 35-39 年ペースの 2 倍以上

になっているがp その後急落して， それまで農産物価格より低かった非農産物官!日時曲線と Cross して逆

に下位に向った傾向はわが国における場合主全く同検であることは興味深い。著者:土今後の見透しとして

農産物Jに対する需要は低ド安定して， したがって何格は漸次低落してゆくと予想する、 その n体的防衛

策として現在の 90% ノミリテイの線ば今後も緋続が必要であることはもちろん，ミ害者カ';fl'i腕1')に強調して

いる点は， (1)，資~))~の疋確な車置を可能ならしめる見越加格の設定 (2)，家寄生;_Jff:を安定させるための飼

糾作物の生産の安定 (3)，個々の農家の所得を保護すべき作物保険制の確立 (-1)，一般需要の周期初Æ動

から農業所得を安定するための直接的所得補償(income payment) の完全実施 (5)，農村人口の増加によ

る所得の球少を防ぐため農村青少年に対する都市就業をTiJ!îlêならしめる教育策の有効化の 5 要件である c

著者が構想しでいる淡路均価格対策ば 1 つの完全なるがj川防禦策を初微せしめる。すなわち，下流におけ

る一定水量(何惰)を維持するために上流にグムを築き貯水〔供給別限〕下流の!涜途(需要〕を調節する

という河)1 1の現想的統制策ば正iこ著者の価格対策である。

13. 以上がアメリカにおける農産物価格政策のあらましであるが，つぎにわが国における農産拘一回格政策

にっし、て若干考然してみようコわが冨の農産向阿怖政策d主，戦争ならびに戦後の異状経済より潮次回復さ

れるにしたがって一強制的資本主義計画経済の側絡政策である公定価格致策より透次自由的資本主義計画経

済の価格政策に修行してきているつ昭和 27 年より麦111の管理統一閣が廃止になっていらい，現{l:農産物の

うちでは米側だけに佐撚公定価格制度がのこっているのみで，現在では麦類ーノj、記大麦，桝麦一一，

甘しよ主切干，甘しょ j駁粉，馬鈴しょ i駁粉およびなたねなどには価格支持策が探J目されている。つぎに現

在の農産拘古田持政策について若干具体的に考察してみようコ

まず戦後における農産物阿格政策の目的であるが，それば戦後の忠性インフレーシヨンを阻止し，物価

安定の綜合施策の -1411 としての物価体系を確立し，国民生活の安定を確保するとともに健全な，勤労およ

び企業の五控室を降立せんとしたものである。この物価体系の確立の方針ならびにこれ三もとづく農産物価

格政策はつぎにかかげるごとく相互に均衡の確立を酌量しながらも，この主要目的l工物価水準を低{立に抑

えんとするものであったね1。

(1) 新ナル物何水準ハ旦j米得ル限リ低位ヲ目途トスノL モ現ド及将来ニ於ケル財政7溢済ノ実勢ヲ充分考慮、

シツツ実現性有ノL物j古川体系ノ確立ヲ図ルモノトシ米及石炭等ノ統制附各ヲ創出的ニ是Eシヅヅ之ニ照

*20 前掲書 *15 295-335頁

本稿においては，武井{ill太郎書評 「シェフアード農産物j価格政策J 農業経済研究第 23 巻第 4
号 48 頁に要領よく lji纏めておられるので参照にさせていただL 、たェ

キ21 食糧庁企画課「主要食糧の何絡の概要J (1945-1952 年版)なお甘藷生切干，甘藷澱粉およびな
たねの価格支持策について i 土， 同庁企画課版「農産物価桁安定法に基〈なたねの政府買入じ関す
る資料」を参照
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応シ生鮮食料品及日用品等ノ実際情絡ニ付与!下ノ f佐世ヲ論ジ相互にた衡アル官lli給体系ヲ確立スルモノ

トス。

刷新ナル統制何格等同ーノ基准ニ於テナノL ベク同時ニ之ヲ設定シ一旦決定シタノL上山之ガ維持安定ニ

万全ヲ期スノL モノトスコ

このような方針に基いて定められた食糧品何絡の基準はつぎのとおりであった i

(1) 新ニ米穀/:生産者11m絡及消費者何十各ヲ定ムルモノトシ消費者価格ヲ 1)テ他ノ物価及賃金ノ均衡ni:t1岸

トス

(註〉 消費者何絡ハ平治年度ニ於ケノL適正生計費ヲ基礎トシテ之ニ定ムルモノトシ生産者価格トノ差

額ノ円、米穀需給ノ央

(白削2幻) 麦類， 藷諸:駐鋲i尖ノ他ノ;主主要食1糧霊統制4仰仙側11川Iiけ』絡名ノハ、米側トノ;均均衡ヲ保持スノルL寸立如如|口l グ之ヲ定ム

(羽生鮮食!;前品等ニ付テモ米兵ノ他主要食糧ノ価格ト均衡アル価格ノ形成ヲ期スルモノトシ食糧ノ絶対

量不足ノ状刈ニ雇由、ミ統制ヱ依ラズシテハ之ガ実現至難ナリト認メラ J!.- J!.- ヲ以テ経過的ニ出荷配給及何

十各ノ統制ヲ行プモノトス(昭和 21 ， 3 , 1 閣議決定)

現在農産物1i11i絡政策は，農産物の極jJ、によってそれぞれ異なった何絡政策がとられている O 米，麦類な

らびにその他の主要農産物一一甘しょ生切干，甘しょ澱粉，馬鈴しょ澱粉，なたねーーの 3 つにわけて考

察してみようコ

米側政策はWU1îのように戦時以来の米穀統制制度により公定例絡政策がとられている二

米側政策で収用しているパリテイ師絡は，昭和 9-11 年を基準にしたパリテイ価格である J 具体的一

例として昭和 26 年の生産者米側決定方式をあげると， 26 年 9 月末の農業パリテイ指訟は 250 と推定さ

れ， !J~産者米110iは i~~j~ 1 干 i当り 7 ， 030 Iうと想定されていたc しかし実際に 9 月末の差是i、、はjiL入物資の価格が決

定され，パリテイ指数を}汁算すると，それは前述のように， 248.48 となり，その結呆3 つぎのようにし

て標準価総は設定されることになったっこの場合，従来のように基本11l1i絡に 5% の特別加算額が加算さ

れている

基本何怖(石当り) 6 ， 986 円，パリテイ 11m絡 6 ， 749 円 (27.16x248.49) 特別加算額 237 (6 , 749x 

0.05-100) 

かくのごとくしてぷ;-4~1耐訟は算定され口、る c 米側政策としてはパリテイ価格を設定し，政府が農家よ

り米を供出させ， IMa給機構を通じて国民に間給している。

つぎに麦鋲の1i11i絡政策について触れよう。

麦Jll:i価格は，前述のように昭和 27 年より管理統制が廃止された二すなわち人為的な規制より「自由経

済原則」という「見えざる手j のI主理にまかされたのであるが，しかし麦とし、う主要食糧の流通の安定は

計画せねばならずp ために以前の管区統1fi1jìiこ代って政府は改正食糧管理法による一定価絡による無一日正限見

上制をとることになった。若干説明しよう。

麦類f問中告安定政策は，政府みずから自由巡済社会にのりこんで，麦類の購入をおこない，しかしてそれ

を政府が消賞者に販究するのであるが，この場合あくまでJ生産農家に対しては，その販売の確保と，そ

のf問中告の安定をはかり，消芸者にとっては需要数量の自由確保と価格の暴騰の抑制IJJ することを計らなけ

ればならないわけで，その具体的方策として政府は二重価格制を採用している c それゆえ政府の購ス価格

と主主[1 1:日絡に以定が問題であるが，賄入はパリテイ価格を採用する一定価格による無制限買上市jでおこな
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い，売却は|川J~(変だけについてのべるならば，家計Z互に基く上限価格一一家言十麦畑ij，対米11日ilとによる価

格 対米安11m ， およひ~ n;(11回計算麦佃iの 3 つを参1\fJして定めている。

つぎにその他の主要農産物価格政策についてのべよう Q

主要農産拘何絡政策i主麦類価格におけると同様佃1裕芝侍策て‘ある乃

主要農産物価j各政策l土，昭和 28 年 8 月 17 日法律第 225 号の農産物価格安定法により規定されてい

る。この法律の目的は，米麦についで重要な農産物のイ問機が正常な水準から低落することを防J}:し，もっ

て農業生産および農家経済の安定に資するにあるつ

このための政府の共体的方策としては，麦類価格安定政策に類似した方策をとってL 、る c JょJ、 kのように

わが国農産物官lIi内政策は米のみ米穀統制制度による公定価絡政策がとられ，他の主要農践tらry1jll↑的政策とし

ては価格支持策が保fIJされている。しかも米穀統制も抑1;0:批判lの対照となり，かくてわが国における農産

物価格政策は強制的資本主義汁画経済的価格政策より，自由的資本主義計画経済~I引所格政策にうつりつつ

ある段階であるといっても過言でないであろう z 昭和 28 午 12 月 13 日の時事新聞の社説は「米価審議

会の形際化」という彊でこれについてつぎのごと〈のべている。

「来年 1 月方 a らの消費者側絡を諮問された米側審議会は，本論にはいることなくして散会したご議場で

行われたことは，微lTJ11散尾政府のか審議会無視かを難詰することであって.・ーだが米側の決定にあたって

審議会が無視されたというならば，それは少しも今回に限ったことではない。概端にL 、えば最初から無視

される運命にあったもので，ただ今回の場合のように，名実ともに無視されたのが初めてといえば初めて

であるだけである υ

現行食糧管J引法では，食糧の買上げ，売り渡しに関する広範囲の権限が政府に与えられているつ . .も

ちろん米価審議会は存在するけれども，それは諮問機関て司あってなんら決定権をもたぬ 皮肉な表現を用

いれば，政府の j字断を一応民主:'1勺に形をつけるためのアクセサリー的存在である「

のみならず，その委員の構成も，生産者代表ならびに消費者代表なるものを対立させ，その芯ー見は本来一

一致しがたいようにできてし、た。 そこにこの米価審議会の生れながらの性絡的矛盾がある。今回の審

議会輿視などは，そうした背負って生れた運命の必然の帰結なのて、ある。... .そうした矛盾を含み，無理

を行いながらとにかく表出i的に米側決定が-r.G;民主的に行われてきたというのも，占領軍当局の圧力の健

在な間だけであった。その点は単に価格の面だけでなく，供出割当の面においても同様である〔、権力泊1薄

れるにつれて初当の高圧的な性格がしだし、に失われた。... .そして海rrÞ~ (著者記入〉供出強制の権力的要

素が薄れさって，そのf\ りに供出誘引の罷業的方式が強く押しだされてきたのである乙一一要するに戦時

以来の米穀統制制度は，すでに事実上崩壊している 今日としてそれを繕う方法は，改選覚その他の主張

にしたがって，国庫補給による二重価格制に逃げるか，それとも麦類統制jの現行制度に習って，一定価絡

による無制限買上制に代えるかである。. • ..J 等。この主張自体には数多の異論が存在するであろうが，

かかる主張のあらわれは，現在農産物価格政策が強制的資本主義計画経済的政策より自由的資本主義計同

経済的何格政策への転換過渡期にあると L 、うわたくしの主援の 1 つの託拠にはなるであろう。

以上がわが国における農産物価除政策のあらましであるが，それを一貫してみられる特徴は筏念ながら

あまり科学的な根拠のうえに立脚されていなかったというきらいがある。

科学的f面持分祈念主体とする何裕予想業務はアメリカにおいてはすでに 30 数年の歴史を有しているこ

とは前述のとおりである{わが国におけるかかる面の研二究は，まだ満足されるべき状態ではないυ つぎに
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わが国における農産物f~lí絡予想業務の現状に触れておこうり

わが国においては前記のごとく昭和 25 年ごろより農雄物に対する直接統制が緩和ないし廃止されs 幾

民の自主的な経営計画がおこなわれるにいたったが，その場合農業経岱の安定を可能ならしめるため，農

林省におし、て農業経済の動向を推察し，農産物価格の予測やおこない農民にながすこ左が必要であると考

えられてきた。

かくのごとくいわゆる何絡予想業務の実施の契機となったのは総司令部天然資源局の招きでH召和 25 年

12 月に来朝したアメリカ農務省農業経済局のスタイン (0. C. Stein) 博士の勧告であった。:最初J農林省

の官房調査謀において農産物Q1ffli1各予想業務をとりあつかった。官房調浩二i咲の仕事はその性絡からいって農

産物価格の予想、というよりも農業に対する一般経済斐動の影響iを分析するとし、う面に重点がおかれてい

た、昭和 26 年iこし、たり，農林省において農業観測制度巡也管J!ll要綱が決定され，農菜観j測!l則l羽リ業務け

3資子l部祁が主管となり， 農業在悦税fj損測lリ:jì準袋備委員会が設置され， 農業[悩品ι仙Ji測日則uを5什年Iド~ 2 I巨凹4目当作製することになつた 第 1引|悶問百司叩)vは主

昭和 2幻7 年 7 月， 2 回は 2幻7 年 1日1 月 tにこ作製された:EJl在第 3 回の農業観測ぷ準備されている段階であ

る。以上のようにわが国における農産物価格予想業務はまだ初期の段階である

以上がアメりカとわが国における農産物価格政策の現状である。

如上のように資本主義経済 Fにおける価絡政策といっても，一律的なものでなしまず第 1 にその国の

経済条件から要求される苦r.ITIïì縦約の形態により大きく規定され，さらにその国のその時における経済条件

により価格政策の内容も，目的もさまざまのかたちをとるのである。

14. 本稿の冒頭より今までの考察は，本論へのアプロ{チのための布石であったり以下本論にすすもう

第3章本 論

一一林産物価絡政策の考察一ー

その 1 林産物価格政策の必要性の検討

15. まず主翠の考察iì，わが国の現状からみていったし、林産物Qffflí格政策は必要性があるかどうかの検討か

らはじめようご

この検討にはいる前に， íJtJJl1民経済における林産物価格32ÚYJについて主立ってみよう担。

ヒツクスならびにランゲのJ:qj論模型jを構成する要因である，別言すれば動態経済としての性他を附与す
コ/-ミン fンヨナ ル

る予想の弾力性 (elasticity of expectatio吋は，林産物J官!日陥の場合三おいては惰性的であり，したが

って動態経済における林産物価絡形成の主改羨は価格の追随者として， I也の価格予想のヨリ弾力的な物財価

格の愛動の影響をうけ受動的に交到したのであった。それゆえ何絡予想の弾力性といった観点、よりみるな

らば， 宮庶民経済における林産物'JfHn絡の斐動の態様(工比較的安定性ケ示すであろうことを思わせるが，実際

には駄慾経済における林産物価搭斐動の態;隊は激しいものがあったっ具イ制約にみてみよう 各種物財の1間

格受動の悠僚を量的に把握するために，斗lf勾伺絡をもって偏差を割った夜明l係数 (Coefficient of Variaｭ

tion) をもっ亡あらわした価格主主動三与を，大IF. 2 年 (1913)一一一昭和 11 年 (1937) 女対照として計算して

みると，第 49 表に示されるように林産物fllij1各52動率は鉄，生糸よりは小であるが，総平均物何æ動より

ははるかに大きな受動をしている。

昭和 11 年以降の準戦時態勢，戦争，戦後の現在までをいれるならば，さらに~動の激しいことはし、う

までもあるまいのかくのごとき激しい林産物何絡のlf2動は安定した合理的林業併営ならびに他資本の林業

吃2 釘~~ 5 綱参照
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第 49 表への進出を阻出し，林業経営による個人および国民における

経済的p 社会的厚生を阻害する 3 このことについてつぎに若

干詳述しよういまず山林の効用について触れよう

平均値偏差 bJZ

マーキス氏:1山林のまゴ'JJI-Jをつぎの 3 者に大別してのべてい

るネ幻。

そのし山林の存在からえられる効用の主たるもの二

(1) 都市のITJ水供給首長としての分水嶺(Water.shed protect 

ion) の保設

(2) 河川海水の境整 (Reg日lation of stream f1ow) 

(3) 土壌仕立~lの保護 (Prevention of 80il erosion) 

(~1) 防風市ならびに掩護'nf (Windbreaks and shelter belts) 

総平均物価

鉄

石 炭

石 1由

三lミ 糸

オミ

木 材

木 炭

89 23.9 26.9 

147 91.8 62.4 

96 27.0 28.1 

94 25.6 27.2 

80 33.1 41.4 

77 24.4 31.7 

101 36.6 36.2 

83 31.6 38.1 

防風iキィ土，土壌の移動を抑制するために，風の速度を減少させるうえに効果があるが，このため鳥般を

引きつける何仰のある湿度の;急速な蒸発を防止し，水中に棲息する家畜を保護する 掩護帯の第 1 の目的

は，表層土の風侵話{を防止するためである

(5) 家畜の)i"j料 (Forage for livestock) の提供

(6) 野生動物の避難所 (Refuges for wild life) の提供

(7) リグレイシヨン用地 (Recreational areas) の提供

以上の消種の森林の効用は，私有林地の開業的縦営より自動的に生じてくるもので間接的効!Iiとも L 、

う二河川 lの規整，侵蝕の保護，野生動拘のすみかの提供とし、う効HJを一義的目的とする場合にはp かかる

山林の経営は政府活動によりおこなわれるべきである。

その 2 ， í休廷物の泊費を通じ‘て認識される効fIl

(1) 各種需z変に対する林産物の提供

価格が比較，'IIj低廉であること p ならびにその独特の性質iこより，林産物は各種のm途たとえば~%奈川材

から，糸巻作，さらに垣根杭から紙，人絹および自動車のラヅカ{に至るまで広く使用されている J

イ2) 農業経自に対する材糾供給源

農業経常にJ乙、要な各種の材料たとえば燃'p↓，堆肥給源等弁提供している=

その 3 ，木材を林産物に安形する過程のなかに実現される効用

この効JHは，賃銀生活者へあたえられる鹿1~L 動力および材料の購買の形態でみられる。

以上が山林よりえられる各種の効用であるが，これらの直接的，間接的効用は申すまでもなく，安定し

た合限的な山林 h:自立によりはじめて可能なのである。安定した合理的山林経営は，まず経営者自休の所得

の安定をもたらし，これはとりもなおさず経信者自体に最大の効用をもたらす加。さらに地方の人達に対

して安定した雇備機会p 地方の農産物の安定した市場，地万の商店，銀行に安定ならびに安定した税金等

を犯伊ぐするのである

ホ23 Ralph W. Marquis; Economics of private forestry 1939 pp. 17~26. 

ド24 まず第 1 に何人前な相違というものがどれほどこのようなウエルフェアを害しているかというこ
とを考えてみると，いま[反にAB という 2 人の人がある。 これは陪放と考えてもし、し、し，あるい
は個人と考えてもし、し、し，小さいグノレ{プと考えてもいい。

これがたとえば呂なら a とし、う同じ所得を取っている場合と Aは a+x とし、う所得をもっており，

Bは呂 X としづ所得をもっている場合と比べてみるこ後の場合の合計は 2a であって国民所得



120 林業試験場研究報

しからぱ安定した合到1 1'1f)な保続:I"j山林経営はL 、かなる条件のもとで実現可能なのであろうか。この問題

を解決するために，逆に安定した合J早的な保続山林径営(以下単に山林.(;'Ë営という)を阻害している要因

を考えてみよう。 山林↑向きを阻害し， また資本の林業への進出右阻止する最大の要因は市場の不確実性

(The uncertainty of future markets) である。説明しようっ経営主体は，生産物ならびに生産要素何絡

があたえられている場合，彼の所有する資木の大きさ，企業能力の大きさ，ならびに技術水f悼のもとで一

定の生産ム1"悶および販売すl"iilÏfを樹立することができるのである。経蛍主体は動態経済において彼の経'泣の

運行をおこなう場合には彼は将来にわたって生産物ならびに生産要素の例絡一予想をたて，将来にわたる販

売，購ス計 iflllを立案するわけであるが，もし彼の予想、価絡が事後的な実現11而怖と魁組合生じた場合には，

資本のi良資，場合によっては損失すら招来する危険性があることはすでーにのべたf 力、泊、る将来の不確実性

に対してマーキスLてはつぎのごとくのべている*出、

「もし経営者がかれの生産拘は将来の市場において，かれの費用をおぎない，そしてかれの危険に対し

てかれを補償するに充分高い何格に支!留されることが確実であるならば， I高い税金の負f!l，火災の危険，

自件、としてはそのn円に何の相違もないけれど a が均等に分たれる場合と，一方は多く他方は少な

く分たれている場合とでは実際においてその所得からえられる国民生活の満足の松度，ウエノL フェ

アの料!支は大安に迷う，どう迷うか，これをffij'i主な例で現わしてみるとこうなります。

A と B という 2 人の人，もしくは 2 つのグループは努全にその欲望の程度， I極味の程度において相

等しいとする そうするとその所得でだんだんにその欲望を充足してゆく場合にそれぞれ充される

科度にしたがって欲望の秘度が下ってゆく状態は両者全く相等しい凶型すなわちドのような度I仇で

現わすことができましょう。(第 42 図参照〕

所得が大きくなるにしたがってだんだん程度の低

い欲望を充してゆく。 それは縦の線が短かくな
ってゆくことによって表わされますザ たとえば

1， 000 円の所得しかない場合にはそれでもって生
活維持の食糧品を貰うのがし、つばL 、である。とこ

ろがその所得が 1 ， 500円になると，食JJ旬以外のも

のにも幾らか手がだせるようになる p ということ
はその人にとって食物といういわば最も充足させ

ねばならぬ松度の高い欲望がまず充されて，つぎ

A B 

第 42 図

にだんだんに弱し、欲望に及んでゆくことでありますが，それを図型で表わすとこのようになるつと

ころが人IlJJの所得はたいていの場合においてすべてその人のもっている欲望を全部充たすというわ

けにはゆかな\，，_ ゆえに実際においては a という所得で充しうる欲望はある科度で切りすてられ

る。もう充すべき欲望がないというところまでその所得があるということは大体において不可能で

あるからこのような図形が成立する。さて今度はA と B と L 、う人が等しい a とし、う所得をもたない

場合，まずAなる人は a+x となったうそうするとこれによって加わるウエノレフェアの大きさ，そ

れはA図の斜線凹角形で示すことができる。

ところが Bは a-x だから x だけJ成る， i成った場合はどうなるか，それは丁度B図における斜線国

積だけウエルフェアが減少するニすなわち減る場合においては嫡えた場合よりも大きなウエノL フェ

アが失われるこしたがってその愛動の結呆，この 2 つの面積を加えた大きさは前のともに a なる所

得を受けていた場合のウエルフェアの合計よりも少ないとしづ結論がでる。簡単にいうと，貧乏人

と金持とがあった場合所得ができるだけ平均していた方が大体においてその合計の福祉というもの

は大きくなるという理屈であります。

同じことは時を異にした場合の所得の相違についてもいうことができますc たとえばただ 1 人のA

なら A とし、う人をとる。この人はある時，昭和 21 年 1 月に a なる所得があった。 2 月にも a なる

所得があったc とし、う風に同じ大きさの所得をえてゆく場合と，合計においては等しいけれどもあ

る場合には非常に多しある場合には非常に少なくうる場合と，どちらがそのウエルフェアが大き

いかというと，丁度いまの計算と同じように所得の安定している方がそのウエルフェアの合計は大

きくなる c

中山伊知郎現代の経済学勤草文庫 9~16頁
キ25 前掲書 *23 pp. 109~125. 



林産物価格形成の理論的研究 (野村〉 -121-

速い生長率，市場からの距離は[来続生産林業 (The pr旦ctice of sustained-yield forestry) を妨害するこ

とはないこ」このように安定した合理的な山林経営を阻害する要因としては， 各種の要因たとえば1ヰ木の

速い生長率J 火災，虫害，風水害等の自然的要因，税金等の経済内要因などがあるが，最初Jの将来市場の

不確実性の要因からみたらそれほど重要なものであるとは考えられない

かくしてわれわれは森林より直接， fMí援にえられる個人ならびに国民の縫済的，ì-i:会的効JIîを最大町こ満

足させるには安定した合E町内な山林経蛍であり，しかもカ aかる山林r]益活を可能ならしめる最火の要件は山

林経営における将来市場に対する不確実性の除去であることに思いあたった:し泊、も実際にわが国におけ

る林産物価怖の主動f主前述のごとく非常tこ激しく将来の林産物市場に不確実性を提供している c さらにか

かる激しい林産物価絡ft動が前編相で触れたように本質的な林産物価格形成の不安定性に忍因すること

を考えるとき，ここに何格の不確実性を縮減し，安定をばかり，あるいは場合によってはある伺伶氷準の

支持な計画する林産'p初佃i格政策の意義があらわれてくるのであるコ以上が林産物何格政策を必要とする基

礎I'I"JJfll由である。つぎになにゆえ現在林産物価格政策合系府すべき，あるいはすくなくとも充分再認識す

べき必要があるのか，別言すれば林産物価怖政策の現代的意義について説明しよう

16. まず第 1 のJQHilは，現在，戦争中の百LfJtに基く森林の荒廃に鑑みs わが国は林業に対して治山治水と

いった国土保安の国ならびに広・礎資材の確保といった経済的要請の函より，森林資源の可能なかぎ，)最大

限のAli-設を必要としている

敗戦による領土喪失の結果森林面積は戦前の 45 ， 565 千町歩からその 55% の 25 ， 040 千町歩と縮減し

た相7 これに加えて戦後における復興資材として林産物の需要増大はわが国の森林生産力をはるかに上

廻った超過需要を示していること i土 L 、まさら資料をあげて諜々するまでもあるま L 、。最近の建築材の高騰

ぶりを一見してもこの間のNL自は直ちに窺知できょうつまた森林資源の荒廃ぶりは，昨年北九州と和歌山

県地方を巾心とする西日本の各地域にわたって大水害をまねいたことによりいまさらながら1吐諭を喚匙し

たごとくである 以上のごとき経済ならびに社会の両国より林業は国民ないし国家的要請として安定しだ

合理的な山休俗営の確立を必要とされているのである。このためには前述したごとく林産物価格の不確実

性を縮減し，安定性をあたえ，場合によってはある価降水準の維持をはかり，将来に対する林業経営の収

穫に確実主主fあたえてやることが必要なのである。この主張に対しである論者はつぎのごとき反論をここ

ろみるかもしれない

ifJì在の林産物の高騰は問題なく安定した合理的な林業経営を確立させる刺戟困となっているのであ

れしカ h も現庄の林産物需給の観点より将来日Ii絡暴落はまあありえなし、であろう」と 私はか力&る論者の

主張する前半の事実についてはある程度ギ直に肯定しよう c だがそれだけで充分であるとは考えない 山

林経蛍者の懸念の的は現在の価格条件よりも明日の価絡についてであることは前述のごとくである c 私達

林菜試験場経営部経営研究室でおこなった東京都西多摩郡権原村相自における調査においても実証的にこ

のことがみられる。

つぎに後半の主張についてであるが，かくのごとき主張は林産物価絡の形成の本質的性格になんら反省

なきものの言である c 前に触れたごとく林産物価絡形成には本質的に不安定性を内包しているのであるこ
でンベンノヨタール

本質的に不安定的であるがために価格予想は惰性的であるにもかかわらず他のヨリ弾力的である牧財価

*26 第 6 編参照

吃7 戦後における日本林菜の現況については太田勇治郎 日本林業の実相林莱経済第 16 号

*28 第 7 編参照
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格の受動よりかえってヨリ激しい f!町桁J会動を示すのである 4 現在の激しいrt，;1J遊ぶりは山林経営者にのぞま

しいガJ栄をtAW~しているが，その中には本質的不安定性とし、う忠ft!l'が，またきたる将来激しい暴落の襲来

を暗示していることを冷)如Jこみつめなければならないコ

第 2 の国自は，わが国の経済の現状からいって林産物価格の激しい高騰ぷりは，それでなくともインフ

レ的傾向すもつ可能性のあるわが図の物価体系を高騰させる要因となり，悶民経治手d究百しさせる危険をも

つので望ましくない I これに対しである論者は， I従来林産物川H格は不当に抑圧されていたηであるから

今のごとき高騰ぷりはなんら問窓とするには足りなしらさらに高騰することがのぞましい，だから二の王豆

由により林産物f剛各政策を採用する必要は見いだせないj とし、う意見をもっている。まず第 1 にこの論者

は一体いかなるイilli格!.k準をもって凶Eなるもの力列!?命的に明白にしていないという批î'iJがあるが，これは

これとして，かかる論者はWi格政策の立図を充分認識していないといわざるをえなし~林産物納付各政策は

決して高騰せんとする価絡を不当に抑圧することを意味しない くりかえすごとく林産物価格政策は資源

の適正配分， f.州各の安定を円的とするわけであり，もし現在の林産物前伶の高IJ廷が適Eなる水;j~ よりまだ

はるかにf!íJ，、とし、う理論(I(J恨拠がだされるならば，順位何除夜J守策といった政策の採}I! も考えられるわけ

であるコかくて如上のような命者の主張は窃放するであろう 以上のべた 2 つのF!I自が林産物f!1lí賂政策の

現在における立義である。永田竜之助氏も現tEの事'1脊より材:産物価格政策の必要℃あることをつぎのごと

く論じておられる叩c

1.. .休業生産物の価絡の問題については，現在もまたili~ 、将来も，さらに進んで十数年さきの速い将

来においても， i山中初日r~の皮切Jに逆斤することなくあるし、はまた他物価の没!fi)Jに筏されることもなく，常に

経済原のいかなる災動に対しでも物的哀つけをもった適当な災化が約束されうるとし、し、うる。すなわち，

今日の造林事業への投資は，なんらの不安もなく，将来の収穫を約束された忠まれた事業て、あるというこ

とになる。そしてその原因は将来の林産物のf田l絡の安定にあることを忘れてはならない。本稿l主徒らに理

に走つーて角をたてるのが日i'I'jではなし、。し泊、し政府は土地産業たる一般原始生産物の自li格の問題に対して

は常に』歯切なる fll日係安定の払一位三(j=Hi じうる制度と組織をもち，これを充分に活用する必要があることをま

ず強調したL 、。」

その2 とられるべき林産物価格政策

17. 以 H本政砂川rti施政策がJJJ，{E必要で;f)る υ あるいは現{E再認識されるべきであるとしづ辺自についての

べてきたが，つぎにし7うミらば実際林産物価絡政策をおこなう場合，現住いかなる林ft物古川崎政策が採用さ

れるべきであろうか検討を加えてみよう

具体的な佃1絡政策を考える場合，まずそれがとりあげられる計同経済の形態を考えなくてはならぬこと

は第 1 部でのべたこわが国の経済を前提とするならば採用される計画経済の形態は資本主義計画経済でな

くてはならない。しかも現在のわが国の現状は，強制的資本主義計画経済は若干疲っているが大勢は自由

的資本主義計画経済であることも既述したコそれゆえ本論は問題をリアリスティックにする芝めに，林産
物価格理論の場として自由的資本主義計画経済を前提とするつかかる前提をたてるならば，林産物価格政

策は間接続制でなくてはならない。 ここで上述したごとき条件を酌量して林産物価格政策を考えてみよ

うコ

まず立案される林産物価格政策はつぎの原則のもとにおこなわれなくてはならなし~すなわち第 1 に，

*29 永田竜之助原木高，製品安の経済的考察林材昭和 28 年 10 月号
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1111í{各の不確実性を排除し，または縮減し安安売をはからなくてはならない。第 2 に，現在のわが国粁併の現

状からみてできるだけ物価の高騰を抑制l し，国民経済の援舌しを防止しなけれJまならず，この点よりいって

現在のごとき林産物仰lí怖の激しい高騰ぶりー土できるだけ避けるよう i'こしたL 、 第 2 の原則については充分

現住の林産物111日格水準のJQ，:，命的検討をまって慎重におこなわなくてはならない。すなわちf附1r水準の ì)、宇

は，現在の国民経治の!割Lせざるごとき最低水準に決定するよう配慮すると同時に，一方生産者の~:Z k:も

柄償するよう決定されなくてはならないコ以上のごとき原則にたって林産物価絡政策が立案される必要が

あるが，しからば共体(1')な価格政策としては，どこに重点をおき，またし、かなる程度まで政府の干j品、をお

こなうべきか等が問題となるが，普通には糸価安定判りにみられるごとく， 価格安定の日擦とすべき中心

11町絡をはさんで一日/l illíl，~をもった1:ilí絡の安定借を確立するわけーであるコだがここで内;題芭となるのカがゐ中乙心、11削11川州11川I� i 

4治各の i決iたと定に関してて、:' j;あJ る このジ、定いカ、んによりとられるベき官仰何1町H川1格名政策の性格が確定される)逆並にJ炎〈巧玖1す

ればJ保表用される 11何!リ阿1町H叶十絡特政策の'1'悦?免k格がこの中 L

際して，第 1 河;'\ií吋で諭じた」共L体dι的')fI耐佃何H而Iî格政策の三考考察はわれわれに有力な資料をf挺瓦供するであろう ともかく巾

心何絡の決定は実際には斑論的併究と政治的価値判断によりおこなわれる c それゆえ，ここに民論的研究

の基礎を提供せんとする i観測業務の必要性がある 既述したように観測業務のみによる価格政策の遂行は

限探があるが，別に係JIJ されるところの，価格政策に理論的根拠を与えるものとして重要な位置を山めて

いる U

今中心flllí絡が決定され，とらるべき価絡政策が立案されたものとして，この価格政策の実frブj伝tこつい

て触れてみよう J

その3 価格政策の具体的手段

18. このためには林産物lllií陥没j動の要因について充分問解していなくてはならぬが，この点については，

前述したごとくïJî所1において詳細に検討しておいたので，詳細はそれを参照していただくとして，これを

要約するならば，林産物詩:~の非弾力性，供給の夜!且性ならびに生産に感広する時n，rのずれに起因すると

いえるであろう それゆえ佃絡政策の具体的手段としては需給の抗整にあることは申すまでもあるまい心

つぎに考えられる J-~体的手段を列挙して若干説明してみよう。

そのし供給の封筒jをはかる方策

この方策はtpすまでもなく，林産物一定量を I呆有して，林産物何絡がある中心f阿倍より激しく 33i殺する、

のを訓110せんとするものである。かかる場合いかなる組織を通じて，またL 、かなる方式によって実行するぺ

かはラ乞分;検討されなくてはならない。

その 2 ，独占的企業によるf;llí絡の同底的変ー動による林産物価格安定政策

供給独占の有力な企業体が存在している場合，この企業が市場の価格斐動に比較的鈍感に対忘する場合

にはp その価格~勤を安定させるうえに有力な作用をもたらすc 普通の場合独占的企莱体がかかる態様を

とる左は考えられない。公共的企業体である場合のみ可能である村人さ l':?っし、にも林菜においては独占企

ネ30 ①富岡秀繭糸何格安定政策について農業総合研究第 6 巻第 3 号

①清水良一生糸価絡安定政策の検討農業総合伝f究所編農政論稿 283~428 頁を参照

*31 この問題について馬場啓之助氏はつぎの模型の中で明白に論述されている。

「模型J として消費財産業は競走的企業よりなっているが，生産財産業は安全な独占企業よりなっ
ていると想定する。

議f走iドj企業は一様な価格予想をおこなうが， 独占企業はこれとは別の予想をなす場合を考えて

ゆく c
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業体とはその性質を異にするが国有林の存在はかかる方策の実行の可能性をもっているといえよう J かか

る方策の採用は価格予想、の安窃jよりくる林産物価格の不安定的安動を縮減せんとする場合に考えられるつ

その 3 ，金融政策

これは製材業者，山林fi五位者等に金融をおこなうことによって，林産物価格受動に対する製材業者，山

林経営者等の抵抗を強め，価格安定に資することを百的としたものである。

その 4 ，需要国における政策

支持せんとする中央価格より現在側絡が著しく高騰して偏差を生じた場合には，政府は林産物需要の合

煎'I~i減少の諸種運動を実行する。 逆に{11落した場合には各種の需要喚起策をおこなう。

その 5 ，生産j惑~の時川ずれによる何絡!2í1!1Jを抑制する方策

(イ)消費財価格の k昇にさいして消費財産業部門の競走的企業はすべて一様に強気の予想、をもっ
たが，生産財部門の独占的企業は弱気な予想、をおこなったと想定する勺消費財部門における強気の
予想、は，生産増加をもたらし，市場にあらわれる生産財需要を増大させる。生産財部門の独占企業
は，その供給財に対する需要曲線が右に移動したことを知る。しかしこの需要表の産化が一時的で
あるとみてその供給量をかえない。生産財の供給制限 (Monopolistic underrι，striction) のためそ

の価格は土昇する。この結果独占企業の利j聞は前期より増大する。しかし需要曲線が右移動した今
期の新しい条件のもとにおいては，その利潤は極大化されてはし、ない。生産財市場の不均衡がおこ

る 3

生産財価格の上昇のため消費財部門の企業の費fIJ [(11線は右移動するの消費財価格ーが新たな上昇を
つづけられないかぎり上昇した費用曲線は収入曲線を拡充された生産目標より少ない点できる 3 拡
充汁画をそのまま遂行すれぽ採算割れをきたす。したがって消費財の供給は計図どおりには増加し

ないだろう。ところでもし企業が当初予想したごとく消費財需要が旺f俗であれば，その供給の仲び

悩みはイ罰俸を上押しにする。それは消費財部門の強気の予想を的rl~せしめたことになるJ かくて生

産財需要が刺戟されるが，独占企業が依然強気にならなければ，生産財価格はさらに上昇する。そ

れはさらに消費財官lfi絡をと昇ーさせるかもしれない)しかしこの上昇過程は長くはつづかない 消費
者の需要を長きにわたって旺械ならしめてゆく原因が，その家言|所得におし、てヵ、けているからであ

る。すなわち生産財何格上昇の結果，競走企業の費用曲線は右移動する心それは企業の採算を不利
>，こする。生産財部門の消倒的態度と消費財部門の生産拡充の仲び悩みとのため，雇用の増加と労賃

の上昇は期待できないから，家計所得は増加せず消費財需要が価格上昇にもかかわらず累積約に増
大するとは期待できない。?消費財需要が増大しなければ消費財部門の強気な予想は沈静してゆく p

独占企業が予想をもたなし、かぎり，消費財部門に発した好況も長く持続することはなし、。農産物価

格に好影響をあたえるまもなく好況は消波してゆくとみてよいであろう。

独占企業の弱気はあたかも主[{{']'が産業界の強気にもかかわらず信fIj収縮をおこなった場合と相似
た効果をもたらす。

(ロj 逆の場合を恕定してみよう。消費財価絡の低落により消費財部門に弱気がみなぎったさい，

生産財部門が強気にでてその生産量をかえないとすれぽ，生産財価絡は低落する。それは消費財産

業の費用曲線を左移動させるから，消費財の生産縮少をくいとめる d 消費財の供給が，計画された
より多ければその何絡は低落し，生産財部門に波及してそのl11li絡をーそう低落させるであろう 消
費財部門の弱気は的中した形になるが，生産財消費財両部門とも生産縮少をおこなわなし、から雇用
量，したがって家計所得の水準は低下することが少ないであろう。

かくて消費財需要が累積的に縮減してゆくことはなしその何陥低落がやがて需要の増加を生み
だしてゆくであろう。それは消費財部門の弱気に終止符をうつ。独占企業が強気であるかぎり，下

況は比較的早く回復に転じてゆく。農産物倒絡が不況の悪影響をうけることは少ない。

模型においては独占企業は市場の需要表が一定であるかぎりその仰ぐ給量の調印lによって価格を上

下せしむることができるが，供給量が定められたのちはその価格は市場の需要によってき主動するも

のとみてきた この想定はあやまりではない。かりに需要市場の強気，弱気にもかかわらずp 供給

量を・定にし，しかもその価格をも固定しておけば，強気の場合には生産財の割当をおこなわなく
てはならないし，弱気の場合にはスト γ クするか廃棄しなくてはならないであろうこそれは私的企

業の態様としては異常なものである。独占企業がかかる態様を示すとすれば，それは私的企業では

なくて公共的事業に類するものとなったというべきであろう cJ

馬場啓之助農産物価格政策の構図農業総合研究第 6巻第 1 号 93~95頁
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このためのよL体的方策としては積概的な観測業務の実施と判人中央価格として「見越価格J (Forward 

price) を採川する見泣阿絡制度も考えられる。

その4 可能性に対する検討

19. 以上が林建物例i各政策においてとられるべき共体的方策であるが，もしなんらかの林産物f!llí格政策を

採汀jせんとする場合，かかる J-~体的方策をとり，そして所期の目的を注しうる可能性があるであろうか。

まず最大の可能性を提供してくれるのは，国有林野の存在であるーカ‘くのごとき独占的企業形態に類似

している国家機関の存在は他の産業にはみられない形態である。国有林野は現在総面積 24 ， 951， 745 町歩

のうち約 32% の 7， 938 ， 806 町歩を占有している。 面積だけからはその林業経済におけあ重要性を示す

E確な指標とはならないが，とにかくこれだけでもその経済的，社会的重要性を示すには充分であろうつ

しかも現在の国有林野制度においては，その性簡をs2更させることなしに，もし当局がその必要性を認め

るならば，実胞の可能性のあることである。すなわち国有林野経I注視程第 1 条が図有林野経蛍目的につい

てつぎのごとくうたっていることによっても明日であろう。

「国有林野は，国土の保安その他公益を保持し，国民の福祉増進をはかることを旨とし，森林資源を培

養し，森林生産力を向卜‘するとともに，生産の保続および経蛍の合理化につとめて，これを経伝しなけれ

lまならない。」

第 2 の可能性を提供する要因は，林産物の需要弾力性の小さいことである。この要因はヘ、くら国有林

野面積が相当存在してい℃も，それから生産される林産物数量はたかが知れており，到J長林産物価絡政策

の遂仔には資することは考えられなし、かと L 、う論者に捧げられるものである。 説明しよう 木材の需要

弾力性は*33，昭和 2~13 年までを例にとると， '-0.69~-0.24 程度のうごきを示しているとしイ r こ

のことの意味するところのものは， たとえば101を昭和 2~8 年までにとれば， その間の需要伴力性は，

0.69 であるが，これは材f四半 1 割jの脱落に対して需喜芸量が， 6.9% したがって 1 人当リ 0.087石，総需

要量にして 5， 589 ， 228 石減増することとなるわけである J このこと Lt.逆に表現するならば木材市場総供

給量が 550 万石増減した場合，木材何十各は 1 割減増するわけである二国有林の年1111木材生産量は約 3 ， 200

万石であるカ i ら， その 1 "引は操作しうるとすれば木材価格は約 0.6 割程度保作しうることを示すのであ

るらまた例を昭和 2~13 年にとれば，その需要弾力性は 0.24 であり， これは材価率 l~の騰落に対

して総需要量にしてし800 ， 362 右減増するわけであり I清と同じ仮定に立脚すれば，国有林は木材価格

を 2 割程度操作しうることを示すのである。

また木炭について説明するならば相七 今昭和 3~9 年を例にとれば，その需要弾力性は 0.19 であ

る。それゆえ[反に木氏側ギが 1 割騰落するとすれば，需要量は， 1. 9%，したがって総需要量 4 ， 115 千貫

の減増となることを示している c 現在の市場総供給量約 5億貫のうち，その 3 割程度(国有林!T;立木処分

も含む)の 1 億 5 千万貫は国有林からの供給であるとみてよし、c いまその 1 割を自由に操作しうると仮定

すれば， 1 千 5 百万貫であり，これを増減すれば国有林自体で約 4 割弱の価格の減増をおこなうことがで

きるわけであるつもし国有林当局が 1 割の木材，木炭数量は自由に操「戸できず，しかも相当大巾の価格操

ホ32 価格政策としての観測業務とし、う認識はしていないが，現在林野庁の調査謀においては，これに若

干類似した仕事もしているニたとえば同課発行の，新鮮動舌L発生以後における木材市場動向の分析

〔試案)，木材市場動向の観測，昭和 28 年 10 月第 1 号等を参照

*33 岸根卓郎本邦における具体的木材需要函数導出に関する研究第 61 回 日本林学会大会講演集
*34 第 3 編第 1 章参照
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約三をおこなわなくてはならない場合にも，林産物需要伴力性の小さいという仰山によりすくなくとも現在

のすぐれた組織を利用して，国有林当局みずカ=らが自 r11市場にでて，一定数量の材産物jを納入し，これを

ふたたび白由市場にながすとしイ施策をとれば供給操作は可能性があると思われるつ如上の数字は正確さ

については相当問題があり J~体的操作数量ならびに方法についてはさらに充分検討すべき必要があろうが

ともかく林産物需要開力性の小であることは，国有林野の存{E とともに， 1111í陥政策のJ L体的遂行に有力な

可能性を提供するものである

第 3 の要因は，第 2 の要因に凶.ìT;をもつものであるが， Gregory King の法貝1]判コである l かれは 1696-

年「英吉利の人口およひ、.ìi昼r{Hに関する統計的l研究」のなかで小麦の収陵高と価格との関係について 1 種の

経験法則を樹立したのであるが， この法則を一般化した D'avenant による収穫の不足はつぎの比例にお

いて殺仰を高めることが示されたのである。

1 'J，I1Jの不足は佃[絡を普jili何?各lLI:に 3 割騰貴せしめる J

2 '51]0) 11 11 8 ¥Jfl] " 
3 j!fl]の 11 

" 16'2f/J " 
4 害1 の 11 " 28害1 11 

53刊の " 11 45出j 11 

右のように供給の増減以上に何絡は脱落するのである c 両者すなわち収穫高 X と'炭価 Y の関係式l工

0.824 
Y ニ 2 -O. 06 なる算式によってあらわされるというと1 現在この法川については幾多の批判が

(X -0.12) 

存在するが，とにかく「供給の増減以 kにIrllî絡が騰落する」とし、う現象の存在は肯定できるつ以上のごと

き現象は第 2 の要因とあいまって供給探作による佃絡政策の遂行に実現の可能性を増大させよう c

第 4 の要因は現在の林業をとりまくわが国の経済的社会的条件である。前述のごとく現在の森林資源の

i閏片山は経的1句にも社会r'l甘にも相当!止論iを喚起しており，林産物価絡政策にあたってもおそらく世論の理解

をうるであろうっ

20. 以上は林産物価絡政策に実fJ;l可能性を北供する要因についてのべたが，ここでは何絡政策の限界につ

いて触れてみよう。

本稿で考察した林産物価j各政策はp 自由的資本主義経済を前提としていた。それゆえかかる価格政策に

は，この点より 1 つの限界をあたえられる。

すなわちp 白山['内資本主義言|・同経治ドの和Iî;f各政策は個人の自由競争の総閉までたちいって干渉すること

は許されないし，また直接的統制は原則的には採用を許されない。ここに』処刑的な強制j的資本主義計画経

済または I1 会主義計画経済等を前提とする例絡政策に比べて強力さという点において，計画目的の達成に

限県を画する

第 2 は p 林業I儀営主体の経済的反応の遅鈍性があげられる。

林業7経営主体はその林業経営にあたって，価格機構の運行に正確に規制されない この理由として林業

経首主体自体の性格3 経蛍主体をとりまく保守的雰囲気等が考えられるが，ともかくか力、る性格は価格政

策に限界をあたえる。

第 3 に，従来までの林産物価格研究の不備がある c すくなくともなんらかの計画経済を樹立する場合に

は，充分な科学的め「究を必要とする c 充分な科学的研究に立脚しない計画経済はかえって政治力により歪

*35 伊藤俊夫農政学概論養竪堂発行 262~263 頁
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[山され，以前より事態を忠〔化させる危険性が多いことは，筏念ながらあまりに多くその実例を示されてき

ている。実際に林産物価絡政策を考察する場合，このような意味において，価格政策に限界ないし困難性

をあたえるものとして研究の不備があげられよう c 以上材、産物価格政策の可能性について楽観要因と悲観

要因とについて考察してみた。この問題についてはさらにJJ~休的に比絞考究して結論をだすべきであろう

が，あえて私見をのべるならば，上述の可能性を阻止する要因についてはわれわれの努力により相当縮減

できると思われ，同時に有力な各種の可能性を提供する要因を考えるときわれわれに価椅政策実施の意志

のある場合には，そこには充分可能性のあることを指摘したいこ

第4章結 宝五
回"

第 1 i郁においては本論への布石として，計画経済の必然性とその形態ならびにJ主体的方策および価絡政

策への意義， 方策につき触れ， 特に農産物価格政策をアメリカならびにわが国についてよL体的に考察し

た。第 2 部の本論においては林産物価格政策の必要性，その方策，方式，可能性ならびに政策の限界等に

ついて検討を加えた

私は本稿において林産物価格政策について充分にいいつくしたとは思っていなし九しかも検討をあくま

で政治的当為の主張をいれず，理論的に考察するようにこころがけたので不明瞭な点もあろう 3 これらの

点についてはさらに林産物価賂政策の政治的意見なり，理論的考察のすすんだのちにおこなうであろうコ

ただ本稿は，林産物価伶政策の再認識の関心を若干でも惹起してくれるならばその企図は充分にはたされ

るのである。

Isamu NO)Ir!l.¥: Theoretical Studies on the Formation 

of Forest Products Prices. 

R駸um� 

This report summarizes the theoretical studies on the mechanism of determｭ

ination of forest products prices. 
First of a l1, let us state the signification of this report. 
The coordination of all economic processes and functions is accomplished 

through the action of price in the individualistic and competitive economy of 
laissez-faire. 

To put it in the concrete , price is the indicator of giving consumers the 
greatest satisfaction, and that of giving full scope to enterprener's ability. In 

other words , price forms tﾌ1e inner order of mechanism according to which the 
economic life is running both in its' absolute and relative phase. 

Therefore, the signification of study on price consists in cJearing the inner 

order of economic mechanism. In like manner, the studies on price of forest 
products cosists in cIearing the inner order of mechanism of forest economy. 

Brief outline of this report follows; The first volume the writer purports 
to explain the signification of this study, economic theory applied to this study 
and the outline of this report. In the second volume he refers to the mechaniｭ

sm of dEtョrmination of price in the case of static economy in order to provide 
the general understanding for the more concrete statemεnt that foIlows. In the 

third volume it is stated about the demand structure of forest products , which 
is the primary cause on the determination of price. This volume is devided into 

two chapters. 
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The first chapter handles the demand structure of charcoal and lumber 
before the war. In the second chapter, in comparison with the first chapter, 
he states above the demand structure of forest products after the war. In the 
fourth volume, with a view to ascertain the other cause in the determination of 
price , the fJupply structure is analysed: In the fifth volume, the price fluctuation 
of forefJt products in dynamic economy is analysed, assuming th� following 
models of price mechanism. 

1. Dynamic economy under c10se economy and open economy, which each 
model is c1evided into perfect or imperfect competition, anc1 further devided into 
the following types from the viewpoint of the elasticity of expectation. 

(1). the elasticity of expectation is statics 
(2). the elasticity of expectation is inelastic 
(3). the elasticity of expectation is elastic 

The study is proceeded in two phases , the practical and the theoretica1. 
One of the conclusions of this volume , it is stated that the price fluctuation of 

forest products in dynamic economy is violent as compared with that of 
other goods. Accordingly , in orc1er to investigate the cause for the fact that 

the price fluctuation of forest products is violent, the writer inverstigates the 

character of the mechanism of determination of forests price in the sixth 
volume, and the conc1usion is described briefly as folIows: There is inherent 
instability in the determination of fore>.t products price. 

The cause for instability is devided into two , that is, the inelasticity on 
forest-products demanc1 and the regidity on forest-products supply, and it is 
specially noted that the latter cause is the more primary. So , in the seventh 
volume, the character of supply stmcture of lu司ber as a practical example is 
studied based on an actural proof. 

Finally, in the eighth volume, basing on the writer's self-reflection that the 
instability in the determination of forest products price may be responsible for 
the violent fluctuation of forest-products price in the near future , he investigates 
the problems as follows; Is the violent fluctuation of price a desirable thing 

for forest management and national economy or not? If it is not a desirable 
thing, what policy shall we adopt? Granting th炙 we could think out the desiraｭ

ble price policy, is there any possiblity that some measures could be applied in 
connection with the price policy in practice? 


